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１．はじめに 

2018 年 11 月 9 日、停止中の泊発電所３号機において、３Ｂ－非常用ディーゼル発電機（以

下、「３Ｂ－ＤＧ」という。）の点検中、試運転のため中央制御室から起動操作を行ったところ、

起動しない事象が発生し、原因調査の結果、３Ｂ－ＤＧの制御盤内にあるリレー端子台に接続

される 2本の端子のうち、1本の端子に接続不良が認められた。 

当該の端子については、点検時に解結線を行う箇所ではなく、また、当該リレーの交換実績

もないことから、制御盤製作時から取付け不良であったものと推定した。 

制御盤製作時から取付け不良との推定を踏まえ、端子の取付け不良状態を模擬した試験モデ

ルによる地震発生を想定した試験を実施した結果、地震発生を考慮した場合においても当該端

子の導通を確保できることの評価が得られたものの、試験条件によっては導通可能な状態を保

持する力が変わりうることが認められ、３Ｂ－ＤＧの動作が不能となる可能性を否定できない

ことから、保安規定第７２条および第７３条に定める運転上の制限（ディーゼル発電機２基の

待機要求）を逸脱していたものと見なし、2018 年 12 月 7 日に原子力規制委員会へ報告を行っ

た。 

本報告に対し、2018 年 12 月 19 日、原子力規制委員会により本事象が保安規定第７２条お

よび第７３条に違反していると判断された。 

当社は、事象発生以降、不適合処理を行い、是正処置・予防処置を行うとともに、当該事象

の重要性に鑑み、当社の調達要求に基づき実施された制御盤製作において取付け不良がどのよ

うに発生し、それが検出されぬまま現地に据付けられ、その後の保守点検においても取付け不

良を検出できずに最終的には「安全上重要な機器」である３Ｂ－ＤＧが起動しない事象として

不具合が顕在化したことの根本的な原因を究明し、組織として改善を要する事項を抽出したう

えで是正処置・予防処置を行うことにより、今後、泊発電所に設置される非常用ディーゼル発

電機を含む安全上重要な機器で同様な事象の発生を防止することを目的として、根本原因分析

を実施した。 

 

２．分析チームの体制および活動計画 

（１）分析対象（事象抽出の根拠） 

本事象は、定期検査（追加保全におけるＢトレン隔離中）における３Ｂ－ＤＧの負荷試運

転において、中央制御室からの遠隔起動に失敗した事象であり、安全上重要な機器であるＤ

Ｇ設備として製作段階からの不良が供用中に健在化し要求機能を発揮できない事態となった

ことから、当該事象の重要性に鑑み、当社マニュアル「根本原因分析実施マニュアル」の

「表３ ＲＣＡスクリーニング基準」における「４．その他（各組織の長が必要と判断した

事象）」に該当するものとして 2018 年 12 月 14 日にＲＣＡ委員会に付議し、同委員会におい

て根本原因分析を実施すべき事象と判断されたものである。 

 

（２）分析チームの体制 

分析チームは、「原子力安全のためのマネジメントシステム規程(JEAC4111)」の附属書-2

「『根本原因分析に関する要求事項』の適用指針」を踏まえて制定した当社マニュアル「根

本原因分析実施マニュアル」に従い、中立性を確保するために、今回の事象に直接的に関わ
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りのない分析員（分析主体）に加え、情報収集を担当する者により編成した。 

分析チームには、当社の「根本原因分析実施マニュアル」により、必要な情報にアクセス

できる権限を与えるとともに、経営層や関連部門に対する聞き取りも含めて調査できる権限

を与え、そのことによって不利益を被ることのないことを保証した。 

分析主体である分析チームリーダーおよび分析員については、それぞれ、分析チームリー

ダーはリーダーとしての要件を有する者とし、また、分析員については分析チームとして必

要な要件を有するよう人選し体制を構築した。 

具体的には、以下のとおり選定した。 

 

ａ．分析チームリーダー（分析主体）：（2018年12月14日～2019年10月16日） 

中立性の観点から、今回の事象に過去5年間以上直接関わりのない部門に所属して

いる「原子力事業統括部原子炉保安統括」から選定した。 

また、根本原因分析に関する研修を受講しており、原子力発電所の実務経験を有し

ていること、および管理的立場であることから分析チームリーダーとしての力量を満

たしている。 

 

ｂ．分析チームサブリーダー（分析主体）：（2018年12月14日～2019年10月16日） 

分析チームリーダーを補佐する職務として、中立性の観点から、今回の事象に過

去5年間以上直接関わりのない部門に所属している「泊発電所原子力安全・品質保

証室課長（評価・改善担当）」を選定した。また、根本原因分析に関する研修を受

講しており、原子力発電所の実務経験を有していること、および管理的立場である

ことから分析チームサブリーダーとしての力量を満たしている。 

 

ｃ．分析員（分析主体）： 

中立性の観点から、今回の事象に過去5年間以上直接関わりのない部門に所属して

いる以下の者を選定した。 

・泊発電所技術課長（2019年1月9日～2019年3月22日） 

・泊発電所原子力安全・品質保証室課長（規制検査担当） 

（2019年3月18日～2019年10月16日） 

・泊発電所発電室発電課長 （2019年3月18日～2019年10月16日） 

・泊発電所運営課副長   （2018年12月14日～2019年10月16日） 

・泊発電所機械保修課副長 （2018年12月14日～2019年10月16日） 

・泊発電所保全計画課副長 （2019年3月18日～2019年10月16日） 

・泊発電所保全計画課員  （2019年3月18日～2019年10月16日） 

なお、この他に今回の事象に直接関わりはあるものの、設備等に詳しいことか

ら、情報収集や資料作成など直接的に分析行為を行わない補佐的な要員として、泊

発電所電気保修課主任および担当者の２名を選定した（2018年12月14日～2019年10

月16日）。この２名については、中立性確保の観点から分析主体としての業務を実

施していない。 
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（３）活動計画 

本根本原因分析は、「原子力発電所における安全のための品質保証規程（JEAC4111-

2009）」の附属書「根本原因分析に関する要求事項」に沿った以下に示すプロセスにて実施

した。 

 

１．分析対象の決定 

２．分析チームの決定と計画の策定 

３．事象の把握と問題点の整理 

４．類似事象の調査 

５．分析作業の実施、直接要因と再発防止対策および組織要因検討 

６．組織要因対策案の検討・提言 

 添付資料－１「時系列図（概要版）」 

 添付資料－２「時系列図（詳細版）」 

→問題点①～⑧を抽出 

 添付資料－３「調達管理の不備に起因する類似事象」 

 添付資料－４「背後要因分析図」 

→問題点①~⑧に対する直接要因の検討および再発防止

対策案の提言、組織要因①～③の抽出 

 添付資料－５「分析チームによる再発防止対策案」 

 添付資料－６「分析チームによる組織要因対策案」 

７．対策の実施に関する提言 
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なお、根本原因分析の実施にあたっては、経済産業省 旧原子力安全・保安院の「根本原

因分析に対する国の要求事項について」（平成19年1月25日制定）および「事業者の根本原

因分析実施内容を規制当局が評価するガイドライン」（平成22年9月3日改訂1）に基づき、

「原子力発電所における安全のための品質保証規程（JEAC4111-2009）」の附属書「根本原

因分析に関する要求事項」および「原子力発電所における安全のための品質保証規程

(JEAC4111-2009)の適用指針－原子力発電所の運転段階－（JEAG4121-2009）」［2011 年追

補版］（根本原因分析に関わる内容の充実）の附属書-2「「根本原因分析に関する要求事

項」の適用指針」を参考にして、検討を行った。 

 

（４）調査・分析実施期間 

2018年12月18日 ～ 2019年10月16日 

 

３．事象の把握と問題点の整理 

分析チームは、分析に必要となる本事象に関する事実を把握するため、泊発電所電気保修課

が作成した不適合報告書、直接原因分析報告書、制御盤製作メーカによる調査報告書、当社Ｑ

ＭＳ要領類、工場試験要領書等の制御盤製作メーカのＱＭＳ文書・記録類、社内外関係者に対す

る聞き取り調査等により情報を収集し、事実関係を把握した。 

以下に、具体的な情報収集の方法およびその範囲について纏めた。 

 

（１）資料等の収集および確認 

  以下の文書および記録を用いて、３Ｂ－ＤＧ制御盤の設計調達段階、工場製作・試験段

階、建設据付段階（復元確認）、建設据付段階（100%休転）、定検段階における各業務プロ

セスのルールがどのように定められていたか、また、ルールどおりにプロセスが実施されて

きたのかという点に着目し、事実関係を調査した。 

 

ａ．直接原因分析結果 

・不適合管理事象「３－２定検 追加保全（追３）３Ｂ－ディーゼル発電機試運転時の遠隔

起動不能について」に関する不適合報告書③（是正処置の承認）および不適合報告書④

（予防処置の承認） 

・根本原因分析に先立ち実施された直接原因分析の報告書である「泊発電所３号機におけ 

るＢ－ディーゼル発電機起動回路の接続不良に係る直接原因と再発防止対策について」

（2019 年 2 月 7 日） 

 

ｂ．制御盤製作メーカによる調査報告書 

・制御盤製作メーカ調査報告書「北海道電力株式会社殿 泊発電所３号機Ｂディーゼル発 

電機起動不可事象調査報告書」（2019 年 1月 31 日） 
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ｃ．泊発電所３号機建設に係る設計調達段階、工場製作・試験段階、建設据付段階（復元確

認）、建設据付段階（100%休転）、定検段階で適用した当社の社内ＱＭＳ規程類、記録

類 

・原子力部建設品質保証計画書 (R-20-100) 

・品質に係る重要度分類 (R-20-101) 

・品質管理基準 (R-20-102) 

・原子力部建設文書管理要領 (R-20-104) 

・設計管理要領 (R-20-105) 

・原子力部建設調達管理要領 (R-20-106) 

・原子力部建設検査・試験管理要領 (R-20-109) 

・原子力部建設イ項使用前検査受検要領 (R-20-109-2) 

・原子力部建設検査・試験立会資格基準 (R-20-110) 

・品質記録管理要領 (R-20-112) 

・品質保証監査要領 (R-20-113) 

・泊原子力発電所建設所品質保証計画書 (R-20-200) 

・品質に係る重要度分類 (R-20-201) 

・品質管理基準 (R-20-202) 

・設計管理要領(R-20-205) 

・調達管理要領 (R-20-206) 

・検査・試験管理要領 (R-20-209) 

・検査・試験立会者資格基準 (R-20-210) 

・品質記録管理要領 (R-20-212) 

・教育・訓練要領 (R-20-214) 

・泊発電所品質保証計画書 (R-30-200) 

・泊発電所品質に係る重要度分類 (R-30-201) 

・泊発電所保修管理要則 (R-30-211-11) 

・泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則 (R-30-211-12) 

・泊発電所調達管理要領 (R-30-214) 

・泊発電所試験および検査の管理要領 (R-30-215) 

・泊発電所教育訓練管理要領(R-30-206) 

・泊発電所トラブル情報検討要領(R-30-218) 

・泊原子力発電所建設品質保証計画書 (R-70) 

・泊原子力発電所建設所品質記録管理マニュアル (R-70-204) 

・泊原子力発電所建設所調達管理マニュアル (R-70-207) 

・泊原子力発電所建設所品質管理基準 (R-70-207-3) 

・泊原子力発電所建設所検査および試験管理マニュアル (R-70-208) 

・泊原子力発電所建設所教育訓練管理マニュアル(R-70-205) 

・泊原子力発電所建設所不適合是正管理マニュアル(R-70-209) 

・泊原子力発電所建設所トラブル情報検討マニュアル(R-70-210) 
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・泊原子力発電所建設所品質に係る重要度分類 (R-70-211) 

・泊原子力発電所建設所工事管理マニュアル (R-70-213) 

・泊原子力発電所建設所据付・施工管理マニュアル (R-70-213-1) 

・共通仕様書 

・泊発電所 3号機非常用予備発電装置試験要領書(part1）(SU-1.15.1(part1) 

・泊発電所 3号機非常用予備発電装置試験要領書(part2）(SU-1.15.1(part2) 

・泊発電所 3号機使用前検査要領書 

・泊発電所 3号機使用前検査報告書 

・泊発電所 3号機機能試験成績書(SU-K-C-0041) 

・泊発電所 3号機機能試験成績書(SU-K-C-0092) 

・泊発電所 3号機 912,000kW 発電設備購入仕様書 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備点検工事第 1回定検ＤＧ制御 

盤点検工事仕様書 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備点検工事第 2回定検ＤＧ制御 

盤点検工事仕様書 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備中間点検(電気設備)ＤＧ制御 

盤点検工事仕様書 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備中間点検(追１)工事(電気設 

備)ＤＧ制御盤点検工事仕様書 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備中間点検(追２)工事(電気設 

備)ＤＧ制御盤点検工事仕様書 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備中間点検(追３)工事(電気設 

備)ＤＧ制御盤点検工事仕様書 

 

ｄ．制御盤製作メーカが、設計、工場製作、工場試験、建設据付、設備保守の業務プロセス 

を実施するに当たって適用した同社のＱＭＳ文書類、記録類 

・泊発電所 3号機品質管理程度表(工場製作段階)(JEXW-0005-0710) 

・泊発電所 3号機品質管理程度表(現地据付段階)(JEXW-0005-0728) 

・泊発電所 3号機電機品搬入・据付品質管理要領書(KPNE-X3-0173) 

・泊発電所 3号機受入検査要領書(KPNE-X3-0024) 

・泊発電所 3号機御契約仕様書(PJHT-0449) 

・泊発電所 3号機非常用ＤＧ制御盤（Ｂ号機）試験成績書(CRQ-P5K77) 

・泊発電所 3号機ＤＧ設備基本設計方針書(H7-7047200) 

・泊発電所 3号機ＤＧ制御盤基本設計書(HTN3-N002) 

・泊発電所 3号機ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39) 

・泊発電所 3号機ＤＧ試運転報告書(CTU-PQ512) 

・泊発電所 3号機 100%休転工事制御盤点検要領書(CRQ-P5L75) 

・泊発電所 3号機 品質保証計画書(PQD-HD-9008) 

・泊発電所 3号機 品質管理要領書(工場製作段階)(CRQ-P5K22) 
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・配電盤・制御盤の検査基準（長ｼｷ-07COF001） 

・長電作業要領書電制工課自主検査制度運用規則（長ｻﾖ-0782869） 

・長電作業要領書絶縁付圧着端子作業要領(長ｻﾖ-0782253） 

・長電作業要領書ねじ・ボルト締付要領(長ｻﾖ-0782001） 

・長電作業要領書ねじ・ボルト締付け作業管理要領（長ｻﾖ-0782002) 

・長電作業要領書 NQA 作業チェックシートの運用(自主チェック)（長ｻﾖ-0782351） 

・長電作業要領書 NQA 圧着作業管理(長ｻﾖ-0782373） 

・長電検査要領書制御器検査に於ける標準検査業務（長 0709Q0001） 

・産電検査要領書 NQA 完成品検査（長 0795Q0014） 

・原子力発電所プラント品質保証活動実施計画書（EP品ﾑｷ-ＤＰ001） 

・原子力プラント向け制御盤工場試験手順・要領書（CRQ-GS146） 

・原子力プラント向けＤＧ制御盤工場試験要領書（長 0798Q31） 

・機種限定 QA指導員の育成及び認定（ｼ品ﾑｷ-FB002） 

・ねじ締め作業技能認定制度運用規程（電制工ﾑｷ Q-6220） 

・泊発電所 3号機 100%休転工事制御盤点検報告書(CTU-G5842) 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備点検工事第 1回定検ＤＧ制御 

盤点検工事要領書（AU10K3-1005） 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備点検工事第 1回定検ＤＧ制御 

盤点検工事報告書（AU11HQ2-001） 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備点検工事第 2回定検ＤＧ制御 

盤点検工事要領書（AU12K3-203） 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備点検工事第 2回定検ＤＧ制御 

盤点検工事報告書（AU12HQ2-050） 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備中間点検(電気設備)ＤＧ制御 

盤点検工事要領書（AU13K3-575） 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備中間点検(電気設備)ＤＧ制御 

盤点検工事報告書（AU13HQ3-068） 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備中間点検(追１)工事(電気設 

備)ＤＧ制御盤点検工事要領書（AU15K3-311） 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備中間点検(追１)工事(電気設 

備)ＤＧ制御盤点検工事報告書（AU15HQ2-074） 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備中間点検(追２)工事(電気設 

備)ＤＧ制御盤点検工事要領書（AU17K3-090） 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備中間点検(追２)工事(電気設 

備)ＤＧ制御盤点検工事報告書（AU17HQ2-064） 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備中間点検(追３)工事(電気設 

備)ＤＧ制御盤点検工事要領書（AU18K3-571） 

・泊発電所 3号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備中間点検(追３)工事(電気設 

備)ＤＧ制御盤点検工事報告書（AU18HQ2-069） 
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・NQC 資格作業者及び指名作業者（電制工ﾑｷ-50008） 

・NQA 制御盤組立検査チェックシート（CHK9J02） 

・NQA 制御盤チェックシート(CHK-47002) 

・NQA 制御盤・完成品検査チェックシート(CHK9JO4) 

・制御盤チェックシート(CHK-98P1) 

 

（２）事実確認のための聞き取り調査 

  事実確認のため、社内外関係者への聞取り調査を実施した。時系列図作成のために情報が

不足していた場合には、電話・メール等を用いて、適宜、関係先からの資料請求を含む追加

の情報収集を実施しながら作業を進めた。 

 

ａ．社内関係者 

   設計調達段階における調達先評価、制御盤の工場での製作段階における工場立会検

査、現地搬入後の建設据付検査、復元確認検査、100%休転工事、建設終了後の保守管理

業務（定期検査等）に従事した当社関係者計２０名に対し聞き取りを行い、それぞれの

業務に関する当時の状況について調査した。 

  

ｂ．社外関係者 

当該制御盤製作メーカである三菱電機株式会社（以下、「調達先」という。）のう

ち、当該制御盤製作当時の記録が保管されている電力システム製作所（旧:電力・社会

システム製作所神戸工場）および実際の製作に関わった長崎製作所（旧:電力・社会シ

ステム製作所長崎工場）に出向き、当時製作や検査などに係った者を中心に１２名およ

び三菱電機泊定検作業所において当該制御盤の点検・保守に係った関係者１４名の計２

６名に聞き取りを行い、当該制御盤の製作（工作、検査、試験等）、建設据付、保守に

関する当時の状況を調査した。 

 

（３）事実関係に基づく時系列図の整理と各業務プロセスでの問題点の整理 

「３．（１）資料等の収集および確認」および「３．（２）事実確認のための聞き取り調

査」で調査・収集した情報に基づき、調達製品である３Ｂ－ＤＧ制御盤（以下、「ＤＧ制御

盤」という。）について設計調達段階、工場製作・試験段階、建設据付段階（復元確認）、

建設据付段階（100%休転）および定検段階の各業務プロセスがルールに従い実行されたかと

いう観点で事実関係を整理した。 

次に、工場製作・試験段階以降の各業務プロセスの問題点抽出にあたっては、当社の調達

管理において端子取付け不良を検出できなかった要因を探るため、具体的に実行された状況

を把握する必要があることから、以下の観点で確認を行った。 

• 「なぜ端子取り付け不良が発生したのか」「なぜ端子取り付け不良を各業務プロセス

で検出できなかったのか」 

• 端子取付け不良を当社が検出するために用いた調達先が作成する調達製品の検証に関

る要領書（以下、「要領書」という。）がどのようにレビューされたのか 
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• 制定された要領書の手順が端子取付け不良を検出するために必要な目視確認項目につ

いて、あるべき姿に対して満足する要領・手順であったのか 

また、端子の取付け不良を検出する直接的な行為とはならないものの、設計調達から定検

工事に係る全体業務のなかで、工場製作前の設計調達段階においても、当社としてあるべき

姿とのギャップとして抽出されたものを問題点とした。 

その結果、上述する各業務プロセスにおいて問題点①～⑧の計８個を抽出した。 

なお、時系列図の整理においては、関与した個人を匿名的に識別し、実施した行動等を具

体的に記述した。 

 作成した時系列図を、添付資料－１「時系列図（概要版）」および添付資料－２「時系列

図（詳細版）」に示す。 

  

ａ．設計調達段階 

（ａ）本段階にて達成すべき事項 

当社は、調達先が当社の要求事項に適合する製品を供給する能力を有しているかを発

注前に確認し、また、製品の製作に関わる調達先全体の品質保証活動の実施状況を把握

し有効性の検証を発注後に行う。 

 

（ｂ）業務プロセス 

2001 年 7月に当社品質保証部署は、泊 3号機建設工事発注にあたり「原子力部建設

品質保証計画書(R-20-100)」に基づき、当社が設備を調達する際に、調達先に提示する

設計上や品質上の要求事項（以下、「調達要求事項」という。）に適合する製品または

役務を供給できる技術的能力や品質保証体制を確立できるかの観点から調達先評価を行

った。 

その結果、当社の調達要求事項を満たすことができると判断し、これを受け 2003 年

12 月に当社設計部署は、「原子力部建設調達管理要領(R-20-106)」（以下、「建設調

達管理要領」という。）に基づき、「泊発電所 3号機 912,000kW 発電設備購入仕様書」

（以下、「購入仕様書」という。）に、ＤＧ設備一式の機能性能に係る要求事項を記載

し、資材部経由で調達先に発注を行った。 

当社設計部署は、「購入仕様書」に基づき、設計に着手するためにＤＧ設備の基本仕

様として、調達先が 2004 年 9 月に作成した制御盤仕様や設計条件等を定めた「ＤＧ設

備基本設計方針書(H7-7047200)」（以下、「基本設計方針書」という。）を確認した。 

2004 年 9月に当社監査チームは、「建設調達管理要領」に規定されている、『購入

品が当社の品質要求事項に適合していることを確認するために、品質記録の確認、検査

および試験の立会や監査を実施すること』に基づき、「品質保証監査要領(R-20-113)」

（以下、「監査要領」という。）に従い、調達先における設計から営業運転開始までの

建設各段階に係る、品質保証活動の実施状況とその有効性を確認するために、調達先の

監査を計画し、監査事前調査書に沿って監査を実施した。 

なお、監査対象の選定にあたっては、「監査要領」では『重要機器等の新規発注時に

は、品質保証活動の計画と実施の一部を委ねた受注者（下請を含む）に対して監査を行
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う』よう規定されていたことから、調達先工場のうち、重要機器の新規発注に該当する

ものとして総合ディジタル化設備を製作する「三菱電機㈱電力・社会システム事業所

（神戸工場）」（以下、「神戸工場」という。）を選定した。 

監査においては、神戸工場の品質保証活動の実施状況とその有効性を、「監査要領」

に規定されている項目（品質記録の管理、製作管理、材料および機器の管理、検査およ

び試験の管理、調達管理、設計管理）について実施し、当社の品質要求事項に適合して

いることを確認した。 

なお、この一連の業務プロセスは、ルールどおり実施された。 

 

（ｃ）あるべき姿とのギャップ 

工場の監査を実施する上では、同一メーカで複数の工場が存在する場合、工場毎に製

作手順や検査方法の管理が異なっていることで、品質の確保に差が出る可能性を考慮す

ることが重要である。 

よって、監査対象としては神戸工場だけでなくＤＧ制御盤が実際に製作された長崎工

場も対象とするか、もしくは工場間での管理の違いを明確にした上で、一部の工場を代

表して監査対象とすることの妥当性を示し、調達先の品質保証活動の有効性を確認すべ

きであった。 

実際に行われた監査では、「監査要領」では同一メーカで複数の工場が存在する場合

の監査対象の選定について考慮することは規定されていなかったため、神戸工場を対象

として実施したものの、ＤＧ制御盤の製作が行われる「三菱電機㈱電力・社会システム

事業所（長崎工場）」（以下、「長崎工場」という。）の監査は実施していなかった。 

そのため、ＤＧ制御盤を製作する工場を含めた調達先の品質保証活動の実施状況とそ

の有効性を確認できていなかった。 

以上を踏まえ、問題点①を抽出した。 

問題点① 

監査チームは、調達先の品質保証活動の有効性を監査するうえで、調達製品の製造に

関係する工場全てについて有効性を確認すべきであったが、ＤＧ制御盤を製作する長

崎工場を含めた調達先の品質保証活動の実施状況とその有効性を確認できていなかっ

た。 

 

ｂ．工場製作・試験段階 

（ａ）本段階にて達成すべき事項 

「購入仕様書」に基づき調達先で製作されたＤＧ制御盤が、当社の調達要求事項に適

合していることを確認する。 

よって、工場での製作不良は出荷前までに確実に検出し、是正されなければならな

い。 
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（ｂ）業務プロセス 

泊原子力発電所建設所電気課は、「購入仕様書」に基づき、製作に着手するために調

達先が 2006 年 4 月に作成した「泊発電所 3号機ＤＧ制御盤基本設計書(HTN3-N002)」

（以下、「基本設計書」という。）を確認した。 

 

「購入仕様書」の調達要求事項に基づき、ＤＧ制御盤の製作から工場出荷までの作業

を確実に実施することを目的に、2006 年 9月に調達先が作成した「泊発電所 3号機 品

質管理要領書（工場製作段階）(CRQ-P5K22)」（以下、「品質管理要領書」という。）

を、泊原子力発電所建設所電気課は受領した。 

泊原子力発電所建設所電気課は、「品質管理要領書」を以下の観点で確認した。 

イ．「購入仕様書」の要求事項を満足しているか 

ロ．「調達管理要領(R-20-206)」に検査および試験の項目として規定されている『実

施方法が明確に記載され確実に実施できる手順となっているか』を満足している

か 

ハ．「品質管理基準（R-20-202）」で規定されている品質管理基準表（工場製作段階）

に基づき、『立会・記録確認・記録提出等が適切に設定されているか』を満足して

いるか 

当社が確認した「品質管理要領書」に従い、調達先はＤＧ制御盤を製作・検査し、当

社は工場立会検査を実施した。 

なお、この一連の業務プロセスは、ルールどおり実施されたが、端子の取付け不良を

検出することはできなかった。 

 

 

 

端子取付け
不良

盤単体として完成

工場製作・試験段階の確認範囲

○外観・構造検査
○発送前検査

圧着端子の確認

ネジの緩み確認
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   （ｃ）あるべき姿とのギャップ 

工場製作において発生した端子取付け不良については、出荷前の外観・構造検査にお

いて確実に検出する必要があり、「品質管理要領書」の中で取付け状態を確実に確認で

きる明確な試験検査項目を設定すべきであった。 

しかしながら、「品質管理要領書」には、ＤＧ制御盤の試験検査項目として設定され

ている外観・構造検査のうち配線の確認項目として端子取付け状態を確実に確認するた

めの試験検査項目については定められていなかった。 

以上を踏まえ、問題点②を抽出した。 

 

問題点② 

「泊発電所 3号機 品質管理要領書(工場製作段階)(CRQ-P5K22)」を確認する過程にお

いて、試験検査項目として端子取付け状態を確実に確認するための検査項目を設定す

べきであったが、外観・構造検査において、端子取付け状態を確認する項目を設定し

ていなかった。 

 

ｃ．建設据付段階（復元確認） 

（ａ）本段階にて達成すべき事項 

工場から出荷されたＤＧ制御盤が現地に輸送され、工場出荷時の状態に復元するまで

の作業が適切に行われ、現地に据付けられた機器の状態が健全であることを確認する。 

 

 

 （ｂ）業務プロセス 

泊原子力発電所建設所電気課は、「購入仕様書」の調達要求事項に基づき調達先が作

成した「泊発電所 3 号機受入検査要領書(KPNE-X3-0024)」（以下、「受入検査要領書」

という。）により、2007 年 7 月にＤＧ制御盤の発電所受入検査として梱包状態での外観

点検、数量確認、検査成績書の確認を実施した。 

○基礎ボルト締付け確認

○外部ケーブル接続確認
○盤間渡り配線の確認

建設据付段階（復元確認）の確認範囲

外部ケーブル・接地線接続

盤間渡り配線施工

端子取付け不良
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また、「泊発電所 3 号機電機品搬入・据付品質管理要領書(KPNE-X3-0173)」（以下、

「搬入・据付品質管理要領書」という。）により、ＤＧ制御盤の現地据付作業として、Ｄ

Ｇ制御盤を盤基礎に据付し、基礎ボルト締付け後に盤間ケーブル接続等を実施のうえ、

据付作業を完了した。 

ＤＧ制御盤据付完了後、泊原子力発電所建設所電気課は「購入仕様書」に基づき、現

地に搬入据付された盤が、工場で出荷を許可した時の状態に復元されたことを確認する

ことを目的として調達先が作成した「泊発電所 3 号機ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39)」

（以下、「ＤＧ試運転要領書」という。）を受領した。 

泊原子力発電所建設所電気課は、「ＤＧ試運転要領書」を以下の観点で確認した。 

イ．「購入仕様書」の要求事項を満足しているか 

ロ．「泊原子力発電所建設所据付・施工管理マニュアル(R-70-213-1)」に規定されて

いる『品質保証上留意すべき事項および作業計画とスケジュールの運用を記載す

るとともに、実施手順、検査および試験、判定基準、等について記載し作成する

ものとなっているか』を満足しているか 

ハ．「品質管理基準(R-70-207-3)」で規定されている品質管理基準表に基づき、『立

会・記録確認・記録提出等が適切に設定されているか』を満足しているか 

なお、この一連の業務プロセスは、ルールどおり実施された。また、工場製作におい

て取付け不良があった当該端子については、上記の一連の業務プロセスでは解結線作業

は実施していなかった。 

 

（ｃ）あるべき姿とのギャップ 

ＤＧ制御盤の復元確認として点検が必要な範囲の健全性を確認するためには、その実

施範囲についても項目毎に明確にして、確認すべき範囲や記録の残し方を記載するべき

であった。 

しかしながら、「ＤＧ試運転要領書」では、復元確認時の目視点検項目として、『外部

ケーブル・接地線は全て接続完了しているか』、『盤間渡り配線接続は完了しているか』

といった詳細点検項目や点検方法、判定基準は定められていたが、その点検実施範囲に

ついては項目毎に明確な記載はなかった。 

具体的には、点検実施範囲は見える範囲でよいのか、見える範囲とは具体的にどこま

でを指すのか、見え難い範囲はどのように確認するのかについて記載がなかった。 

さらに、記録フォームについてもどこまで確認したかについての具体的な記載がなか

った。 

以上を踏まえ、問題点③を抽出した。 

問題点③ 

｢泊発電所 3 号機ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39)｣を確認する過程において、健全性を確

認するために必要な目視点検項目の実施範囲を項目毎に作業手順で明確にして記録す

べきであったが、点検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について手順で明確

化していなかった。 
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点検に際して盤内にアクセスすることを考慮した場合、作業によって状態を変化させ

る範囲以外に、輸送および盤据え付けにより影響を及ぼす可能性のある範囲や盤内点検

等により意図しない外力を与える可能性のある範囲について健全性を確認することが重

要であり、ＤＧ制御盤点検後の電源受電前までに点検後の最終確認として健全性確認を

行うホールドポイントを定めるべきであった。 

しかしながら、「ＤＧ試運転要領書」の手順では、次工程である電源受電前に輸送・据

付による影響確認を含め点検後の復旧状態を確認するホールドポイントが設定されてい

なかった。 

以上を踏まえ、問題点④を抽出した。 

 

問題点④ 

｢泊発電所 3 号機ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39)｣を確認する過程において、電源受電前

の確認項目として、輸送・据付・点検作業およびこれらの作業に伴い機器の状態を変化

させる可能性がある範囲について、健全性確認を行うホールドポイントを定めるべきで

あったが、手順で明確化していなかった。 

 

ｄ．建設据付段階（100%休転） 

（ａ）本段階にて達成すべき事項 

現地に据付けられたＤＧ制御盤の試運転後の機器の状態が健全であることを確認する。 

 

 

 

 （ｂ）業務プロセス 

泊発電所電気保修課は、「購入仕様書」の調達要求事項に基づき 100%休転工事とし

てプラントの試運転終了後、最終検収に向け初期の不具合が無いか点検し、総合的に

健全性を確認することを目的に調達先が 2009 年 8月に作成した「泊発電所 3号機 100%

休転工事制御盤点検要領書(CRQ-P5L75)」（以下、「点検要領書」という。）を受領し

た。 

○試運転による影響確認

試運転による影響

建設据付段階（100％休転工事）の確認範囲

端子取付け不良
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泊発電所電気保修課は、「点検要領書」を以下の観点で確認した。 

イ．「購入仕様書」の要求事項を満足しているか 

ロ．「泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-12)」（以下、「工

事要領書作成要則」という）に規定されている『工事の実施に先立ち工事要領書

（手順）、判定基準、注意事項を明確にし、かつ作業管理、品質管理、異物管理、

安全管理等を明記し諸設備の健全性確保、作業員の災害防止と共に作業の円滑か

つ確実な進捗を図るよう記載されているか』および『実作業の手順に会わせ、作

業の要領を具体的に記載し、それを具体的に実施できるよう作業ステップ順に具

体的かつ詳細に記載されているか』を満足しているか 

なお、この一連の業務プロセスは、ルールどおり実施された。また、工場製作におい

て取付け不良があった当該端子については、上記の一連の業務プロセスでは解結線作業

は実施していなかった。 

 

（ｃ）あるべき姿とのギャップ 

盤内の目視点検として点検が必要な範囲の健全性を確認するためには、その実施範囲

についても項目毎に明確にして、確認すべき範囲や記録の残し方を記載するべきであ

った。 

しかしながら、「点検要領書」では、試運転の影響を想定した各目視点検項目とし

て、「外観点検」、「配線点検」および「端子部増締め」といった詳細点検項目や点

検方法、判定基準は、「工事要領書作成要則」に規定されているとおり要領書に定め

られていたが、その点検実施範囲については項目毎に明確な記載はなかった。 

具体的には、点検実施範囲は見える範囲でよいのか、見える範囲とは具体的にどこま

でを指すのか、見え難い範囲はどのように確認するのかについて記載がなかった。 

さらに、記録フォームについてもどこまで確認したかについての具体的な記載がなか

った。 

以上を踏まえ、問題点⑤を抽出した。 

問題点⑤ 

「泊発電所 3 号機 100%休転工事制御盤点検要領書(CRQ-P5L75)」を確認する過程におい

て、健全性を確認するために必要な目視点検項目の実施範囲を項目毎に作業手順で明確

にするべきであったが、点検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について手順

で明確化していなかった。 

 

点検に際して盤内にアクセスすることを考慮した場合、作業によって状態を変化させ

る範囲以外に、試運転により影響を及ぼす可能性のある範囲や盤内点検等により意図

しない外力を与える可能性のある範囲について健全性を確認することが重要であり、

ＤＧ制御盤点検後の電源受電前までに点検後の最終確認として健全性確認を行うホー

ルドポイントを定めるべきであった。 
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しかしながら、「工事点検要領書」の手順では、次工程である電源受電前に試運転後

の影響確認としての点検作業および、作業に伴い機器の状態を変化させる可能性があ

る範囲について健全性を確認するホールドポイントが設定されていなかった。 

以上を踏まえ、問題点⑥を抽出した。 

問題点⑥ 

「泊発電所 3 号機 100%休転工事制御盤点検要領書(CRQ-P5L75)」を確認する過程におい

て、電源受電前の確認項目として、試運転後の影響確認としての点検作業および作業に

伴い機器の状態を変化させる可能性がある範囲について、健全性確認を行うホールドポ

イントを定めるべきであったが、手順で明確化していなかった。 

 

ｅ．定検段階 

 （ａ）本段階にて達成すべき事項 

ＤＧ設備の運転に伴うＤＧ制御盤の経年劣化を想定した点検を行い、機器の機能回復、

機能維持を図る。 

 

 

 （ｂ）業務プロセス 

2010 年 7月～2018 年 6月、泊発電所電気保修課は、「泊発電所調達管理要領（R-30-

214）（以下、「調達管理要領」という。）」に基づき、「3-1 定検～3-2 定検中間点検

（追 3) 泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設備点検工事（電気設

備）工事仕様書」（以下、「工事仕様書」という。）に、調達先が行うＤＧ制御盤の具

体的な工事内容、対象となる工事の範囲に係る要求事項を記載し、3-1 定検～3-2 定検

中間点検（追 3)で実施するＤＧ制御盤点検工事として、供用開始以降に計 6回の工事

について発注を行った。 

 泊発電所電気保修課は、調達要求事項が記載された「工事仕様書」および当社から配

付している「共通仕様書」に基づき、保守点検として、機器の運転に伴う経年劣化を想

定した点検（機能回復、機能維持）を行うことを目的に、調達先が作成した「3-1 定検

～3-2 定検中間点検（追 3)ＤＧ制御盤点検工事要領書」（以下、「ＤＧ制御盤点検工事

要領書」という。）を受領した。 

○経年劣化による影響確認

経年劣化による影響

定検段階の確認範囲

端子取付け不良
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泊発電所電気保修課は、「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を以下の観点で確認した。 

イ． 「工事仕様書」および当社から配付している「共通仕様書」の要求事項を満足し

ているか 

ロ． 「工事要領書作成要則」に規定されている要領書の作成の観点として、『工事の

実施に先立ち工事要領書（手順）、判定基準、注意事項を明確にし、かつ作業管

理、品質管理、異物管理、安全管理等を明記し諸設備の健全性確保、作業員の災

害防止と共に作業の円滑かつ確実な進捗を図るよう記載されているか』および

『実作業の手順に会わせ、作業の要領を具体的に記載し、それを具体的に実施で

きるよう作業ステップ順に具体的かつ詳細に記載されているか』を満足している

か 

なお、この一連の業務プロセスは、ルールどおり実施された。また、工場製作におい

て取付け不良があった当該端子については、計 6 回の工事全てにおいて解結線作業は実

施していなかった。 

 

 （ｃ）あるべき姿とのギャップ 

盤内の目視点検として点検が必要な範囲の健全性を確認するためには、その実施範囲

についても項目毎に明確にして、確認すべき範囲や記録の残し方を記載するべきであっ

た。 

しかしながら、「ＤＧ制御盤点検工事要領書」では、劣化モードを想定した目視点検

項目として、「外観点検」、「配線の点検」、「圧着端子の点検」、「端子台の点検」お

よび「ねじ類の増し締め」といった詳細点検項目、点検方法、判定基準は「工事要領書

作成要則」に規定されているとおり要領書に定められていたが、その点検実施範囲につ

いては項目毎に明確な記載はなかった。 

具体的には、点検実施範囲は見える範囲でよいのか、見える範囲とは具体的にどこま

でを指すのか、見え難い範囲はどのように確認するのかについて記載がなかった。 

さらに、記録フォームについてもどこまで確認したかについての具体的な記載がなか

った。 

以上を踏まえ、問題点⑦を抽出した。 

問題点⑦ 

「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、健全性を確認するために必

要な目視点検項目の実施範囲を項目毎に作業手順で明確にするべきであったが、点検

実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について手順で明確化していなかった。 

 

点検に際して盤内にアクセスすることを考慮した場合、作業によって状態を変化させ

る範囲以外に、経年劣化による影響を及ぼす可能性のある範囲や盤内点検等により意図

しない外力を与える可能性のある範囲について健全性を確認することが重要であり、Ｄ

Ｇ制御盤点検後の電源受電前までに点検後の最終確認として健全性確認を行うホールド

ポイントを定めるべきであった。 
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 しかしながら、「ＤＧ制御盤点検工事要領書」の手順では、次工程である電源受電前

に経年劣化の影響確認としての点検作業および作業に伴い機器の状態を変化させる可能

性がある範囲について健全性を確認するホールドポイントが設定されていなかった。 

以上を踏まえ、問題点⑧を抽出した。 

問題点⑧ 

「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、電源受電前の確認項目として、

経年劣化による影響確認としての点検作業および作業に伴い機器の状態を変化させる

可能性がある範囲について、健全性確認を行うホールドポイントを定めるべきであった

が、手順で明確化していなかった。 

 

上記の事実関係に基づく時系列および各業務プロセスで抽出された問題点の関係を次

頁のフローに示す。 
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調達先評価 

発注［購入仕様書］ 

監査

設計［基本設計書］ 

製作［品質管理要領書］ 

出荷［品質管理要領書］ 

受入検査［受入検査要領書］ 

現地据付［搬入・据付品質管理要領書］ 

100%休転工事［点検要領書］ 

発注［工事仕様書］，［共通仕様書］ 

ＤＧ制御盤点検工事［工事要領書］ 

R-20-100 

R-20-106 

R-20-113 

R-20-202 

R-20-206 

R-70-207-3 

R-70-213-1 

R-30-211-12 

R-30-214 

R-30-211-12 

R-30-214 

（問題点⑤、⑥は③、④と同様） 

品質保証活動の実施状況とその有効性

を確認するために監査を実施した。 

設計部門で、ＤＧ制御盤の製作に着手するため基

本設計書作成をした。 

工作部門でＤＧ制御盤を製作した。 

盤製作時において端子取付け不良が発生

した。 

品管部門で外観・構造検査、機能試験および当社の

工場立会を実施したが、端子取付け不良を発
見できなかった。 

現地の受入確認として、数量確認、梱包状態確認、

損傷の有無の確認を実施した。 

工場出荷時の状態に復元するために、外部ケーブ

ルや盤間渡りの配線の取付けを行い、復元確認を

実施した。 

試験・検査［品質管理要領書］ 

復元確認［ＤＧ試運転要領書］ 

制御盤の据付を行い、据付寸法検査、外観検査、基

礎ボルト締付け確認を実施した。 

最終検収に向け初期の不具合がないかを確認し、総

合的な健全性確認（機能回復、機能維持を含む）を

実施した。 

機器の運転に伴う経年劣化を想定した点検（機能回

復、機能維持）を目的として、盤内の外観目視点検、

配線の点検、圧着端子の点検、端子台の点検を実施

した。 

【当社マニュアル一覧】 
R-20-100：原子力部建設品質保証計画書 

R-20-106：原子力部建設調達管理要領 
R-20-113：品質保証監査要領 
R-20-202：品質管理基準 

R-20-206：調達管理要領 
R-70-207-3：品質管理基準 
R-70-213-1：泊原子力発電所建設所据付・施工管理マニュアル 

R-30-211-12：泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則 
R-30-214：泊発電所調達管理要領 

調達先が当社の調達要求事項に適合する製品または役務を供給

できる技術的能力や品質保証体制を確立できるか評価を行った。 

設
計
・
調
達
段
階 

工
場
製
作
・
試
験
段
階 

建
設
据
付
段
階 

定
検
段
階 

設計方針［基本設計方針書］ 
設計部門で、ＤＧ制御盤の基本仕様として基本設

計方針書を作成した。 
 

 

 

問題点⑦、⑧ 

これ以降の段階では、工

場で発生した不良の検出

は困難である為、工場
出荷前までに端子

取付け不良を検出
すべきである。 

（問題点⑦、⑧は③、④と同様） 

問題点⑤、⑥ 

問題点② 

問題点① 

【建設工事】 

【定検工事】 

品管部門で出荷前の最終確認として発送前検査を

実施した。 

問題点③、④ 
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事実関係に基づく時系列および各業務プロセスで抽出された問題点を整理した結果、

当該端子の取付け不良がＤＧ制御盤の工場製作の段階で発生し、その取付け不良を工場

出荷前の確認において検出できなかったことが直接的な問題であることを確認した。 

また、当該端子については、後段の各業務プロセスにおいても作業範囲外であったこ

とから、取付け不良の状態が長期に渡って継続されたことが確認された。 

工場出荷以降の各業務プロセスにおいて、当該端子のように見え難い箇所を含め、不

良を検出するための点検を行おうとすると、前段の各業務プロセスで健全性が確認され

ているものに対して分解などの作業が発生する。従って、この点検によって新たな取付

け不良が発生するリスクを考慮すれば、工場製作段階での不良は必ず工場出荷までの段

階で検出する必要がある。 

当社として工場出荷の段階で端子取付け不良を検出するために適切な検査項目が設定

できていなかったことが問題点②として抽出されたことから、この背後にある要因を分

析する。 

また、工場製作段階以外の各業務プロセスについても、あるべき姿に対してギャップ

が確認された事項を問題点として抽出し分析を行うことで、問題点②の背後にある要因

と同様な組織としての弱点が抽出される可能性がある。 

よって、抽出された全ての問題点を起点として背後要因分析図で直接要因および組織

要因の分析を行うこととする。 

なお、調達先工場で端子の取付け不良が発生し、これを調達先で検出できなかったこ

とも問題ではあるが、調達先工場での端子取付け不良に関わる改善については、不適合

管理事象「３－２定検 追加保全（追３）３Ｂ－ディーゼル発電機試運転時の遠隔起動不

能について」に関する是正処置および予防処置として対策実施済みであること、当該事

象に関わる根本原因分析の目的は当社の組織要因を抽出しこれを是正・予防することに

あることから、調達先の問題については本分析の対象外とする。 

 

４．類似事象の調査 

本事象における直接的な問題は、工場製作段階において発生した端子取付け不良を工場出

荷前に検出できなかったものであり、当社として調達先が作成する要領書に対して、健全性

を確実に確認するための適切な検査項目を設定することを要求できなかったことが要因とし

て挙げられる。 

そのため、本事象を当社の調達管理の不備と捉え、本事象と同様に調達管理の不備が起因

となって工場で製作不良が発生した事象を類似事象として抽出し、以下の観点から調査を行

った。 

• 工場での製造、製作段階における不具合事象の中に直接要因に対する再発防止対策を

立案する上で参考となる情報がないか 

• 直接要因の背後要因分析の結果から、組織要因対策として掲げる是正処置・予防処置

を立案する上で参考になる情報はないか 

本類似事象の調査は、原子力安全推進協会 JANSI が公開している「ニューシア 原子力施

設情報公開ライブラリー」から、国内で発生したトラブル情報、保全品質情報から類似事象
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を検索することにより行った。 

本事象は、工場での製造、製作段階で不良が発生したため、検索キーワードとしては、

「製造」、「製作」を指定して検索し、検索された事象の内容を確認して、工場作業であり

設計どおりに製作されていない事象を類似事象として整理した。 

上記で整理された類似事象は「設計どおりに製作できなかったことに起因する不具合事

象」であり、その発生事象の内容と発生要因から、「調達管理の強化によって製作不良が防

止できると考えられる事象」（調達管理の強化で対策可能）と「製作不良の防止が製造者ノ

ウハウ・技量に依存する事象」（調達管理の強化では対策困難）に分類した。 

抽出した類似事象に対する分類および件数を以下に示す。 

 

分類 項 目 ／ 発 生 要 因 件 数 

１ 調達管理の強化によって製作不良が防止できると考えられる事象 １３８件 

 ① 検査時期、検査内容が不適切 ９８件 

② 製作環境が不適切 ８件 

③ 工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切 ３２件 

２ 製作不良の防止が製造者のノウハウ・技量に依存する事象 １５０件 

 作業者の技量 ３１件 

異常の顕在化まで長期間経過 ６１件 

メーカーノウハウや製造方法 ５１件 

事象発生まで知見なし ３件 

情報不足 ４件 

 

発生要因のうち、「調達管理の強化によって製作不良が防止できると考えられる事象」は

１３８件抽出された。その一覧を添付資料－３「調達管理の不備に起因する類似事象」に示

す。 

これら１３８件の事象の発生要因をさらに細分化した結果、要因として「検査時期、検査

内容が不適切」な事象（９８件）については、要因が「検査はしていたが時期が適切ではな

く検査時には発見できなかった」、「検査を実施していなかった。不十分だった。」であ

り、本事象の直接的な問題である問題点②と類似しており、抽出された類似事象に関わる対

策については、再発防止対策や組織要因対策の立案の参考となる。 

一方、「製作環境が不適切」、「工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適

切」な事象（４０件）については、「異物の混入」、「養生や輸送時の一時取付物の外し忘

れ」等、本事象の直接的な問題である問題点②に対する要因とは直接結びつかない事象では

あるが、「調達管理の強化によって製作不良が防止できると考えられる事象」であり、製作

不良や保守不備に関わる不具合を防止するためにこれらの事象に関わる対策についても組織

要因対策の立案の参考とする。 

本事象に対して当社として対策の参考とする調達管理の不備に起因する「検査時期、検査

内容が不適切」な事象（９８件）について、再発防止対策の内容を確認し、調達管理に反映
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可能な対策として分類した。 

再発防止対策により分類した結果を添付資料－３「調達管理の不備に起因する類似事象」

に示す。 

再発防止対策により分類した結果をまとめたところ、調達製品の健全性を確認するために

必要となる検証行為を確実に実施するための対策は3項目（Ａ．調達先への要求事項の明確

化（社内規程類の見直し含む）、Ｂ．調達先から提出される要領書の明確化、Ｃ．教育）に

分類できた。 

なお、再発防止対策として調達管理に反映できる情報が含まれていない対策（例えば、対

策が不良品の交換のみ）は除外した。 

 

【本分析への反映】 

前述の結果を踏まえると類似事象の調査において、調達管理の不備に起因する「検査時

期、検査内容が不適切」な事象については、「Ａ．調達先への要求事項の明確化（社内規程

類の見直し含む）」、「Ｂ．調達先から提出される要領書の明確化」および「Ｃ．教育」と

いった再発防止対策が対策として有効であることを示している。 

このため、本類似事象の調査によって確認された対策については、本事象の分析で考慮し

ていくこととし、当社の直接要因から導き出す再発防止対策や組織要因として掲げる是正処

置・予防処置の立案において、十分実効性のある対策となるように活用していく。 

 

５．分析作業の実施、直接要因と再発防止対策および組織要因の検討 

（１）分析の実施 

ａ．分析手法 

分析手法は、論理性が確保された「SAFER」手法を用いた。 

SAFER は、東京電力株式会社が開発した根本原因分析の手法である。頂上事象を起点と

し、分析の着眼点は m-SHEL モデル※を参照し「なぜ」⇔「だから」を成立させながら要因

分析図を作成していくものであり、当社以外の電力会社でも採用されている。 

※：m-SHEL モデル・・・・分析の着眼点を模式化したもの 

S：ソフトウェア（手順など） 

H：ハードウェア（設備、施設、ツール） 

E：環境要因（作業環境など） 

L：個人要因（本人）、周囲の人（コミュニケーション） 

m：マネジメント（中間管理・経営管理要因など） 

 

ｂ．分析の視点 

分析に当たっては、「３Ｂ－ＤＧの点検中、リレー端子のうち２本の端子が同一端子台

に入線している箇所において、奥側１本の端子がリレー端子台から外れていたため、中央

制御室からの遠隔起動ができなかった。」事象を頂上事象として設定したうえで、「３．

 事象の把握と問題点の整理」において抽出された各業務プロセスでの問題点を起点とし

て要因分析を行った。分析した結果を添付資料－４「背後要因分析図」に示す。 
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（２）直接要因の分析結果および再発防止対策案の検討 

「３．（３）事実関係に基づく時系列図の整理と各業務プロセスでの問題点の整理」で抽

出された８個の問題点①～⑧に対する直接要因、および再発防止対策案を検討した結果を以

下に示す。また、問題点・直接要因・再発防止対策の関係を添付資料－５「分析チームによ

る再発防止対策案」にまとめる。 

 

問題点① 

監査チームは、調達先の品質保証活動の有効性を監査するうえで、調達製品の製造に関係

する工場全てについて有効性を確認すべきであったが、ＤＧ制御盤を製作する長崎工場を

含めた調達先の品質保証活動の実施状況とその有効性を確認できていなかった。 

【直接要因①】 

「品質保証監査要領(R-20-113)」に品質保証活動の有効性を評価する項目として、調

達先に複数の工場がある場合の監査対象の選定方法が定められていなかった。 

問題点①から抽出された直接要因①に対して、再発防止対策案①を提言する。 

【再発防止対策①】 

「品質保証監査要則(R-30-214-2)」および「原子力調達先品質保証監査マニュアル(R-

30-107-11)」に、以下の確認項目を追加する。 

品質保証活動の有効性を評価するうえで調達先に複数の工場がある場合、以下の監

査対象を選定するための確認項目について確認し、監査計画を策定する段階で監査対

象を選定する。 

・工場によって品質管理に差異があるか 

・差異がある場合は、品質要求に対して満足するものであるか 

当時の社内規程である「品質保証監査要領(R-20-113)」については、現状廃版になってい

ることから、再発防止対策としては、現状有効な社内規程である「品質保証監査要則(R-30-

214-2)」および「原子力調達先品質保証監査マニュアル(R-30-107-11)」に上記の内容を反

映することとする。 

 

問題点② 

「泊発電所 3号機 品質管理要領書(工場製作段階)(CRQ-P5K22)」を確認する過程におい

て、試験検査項目として端子取付け状態を確実に確認するための検査項目を設定すべきで

あったが、外観・構造検査において、端子取付け状態を確認する項目を設定していなかっ

た。 

【直接要因②-1】 

「品質管理要領書(CRQ-P5K22)」を確認する際に、検査項目の設定の考え方を含めた調

達製品の検証に関わる要領書確認の観点が記載されている社内規程類がなかった。 

問題点②から抽出された直接要因②-1に対して、再発防止対策案②-1 を提言する。 
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【再発防止対策案②-1】 

調達先から提出されるＤＧ設備を含めた安全上重要な設備に関わる調達製品の検証に

必要となる要領書確認の観点を整理し、これらの要領書確認時に活用できる社内規程

を新たに定める。また、社内規程で定めた事項については要領書作成の手引きとして

調達先に提示する。 

 

【直接要因②-2】 

端子取付け状態の健全性確認を含めて、工場で製作された調達製品に対する検証を行

うために必要な検査項目の設定の考え方について教育が不十分だった。 

問題点②から抽出された直接要因②-2に対して、再発防止対策案②-2 を提言する。 

【再発防止対策案②-2】 

調達製品の健全性確認のために必要な検査項目の設定の考え方を含めて、調達製品の

検証に関わる要領書確認の観点について、再発防止対策案②-1で定める社内規程を用

いて社内関係者に教育を行う。 

  

問題点③ 

｢泊発電所 3号機ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39)｣を確認する過程において、健全性を確認

するために必要な目視点検項目の実施範囲を項目毎に作業手順で明確にして記録すべきで

あったが、点検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について手順で明確化してい

なかった。 

【直接要因③-1】 

「ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39)」を確認する段階では、点検実施範囲の設定の考え方

を含めた要領書確認の観点が記載されている社内規程類がなかった。 

問題点③から抽出された直接要因③-1に対して、再発防止対策案③-1 を提言する。 

【再発防止対策案③-1】 

調達先から提出されるＤＧ設備を含めた安全上重要な設備に関わる工事要領書の確認

の観点として、業務プロセス毎に必要な各点検項目で点検すべき範囲の設定や記録の

残し方についての考え方を「工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-

12)」および「調整試験要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-13)」に規定

する。 

当時は要領書確認に関する規程は無かったが、現状は泊発電所で実施される工事に関する

要領書の確認の観点を記載した、「工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-12)」

および「調整試験要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-13)」があるため、再発

防止対策としては、上記内容を本要則に反映することとする。 

 

【直接要因③-2】 

復元確認においては、機器の健全性を確認するために手順の中で実施範囲や記録方法

を明確化することが重要であると認識できるような教育をしていなかった。 
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問題点③から抽出された直接要因③-2に対して、再発防止対策案③-2 を提言する。 

【再発防止対策案③-2】 

機器の健全性を確認するために必要な点検実施範囲の設定の考え方について、再発防

止対策案③-1で改定した「工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-12)」

および「調整試験要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-13)」を用いて、社

内関係者に教育を行う。 

 

問題点④ 

｢泊発電所 3号機ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39)｣を確認する過程において、電源受電前の

確認項目として、輸送・据付・点検作業およびこれらの作業に伴い機器の状態を変化させ

る可能性がある範囲について、健全性確認を行うホールドポイントを定めるべきであった

が、手順で明確化していなかった。 

【直接要因④-1】 

建設所で使用していた「品質管理基準(R-20-202)」のうち立会基準に、電源受電前のホ

ールドポイントとして健全性確認の項目が無かった。 

問題点④から抽出された直接要因④-1に対して、再発防止対策案④-1 を提言する。 

【再発防止対策案④-1】 

「調達管理要領(R-30-214)」で定める品質管理基準表にＤＧ設備を含めた安全上重要な

設備について、電源受電前の健全性確認項目をホールドポイントとして設定する。また、

それを共通仕様書に展開し、調達先に提示する。 

当時の社内規程である「品質管理基準(R-20-202)」については、現状廃版になっているこ

とから、再発防止対策としては、現状有効な社内規程である「調達管理要領(R-30-214)」

に上記の内容を反映することとする。 

 

【直接要因④-2】 

復元確認において、輸送・据付・点検作業およびこれらの作業に伴い機器の状態を変化

させる可能性がある範囲について、電源受電前に健全性を確認するためのホールドポイ

ントを設定することが重要であると認識できるような教育をしていなかった。 

問題点④から抽出された直接要因④-2に対して、再発防止対策案④-2 を提言する。 

【再発防止対策案④-2】 

業務プロセス毎に必要なホールドポイント設定の考え方について、再発防止対策案④-1

で改正した「調達管理要領(R-30-214)」を用いて社内関係者に教育を行う。 

 

問題点⑤ 

「泊発電所 3号機 100%休転工事制御盤点検要領書(CRQ-P5L75)」を確認する過程におい

て、健全性を確認するために必要な目視点検項目の実施範囲を項目毎に作業手順で明確に

するべきであったが、点検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について手順で明

確化していなかった。 
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【直接要因⑤-1】 

「泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-12)」に、要領書確認の

観点として、試運転による影響確認としての点検実施範囲の設定の考え方について記載

されていなかった。 

問題点⑤から抽出された直接要因⑤-1に対して、再発防止対策案⑤-1 を提言する。 

【再発防止対策案⑤-1】 

調達先から提出されるＤＧ設備を含めた安全上重要な設備に関わる工事要領書の確認

の観点として、業務プロセス毎に必要な各点検項目で点検すべき範囲の設定や記録の残

し方についての考え方を「工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-12)」お

よび「調整試験要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-13)」で規定する。 

 

【直接要因⑤-2】 

試運転による影響確認として、機器の健全性を確認するために手順の中で必要な点検の

実施範囲や記録方法を明確にすることが重要であると認識できるような教育をしてい

なかった。 

問題点⑤から抽出された直接要因⑤-2に対して、再発防止対策案⑤-2 を提言する。 

【再発防止対策案⑤-2】 

機器の健全性を確認するために必要な点検実施範囲の設定の考え方について、再発防止

対策案⑤-1 で改正した「工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-12)」お

よび「調整試験要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-13)」を用いて、社内関

係者に教育を行う。 

 

問題点⑥ 

「泊発電所 3号機 100%休転工事制御盤点検要領書(CRQ-P5L75)」を確認する過程におい

て、電源受電前の確認項目として、試運転後の影響確認としての点検作業および作業に伴

い機器の状態を変化させる可能性がある範囲について、健全性確認を行うホールドポイン

トを定めるべきであったが、手順で明確化していなかった。 

【直接要因⑥-1】 

「調達管理要領(R-30-214)」に規定している品質管理基準表に電源受電前のホールドポ

イントとして定めるべき健全性確認の項目が無かった。 

問題点⑥から抽出された直接要因⑥-1に対して、再発防止対策案⑥-1 を提言する。 

【再発防止対策案⑥-1】 

「調達管理要領(R-30-214)」で定める品質管理基準表にＤＧ設備を含めた安全上重要な

設備について、電源受電前の健全性確認項目をホールドポイントとして設定する。また、

それを共通仕様書に展開し、調達先に提示する。 
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【直接要因⑥-2】 

100％休転工事において、試運転後の影響確認としての点検作業および作業に伴い機器

の状態を変化させる可能性がある範囲について、電源受電前に健全性を確認するための

ホールドポイントを設定することが重要であると認識できるような教育をしていなか

った。 

問題点⑥から抽出された直接要因⑥-2に対して、再発防止対策案⑥-2 を提言する。 

【再発防止対策案⑥-2】 

業務プロセス毎に必要なホールドポイント設定の考え方について、再発防止対策案⑥-1

で改正した「調達管理要領(R-30-214)」を用いて社内関係者に教育を行う。 

 

問題点⑦ 

「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、健全性を確認するために必要な

目視点検項目の実施範囲を項目毎に作業手順で明確にするべきであったが、点検実施範囲

（確認すべき範囲や記録の残し方）について手順で明確化していなかった。 

【直接要因⑦-1】 

「泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-12)」に、要領書確認の

観点として、経年劣化による影響確認として必要な点検実施範囲の設定の考え方につい

て記載されていなかった。 

問題点⑦から抽出された直接要因⑦-1に対して、再発防止対策案⑦-1 を提言する。 

【再発防止対策案⑦-1】 

調達先から提出されるＤＧ設備を含めた安全上重要な設備に関わる工事要領書の確認

の観点として、業務プロセス毎に必要な各点検項目で点検すべき範囲の設定や記録の残

し方についての考え方を「工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-12)」お

よび「調整試験要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-13)」で規定する。 

 

【直接要因⑦-2】 

定検段階において、経年劣化による影響確認として、機器の健全性を確認するために手

順の中で必要な点検の実施範囲や記録方法を明確にすることが重要であると認識でき

るような教育をしていなかった。 

問題点⑦から抽出された直接要因⑦-2に対して、再発防止対策案⑦-2 を提言する。 

【再発防止対策案⑦-2】 

機器の健全性を確認するために必要な点検実施範囲の設定の考え方について、再発防止

対策案⑦-1 で改正した「工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-12)」お

よび「調整試験要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-13)」を用いて、社内関

係者に教育を行う。 
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問題点⑧ 

「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、電源受電前の確認項目として、

経年劣化による影響確認としての点検作業および作業に伴い機器の状態を変化させる可能

性がある範囲について、健全性確認を行うホールドポイントを定めるべきであったが、手

順で明確化していなかった。 

【直接要因⑧-1】 

「調達管理要領(R-30-214)」に規定している品質管理基準表に電源受電前のホールドポ

イントとして定めるべき健全性確認の項目が無かった。 

問題点⑧から抽出された直接要因⑧-1に対して、再発防止対策案⑧-1 を提言する。 

【再発防止対策案⑧-1】 

「調達管理要領(R-30-214)」で定める品質管理基準表にＤＧ設備を含めた安全上重要な

設備について、電源受電前の健全性確認項目をホールドポイントとして設定する。また、

それを共通仕様書に展開し、調達先に提示する。 

 

【直接要因⑧-2】 

定検段階において、経年劣化の影響確認としての点検作業および作業に伴い機器の状態

を変化させる可能性がある範囲について、電源受電前に健全性を確認するためのホール

ドポイントを設定することが重要であると認識できるような教育をしていなかった。 

問題点⑧から抽出された直接要因⑧-2に対して、再発防止対策案⑧-2 を提言する。 

【再発防止対策案⑧-2】 

業務プロセス毎に必要なホールドポイント設定の考え方について、再発防止対策案⑧-1

で改正した「調達管理要領(R-30-214)」を用いて社内関係者に教育を行う。 

 

上記直接要因①～⑧に対する再発防止対策については、「４．類似事象の調査」におい

て抽出した、調達管理の不備に起因する不具合の有効な対策と考えられる３つの対策項目

「Ａ．調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）」、「Ｂ．調達先から提

出される要領書の明確化」および「Ｃ．教育」を網羅しており、ＤＧ設備を含めた安全上

重要な設備に対する本事象の再発防止対策として十分実効性のある対策と考える。 

なお、背後要因分析図による直接要因の抽出結果においては、以下に示す人的過誤の観

点から整理した場合、問題点①～⑧に関わる直接要因全てが「作業に関わる業務管理要

因」と整理される。 

・従事者の個人的な要因：該当無し 

・作業固有の要因：該当無し 

・物理的な環境要因：該当無し 

・従事者を取り巻く職場環境要因：該当無し 

・作業に関わる業務管理要因：①、②-1,2、③-1,2、④-1,2、⑤-1,2、⑥-1,2、 

⑦-1,2、⑧-1,2 
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（３）組織要因の分析および検討（改善すべき組織要因の決定） 

「５．（２）直接要因の分析結果および再発防止対策案の検討」で行った直接要因の分析

および背後要因分析図より、「事業者の根本原因分析実施内容を規制当局が評価するガイド

ライン」の「参考資料 根本原因分析における組織要因の視点」を踏まえ、組織要因の検討

結果を以下に示す。 

 

ａ． 背後要因分析図で抽出された直接要因②-1、③-1、⑤-1、⑦-1より、以下の組織要因

①を抽出した。 

当該事象については、工場製作・試験段階で発生した端子取付け不良を出荷前の検査

で検出できなかったものであり、これを検出するための適切な検査項目を設定するため

の社内規程類がないことが直接要因であった。（直接要因：②-1） 

この背後要因として、他社や自社の過去トラブル情報（以下、「トラブル情報」とい

う。）から得られる知見を十分に活用できていないことが分析結果から確認された。調

達管理を確実なものとするために、組織は調達管理の不備に関わるトラブル情報の知見

を活用し、機器の健全性を確認するために必要な検査項目を設定するとともに、それを

調達先から提出される工事要領書、試験検査要領書等の手順や記録の項目として適切に

反映する必要があった。 

また、工場製作以降の各業務プロセスにおいても、それぞれの段階で健全性を確認す

るために必要な確認範囲や、記録すべき事項を明確化できなかった要因として、直接要

因②-1と同様に組織としてトラブル情報の知見を十分に活用できていないことが確認さ

れた。（直接要因：③-1、⑤-1、⑦-1） 

現状の「トラブル情報検討要領(R-30-218)」においては、トラブル情報から得られる

知見を社内規程、工事要領書や試験検査要領書等に反映する仕組みはあるものの、組織

として以下の観点から知見を拡充し調達管理に適切に反映するための仕組みが不十分で

あったと考えられる。 

• トラブル情報はその抽出の視点を変えることで有効な情報が得られることがあ

り、適切な検査の実施や検査ステップを明確化することで不良品検出に対する感

受性を高め、不良品検出に関る有効な対策を工事要領書や試験検査要領書等に適

切に反映するための気付きとすることができる 

 

【組織要因①】 

当社は、トラブル情報を調達管理に反映する取り組みにおいて、設備の健全性を確保する

うえで、適切な検証行為を行うことで調達管理上の不具合を防止できる事例を社内規程類

に反映する仕組みが不十分であった。 

 

ｂ． 背後要因分析図で抽出された直接要因②-2、③-2、④-2、⑤-2、⑥-2、⑦-2、⑧-2よ

り、以下の組織要因②を抽出した。 

当該事象については、工場製作・試験段階で発生した端子取付け不良を出荷前の検査



30 

で検出できなかったものであり、これを検出するための適切な検査項目を設定する考え

方の教育が不十分であったことが直接要因であった。（直接要因：②-2） 

この背後要因として、社内規程類の基礎教育の仕組み、および組織内OJTの仕組みが

不十分であったことが確認された。 

社内規程類で規定される事項（ルール）の習熟には基礎教育が重要であり、この基礎

教育について社員それぞれのレベルに応じた計画的な教育が必要と考える。 

さらに、基礎教育がベースにあって、これを各業務で実行しようとする場合、組織内

でのOJTにより、業務実践できる教育を行い、スキルアップを行うことも必要である。 

また、工場製作以降の各業務プロセスにおいても、それぞれの段階で健全性を確認す

るために必要な確認範囲や、記録すべき事項を明確化できなかったことや、健全性を確

認するためのホールドポイントの設定が不十分であった要因として、直接要因②-2と同

様に組織として社内規程類の基礎教育の仕組み、および組織内OJTの仕組みが不十分で

あることが確認された。（直接要因：③-2、④-2、⑤-2、⑥-2、⑦-2、⑧-2） 

この観点から、組織として社内規程類に関わる基礎教育の仕組みが不十分であるこ

と、および組織内で行うOJT教育手法について、OJTの本質である4段階職業指導法1（や

ってみせる[Show]、説明する[Tell]、やらせてみる[Do]、指導する[Check]）による教

育を行う仕組みが不十分であると考えられる。 

【組織要因②】 

調達管理を確実なものとするために必要となる、調達製品の検証に関わる実業務を確実に

実行できる教育の仕組みが不十分であった。 

 

ｃ． 背後要因分析図で抽出された直接要因①、②-1、②-2、③-2、④-1、⑤-2、⑥-1、⑦

-2、⑧-1より、以下の組織要因③を抽出した。 

当該事象については、工場製作・試験段階で発生した端子取付け不良を出荷前の検査

で検出できなかったものであり、これを確実に検出するための適切な検査項目を設定す

るための社内規程類がないことおよび適切な検査項目を設定するための教育が不十分で

あったことが直接要因であった。（直接要因：②-1、②-2） 

この要因の背後には、過去に調達管理の不備による重大なトラブルを経験しておらず

製品納入実績で良好な結果となっている場合においても、組織として既存のルールや工

事要領書が万全であるとは限らないことを認識し、常に問いかける意識を持って更なる

改善を行う姿勢が不足していたことが考えられる。 

また、工場製作以降の各業務プロセスや工場製作前の監査実施する段階においても、

直接要因②－１、②－２と同様に組織として常に問いかける意識を持って更なる改善を

行う姿勢が不足していたと考えられる。（直接要因：①、③-2、④-1、⑤-2、⑥-1、⑦-

2、⑧-1） 

                                                   
1やってみせる[Show]、説明する[Tell]、やらせてみる[Do]、指導する[Check]という 4段階からなる、米国のチ

ャールズ・R・アレン氏によって提唱された指導法であり、現代の OJT の基本概念となっている職業指導法であ

る。 
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【組織要因③】 

当社の調達要求事項を満足するための検証行為を確実に実施するうえで、過去に調達管理

の不備による重大なトラブルを経験しておらず、製品納入実績が良好な結果となっていた

場合においても、現状に満足せずに自ら更なる改善を行う姿勢が不足していた。 

 

６．組織要因対策案の検討・提言 

「５．（３）組織要因の分析および検討（改善すべき組織要因の決定）」で決定した３項目の組

織要因に対して、是正処置・予防処置として組織要因対策を検討した結果を以下に示す。また、

組織要因・組織要因対策案の関係を添付資料－６「分析チームによる組織要因対策案」にまとめ

る。 

 

（１）組織要因①に対する組織要因対策案 

【組織要因①】 

当社は、トラブル情報を調達管理に反映する取り組みにおいて、設備の健全性を確保す

るうえで、適切な検証行為を行うことで調達管理上の不具合を防止できる事例を社内規

程類に反映する仕組みが不十分であった。 

【組織要因対策案①】 

■トラブル情報検討要領の改善 

調達管理の不備による製作不良や保守不良に関わる不具合を防止するために活用できる

事例を定期的に収集する仕組みを構築する。 

これにより、得られた情報を設備の健全性を確保するための検証活動やこれを実行するた

めの要領書における手順の具体化、適切な検査項目の設定に活用する。 

■調達管理要領の改善 

収集した事例を当社および調達先関係者が参考とするために、情報配信ルールを明確化す

る。 

補足： 

トラブル情報を活用するためには、「４．類似事象の調査」で整理・抽出した類似事例について、JEAC4111

の調達管理に当てはめて、調達管理の不備がどの時点で発生したのか、これを防止するためにはどのよう

な管理をするべきなのかの観点で、トラブル情報から有益な情報を収集することが重要である。 

今後トラブル情報をより効果的に、且つ、合理的に抽出するためには、トラブル情報システム内に JANSI

が入力している「分析用分類」を活用した抽出を行い、JEAC4111 の 7 章「調達管理」のどのステージで発

生した不備なのかを含めて、有益情報として抽出する仕組みを構築することが望ましいと考える。 

また、「４．類似事象の調査」において抽出した有益情報データについても、組織要因対策案①で提言す

る「調達管理の不備による製作不良や保守不良に関わる不具合を防止するために活用できる事例を定期的

に収集する仕組み」で得られる情報と合わせて管理し活用していく。 
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（２）組織要因②に対する組織要因対策案 

【組織要因②】 

当社の社内規程に基づき、調達管理を確実なものとするために必要となる、調達製品の検

証に関わる実業務を確実に実行できる教育の仕組みが不十分であった。 

【組織要因対策案②】 

■「教育訓練管理要領(R-30-206）」に、調達管理に関連する社内規程類で規定される事項

について、各レベルに応じた基礎教育を行うことを明記し、教育の仕組みを改善する。 

■職場で実施する OJT においては、4段階職業指導法を実践するために、教育指導法に関

して「教育訓練管理要領(R-30-206）に実施方法を規定する。 

 

（３）組織要因③に対する組織要因対策案 

【組織要因③】 

当社の調達要求事項を満足するための検証行為を確実に実施するうえで、過去に調達管理

の不備による重大なトラブルを経験しておらず、製品納入実績が良好な結果となっていた

場合においても、現状に満足せずに自ら更なる改善を行う姿勢が不足していた。 

【組織要因対策案③】 

■安全文化醸成活動において、潜在的リスクを認識し、現状に満足せず常に疑問を持ち改

善を図る意識を醸成させるため、本事象を題材とした意識改善活動を実施する。 

 

７．対策の実施に関する提言 

「６．組織要因対策案の検討・提言」において記載した組織要因対策案については、当該事

象に関わる根本的な原因を究明したうえで、組織として改善を要する事項を抽出し是正処置・

予防処置を行うことにより、今後、泊発電所に設置される非常用ディーゼル発電機含む安全上

重要な機器で同様な事象の発生を防止する対策としては有効であると考える。 

よって「６．組織要因対策案の検討・提言」で提言した対策案については、根本原因分析実

施マニュアルに基づき、分析チームから分析チーム活動報告書をＲＣＡ委員会へ提出し、ＲＣ

Ａ委員会にて審議・確認後に対策チームに引き継ぐこととする。 

引き継いだ対策チームは、対策実施スケジュール等を具体化した対策実施計画書を作成し、

ＲＣＡ委員会の審議・確認を経て対策を具体的に実施するよう提言する。 

以上 
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問題点

当社 調達先 当社 調達先 抽出された問題点

購入仕様書作成
　購入に当たっての仕様書作成

DG設備一式の購入として仕様を
要求

品質保証監査
　調達先の品質保証監査

監査対象は電力・社会システム
事業所（神戸工場）を実施

問題点①
監査チームは、調達先の品質保証活動の有効性を監査するうえで、
調達製品の製造に関係する工場全てについて有効性を確認すべき
であったが、ＤＧ制御盤を製作する長崎工場を含めた調達先の品質
保証活動の実施状況とその有効性を確認できていなかった。

品質管理要領書作成
　DG制御盤工場製作段階の要
領書の作成

購入仕様書の要求に基づき品質
管理要領書を作成

品質管理要領書確認
　DG制御盤工場製作段階の要
領書の確認

購入仕様書の要求に基づき品質
管理要領書が作成されているか
確認

問題点②
「泊発電所3号機 品質管理要領書(工場製作段階)(CRQ-P5K22)」を
確認する過程において、試験検査項目として端子取付け状態を確実
に確認するための検査項目を設定すべきであったが、外観・構造検
査において、端子取付け状態を確認する項目を設定していなかった。

工場組立
　DG制御盤の組立

組立検査
　DG制御盤の検査

品管検査員は、端子の取付け確
認を行ったものの、当該端子に
ついて見落とした。

工場試験、工場立会
　DG制御盤の立会による現物確
認や記録による確認

品質管理要領書に従い工場試
験、工場立会を実施

DG試運転要領書作成
　復元工事における試運転要領
書の作成

購入仕様書の要求に基づきDG
試運転要領書を作成

問題点③
｢泊発電所3号機ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39)｣を確認する過程に
おいて、健全性を確認するために必要な目視点検項目の実施範囲を
項目毎に作業手順で明確にして記録すべきであったが、点検実施範
囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について手順で明確化していな
かった。

問題点④
｢泊発電所3号機ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39)｣を確認する過程に
おいて、電源受電前の確認項目として、輸送・据付・点検作業およ
び、これらの作業に伴い機器の状態を変化させる可能性がある範囲
について、健全性確認を行うホールドポイントを定めるべきであった
が、手順で明確化していなかった。

復元確認における点検
ねじの緩み確認は行っていたが
当該端子の取付け状況の確認
は行っていなかった

復元確認における点検の確認
盤内部品の目視点検は、調達先
が点検した結果を、記録にて確
認

100％休転工事要領書作成
　100％休転工事における工事
要領書の作成

購入仕様書の要求に基づき
100％休転工事要領書を作成

問題点⑤
「泊発電所3号機100%休転工事制御盤点検要領書(CRQ-P5L75)」を
確認する過程において、健全性を確認するために必要な目視点検項
目の実施範囲を項目毎に作業手順で明確にするべきであったが、点
検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について手順で明確
化していなかった。

問題点⑥
「泊発電所3号機100%休転工事制御盤点検要領書(CRQ-P5L75)」を
確認する過程において、電源受電前の確認項目として、試運転後の
影響確認としての点検作業および、作業に伴い機器の状態を変化さ
せる可能性がある範囲について、健全性確認を行うホールドポイント
を定めるべきであったが、手順で明確化していなかった。

100％休転工事における点検
ねじの緩み確認は行っていたが
当該端子の取付け状況の確認
は行っていなかった

100％休転工事における点検の
確認

盤内部品の目視点検は、調達先
が点検した結果を、記録にて確
認

工事仕様書作成
　DG制御盤点検工事仕様書の
作成

工事仕様書にはDG制御盤の目
視点検を実施することの仕様を
要求

工事要領書作成
　DG制御盤点検工事要領書の
作成

工事仕様書の要求に基づき工事
要領書を作成

問題点⑦
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、健全性を確
認するために必要な目視点検項目の実施範囲を項目毎に作業手順
で明確にするべきであったが、点検実施範囲（確認すべき範囲や記
録の残し方）について手順で明確化していなかった。

問題点⑧
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、電源受電前
の確認項目として、経年劣化による影響確認としての点検作業およ
び、作業に伴い機器の状態を変化させる可能性がある範囲につい
て、健全性確認を行うホールドポイントを定めるべきであったが、手順
で明確化していなかった。

ＤＧ制御盤点検
　盤内取付部品の点検手入れ・
清掃および圧着端子の確認、ね
じの緩みのないことの確認

ねじの緩み確認は行っていたが
当該端子の取付け状況の確認
は行っていなかった

ＤＧ制御盤点検
　盤内取付部品の点検手入れ・
清掃および圧着端子の確認、ね
じの緩みのないことの記録によ
る確認

盤内部品の目視点検は、調達先
が点検した結果を、記録にて確
認

3B-DG試運転

定検段階

建設据付
段階

DG試運転要領書承認
　復元工事における工事要領書
の承認

購入仕様書の要求に基づきDG
試運転要領書を作成されている
か確認

100％休転工事要領書承認
　100％休転工事における工事
要領書の承認

購入仕様書の要求に基づき
100％休転工事要領書を作成さ
れているか確認

復
元
段
階

100
％
休
転
段
階

工事要領書承認
　DG制御盤点検工事要領書の
承認

工事仕様書の要求に基づき工事
要領書を作成されているか確認

プロセス 事　　実

業務プロセス

設計調達段階

工場製作・
試験段階

時系列図（概要版）

端子の取付け不良が発生

遠隔起動ができなかった
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工事管理GL 設計ＧＬ
電気TL 課員 品質保証室 契約担当 設計担当

保安規定に定め
る

職務
－ － － － － － － －

QMS規程に定め
る

業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

設計GLの指示の
もとに設計業務を
行う

－ － － －

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当　社 調達先

設計調達段階

2001/7/12 調達先評価

泊3号設備の調達に
あたり、調達先評価

＜当社＞
【原子力部建設品質保証計画書(R-20-100)】
調達先に調達要求事項に適合する製品または役務
を供給できる技術的能力があること等の評価を行
う。
調達要求事項に適合する品質保証体制を確立でき
ることなどの確認を行う。

【調達先評価】
購入にあたり、調達要求事項に適合する製品または
役務を供給できる技術的能力があることを評価する
とともに、当社要求に対し品質保証体制を確立でき
ることなどの確認した。
【聞き取り調査結果：監査員（退職）】
当社の要求に対して製品を製作出来る品質保証体
制が確立していることを確認した。

－ －

2003/12/1 仕様書作成

泊発電所３号機
購入仕様書作成

（作成担当）

【購買見積依頼】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
購買見積依頼書にて泊3号機の発注を行った。
　（見積依頼No.323848，324107～324109）
【設計要求】
DG設備一式の購入とし、以下の仕様を要求。
製作および据付け・施工管理について、製作に先立
ち作業計画を要領書に明確にする等、品質保証につ
いて要求。
【要求事項】
・外部電源が完全に喪失した場合に、プラントが安
　全に停止するために必要な補機を起動、運転で
　きるようにすること。
・原子炉冷却材喪失と外部電源の完全喪失が同時
　に起こった場合でも、事故の拡大と放射性核分裂
　生成物の拡散を抑えれるために必要な安全重要
　な補機を起動、運転できるようにすること。
・SI信号によりDGが自動起動すること非常用高圧
　母線の電圧低下を検出して自動起動し発電機の
　電圧確立後、母線に自動投入する等。
※なお、製作時の端子取付等の技術的事項、判定
基準等についての記載はない。

－

仕様書作成
泊発電所３号機
購入仕様書作成

（確認） － －

仕様書作成
泊発電所３号機
購入仕様書作成

（審査） － －

仕様書作成
泊発電所３号機
購入仕様書作成

（確認）
発注　（※1）

－ －

2004/9/16、17 【品質保証監査】
監査において重要機器製作が開始された段階に対
する品質保証活動が全般的に有効に機能しているこ
とを確認した。
1..監査対象
　(1)電力・社会システム事業所（神戸工場）
2.監査項目
 (1)品質記録の管理
　品質記録の確認（現場確認）
 (2)製作管理
  ・受入、製作、検査、試験、保管の製作作業指示
  （現場確認）
　・設備、装置および冶工具の管理（現場確認）
　・製作要求事項の反映状況
 (3)材料および機器の管理
　・輸入品管理、識別管理、受入払出
　・取扱、保管、出荷等
 (4)検査および試験の管理
　・検査、試験の計画
　・試験、検査要領書等
　・試験、検査の組織、検査員の資格、
    ホールドポイント、
3.監査員
　本店 原子力部品質保証担当、設計グループ担
当、
  工事管理グループ担当

・同一事業所で複数ある工場に対して代表して監査
を行うことの妥当性を確認することの規定はない。
・ＤＧ制御盤を製作する工場における調達先の品質
保証活動の実施状況とその有効性を確認できなかっ
た。

【品質保証監査】
当社の要求に基づき、以下の規程類にて説明を実
施した。

1.監査報告対象
　(1)電力・社会システム事業所（神戸工場）

2.監査報告内容
 (1)品質記録管理規程、計測器管理規程、
     計量管理規程
 (2)受入品検査規程、盤作業指示要領、
    中間検査・完成品、検査規程、
　　設計審査実施規程（制御編）、
　　図面消し込み運用規程等
 (3)調達に関する管理規程、製品の識別管理規程、
　　材料、部品及び機器取扱い保管規程等
 (4)QC工程図規程、社電規品質マニュアル、
    不適合品の処理規程等

3.対応部門
　営業部、品質保証推進部、原子力部、電子機器
  製造部、工作一課、本社原子力品質保証部

問題点①
監査チームは、調達先の品質保証活動の有効性を
監査するうえで、調達製品の製造に関係する工場全
てについて有効性を確認すべきであったが、ＤＧ制
御盤を製作する長崎工場を含めた調達先の品質保
証活動の実施状況とその有効性を確認できていな
かった。

【聞取り調査結果：監査リーダー】
・工場間で，品質保証活動に大きな相違があるとは
考えていなかった。
・複数ある工場の品質管理に大差は無いと考え監査
計画を立案した
【聞取り調査結果：監査員A、B】
工場間で品質保証活動に差異がある可能性がある
ことの認識がなかった。

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

＜当社＞
【原子力部建設品質保証計画書(R-20-100)】
建設各段階における品質保証活動を的確に実施し、
その実施方法を継続的に改善することにより、原子
力発電所の安全性と信頼性を維持および強化する
ための具体的計画を示す。
【品質に係る重要度分類(R-20-101)】
品質に係る重要度に応じて分類し品質保証活動の
効果的推進を図る。
【品質管理基準(R-20-102)】
機器、系統および構築物の品質管理を円滑に実施
するため、原子力部建設品質保証計画書に定める
検査および試験の管理の具体的管理事項を示す。
【原子力部建設文書管理要領(R-20-104)】
文書の作成，審査，承認，発行、配布、変更管理、
旧文書の誤用防止および保管を円滑に実施するた
め、原子力部建設品質保証計画書およびその他そ
れに関連する文書について、具体的管理事項を示
す。
【設計管理要領(R-20-105)】
設計管理および設計変更管理を円滑に実施するた
め、原子力部建設品質保証計画書に定める設計管
理の具体的管理事項を示す。
【原子力部建設調達管理要領(R-20-106)】
製品および役務の調達を円滑に実施するため、原子
力部建設品質保証計画書に定める調達管理の具体
的管理事項を示す。
【原子力部建設検査・試験管理要領(R-20-109)】
受注者工場等における検査・試験を円滑に実施する
ため、原子力部建設品質保証計画書に定める検査
および試験の管理の具体的管理事項を示す。
【原子力部建設イ項使用前検査受検要領（R-20-
109-2)】
使用前検査の受検手順を定め、これを的確に実施
するための要領体制等を定める。
【原子力部建設　検査・試験立会者資格基準(R-
20-110)】
原子力部建設品質保証計画書に定める検査および
試験の立会者の資格基準を示す。
【品質記録管理要領(R-20-112)】
品質記録の管理を円滑に実施するため、原子力部
建設品質保証計画書に定める品質記録管理の具体
的管理事項を示す。

－

品質保証監査

品質保証監査要領
に基づき品質保証

監査を実施

問題点①

＜当社＞
【原子力部建設品質保証計画書(R-20-100)】
品質保証活動を的確に実施し、その実施方法を継続
的に改善することにより、原子力発電所の安全性と
信頼性を維持および強化するための具体的計画を
示す。
【原子力部建設調達管理要領（R-20-106)】
購入品の管理の項目として、購入品が当社の品質
要求事項に適合していることを確認するために、品
質記録の確認、検査および試験の立会や監査を実
施することを規定している。
【品質保証監査要領(R-20-113)】

一部を委ねた受注者（下請を含む）」と規定してい
る。

品質保証計画の重要変更事項発生時、受注者の品
質保証活動の実施状況と有効性の確認等を規定し
ている。
・.監査項目
(1)一般、(2)品質保証計画、(3)組織、(4)文書管理、
(5)設計管理、(6)調達管理、(7)材料および機器の管
理、(8)製作管理、(9)検査および試験の管理、(10)不
適合管理、(11)品質記録の管理、(12)監査

役職

当　社 調達先

補　　足

工事管理グループ 設計グループ 原子力部

時系列図【１．設計調達段階】

※1 当社、設計Gにて仕様書を作成し、工事管理G、資材部経由で調達先へ発注を行う。

購買見積依頼書にて泊3号機の発注を行った （見積依頼No.323848，324107～324109）

①

①
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工事管理GL 設計ＧＬ
電気TL 課員 品質保証室 契約担当 設計担当

保安規定に定め
る

職務
－ － － － － － － －

QMS規程に定め
る

業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

設計GLの指示の
もとに設計業務を
行う

－ － － －

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

工事管理グループ 設計グループ 原子力部

時系列図【１．設計調達段階】

2004/9/30 設計着手

DG設備基本設計
方針書作成

＜当社＞
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
購入仕様書により設計書等の納入図、参考図を当
社に提出し確認を得ることとなっている。 －

【泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書】
購入仕様書に基づき、泊発電所３号機DG設備基本
設計方針書にて以下を提示。
・泊１／２号機および先行プラントとの相違点の説明
・適用範囲、適用規格、環境条件、機器定格仕様、
　設計条件、発電機設計数値および特性曲線、発
　電機試験検査項目等を提示

－

2004/10/12 DG設備基本設計
方針書

受領および確認

＜当社＞
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
購入仕様書により設計書等の納入図、参考図を当
社に提出し確認を得ることとなっている。

【泊発電所３号機DG設備基本設計方針書(H7-
7047200)】
発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書に基づ
き、当社の要求を満たしていることを確認。 － －

DG制御盤
基本設計書作成

＜調達先＞
【泊発電所３号機DG設備基本設計方針書(H7-
7047200)】
DG設備の基本仕様および負荷投入シーケンスの基
本設計方針を定めている。 －

【泊発電所３号機DG設備基本設計方針書(H7-
7047200)】
DG設備基本設計方針書に基づき、DG制御盤基本
設計書にて以下を提示。
・準拠規格、基準（電気事業法、JIS、JEM等）
・設計条件（設置場所、周辺環境条件、防火設計等）
・制御盤仕様（盤面数、電源仕様、配線仕様等）

－

2005/1/20 品質保証監査

品質保証監査要領
に基づき製作段階
の電力・社会システ
ム事業所を監査に

て確認

【品質保証監査】
「泊原子力発電所建設所品質保証計画書」に定め
る。「品質保証監査要領」に基づき品質保証監査を
実施

1.現地での品質保証活動に係る監査を実施
2.監査項目
　(1)品質保証計画
　(2)組織
　(3)文書管理
　(4)検査および試験の管理
　(5)工事管理
　(6)不適合管理
　(7)品質記録の管理

＜当社＞
【原子力部建設品質保証計画書(R-20-100)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達
成するための業務の実施方法を継続的に改善し、原
子力発電所の安全性と信頼性を確保する。
【品質保証監査要領(R-20-113)】
受注者の品質保証活動の実施状況を把握し有効性
の検証を円滑に実施するため、品質保証監査の具
体的管理事項を示す。

【品質保証監査】
監査において品質保証活動は当社要求事項に適合
するものであった。

1.監査対象
 (1)現地事業所（泊事業所）
2.監査項目
 (1)品質保証計画
　・品質保証計画、要領書等
 (2)組織
　・組織の業務分担、責任と権限、品質保証部門は
    独立しているか
  ・品質保証活動に係る教育、訓練を計画し実績を
    管理しているか等
 (3)文書管理
　　文書の作成、審査、承認等の管理方法
 (4)検査および試験の管理
　　責任を有する組織の明確化等
 (5)工事管理
　　施工手順、適用すべき文書等
 (6)不適合管理
　　不適合製品の処置および管理方法等
 (7)品質記録の管理
　　品質記録の作成、取扱、保管方法等
3.監査員
　3号機建設所　品質保証担当、　電気機械課担当

【品質保証監査】
当社の要求に基づき、以下の規程類にて説明を実
施した。

1.監査報告対象
 (1)現地事業所（泊事業所）
2.監査項目
以下の規定類で説明
(1)品質保証計画 ： 原子力ﾌﾟﾗﾝﾄ品質活動基準
　　　　　　　　　規定、 品質保証活動運用基準等
(2)組織 ： 原子力ﾌﾟﾗﾝﾄ建設に係る現地組織細則等
(3)文書管理 ： 品質保証活動運用基準等
(4)検査および試験の管理 ： 品質管理程度表等
(5)工事管理 ： 現地工事運営要領規程
(6)不適合管理 ： 原子力ﾌﾟﾗﾝﾄ不適合等
(7)品質記録の管理 ： 品質保証活動運用基準等
3.対応部門
　泊現地事務所

－

2005/9/1 契約仕様書
作成

（泊発電所3号機
912,000kW発電設備
購入仕様書に基づ

き作成）

〈当社〉
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
購入仕様書にて、契約仕様書の提出することとなっ
ている。

－

【泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書】
購入仕様書に基づき、泊発電所3号機御契約仕様書
を作成し、当社と調達先との間で締結する契約仕様
書を作成。
プラント1基（3号機）に係る基本仕様書
1.要則事項：基本条件、保証事項、提出書類等
2.供給範囲：土地及び地役権等
3.技術役務：設計、建設、試験等に関する技術役務
4.設計要領：ユニット全体の設計要領について規定
5.品質保証計画：機器、設備の設計から試運転まで
   の品質保証活動等
6.建設工事：建設工程等
7.試験、検査及び試運転：試験、検査の分担等
8.放射線管理：放射線管理業務等
9.初装荷燃料の保管及び装荷：燃料の保管等
　総則編（PJHT-0449）
　設備編第3分冊（PJHT-0450～0452）
　添付資料編(PJHT-0453)

－

　

契約仕様書
受領

＜当社＞
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
購入仕様書にて、契約仕様書の提出することとなっ
ている。

【泊発電所3号機御契約仕様書(PJHT-0449)】
発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書に基づ
き要求を満たしていることを確認し受領。
　総則編（PJHT-0449）
　設備編第3分冊（PJHT-0450～0452）
　添付資料編(PJHT-0453)

－ －

  2.工場製作段階
  シートへ
至る
「DG制御盤基本設
計作成」

 2.工場製作段階
 シートへ
至る
「泊発電所3号機品
質管理要領（工場製
作段階）」作成
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電気課長
(退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課
担当

品質管理
担当

設計
担当

工作Ｑマン
（ねじ締め管理

者）
班長 係長

課長
（退職）

保安規定に定め
る職務

－ － － － － － － － － －

QMS規程に定め
る業務【調達先の
場合は、検査時
の役割(責任と責
務)】

組織の業務を統括
し、下位職位を指揮
監督する

組織の長を補佐す
るとともに、指定さ
れた業務について
自ら行い、下位職位
を指揮監督する

職場の効率的な業
務運営に資するべく
マネージャーをサ
ポートする

課長の指示のもと、
工事管理、検査、試
験を行う

－ －

作業時の確認につ
いては、基本的に
は、工作担当と同じ
であるが、ダブル
チェックの意義を生
かし、手順にそって
チェックを行う

工作担当と工作Ｑ
マンの作業管理を
行い、チェックの基
本は、シートと使用
図面を確認し、図面
上の消し込みが完
了している事を確認
する。且つ特記事項
があった場合は、現
品の確認を行う

工作課を代表する
原子力関係の委員
であり、各項目、検
認が正しく処理され
ているかチェック
シートの中で確認と
検認を実施する

制工課の業務を統
括し、下位職位を指
揮監督する

時　　　刻 ルール（規程・要領書） 当　社 調達先

- - - -

設計段階

2006/4/3

DG制御盤基本設計
書作成

【泊発電所３号機DG制御盤基本設計書
(HTN3-N002)】
調達先は、DG基本設計書に基づきDG制御盤
基本設計書を作成する。

DG制御盤基本設計
書確認

- -

図面（制御盤外形
図等）作成

図面（制御盤外形
図等）確認

図面（制御盤外形
図等）最終図

品管要領作成

2006/9/9

泊発電所3号機　品
質管理要領（工場
製作段階）の作成

＜当社＞
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様
書
購入仕様書には、調達先は工事要領書につい
て当社へ提出し確認を得ることとなっている。
「記載内容」
・機器および構築物は、重要度に応じて分類
し、その重要度分類に対応した「品質重要度分
類」を設け、これを考慮した効果的な品質保証
活動の運用を図ること

当社へ提出し当社の承認を得る

-

【泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様
書】
購入仕様書に基づき泊発電所3号機　品質管理
要領書（工場製作段階）　(CRQ-P5K22)を作成
し提出した。
「記載内容」
・試験検査項目及び要領
　・外観・構造検査
　　・要領（配線）
　　　・接地端子の取付け位置、サイズ、数量
　　　・電線の端末処置（圧着状態）
　　　・部品の配置確認、各部品間の接続が、
　　　　配置図・配線図通りに配線されていること
　　　　（目視、ベルテスターで確認）

-

要領確認

2006/9/9 【泊発電所3号機　品質管理要領書（工場製作
段階）　(CRQ-P5K22)】
・当社の要求事項を満たしていることを確認し
た。
「記載内容」
・試験検査項目及び要領
　・外観・構造検査
　　・要領（配線）
　　　・接地端子の取付け位置、サイズ、数量
　　　・電線の端末処置（圧着状態）
　　　・部品の配置確認、各部品間の接続が、
　　　　配置図・配線図通りに配線されていること
　　　　（目視、ベルテスターで確認）
・配線確認に特化した検査項目は設定されてい
る。
・端子取付け状態を確認できる検査項目が設定
されていない。

問題点②
「泊発電所3号機 品質管理要領書(工場製作段
階)(CRQ-P5K22)」を確認する過程において、試
験検査項目として端子取付け状態を確実に確
認するための検査項目を設定すべきであった
が、外観・構造検査において、端子取付け状態
を確認する項目を設定していなかった。

【聞き取り調査結果：担当者】
・調達先は、工場立会検査要領を過去に製品
のノウハウや不具合等を反映したものを標準と
して工場で作成している。
・当該調達先の共通仕様と当社の要求事項が
反映され抜けが無いことを確認した。
・工場検査に係る手順や工場試験要領の確認
は、「試験検査の管理要領」で実施。
・要領は、試験項目に抜けが無いことを観点に
確認した。

・立会区分1,2号機ベースで、Aクラスは端子、線
番などの確認は全数立会ではなかった（建設段
階での当社立会区分としては、当社立会（抜取
含む）となっていた）。
・要領の検査内容、検査手順等は理解できてい
た。またわかりやすいものだった。
・検査の手順は、具体的であるが、端子台1点
ずつの取付けについて確認するような検査では
なかった。
＊工場製作に関わる手順の確認はしていな
かった。
・3号の要領書レビュー時には教育は受けてお
らず、1,2号の時からの経験をもとに要領書のレ
ビューを実施した。
・調達先の工場立会要領には調達先の標準要
領があった。調達先の各工場の共通標準を元
にレビューをした。

【泊発電所３号機DG制御盤基本設計書
(HTN3-N002)】
DG制御盤基本設計書にて以下を提示
・準拠規格、基準（電気事業法、JIS、JEM等）
・設計条件（設置場所、周辺環境条件、防火設
計等）
・制御盤仕様（盤面数、電源仕様、配線仕様等）＜調達先＞

【泊発電所３号機DG設備基本設計方針書(H7-
7047200)】
【原子力発電所プラント品質保証活動実施計画
書（EP品ﾑｷ-ＤＰ001）】
設計・製図、製作に関わる品質保証活動につい
て計画。

＜当社＞
【泊原子力発電所建設所品質保証計画書(R-
20-200)】
品質保証活動の品質を達成するために業務の
実施方法を確認し、原子力発電所の安全性と
信頼性を確保できることを確認する。
【設計管理要領（R-20-205）】
設計管理要領に基づき、DG制御盤基本設計書
が設計要求を満足しているかを確認する。

　品質管理要領書
の受領・検討

問題点②

＜当社＞
【泊原子力発電所建設所品質保証計画書(R-
20-200)】
品質保証活動の品質を達成するために業務の
実施方法を確認し、原子力発電所の安全性と
信頼性を確保できることを確認する。
【調達管理要領(R-20-206)】
品質要求事項である「製作，据付および施工の
管理」について確認する。
【検査・試験管理要領（R-20-209 】
調達先から検査・試験要領書を提出させ、その
内容が妥当性であることを確認する。
【品質管理基準（R-20-202）】
立会い程度を確認。工場製作段階におけるA1
クラスの外観検査の品質管理基準としては、当
社立会（抜取を含む）となっている。
【検査・試験管理要領（R-20-209 ）】
検査・試験立会者の資格基準および職務を定
めている。
【検査・試験立会者資格基準（R-20-210）】
官庁検査および社内検査・試験における立会者
の資格基準および職務を規定している。
【教育・訓練要領(R-20-214)】
割り当てられた業務を実施させることが出来る
ように知識、経験および熟練度に応じて必要な
教育・訓練を計画し、実施する。

-

－

事実（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

上位職位の指示に従い、製品の製作を
行い、作業時の確認としては、チェック
項目、チェックポイントに従い各項目毎
に漏れなくチェックを行う。チェックを実
施する場合は一作業毎、一項目毎に作
業完了後実施する。尚、ねじ締め作業
などで、組立完了時点ではチェック及び
チェックマークが確認できない箇所は、
あらかじめQマンへ連絡し、同時チェッ
クを実施する

【１.設計調達段階】
シートより

役職

当社 調達先

補　　足

建設所 制工課（菱電テクニカ）

工作担当
（退職）

時系列図【２（１）．工場製作段階】

②

②

②



添付資料－２（4/47）

電気課長
(退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課
担当

品質管理
担当

設計
担当

工作Ｑマン
（ねじ締め管理

者）
班長 係長

課長
（退職）

保安規定に定め
る職務

－ － － － － － － － － －

QMS規程に定め
る業務【調達先の
場合は、検査時
の役割(責任と責
務)】

組織の業務を統括
し、下位職位を指揮
監督する

組織の長を補佐す
るとともに、指定さ
れた業務について
自ら行い、下位職位
を指揮監督する

職場の効率的な業
務運営に資するべく
マネージャーをサ
ポートする

課長の指示のもと、
工事管理、検査、試
験を行う

－ －

作業時の確認につ
いては、基本的に
は、工作担当と同じ
であるが、ダブル
チェックの意義を生
かし、手順にそって
チェックを行う

工作担当と工作Ｑ
マンの作業管理を
行い、チェックの基
本は、シートと使用
図面を確認し、図面
上の消し込みが完
了している事を確認
する。且つ特記事項
があった場合は、現
品の確認を行う

工作課を代表する
原子力関係の委員
であり、各項目、検
認が正しく処理され
ているかチェック
シートの中で確認と
検認を実施する

制工課の業務を統
括し、下位職位を指
揮監督する

時　　　刻 ルール（規程・要領書） 当　社 調達先

－

事実（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

上位職位の指示に従い、製品の製作を
行い、作業時の確認としては、チェック
項目、チェックポイントに従い各項目毎
に漏れなくチェックを行う。チェックを実
施する場合は一作業毎、一項目毎に作
業完了後実施する。尚、ねじ締め作業
などで、組立完了時点ではチェック及び
チェックマークが確認できない箇所は、
あらかじめQマンへ連絡し、同時チェッ
クを実施する

役職

当社 調達先

補　　足

建設所 制工課（菱電テクニカ）

工作担当
（退職）

時系列図【２（１）．工場製作段階】

【聞き取り調査結果：主任】
・当該設備、類似設備（制御盤等）担当経験無し

・社内規程類を用いた確認の記憶無し。矛盾は
なかったと記憶している（一定の確認は実施し
ている）。わかりやすい手順であった。
・どのような観点で確認したか記憶無し。

品室管理要領書
の審査

【聞き取り調査結果：副長】
・要領は、立会程度表による立会区分の確認
や、バック図の改定番号、バック図番号、点検
項目、点検内容について確認した。標準的な物
を参考としていた。
・要領の点検内容、点検手順等は理解できてい
た。
・現場作業に係る手順や試運転要領の確認
は、「検査・試験管理要領」等で確認はしてな
かった。（調達先から出てくる展開取付図等の
図書で確認）
・工場検査要領は、同一機種のレファレンスを
基に、当社の要求を満足するよう作成していた
と記憶。メーカ標準を踏まえて作成している。
・ＯＪＴを受けていた。保修業務として担当者の
頃に、このように見るんだとか、仕事を通じなが
ら適宜教育を受けていた。具体的に詳細には受
けていない。教育する人によって教育内容は異
なっていた。

2006/10/7
品質管理要領書

の確認 -

品質管理要領書
の最終図受領

＜調達先＞
【泊発電所3号機　品質管理要領書（工場製作
段階）(CRQ-P5K22)】
品質管理要領書の最終確認

- - -

工作組立

2006/11/6～
12/12 【工作組立】(※１）

- -

【工作組立】 -

【聞き取り調査結果：係長】
・係長または班長が資料を準備して、工作担当
者にチェックさせてから作業を始める。
・原子力用の作業要領を用いて作業を実施。要
領の右上にはNQAと記載されているものを使用
していた。

【工作組立】
・バック図準備
・作業要領類準備、
確認

-

【聞取り調査結果：班長】
・製造工程図に記載のフローに基づき、各作業
の責任所掌と権限については、当時の係長か
ら説明を受けた。あわせて確認範囲など作業指
示を受けていた。工作担当者と工作Ｑマンの作
業を確認するよう指示を受けた。
・原子力品用の作業要領はファイルで準備され
ており、読み合わせ時に、注意ポイントの読み
合わせやツールボックス教育を行った。

【聞き取り調査結果：係長】
・係長または班長が資料を準備して、工作担当
者にチェックさせてから作業を始める。
・原子力用の作業要領を用いて作業を実施。要
領の右上にはNQAと記載されているものを使用
していた。
・職場の雰囲気はよく、情報共有されていた。
・製作工程には、余裕があった。

品室管理要領書
の確認

＜調達先＞
【原子力発電所プラント品質保証活動実施計
画書（EP品ﾑｷ-ＤＰ001）】
　課長から、工事担当者の指名方法の記載が
ある。
【長電作業要領書電制工課自主検査制度運用
規則（長ｻﾖ-0782869）】
　検査員認定の記載がある。
【NQC資格作業者及び指名作業者（電制工ﾑｷ
-50008）】
　原子力品の検査員認定の記載がある。
【ねじ締め作業　技能認定制度　運用規程（電
制工ﾑｷQ-6220）】
　ねじ締付け認定の記載がある。
【機種限定QA指導員の育成及び認定（ｼ品ﾑｷ
-FB002）】
　Ｑマン認定の記載がある。

-

※１ 品質管理要領書の長電品質管理工程図に基づいて製造を実施していく。

作業順序としては以下の順であるが、①材料受入から⑥受け入れ検査までは今回の原因分析に

直接関与しない工程であるため、時系列から省略する。

【DG盤本体】

①受入検査②板金加工③板金検査④塗装⑤表面処理⑥受入検査⑦組立配線⑧組立検査⑨試

験（盤単体）

なお、本時系列シートは⑦組立配線について記載。⑧組立検査⑨試験（盤単体）は別シートで整
理する。
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電気課長
(退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課
担当

品質管理
担当

設計
担当

工作Ｑマン
（ねじ締め管理

者）
班長 係長

課長
（退職）

保安規定に定め
る職務

－ － － － － － － － － －

QMS規程に定め
る業務【調達先の
場合は、検査時
の役割(責任と責
務)】

組織の業務を統括
し、下位職位を指揮
監督する

組織の長を補佐す
るとともに、指定さ
れた業務について
自ら行い、下位職位
を指揮監督する

職場の効率的な業
務運営に資するべく
マネージャーをサ
ポートする

課長の指示のもと、
工事管理、検査、試
験を行う

－ －

作業時の確認につ
いては、基本的に
は、工作担当と同じ
であるが、ダブル
チェックの意義を生
かし、手順にそって
チェックを行う

工作担当と工作Ｑ
マンの作業管理を
行い、チェックの基
本は、シートと使用
図面を確認し、図面
上の消し込みが完
了している事を確認
する。且つ特記事項
があった場合は、現
品の確認を行う

工作課を代表する
原子力関係の委員
であり、各項目、検
認が正しく処理され
ているかチェック
シートの中で確認と
検認を実施する

制工課の業務を統
括し、下位職位を指
揮監督する

時　　　刻 ルール（規程・要領書） 当　社 調達先

－

事実（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

上位職位の指示に従い、製品の製作を
行い、作業時の確認としては、チェック
項目、チェックポイントに従い各項目毎
に漏れなくチェックを行う。チェックを実
施する場合は一作業毎、一項目毎に作
業完了後実施する。尚、ねじ締め作業
などで、組立完了時点ではチェック及び
チェックマークが確認できない箇所は、
あらかじめQマンへ連絡し、同時チェッ
クを実施する

役職

当社 調達先

補　　足

建設所 制工課（菱電テクニカ）

工作担当
（退職）

時系列図【２（１）．工場製作段階】

【工作組立】
・作業要領類確認

-

【聞取り調査結果：Qマン】
・DG制御盤設備は安全上重要な機器との認識
ある（インタビューア全員）。
・バック図やチェックシートが現場に置かれてい
た。（作業者ではなく上司が準備していた。）
・事前に作業要領があることなどを集まってミー
ティングを行っていた。
・教育は現場でOJT教育が主であった。

【聞き取り調査結果：係長】
・工作Ｑマンは、QA指導員の資格が必要。QA
指導員制度を作って、原子力製品を管理できる
規格認定を行っている。検査の登録のため実習
がある。（品管に出向いて、工作に係る品管の
注意ポイントの実習を受けている。）
・ねじ締付け管理者（工作Ｑマン）は、原子力品
の認定と締付け管理の認定が必要。
・工作Ｑマンは、上長の承認をもって認定されて
いるため力量管理はされているが、工作Ｑマン
になるために取得しておかなければならない資
格は不要。（管理者側と発言の相違ある）

【工作組立】
・作業要領類確
認

-

【聞き取り調査結果：係長】
・新人には基本的な教育を行っている。
・ドライバーの持ち方から基本の手順がある。
・ねじ締付け認定もある。
・確認方法については、集合教育ではなく、先
輩からの教育を受けていた。（OJT教育）。
・今も同じだが、新人の集合教育（事例教育）
は、教育のカリキュラムがある（数か月間）。現
場に入ってから、先輩からのＯＪＴ教育を行う。
・工作作業員は、一般品と原子力品とで区別。
原子力品の取扱いには認定制度があった。
・一般品と原子力品では中間チェック内容に相
違がある。認定基準は、国家技能認定，課長や
係長の認定などがある。
・原子力品は信頼性確保の重要性など先輩か
ら言われていた。

【工作組立】
・端子製作（圧
着） -

【聞き取り調査結果：係長】
・工作担当者はベテランだった。（経験年数40年
程度）

【工作組立】
・端子（圧着）
作業状況確認
工程管理

- -

【工作組立】
・端子製作（圧着）
確認 -

【聞取り調査結果：Qマン】
・一般品と原子力品との識別ある。
・作業エリアを白いチェーンでエリア分け、「原子
力」表示も行う。部品保管棚にも、NQA品として
識別、書類にも識別を実施。
・作業環境は良好（空調ある、暗くない、騒音無
し）、他の作業は実施してない。

-

＜調達先＞
【長電作業要領書絶縁付圧着端子作業要領
(長ｻﾖ-0782253)】
圧着端子の使用工具、圧着作業の方法、圧着
工具の取扱注意事項等について記載されてお
り、本ルールに基づき圧着作業を実施してい
る。
【長電作業要領書NQA圧着作業管理(長ｻﾖ-
0782373）】
圧着作業のうち、特に原子力発電プラントに対
しては安全性、信頼性が極めて重要であるか
ら、当該作業の品質管理について定めて作業
を実施している。
【NQA制御盤チェックシート(CHK-47002)】
工作担当は、作業要領、作業管理、検査要領
に基づき圧着作業を実施（各端子にチェック
マークを実施）。

-
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電気課長
(退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課
担当

品質管理
担当

設計
担当

工作Ｑマン
（ねじ締め管理

者）
班長 係長

課長
（退職）

保安規定に定め
る職務

－ － － － － － － － － －

QMS規程に定め
る業務【調達先の
場合は、検査時
の役割(責任と責
務)】

組織の業務を統括
し、下位職位を指揮
監督する

組織の長を補佐す
るとともに、指定さ
れた業務について
自ら行い、下位職位
を指揮監督する

職場の効率的な業
務運営に資するべく
マネージャーをサ
ポートする

課長の指示のもと、
工事管理、検査、試
験を行う

－ －

作業時の確認につ
いては、基本的に
は、工作担当と同じ
であるが、ダブル
チェックの意義を生
かし、手順にそって
チェックを行う

工作担当と工作Ｑ
マンの作業管理を
行い、チェックの基
本は、シートと使用
図面を確認し、図面
上の消し込みが完
了している事を確認
する。且つ特記事項
があった場合は、現
品の確認を行う

工作課を代表する
原子力関係の委員
であり、各項目、検
認が正しく処理され
ているかチェック
シートの中で確認と
検認を実施する

制工課の業務を統
括し、下位職位を指
揮監督する

時　　　刻 ルール（規程・要領書） 当　社 調達先

－

事実（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

上位職位の指示に従い、製品の製作を
行い、作業時の確認としては、チェック
項目、チェックポイントに従い各項目毎
に漏れなくチェックを行う。チェックを実
施する場合は一作業毎、一項目毎に作
業完了後実施する。尚、ねじ締め作業
などで、組立完了時点ではチェック及び
チェックマークが確認できない箇所は、
あらかじめQマンへ連絡し、同時チェッ
クを実施する

役職

当社 調達先

補　　足

建設所 制工課（菱電テクニカ）

工作担当
（退職）

時系列図【２（１）．工場製作段階】

＜調達先＞
【NQA制御盤チェックシート(CHK-47002)】
各手順毎におけるチェック項目とチェックポイン
トが記載されており、チェック項目「接続の照査」
のチェックポイントとして、接続図の消しこみを
確認する手順になっている。

【聞取り調査結果：Qマン】
・引き回し時に、配線が短かった場合は該当配
線のみやり直す。
・決まりはないが、左上部から端子作業を開始
する。
・1本目の端子を取付ける場合は盤の外で実施
・教育は現場でOJT教育が主で、先輩が作業し
ている姿を見せるやり方であった。

-

【聞取り調査結果：班長】
・当該リレーは、盤内の左端の配置であり、作
業しずらい状況であったので電動ドライバーで
はなくドライバーを使用していたと思う。
・ねじの締付けは、一つ締付ける毎に、バック図
を消し込んでいると思う。
・工作担当者は、全員(6～7名）が同じような方
法で作業を行っていたイメージがある。
・端子を１本取付ける場合は、バック図を見なが
ら端子を取付けして、ねじに締付けチェックマー
クを入れ、バック図の消し込みを行う。
・今回、端子取付け不良が確認された、リレー
(14X1)の端子に関わらず、全て消し込まれてい
る事を確認していると思う。
・作業者が工作Ｑマンを呼ぶﾀｲﾐﾝｸﾞは個人差が
ある。
・要領に端子の取付け手順は記載されていな
かったと思う。なお、この部分は、先輩からＯＪＴ
にて教育を受けた。
・知る限り皆同じやり方で実施していた。
・前加工された配線を使用して端子取付けを実
施。リレー取付け、配線を引き回し、結線を行
う。左上から右側に向かって作業、上から下へ
端子取付けを実施。手順はなくOJTにて先輩か
ら教えられた。
・端子の取付け作業を行ってから配線を束ねて
いるが、当該リレーの配線は束ねていない。

-

【聞き取り調査結果：係長】
・端子の締付けおよび確認は、取り決めとして
左から右に確認し、リレーの端子などは、奥か
ら手前に、その様に意識して物は作られてい
る。
・端子の作業順序は、端子の接続が先で後で
結束を行う。
・結束方法については、基準があることは理解
している。詳細な手順はない。当時は現場で学
んでいた。
・ドライバーの先にねじを付けて（マグネットタイ
プ）、圧着端子の端子穴に通して取付ける。
・電動ドライバーの場合は、圧着端子を端子台
に固定してドライバーにてねじを取付ける。
・工作担当者はバック図を見ながらチェックして
いる。（黄色のペンでチェック）
・パック図の消し込みついては、消し込みをしな
いと不適合となるので、必ず消し込みを行って
いる。
・記録としてバック図も一緒に保管されていた。

【工作組立】
・盤外組立
作業状況確認
工程管理

- - -

【工作組立】
・盤外組立
（端子取付け）
※1本目の端子
を取付ける場合
は盤の外で実施
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電気課長
(退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課
担当

品質管理
担当

設計
担当

工作Ｑマン
（ねじ締め管理

者）
班長 係長

課長
（退職）

保安規定に定め
る職務

－ － － － － － － － － －

QMS規程に定め
る業務【調達先の
場合は、検査時
の役割(責任と責
務)】

組織の業務を統括
し、下位職位を指揮
監督する

組織の長を補佐す
るとともに、指定さ
れた業務について
自ら行い、下位職位
を指揮監督する

職場の効率的な業
務運営に資するべく
マネージャーをサ
ポートする

課長の指示のもと、
工事管理、検査、試
験を行う

－ －

作業時の確認につ
いては、基本的に
は、工作担当と同じ
であるが、ダブル
チェックの意義を生
かし、手順にそって
チェックを行う

工作担当と工作Ｑ
マンの作業管理を
行い、チェックの基
本は、シートと使用
図面を確認し、図面
上の消し込みが完
了している事を確認
する。且つ特記事項
があった場合は、現
品の確認を行う

工作課を代表する
原子力関係の委員
であり、各項目、検
認が正しく処理され
ているかチェック
シートの中で確認と
検認を実施する

制工課の業務を統
括し、下位職位を指
揮監督する

時　　　刻 ルール（規程・要領書） 当　社 調達先

－

事実（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

上位職位の指示に従い、製品の製作を
行い、作業時の確認としては、チェック
項目、チェックポイントに従い各項目毎
に漏れなくチェックを行う。チェックを実
施する場合は一作業毎、一項目毎に作
業完了後実施する。尚、ねじ締め作業
などで、組立完了時点ではチェック及び
チェックマークが確認できない箇所は、
あらかじめQマンへ連絡し、同時チェッ
クを実施する

役職

当社 調達先

補　　足

建設所 制工課（菱電テクニカ）

工作担当
（退職）

時系列図【２（１）．工場製作段階】

＜調達先＞
【長電作業要領書ねじ・ボルト締付要領(長ｻﾖ-
0782001）】
ねじ締付工具、ねじ、ボルト類使用方法統一事
項、ねじ締付基準トルク等が記載されており、本
ルールに基づきねじ締付作業を行う。

【聞き取り調査結果：班長】
・端子を１本取付ける場合は、バック図を見なが
ら端子を取付けして、ねじに締付けチェックマー
クを入れ、バック図の消し込みを行う。

【長電作業要領書ねじ・ボルト締付け作業管理
要領（長ｻﾖ-0782002)】
ねじ締めチェックマークの手順について定めて
いる。工作担当者は、ねじの本締め1本毎また
はブロック単位の締付け作業後、さらに締付け
部が2段以上ある場合は下段の締付け確認後
に赤マジックで点マークを打つ手順となってい
る。
【長電作業要領書NQA作業チェックシートの運
用（自主チェック）（長ｻﾖ-0782351）】
（チェックシート検認者の役割）
チェック担当（工作担当者）：チェック項目、
チェックポイントに従い各項目毎に漏れなく
チェックする事。チェックを実施する場合は一作
業毎、一項目毎に作業完了後実施する事。尚、
ネジ締め作業などで、組立完了時点ではチェッ
ク及びチェックマークが確認できない箇所は、あ
らかじめQマンへ連絡し、同時チェックを実施す
る事。

- -

【工作組立】
・盤外組立
作業状況確認
工程管理

- - -

＜調達先＞
【長電作業要領書ねじ・ボルト締付け作業管理
要領（長ｻﾖ-0782002)】
上記要領には、ねじ締めチェックマークの手順
について定めている。Ｑマン（ねじ締付管理者）
は、ねじの1本毎の締付け確認後に黒マジック
で点マークを打つ手順となっている。さらに後工
程でねじ締めチェックが製品構造上困難である
部位については、Ｑマンが確認し、マーキング
する手順となっている。
【長電作業要領書NQA作業チェックシートの運
用（自主チェック）（長ｻﾖ-0782351）】
（チェックシート検認者の役割）
Qマン：基本的には、チェック担当と同じである
が、ダブルチェックの意義を生かし、手順にそっ
てチェックする事。

【NQA制御盤チェックシート(CHK-47002)】
各手順毎におけるチェック項目とチェックポイン
トが記載されており、チェック項目「ねじ締め」の
チェックポイントとして、締め忘れ・弛み・主回路
チェックマークを確認する手順である。

【長電作業要領書電制工課自主検査制度運用
規則（長ｻﾖ-0782869）】
検査員より品質管理課（検査）へ特に依頼した
場合、品質管理課（検査）は対応する手順。

【聞き取り調査結果：係長】
・工作Ｑマンはドライバーで実際にねじを締めて
確認するので、手前の端子を取付けする前に
工作担当者は、工作Ｑマンの確認を受けてい
た。

-

【聞き取り調査結果：Qマン】
・工作Ｑマンによるねじ締めの確認は、以下のと
おり。
　○盤外で締付けた以降外さないものについて
は、盤外にてねじ締付 けチェックマーク （赤）が
付けられていることを確認する。
　○自らドライバーまたは触手により、締付け状
態を確認した上でチェックマーク（黒）を ねじに
付ける。
　○その際、確認したねじに対するバック図へ
の消し込みはしない。
　○表板の一列単位で確認していた。
　○ドライバｰで締付けを確認した場合は、触手
での確認を行わない。
　○ねじの締付け確認は、製作途中の確認でき
るタイミングで確認する。
　○電気的導通がある箇所は全て確認する。
　○チェック方法は、作業管理要領に従った。
・リレーの場合、ねじ締付け確認（チェックマーク
付け）は、1端子ずつではなく、奥側を確認して
から手前側を確認するようなある程度毎に確認
していた。
・ねじ締付けのチェックマークは、見えずらくなる
前に、工作担当者から確認の依頼があることか
らその都度確認を実施していた。
・端子の取付け確認は工作担当者の消し込み
で確認していた。

【工作組立】
・盤外組立
（ねじ締め）

【NQA制御盤チェックシート(CHK-47002)】
各手順毎におけるチェック項目とチェックポイン
トが記載されており、チェック項目「ねじ締め」の
チェックポイントとして、締め忘れ・弛み・主回路
チェックマークを確認する手順である。

      【組立検査】
 ・ねじ締め状態確
認

-
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電気課長
(退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課
担当

品質管理
担当

設計
担当

工作Ｑマン
（ねじ締め管理

者）
班長 係長

課長
（退職）

保安規定に定め
る職務

－ － － － － － － － － －

QMS規程に定め
る業務【調達先の
場合は、検査時
の役割(責任と責
務)】

組織の業務を統括
し、下位職位を指揮
監督する

組織の長を補佐す
るとともに、指定さ
れた業務について
自ら行い、下位職位
を指揮監督する

職場の効率的な業
務運営に資するべく
マネージャーをサ
ポートする

課長の指示のもと、
工事管理、検査、試
験を行う

－ －

作業時の確認につ
いては、基本的に
は、工作担当と同じ
であるが、ダブル
チェックの意義を生
かし、手順にそって
チェックを行う

工作担当と工作Ｑ
マンの作業管理を
行い、チェックの基
本は、シートと使用
図面を確認し、図面
上の消し込みが完
了している事を確認
する。且つ特記事項
があった場合は、現
品の確認を行う

工作課を代表する
原子力関係の委員
であり、各項目、検
認が正しく処理され
ているかチェック
シートの中で確認と
検認を実施する

制工課の業務を統
括し、下位職位を指
揮監督する

時　　　刻 ルール（規程・要領書） 当　社 調達先

－

事実（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

上位職位の指示に従い、製品の製作を
行い、作業時の確認としては、チェック
項目、チェックポイントに従い各項目毎
に漏れなくチェックを行う。チェックを実
施する場合は一作業毎、一項目毎に作
業完了後実施する。尚、ねじ締め作業
などで、組立完了時点ではチェック及び
チェックマークが確認できない箇所は、
あらかじめQマンへ連絡し、同時チェッ
クを実施する

役職

当社 調達先

補　　足

建設所 制工課（菱電テクニカ）

工作担当
（退職）

時系列図【２（１）．工場製作段階】

＜調達先＞
【NQA制御盤チェックシート(CHK-47002)】
上記要領には、各手順毎におけるチェック項目
とチェックポイントが記載されており、チェック項
目「接続の照査」のチェックポイントとして、接続
図の消しこみを確認する手順である。

【聞き取り調査結果：係長】
・工作担当者の配線の確認方法は、FROM－
TOとなっているので、配線の本数や線番号が
合っている事を確認して、バック図に消し込みし
ている。
・2本の場合は、1本目を先に取付けて癖をつけ
てから、2本目を取付けするか、2本束ねて取付
ける方法もある。

-

【聞取り調査結果：班長】
・端子を2本取付ける場合は、１本目の端子は
裏返して仮取付し、バック図にはチェックは入れ
ない。
・２本目を取付けしてから、ねじに締付けﾁｪｯｸ
ﾏｰｸを入れるとともに、バック図の消し込みを
行っていた。
・要領に端子の取付け手順は記載されていな
かったと思う。なお、この部分は、先輩からＯＪＴ
にて教育を受けた。
・知る限り皆同じやり方で実施していた。

【聞取り調査結果：Qマン】
・2本目の端子を取付ける場合は、他リレーから
の渡り線なので、盤内作業となる。
＊端子を正しく取付けられていない箇所が発生
した

-

＜調達先＞
【長電作業要領書ねじ・ボルト締付要領(長ｻﾖ-
0782001）】
ねじ締付工具、ねじ、ボルト類使用方法統一事
項、ねじ締付基準トルク等が記載されており、本
ルールに基づきねじ締付作業を行う。

【聞き取り確認結果：班長】
・２本目を取付けしてから、ねじに締付けチェック
マークを入れるとともに、バック図の消し込みを
行っていた。

【長電作業要領書ねじ・ボルト締付け作業管理
要領（長ｻﾖ-0782002)】
ねじ締めチェックマークの手順について定めて
いる。工作担当者は、ねじの本締め1本毎また
はブロック単位の締付け作業後、さらに締付け
部が2段以上ある場合は下段の締付け確認後
に赤マジックで点マークを打つ手順。

【長電作業要領書NQA作業チェックシートの運
用（自主チェック）（長ｻﾖ-0782351）】
（チェックシート検認者の役割）
チェック担当（工作担当者）：チェック項目、
チェックポイントに従い各項目毎に漏れなく
チェックする事。チェックを実施する場合は一作
業毎、一項目毎に作業完了後実施する事。尚、
ネジ締め作業などで、組立完了時点ではチェッ
ク及びチェックマークが確認できない箇所は、あ
らかじめQマンへ連絡し、同時チェックを実施す
る事。

- -

【NQA制御盤チェックシート(CHK-47002)】
各手順毎におけるチェック項目とチェックポイン
トが記載されており、チェック項目「ねじ締め」の
チェックポイントとして、締め忘れ・弛み・主回路
チェックマークを確認すること、またチェック項目
「接続の照査」のチェックポイントとして、接続図
の消しこみを確認する手順になっている。

【工作組立】
・盤内端子（取付け）
作業状況確認
工程管理

- - -

【工作組立】
・盤内組立
（端子取付け）
※2本目の端子
を取付ける場合
は、他リレーから
の渡り線なので、
盤内作業となる。

【工作組立】
・盤内端子
（ねじ締め）

端子の取付け不良が発生
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電気課長
(退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課
担当

品質管理
担当

設計
担当

工作Ｑマン
（ねじ締め管理

者）
班長 係長

課長
（退職）

保安規定に定め
る職務

－ － － － － － － － － －

QMS規程に定め
る業務【調達先の
場合は、検査時
の役割(責任と責
務)】

組織の業務を統括
し、下位職位を指揮
監督する

組織の長を補佐す
るとともに、指定さ
れた業務について
自ら行い、下位職位
を指揮監督する

職場の効率的な業
務運営に資するべく
マネージャーをサ
ポートする

課長の指示のもと、
工事管理、検査、試
験を行う

－ －

作業時の確認につ
いては、基本的に
は、工作担当と同じ
であるが、ダブル
チェックの意義を生
かし、手順にそって
チェックを行う

工作担当と工作Ｑ
マンの作業管理を
行い、チェックの基
本は、シートと使用
図面を確認し、図面
上の消し込みが完
了している事を確認
する。且つ特記事項
があった場合は、現
品の確認を行う

工作課を代表する
原子力関係の委員
であり、各項目、検
認が正しく処理され
ているかチェック
シートの中で確認と
検認を実施する

制工課の業務を統
括し、下位職位を指
揮監督する

時　　　刻 ルール（規程・要領書） 当　社 調達先

－

事実（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

上位職位の指示に従い、製品の製作を
行い、作業時の確認としては、チェック
項目、チェックポイントに従い各項目毎
に漏れなくチェックを行う。チェックを実
施する場合は一作業毎、一項目毎に作
業完了後実施する。尚、ねじ締め作業
などで、組立完了時点ではチェック及び
チェックマークが確認できない箇所は、
あらかじめQマンへ連絡し、同時チェッ
クを実施する

役職

当社 調達先

補　　足

建設所 制工課（菱電テクニカ）

工作担当
（退職）

時系列図【２（１）．工場製作段階】

＜調達先＞
【長電作業要領書ねじ・ボルト締付け作業管理
要領（長ｻﾖ-0782002)】
上記要領には、ねじ締めチェックマークの手順
について定めている。Ｑマン（ねじ締付管理者）
は、ねじの1本毎の締付け確認後に黒マジック
で点マークを打つ手順となっている。さらに後工
程でねじ締めチェックが製品構造上困難である
部位については、Ｑマンが確認し、マーキング
する手順となっている。
【長電作業要領書NQA作業チェックシートの運
用（自主チェック）（長ｻﾖ-0782351）】
（チェックシート検認者の役割）
Qマン：基本的には、チェック担当と同じである
が、ダブルチェックの意義を生かし、手順にそっ
てチェックする事。

- -
【NQA制御盤チェックシート(CHK-47002)】
各手順毎におけるチェック項目とチェックポイン
トが記載されており、チェック項目「ねじ締め」の
チェックポイントとして、締め忘れ・弛み・主回路
チェックマークを確認する手順である。

【長電作業要領書電制工課自主検査制度運用
規則（長ｻﾖ-0782869】
検査員より品質管理課（検査）へ特に依頼した
場合、品質管理課（検査）は対応する手順。

【聞き取り調査結果：班長】
・工作Ｑマンは、工作品の内部品の確認ができ
なくなる前に、品管部門に確認を受けていたと
認識している。（品管との証言に相違がある。）
【聞き取り調査結果：係長】
・工作Ｑマンはドライバーで実際にねじを締めて
確認するので、手前の端子を取付けする前に
工作担当者は、工作Ｑマンの確認を受けてい
た。
・2段端子の場合のねじ締付け確認「チェック
マーク付け」のタイミングについて手順はある。

＜調達先＞
【NQA作業チェックシートの運用（自主チェック）
(CHK-47002)】
（チェックシート検認者の役割）
Qマン：基本的には、チェック担当と同じである
が、ダブルチェックの意義を生かし、手順にそっ
てチェックする事。

-

【聞き取り調査結果：Ｑマン】
・工作担当者が消し込んだバック図に消し込み
漏れがないことを確認していた。
・自らが盤を確認し、バック図を消し込むことは
しない。（現物確認はしていない）
・端子の取付け状態の確認手順はない。
・バック図の確認としては、全て消し込まれてい
ることを確認して、完了印を押すことで確認完了
としていた。
・端子の取付け確認方法については、OJTで先
輩から教えられた。同僚も同じ確認方法だと思
う。
・工作Ｑマンによる端子取付け確認のタイミング
については、特に決められたものはなく、表板
単位であったり、リレーのブロック単位であった
り、工作担当者と工作Ｑマンとで話しあって決め
ていると思う。
＊現物の取付け状態の確認はしていない。
＊要領に記載している工作Qマンの役割を理解
していない。
＊Wチェックに対する教育や明確なルールがな
い。

-
【NQA制御盤チェックシート(CHK-47002）】
各手順毎におけるチェック項目とチェックポイン
トが記載されており、チェック項目「接続の照査」
のチェックポイントとして、接続図の消しこみを
確認する手順になっている。

【聞き取り調査結果：係長】
・【ＮＱＡ作業ﾁｪｯｸｼｰﾄの運用（自主）(CHK-
47002】で工作Ｑマンは担当者と同様な確認をし
なさいと記載されているので、工作Ｑマンは、２
段端子であっても、全ての端子について取付け
確認をしていると思っていた（工作Ｑマンとの意
見の相違がある）
・工作Ｑマンは、帳票類で確認もするし、現物と
バック図との整合性を確認した上でバック図の
消し込みを行っていたと思っていた（工作Ｑマン
との意見の相違がある）。

【組立検査】
・ねじ締め状態確認

【聞き取り調査結果：Qマン】
・工作Ｑマンによるねじ締めの確認は、以下のと
おり。
　○盤外で締付けた以降外さないものについて
は、盤外にてねじ締付けチェックマーク （赤）が
付けられていることを確認する。
　○自らドライバーまたは触手により、締付け状
態を確認した上でチェックマーク（黒）をねじに付
ける。
　○その際、確認したねじに対するバック図へ
の消し込みはしない。
　○表板の一列単位で確認していた。
　○ドライバｰで締付けを確認した場合は、触手
での確認を行わない。
　○触手にて確認する場合は、2本入線の場合
でも手前側の端子のみ触り、奥側の 端子は触
らない。
　○ねじの締付け確認は、製作途中の確認でき
るタイミングで確認する。
　○電気的導通がある箇所は全て確認する。
　○チェック方法は、左記要領に従った。
・リレーの場合、ねじ締付け確認（チェックマーク
付け）は、1端子ずつではなく、奥側を確認して
から手前側を確認するようなある程度毎に確認
していた。
・ねじ締付けのチェックマークは、見えずらくなる
前に、工作担当者から確認の依頼があることか
らその都度確認を実施していた。
・端子の取付け確認は工作担当者の消しこみで
確認していた。

【組立検査】
・端子取付け状態の
確認
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電気課長
(退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課
担当

品質管理
担当

設計
担当

工作Ｑマン
（ねじ締め管理

者）
班長 係長

課長
（退職）

保安規定に定め
る職務

－ － － － － － － － － －

QMS規程に定め
る業務【調達先の
場合は、検査時
の役割(責任と責
務)】

組織の業務を統括
し、下位職位を指揮
監督する

組織の長を補佐す
るとともに、指定さ
れた業務について
自ら行い、下位職位
を指揮監督する

職場の効率的な業
務運営に資するべく
マネージャーをサ
ポートする

課長の指示のもと、
工事管理、検査、試
験を行う

－ －

作業時の確認につ
いては、基本的に
は、工作担当と同じ
であるが、ダブル
チェックの意義を生
かし、手順にそって
チェックを行う

工作担当と工作Ｑ
マンの作業管理を
行い、チェックの基
本は、シートと使用
図面を確認し、図面
上の消し込みが完
了している事を確認
する。且つ特記事項
があった場合は、現
品の確認を行う

工作課を代表する
原子力関係の委員
であり、各項目、検
認が正しく処理され
ているかチェック
シートの中で確認と
検認を実施する

制工課の業務を統
括し、下位職位を指
揮監督する

時　　　刻 ルール（規程・要領書） 当　社 調達先

－

事実（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

上位職位の指示に従い、製品の製作を
行い、作業時の確認としては、チェック
項目、チェックポイントに従い各項目毎
に漏れなくチェックを行う。チェックを実
施する場合は一作業毎、一項目毎に作
業完了後実施する。尚、ねじ締め作業
などで、組立完了時点ではチェック及び
チェックマークが確認できない箇所は、
あらかじめQマンへ連絡し、同時チェッ
クを実施する

役職

当社 調達先

補　　足

建設所 制工課（菱電テクニカ）

工作担当
（退職）

時系列図【２（１）．工場製作段階】

- -

組立完了確認（作
業チェックシート確

認）
-

【聞き取り調査結果：係長】
・検認の時には、作業チェックシートおよびバッ
ク図の消し込みに漏れがない事を確認してい
た。

【3．工場試験段階】
シートへ - - - -

組立完了確認（作
業チェックシート確
認）

＜調達先＞
【長電作業要領書NQA作業チェックシートの運
用（自主チェック）（長ｻﾖ-078235】
（チェックシート検認者の役割）
班長：チェックの基本は、シートと使用図面を確
認し、図面上の消し込みが完了している事を確
認する。且つ特記事項があった場合は、現品の
確認をする事。
NQA委員（係長）：工作課を代表する原子力関
係の委員で、各項目、検認が正しく処理されて
いるかチェックシートの中で確認と検認を実施
する。

【NQA制御盤チェックシート(CHK-47002】
・各手順毎におけるチェック項目とチェックポイ
ントが記載されており、チェック項目「接続の照
査」のチェックポイントとして、接続図の消しこみ
を確認する手順である。
担当とＱマンがダブルチェックした後、組立検査
完了後にＮＱＡ委員が検認する手順となってい
る。

【聞き取り調査結果：班長】
・班長の責任としては、担当者＋工作Ｑマンか
ら提出されるバック図のチェック、工程管理。
・工作Ｑマンが確認したバック図において全て消
し込みされているか、またチェックシートが全て
埋まっているか等を確認していた。
・確認は記録やバック図などのエビデンスの確
認を行っていた。
・日程を確認しながら、完了するころに消し込み
バック図やチェックシートの確認を行い、書類の
確認の位置づけでサインを行っていた。
・図面等が読みずらい場合は、設計に確認し図
面に残していた。
・図面が間違っていれば、正式に依頼書などを
使用し、設計にフィードバックを行っていた。
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環施品課

電気課長
課長（退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課
担当

検査員（退職） 品管Ｑマン 検認（ＧＬ） 検査課長 試験担当（退職） 品管Ｑマン 検認（GL代行） 試験/検査課長

保安規定に定
める職務

－ － － － － － － － － － － －

QMS規程に定
める業務

組織の業務を
統括し、下位職
位を指揮監督
する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す
るべくマネー
ジャーをサポート
する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

実際の検査を担
当してチェックリス
ト、試験記録、試
験要領書等を作
成、実施する

検査員ががチェッ
クしたﾊﾞｯｸ図等の
図面を基にチェッ
ク漏れが無いか
の確認を実施す
る

課長の指示により
担当する機種の
技術的まとめを行
う。所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

実際の試験を担
当してチェックリス
ト、試験記録、試
験要領書等を作
成、実施する

試験員ががチェッ
クしたｼｰｹﾝｽ図等
の図面を基に
チェック漏れが無
いかの確認を実
施する

課長の指示により
担当する機種の
技術的まとめを行
う。所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当社 調達先

工場試験
（組立検査）

2006/12/19 [受入れ管理]
工作部門からの資
料の受入れ

－

【聞き取り調査結果：検査課長】
・品管の目的は工作が正しく出来ているかを確認するこ
と。
・他部門からの受入れ管理については、工程袋方式を採
用している。すべての記録を纏めている。
・検査員については、資格基準に基づき検査員として任命
していた。
・工場内の環境は、良いところだった。

2006/12/19 [受入れ管理]
工作部門からの資
料の受入れ

－

【聞き取り調査結果：検認（ＧＬ）（検査）】
・工作からリリースされた製品について、適切に検査する
よう教育を行なっていた。
・品管の検査の役割は、設計図面通りに製品が製作され
ているかを確認すること。
・工場内の環境は、気になるような状況にはなかったと思
う。
・作業スケジュールについては、余裕があるものであっ
た。

2006/12/19 [組立検査]
1.検査の準備
検査資料（図面、設
計資料、規格・規程
等）の確認を行う －

【聞き取り調査結果：品管Ｑマン（検査）】
[力量管理]
・検査員については、実習、業務経験、筆記試験、実技試
験をもとに資格取得するよう力量管理していた。
[環境]
・工場内の作業環境は悪いものではなかったと思う。

[組立検査]
1.検査の準備
検査資料（図面、設
計資料、規格・規程
等）の確認を行う － －

2006/12/19～21 [組立検査]
進捗管理 － －

2006/12/19～21 [組立検査]
2.外観構造検査/
　器具・部品検査
盤の外観及び付属
品の確認を行う

－ －

2006/12/19～21 [組立検査]
2.外観構造検査/
　器具・部品検査
盤の外観及び付属
品の確認を行う

－ －

[組立検査]
進捗管理 － －

2006/12/21 【聞き取り調査結果：検査課長】
［配線の接続誤り］
・検査員が確認するための、配線の検査要領があった。
・検査員に対し、判断基準のOJT教育も実施していた。

・検査員が実施する配線の確認（仕様の確認）は、工作が
使用したバック図と仕様を確認し品管が確認した印として
黄緑色のチェックを行っていたと認識している。
・品管が消し込みに使用するバック図は、工作で消し込み
済みのバック図を用いる場合もあるし、消し込みされてい
ないバック図を用意する場合もある。
・検査員は、端子の線番号とバック図を確認し、バック図
に黄緑色のチェックを記載していたと認識している。
・バック図への消し込み方法については、OJTの中で教育
を受けていると思う。

【聞き取り調査結果：検認（ＧＬ）（検査）】
［配線の接続誤り］
・当該制御盤の配線ミスについては記憶ではない。
・配線ミスを見つけた場合の手順としては、検査連絡表を
用いて記録に残していた。
・配線ミスを確認した場合において、品管の検査員が自ら
手を加える事はない。（配線ミスを確認した場合は工作部
門に引き渡す）
＜検査連絡表＞
当該制御盤の検査連絡表を確認した結果、配線ミスに係
る事象の記載はなかった。

【聞き取り調査結果：品管Ｑマン（検査）】
・検査員は、端子台番号と線番号がバック図と整合してい
ることを確認し、バック図に消し込みをしていたと思う。
・配線誤りを見つけた場合の手順としては、検査結果連絡
票に記載して工作へ手直しを依頼する。
＜検査連絡表＞
当該制御盤の検査連絡表を確認した結果、配線ミスに係
る事象の記載はなかった。

＜調達先＞
【泊発電所3号機 品質保証計画書(PQD-HD-9008)】
当該計画書は、その検査が妥当であることを確認する為
の責任を明確にすべく照査をしなければならないことと
なっている。

【長電検査要領書　制御器検査に於ける標準検査業務
（長0709Q0001）】
「NQA制御盤組立検査チェックシート（CHK9J02）」に従
い、検査を実施する。

【NQA制御盤組立検査チェックシート（CHK9J02）】
チェックシートにより、外観構造検査及び、器具・部品検査
を実施する手順となっている。

【配電盤・制御盤の検査基準（長ｼｷ-07COF001）】
盤の検査を行なう場合の判定基準について記載されてい
る。

－

＜調達先＞
【原子力発電プラント　品質保証活動実施計画書（EP品
ﾑｷ-DP001）】
検査が妥当であることを確認する為の責任を明確にすべ
く照査をしなければならないこととなっている。
品管のQマンは、品管課長からの指名により検査すること
となっている。

【長電検査要領書　制御器検査に於ける標準検査業務
（長0709Q0001）】
制御盤の検査を行ない合否判定する。なお、確認の済ん
だ箇所については、チェックマーク（黄色又は黄緑色で消
し込む）を入れることとなっている。

【NQA制御盤組立検査チェックシート（CHK9J02）】
チェックシートにより、配線検査として配線の接続誤り、漏
れ（端子の取付け確認）、配線の締付け（ねじの締付け方
法の誤り）を確認する手順となっている。

【配電盤・制御盤の検査基準（長ｼｷ-07COF001）】
配線，表示検査として、検査員が確認するための「検査項
目」「判定基準」が記載されている。
なお、配線の接続漏れ、端子の取付け確認（2本入線含
む）に対する検査項目の記載はなかった。
また、線番号について確認することとなっているが、1端子
に複数接続の場合で見えない場合は、上部接続線がみえ
ることで可としている。

【長電作業要領書　電制工課自主検査制度運用規則
（長ｻﾖ-0782869）】
工作部門の自主検査の運用として、工作部門から品管部
門（検査）へ特に依頼した場合、品管部門（検査）は対応
することとなっている。

－

[組立検査]
3.配線検査
配線の接続に誤り
がないか確認を行う

－

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

＜調達先＞
【泊発電所3号機 品質保証計画書(PQD-HD-9008)】
検査が妥当であることを確認する為の責任を明確にすべ
く照査をしなければならないこととなっている。
工作部門からの資料は、検査課長が受入れ、GLが検査
員に配布することとなっている。
NQA品を取扱う検査員は、「NQA指名作業者取扱い規程
細則」の認定資格が必要である。

【長電検査要領書　制御器検査に於ける標準検査業務
（長0709Q0001）】
検査の準備として、工作より作業完了した盤の検査票及
び検査資料（工程袋）を受付けることとなっている。

－

＜調達先＞
【泊発電所3号機 品質保証計画書(PQD-HD-9008)】
その検査が妥当であることを確認する為の責任を明確に
すべく照査をしなければならないこととなっている。

【長電検査要領書　制御器検査に於ける標準検査業務
（長0709Q0001）】
「NQA制御盤組立検査チェックシート（CHK9J02）」に従
い、検査を実施する。

【NQA制御盤組立検査チェックシート（CHK9J02）】
調達先は、検査準備として検査資料（摘要表、細目表、図
面等）の確認する手順となっている。

－

役職

当　社 調達先

補　　足

建設所 環施品課（菱電テクニカ）／品管・検査 環施品課／品管・試験

時系列図【２（２）．工場試験段階】

工作・組立部門から引継ぎ
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環施品課

電気課長
課長（退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課
担当

検査員（退職） 品管Ｑマン 検認（ＧＬ） 検査課長 試験担当（退職） 品管Ｑマン 検認（GL代行） 試験/検査課長

保安規定に定
める職務

－ － － － － － － － － － － －

QMS規程に定
める業務

組織の業務を
統括し、下位職
位を指揮監督
する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す
るべくマネー
ジャーをサポート
する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

実際の検査を担
当してチェックリス
ト、試験記録、試
験要領書等を作
成、実施する

検査員ががチェッ
クしたﾊﾞｯｸ図等の
図面を基にチェッ
ク漏れが無いか
の確認を実施す
る

課長の指示により
担当する機種の
技術的まとめを行
う。所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

実際の試験を担
当してチェックリス
ト、試験記録、試
験要領書等を作
成、実施する

試験員ががチェッ
クしたｼｰｹﾝｽ図等
の図面を基に
チェック漏れが無
いかの確認を実
施する

課長の指示により
担当する機種の
技術的まとめを行
う。所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

建設所 環施品課（菱電テクニカ）／品管・検査 環施品課／品管・試験

時系列図【２（２）．工場試験段階】

2006/12/21 【聞き取り調査結果：検査課長】
［配線の接続漏れ（端子の取付け確認）］
・検査員の端子取付け確認は、全数実施していると認識し
ている。
・2本入線の端子取付け不良に対する認識がなかった。ま
た、2本入線箇所の確認方法について要領がなかったた
め、注意喚起はできていなかった。
・2本入線箇所は端子を背中合わせで接続しているので、
その状況を確認していれば発見できたと考える。

【聞き取り調査結果：検認（ＧＬ）（検査）】
［配線の接続漏れ（端子の取付け確認）］
・検査員は、現物とバック図の整合性を確認し、バック図
の消し込みを行なうと認識している。
・見えない箇所は、工作が消し込んだバック図を確認し、
その確認を以ってバック図の消し込みを行なっていると認
識している。
・マークチューブの線番号は確認する。ただし、見えない
所は、工作が消し込んだバック図を確認し消し込みを行
なっていると認識している。
・線の本数にもよるが、奥側の端子は、見難い箇所では
あったと思う。

・2本入線箇所の端子取付け確認手順がなく、奥の端子が
外れているかもしれないと考える観点で検査を実施してい
なかったと思われる。

2006/12/21 【聞き取り調査結果：検査課長】
［ねじの締付け確認］
・ねじの締付け確認において、2段端子の奥側の端子は、
手が入らないので、ねじの頭に工作にてつけられたチェッ
クマークの確認をすることで、ねじが締付けられていること
の確認としたと思う。
・確認の観点は締付けチェックマークの確認が主なので、
端子の取付け不良の観点では確認していないと思う。
・検査員が見た範囲は、バック図に黄緑色でチェックされ
る。
・目視、ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰによる締付け確認、触手による確認など。
端子の奥は目視で確認する。ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰを使用して確認する
場合もある。触れるところは、触手で確認する。
・後で確認できなくなる場合、工作のQマンに呼ばれ検査
員が見える時に確認する事もあったと思う。

【聞き取り調査結果：検認（ＧＬ）（検査）】
［ねじの締付け確認］
・検査員は、ねじの締付け確認においては、目視確認の
ほか、サンプリングで触手による確認を行っていたと認識
している。
・ねじにゆるみがないことの確認として、赤と黒のチェック
マークを確認していたと認識している。
・奥の締付け確認ができない箇所やマークチューブの見
えない箇所は、工作の作業を信頼し、工作の消し込みを
確認したバック図を見て、品管のバック図の消し込みを行
なっていたと認識している。
・検査員自らが確認したものと、工作の消し込みの確認を
以って品管検査の確認としたものは区別なく同じように消
し込みしていたと認識している。
・以上の確認方法について要領類に記載されたものはな
い。
・検査員は、工作の製作段階において、品管が確認に行く
ことはないと認識している。

【聞き取り調査結果：品管Ｑマン（検査）】
［ねじの締付け確認］
・検査員は、鏡や照明を使用して、バック図に記載されて
いる範囲全てを目視で確認していたと思う。
・ねじ締付けチェックマークを目視で確認していたと思う。
・確認手順は定められているものはなく、先輩からのＯＪＴ
にて教育を受けた。また、方法についても触手で確認する
など決められているものはなかった。

2006/12/21 【聞き取り調査結果：品管Ｑマン（検査）】
・品管・検査のQマンは、検査員の確認したバック図や
チェックシートが全て記載されていることを確認する。
・品管・検査のQマンはバック図が漏れなく消し込まれてい
る事を確認するとともに、チェックシートが全て埋まってい
る事を確認する。
【聞き取り調査結果：検査課長】
・品管・検査のQマンは、計画どおり、検査員が正しく検査
を行ったか確認する。図面の消し込みが出来ているなど
を確認している。
【聞き取り調査結果：検認（ＧＬ）（検査）】
・品管・検査のQマンは、検査員が確認したバック図が塗り
潰されている事を確認している。

【原子力発電プラント　品質保証活動実施計画書（EP品
ﾑｷ-DP001）】
・当該計画書には、検査課長、GL、検査員の照査・検認の
位置づけについては記載されているが、Qマンの位置づけ
に関する事項について記載されていなかった。
・当該計画書に基づき、品管・検査のQマンは、品管課長
からの指名によりQマンを行っていた。
なお、指名にあたっては、「機種限定QA指導員の育成及
び認定」により教育を受けた者である。

[組立検査]
3.配線検査
配線の接続に漏れ
（端子の取付け確
認）がないか確認を
行う

＜調達先＞
【原子力発電プラント　品質保証活動実施計画書（EP品
ﾑｷ-DP001）】
検査が妥当であることを確認する為の責任を明確にすべ
く照査をしなければならないこととなっている。
品管のQマンは、品管課長からの指名により検査すること
となっている。

【長電検査要領書　制御器検査に於ける標準検査業務
（長0709Q0001）】
制御盤の検査を行ない合否判定する。なお、確認の済ん
だ箇所については、チェックマーク（黄色又は黄緑色で消
し込む）を入れることとなっている。

【NQA制御盤組立検査チェックシート（CHK9J02）】
チェックシートにより、配線検査として配線の接続誤り、漏
れ（端子の取付け確認）、配線の締付け（ねじの締付け方
法の誤り）を確認する手順となっている。

【配電盤・制御盤の検査基準（長ｼｷ-07COF001）】
配線，表示検査として、検査員が確認するための「検査項
目」「判定基準」が記載されている。
なお、配線の接続漏れ、端子の取付け確認（2本入線含
む）に対する検査項目の記載はなかった。
また、線番号について確認することとなっているが、1端子
に複数接続の場合で見えない場合は、上部接続線がみえ
ることで可としている。

【長電作業要領書　電制工課自主検査制度運用規則
（長ｻﾖ-0782869）】
工作部門の自主検査の運用として、工作部門から品管部
門（検査）へ特に依頼した場合、品管部門（検査）は対応
することとなっている。

－

－

【聞き取り調査結果：品管Ｑマン（検査）】
［配線の接続漏れ（端子の取付け確認）］
・検査員は現物とバック図が合致している事を確認し、
バック図に消し込みを行いチェックシートに記載する。バッ
ク図の消し込みは一か所毎に消し込んでいたと思う。
・端子の取付け確認は、見える範囲で確認するが、確認で
きない場合は工作部門に確認する。
・端子の取付け確認方法については、詳細な手順等がな
く、先輩からのOJTによる教育を受けていた。
・端子の取付け確認では、端子の穴にねじが貫通している
ことの確認は行っていない。ただし、確認時に違和感があ
れば詳しく見る。
・端子の線番号の確認では、2本入線の場合であってもそ
れぞれの線番号の確認をしていたと思う。
・端子の取付け確認において異常を発見した場合は検査
連絡表に手直し依頼を記載し盤に張り付け工作に連絡す
る。

[組立検査]
3.配線検査
配線の締付け（ねじ
の締付け方法の誤
り）がないか確認を
行う

－

[組立検査]
3.配線検査
配線の接続漏れ、
誤り（端子の取付け
確認）、配線の締付
け（ねじの締付け方
法の誤り）の確認を
行う

－
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環施品課

電気課長
課長（退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課
担当

検査員（退職） 品管Ｑマン 検認（ＧＬ） 検査課長 試験担当（退職） 品管Ｑマン 検認（GL代行） 試験/検査課長

保安規定に定
める職務

－ － － － － － － － － － － －

QMS規程に定
める業務

組織の業務を
統括し、下位職
位を指揮監督
する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す
るべくマネー
ジャーをサポート
する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

実際の検査を担
当してチェックリス
ト、試験記録、試
験要領書等を作
成、実施する

検査員ががチェッ
クしたﾊﾞｯｸ図等の
図面を基にチェッ
ク漏れが無いか
の確認を実施す
る

課長の指示により
担当する機種の
技術的まとめを行
う。所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

実際の試験を担
当してチェックリス
ト、試験記録、試
験要領書等を作
成、実施する

試験員ががチェッ
クしたｼｰｹﾝｽ図等
の図面を基に
チェック漏れが無
いかの確認を実
施する

課長の指示により
担当する機種の
技術的まとめを行
う。所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

建設所 環施品課（菱電テクニカ）／品管・検査 環施品課／品管・試験

時系列図【２（２）．工場試験段階】

2006/12/21 [組立検査]
進捗管理 － －

2006/12/21 【聞き取り調査結果：検査課長】
［圧着端子の確認］
・青のチェックマークをメインに確認していたと思う

【聞き取り調査結果：検認（ＧＬ）（検査）】
［チェックマークの確認］
・検査員は、赤と黒のチェックマークを確認していたと思
う。

【聞き取り調査結果：品管Ｑマン（検査）】
・検査員は、チェックマークで全て確認していたと思う。

2006/12/21 【聞き取り調査結果：品管Ｑマン（検査）】
・品管・検査のQマンは、検査員の確認したバック図や
チェックシートが全て記載されていることを確認する。
・品管・検査のQマンはバック図が漏れなく消し込まれてい
る事を確認するとともに、チェックシートが全て埋まってい
ることを確認する。

【原子力発電プラント　品質保証活動実施計画書（EP品
ﾑｷ-DP001）】
・当該計画書には、検査課長、GL、検査員の照査・検認の
位置づけについては記載されているが、Qマンの位置づけ
に関する事項について記載されていなかった。
・当該計画書に基づき、品管・検査のQマンは、品管課長
からの指名によりQマンを行っていた。
なお、指名にあたっては、「機種限定QA指導員の育成及
び認定」により教育を受けた者である。

2006/12/21

－

【聞き取り調査結果：検査課長】
・検認は、GLまたは課長が行える（認定制）。検認作業は
品質記録が揃っていること。チェックシートが全て記載され
ていることを確認する。
バック図はかさばるので盤内に置いておくが、記録は袋に
入れていく。

－

【聞き取り調査結果:検認（ＧＬ）（検査）】
・GLの役目は、検査員から制御盤組立検査チェックシート
を受領して、チェックに抜けがないかを確認し、バック図に
ついては、全て塗りつぶされている事を確認し検認を行う
ことであった。
・検査員が塗り潰したバック図が、全て塗りつぶされている
事（赤色か黄色の一色でに塗りつぶされている）を確認す
る。（検認）
・GLは、Qマンが確認した記録（バック図含む）を確認して
いる。

2007.1.13
工場試験
（試験（盤単体））
（組合せ試験）
（立会試験）

【試験（盤単体)】
4.絶縁抵抗測定
5.絶縁耐力試験
を行う

－ －

【試験（盤単体)】
4.絶縁抵抗測定
5.絶縁耐力試験
を行う

－

【聞き取り調査結果:品管Ｑマン（試験）】
・試験的な分けとして、一般品と唯一違うのは、連続通電
試験を行っていること。　入力、出力信号も模擬して1週間
程度である。
・作業要領については、一般品とは区別されており、原子
力品用の要領を使用している。
・要領書は、泊3号機向けの要領書（他電力も基本同じ）で
ある。

2007/1/16
　　　　～2/2

【試験（盤単体)】
7.単体試験
(1)保護継電器単体
試験
(2)計器単体試験
(3)限時ﾘﾚｰﾃｽﾄ

－ －

【試験（盤単体)】
7.単体試験
(1)保護継電器単体
試験
(2)計器単体試験
(3)限時ﾘﾚｰﾃｽﾄ

－

【聞き取り調査結果:品管Ｑマン（試験）】
・耐圧、絶縁抵抗測定、保護継電器の動作試験を実施し
ている。

2007/2/16 【組合せ試験】
8.性能動作試験
(1)発電機との組合
せ試験

－ －

【組合せ試験】
8.性能動作試験
(1)発電機との組合
せ試験

－

【聞き取り調査結果:品管Ｑマン（試験）】
・組合せ試験については、周波数特性、応答試験、自動・
手動などについて検査要領に記載されている。
・発電機と制御盤の組み合わせや、AVRが要求どおり電
圧調整ができるか確認していた。
・どの項目の試験を行うかは、先行の実績があるので、そ
れらから標準として試験項目を決めている。
・当時、丸尾工場には発電機もあったので、制御盤と接続
して確認および調整をしていた。
・ベンダーの記録も確認している。

[組立検査]
検認

＜調達先＞
【原子力発電プラント　品質保証活動実施計画書（EP品
ﾑｷ-DP001）】
検査が妥当であることを確認する為の責任を明確にすべ
く照査をしなければならないこととなっている。
GLは、所内外文書を内外技術状況等も含めあらゆる面か
らチェックし検認することとなっている。

－

＜調達先＞
【原子力発電プラント　品質保証活動実施計画書（EP品
ﾑｷ-DP001）】
検査が妥当であることを確認する為の責任を明確にすべ
く照査をしなければならないこととなっている。

【原子力プラント向け制御盤　工場試験手順・要領書
（CRQ-GS146）】
制御盤の工場試験に共通する事項として、手順・要領を
記載したものである。

【原子力プラント向け制御盤　工場試験手順・要領書
（CRQ-GS146）】
工場試験の試験要領について記載されている。

【制御盤チェックシート(CHK-98P1)】
チェックシートは、制御盤の単体試験を実施する手順と
なっている。

－

＜調達先＞
【原子力発電プラント　品質保証活動実施計画書（EP品
ﾑｷ-DP001）】
検査が妥当であることを確認する為の責任を明確にすべ
く照査をしなければならないこととなっている。
品管のQマンは、品管課長からの指名により検査すること
となっている。

【長電検査要領書　制御器検査に於ける標準検査業務
（長0709Q0001）】
制御盤の検査を行ない合否判定する。なお、確認の済ん
だ箇所については、チェックマーク（黄色又は黄緑色で消
し込む）を入れることとなっている。

【NQA制御盤組立検査チェックシート（CHK9J02）】
チェックシートにより、配線検査としてチェックマーク（ねじ、
圧着端子）を確認する手順となっている。

【配電盤・制御盤の検査基準（長ｼｷ-07COF001）】
締付け全般の検査として、検査員が確認するための「検
査項目」「判定基準」が記載されている。

－

[組立検査]
3.配線検査
ねじ、圧着端子に
ﾁｪｯｸﾏｰｸがあること
の確認を行う

－

[組立検査]
3.配線検査
ねじ、圧着端子に
ﾁｪｯｸﾏｰｸがあること
の確認を行う

－
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環施品課

電気課長
課長（退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課
担当

検査員（退職） 品管Ｑマン 検認（ＧＬ） 検査課長 試験担当（退職） 品管Ｑマン 検認（GL代行） 試験/検査課長

保安規定に定
める職務

－ － － － － － － － － － － －

QMS規程に定
める業務

組織の業務を
統括し、下位職
位を指揮監督
する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す
るべくマネー
ジャーをサポート
する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

実際の検査を担
当してチェックリス
ト、試験記録、試
験要領書等を作
成、実施する

検査員ががチェッ
クしたﾊﾞｯｸ図等の
図面を基にチェッ
ク漏れが無いか
の確認を実施す
る

課長の指示により
担当する機種の
技術的まとめを行
う。所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

実際の試験を担
当してチェックリス
ト、試験記録、試
験要領書等を作
成、実施する

試験員ががチェッ
クしたｼｰｹﾝｽ図等
の図面を基に
チェック漏れが無
いかの確認を実
施する

課長の指示により
担当する機種の
技術的まとめを行
う。所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

建設所 環施品課（菱電テクニカ）／品管・検査 環施品課／品管・試験

時系列図【２（２）．工場試験段階】

2007/2/23 【試験（盤単体)】
6.ｼｰｹﾝｽ試験

－ －

【試験（盤単体)】
6.ｼｰｹﾝｽ試験

－

【聞き取り調査結果:品管Ｑマン（試験）】
・品管・試験の作業としては、電気的に正しく動くことを、全
体的な動き及び単体の動きが適切であるかを確認してい
る。
・シーケンス（展開接続図）を使用して検査を実施してい
る。
・ベンダー品も含め機能上、問題ないことを確認している。
・ベンダーの記録も用意している、全ての要求事項が満足
している事を確認している。
・今回、配線接続不良が確認された、リレー(14X1)の配線
確認は、リレー回路の確認を行っている。
・線番を確認し導通チェックを確認している。
・シーケンスどおりの動きをしていれば、あえて配線状態
を確認しに行くことはない。
・当該ﾘﾚｰの端子にｱｸｾｽしてｼｰｹﾝｽﾁｪｯｸを行っている
が、異常がなければ、次の回路へ進むことになる。
・配線が誤っていた場合は、試験結果連絡表を作成する。

2007/2/23

【試験（盤単体)】検
認

－

【聞き取り調査結果:試験／検査課長】
・機能試験で要求する機能が発揮できることを確認する。
・その他の確認としては、外観上危険な部位はないかなど
の確認をする。
・意地悪試験により不具合箇所の有無等を確認。
・導通チェックの確認はしているが、確認の観点が違うし
配線の確認は行っていない。
・配線誤りを確認した場合は、試験結果連絡票に記載し、
担当部署で処理が行われる。

2007/2/27 【立会試験】
(盤単体）＜立会＞
1.外観構造検査
2.寸法検査
3.仕様照合

－

【聞き取り調査結果：品管Ｑマン（検査）】
試験を行う班と検査を行う班は別になっており、試験側の
作業は実施していない。

2007/2/27 【立会試験】
(盤単体）＜立会＞
6.ｼｰｹﾝｽ試験

－ －

2007/2/27 【立会試験】
(盤単体）＜立会＞
1.外観構造検査
2.寸法検査
3.仕様照合
6.ｼｰｹﾝｽ試験

－

【聞き取り調査結果:検認（ＧＬ代行）（試験）】
立会試験（盤単体）は、試験（盤単体）と違いはないが、検
査方法が抜取で立会を行うか、記録による確認かの違い
である。

【工場立会】
立会及び記録確
認の実施を指示

－ －

【工場立会】
立会及び記録確認
の実施を指示

－ －

【工場立会】
立会及び記録確認
の実施を指示

【聞き取り調査結果：主任】
・立会方法、内容についての教育のマニュアルはない。
（ＯＪＴにて実施）
・担当者（立会者）は、立会内容、方法等は理解していたと
思う。
・担当も要領書にそって確認するので、端子の締付け確
認は触手によって確認すると思う。
・ＤＧの立会は、単独での実施であり、立会の輻輳はな
かったため、担当者の業務負担にはなっていないと思う。

－

2007/2/27 【聞き取り調査結果：担当】
「泊発電所３号機 品質管理要領書（工場製作段階）
(CRQ-P5K22)」で検査内容、判定基準等を確認し理解し
た上で、工場立会に行った。1日の工程で立会を行った。
（定時内スムーズに終了）
・工場立会は、過去に数回経験している。
・立会開始前に、調達先とスケジュールや試験方法、確認
方法などの打ち合わせを実施した。
・調達先対応者とは、良好な対応ができていた。印象は良
かった。当日は、当社からは1人で、調達先は3人が対応し
ていた。
・機能試験により、正常に動作するかを重点的に実施し
た。また、機器の配置や、外形寸法の確認なども実施し
た。

－

＜当社＞
【泊原子力発電所建設所品質保証計画書(R-20-200)】
建設各段階における品質保証活動の具体的実施方針を
定めたものである。検査および試験の管理については、
個別に要領書を作成し，受注者工場等における検査およ
び試験の管理に係わる基本的事項を明確にする。

【調達管理要領(R-20-206)】
当社は、購入品が当社の品質要求事項に適合しているこ
とを確認するために、品質記録の確認、検査および試験
の立会またはは記録による確認をする。これらの実施要
領は、「検査・試験管理要領」（R-20-209）による。

【検査・試験管理要領(R-20-209)】
調達先の工場等における検査・試験を円滑に実施するた
め、検査および試験の管理の具体的管理事項を示したも
のである。検査・試験については、「検査・試験要領書」に
従い、適正に実施されていること、判定基準が満足してい
ることを確認する。工場検査・試験の立会者は、立会者資
格基準に適合する者とする。

【検査・試験立会者資格基準(R-20-210)】
「泊原子力発電所建設所品質保証計画書」に基づき、検
査・試験立会者の資格基準および職務を定める。

＜調達先＞
【泊発電所3号機品質管理程度表（工場製作段階）
(JEXW-0005-0710)】
設備の重要度により、試験・検査項目並びに立会程度を
記載したものである。立会程度については、外観検査、寸
法検査、シーケンス試験は、抜取立会となっている。な
お、泊1,2号機、先行プラントとも相違はなかった。

－

【立会試験】
(盤単体）＜立会＞
1.外観構造検査
2.寸法検査
3.仕様照合
6.ｼｰｹﾝｽ試験

【立会試験】
(盤単体）＜立会＞
1.外観構造検査
2.寸法検査
3.仕様照合
6.ｼｰｹﾝｽ試験
（続き）

＜調達先＞
【原子力発電プラント　品質保証活動実施計画書（EP品
ﾑｷ-DP001）】
検査が妥当であることを確認する為の責任を明確にすべ
く照査をしなければならないこととなっている。

【原子力プラント向け制御盤　工場試験手順・要領書
（CRQ-GS146）】
制御盤の工場試験に共通する事項として、手順・要領を
記載したものである。

【原子力プラント向け　DG制御盤　工場試験要領書（長
0798Q31）】
工場試験の試験要領について記載されている。

－

＜調達先＞
【原子力発電プラント　品質保証活動実施計画書（EP品
ﾑｷ-DP001）】
検査が妥当であることを確認する為の責任を明確にすべ
く照査をしなければならないこととなっている。

【原子力プラント向け制御盤　工場試験手順・要領書
（CRQ-GS146）】
制御盤の工場試験に共通する事項として、手順・要領を
記載したものである。

【原子力プラント向け制御盤　工場試験手順・要領書
（CRQ-GS146）】
工場試験の試験要領について記載されている。

【制御盤チェックシート(CHK-98P1)】
チェックシートは、制御盤の単体試験を実施する手順と
なっている。

－

【試験（盤単体)】
検認

＜調達先＞
【原子力発電プラント　品質保証活動実施計画書（EP品
ﾑｷ-DP001）】
検査が妥当であることを確認する為の責任を明確にすべ
く照査をしなければならないこととなっている。
GLは、所内外文書を内外技術状況等も含めあらゆる面か
らチェックし検認することとなっている。 －

【聞き取り調査結果:検認（ＧＬ代行）（試験）】
・試験は、要求される盤の機能が、要求どおり発揮できる
ことを確認すること。
・シーケンス試験を行う場合の試験方法を詳しく記載した
マニュアルがある。
・マニュアルに詳しく注意事項が記載されている。
・基本設計書やシーケンス、バック図、インターロック線
図、先行プラントの要領書、仕様書、品質保証計画書を基
に要領書を作成している。
・導通チェックやシーケンス試験において誤りが確認され
た場合には、試験結果連絡票を作成することになる。
・その場合は、試験結果連絡票を作成して、設計または工
作に戻す。 －
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環施品課

電気課長
課長（退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課
担当

検査員（退職） 品管Ｑマン 検認（ＧＬ） 検査課長 試験担当（退職） 品管Ｑマン 検認（GL代行） 試験/検査課長

保安規定に定
める職務

－ － － － － － － － － － － －

QMS規程に定
める業務

組織の業務を
統括し、下位職
位を指揮監督
する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す
るべくマネー
ジャーをサポート
する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

実際の検査を担
当してチェックリス
ト、試験記録、試
験要領書等を作
成、実施する

検査員ががチェッ
クしたﾊﾞｯｸ図等の
図面を基にチェッ
ク漏れが無いか
の確認を実施す
る

課長の指示により
担当する機種の
技術的まとめを行
う。所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

実際の試験を担
当してチェックリス
ト、試験記録、試
験要領書等を作
成、実施する

試験員ががチェッ
クしたｼｰｹﾝｽ図等
の図面を基に
チェック漏れが無
いかの確認を実
施する

課長の指示により
担当する機種の
技術的まとめを行
う。所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

建設所 環施品課（菱電テクニカ）／品管・検査 環施品課／品管・試験

時系列図【２（２）．工場試験段階】

・工場の製作段階における調達先検査員によるねじ締め
確認は、全てを触り、良好な場合には、ねじにチェックマー
クをつけている。また、工場立会時には消し込みされた
バック図もあった。
・調達先は、配線確認を終えているものに対し、ねじの
チェックマークを付けるので他の人が工場立会した場合で
も同じ確認方法と思う。
・工場試験において当社が確認する範囲と調達先が確認
する範囲は、実績のある1.2号機と同じことから問題ないと
考えていた。

【検査・試験立会者資格基準(R-20-210)】
当該基準どおり、担当は、立会者として資格基準を満たす
者である。

泊発電所3号機非常用ＤＧ制御盤（Ｂ号機）試験成績書
(CRQ-P5K77)
担当は、立会試験では、立会または記録による確認によ
り、端子取付け状態の健全性を確認していた。なお、記録
には点検範囲や見難い箇所に対する確認結果などの具
体的な記載はなかった。

2007/2/27 【立会試験】
(盤単体）
＜記録確認＞
1～8の記録確認

【聞き取り調査結果：担当】
調達先が実施した端子の接続状態の確認については、記
録にて確認した。 －

2007/3/7
工場試験
（完成品検査）

【完成品検査】
防塵・防湿・耐震に
ついて実施

－ －

【完成品検査】
防塵・防湿・耐震に
ついて実施

－

【聞き取り調査結果：品管Ｑマン（検査）】
・全ての試験が終わって、出荷する前の検査である。
・盤内に異物が残っていないか確認する。
・盤外観に傷がないか確認する。
・内装品など輸送時に耐えられるような状況にあるかなど
を出荷に備え確認している。

2007/3/7 【完成品検査】
防塵・防湿・耐震に
ついて実施
（検認）

－

【聞き取り調査結果:検認（ＧＬ）（検査）】
・出荷前の最終検査である。
・作業が全て完了している事を確認する。
・盤内に残留物がないことを確認する。
・品管検査と完成品検査は同じ人が担当していた。

【完成品検査】
防塵・防湿・耐震に
ついて実施 －

【聞き取り調査結果:検査課長】
・全体の工程が終わっている事を確認する。
・立会検査のフォローが出来ているか確認する。
・付属品が全て揃っているか確認する。
・全ての記録が揃っていることを確認する。

【完成品検査】
防塵・防湿・耐震に
ついて実施

（直接分析側）
・出荷前の最終確認として、盤全体の外観確認等を行い
異常がないことを確認することがこの段階における責務で
ある。端子取付に関しては、この前段階までに工作部門
および品質管理部門によるダブルチェックによる確認が行
われており、試験も完了し盤の機能が確認できている段
階であることから、この段階では改めて、端子1本毎の詳
細な点検は実施することとしていない。完成品検査として
の盤全体の外観確認等は問題なく行えており、完成品検
査段階における責務は果たしていた。

【聞き取り調査結果:試験／検査課長】
・最終出荷検査の位置づけである。
・出荷前の最後の砦して管理していた。

－ － － －

2007/3/27
試験成績書

（CQR-P5K77)
受領・確認

【聞き取り調査結果：担当】
・工場立会検査後、上長へは異常のないことを「泊発電所
3号機非常用ＤＧ制御盤（Ｂ号機）試験成績書(CRQ-
P5K77)」を以って課長へ報告した。

－

試験成績書
（CQR-P5K77)

確認

【聞き取り調査結果：主任】
・検査結果の報告は、口頭での報告を受け、泊発電所3号
機非常用ＤＧ制御盤（Ｂ号機）試験成績書(CRQ-P5K77)」
のデータにより問題ないことの報告を受けた。
建設時のルールに基づき確認している。

－

試験成績書
（CQR-P5K77)

確認
－ －

試験成績書
（CQR-P5K77)

確認
－ －

＜調達先＞
【原子力発電プラント　品質保証活動実施計画書（EP品
ﾑｷ-DP001）】
検査が妥当であることを確認する為の責任を明確にすべ
く照査をしなければならないこととなっている。

【産電検査要領書　NQA完成品検査（長0795Q0014）】
組立検査及び試験を終了したもので発送手入完了後の
出荷検査における要領が記載されている。

【NQA制御盤・完成品検査チェックシート(CHK9J04)】
チェックシートにより、配線検査としてチェックマーク（ねじ、
圧着端子）を確認する手順となっている。

【配電盤・制御盤の検査基準（長ｼｷ-07COF001）】
出荷前の最終検査時における、検査員が確認するための
チェックポイントが記載されている。

－

＜当社＞
【検査・試験管理要領(R-20-209)】
工場検査・試験の立会者は、「工場検査・試験立会報告
書」または「工場検査・試験立会報告書（製作段階）」を作
成し、検査・試験成績書とともに担当課長へ報告する。

－

【立会試験】
(盤単体）＜立会＞
1.外観構造検査
2.寸法検査
3.仕様照合
6.ｼｰｹﾝｽ試験

【立会試験】
(盤単体）＜立会＞
1.外観構造検査
2.寸法検査
3.仕様照合
6.ｼｰｹﾝｽ試験
（続き）

＜調達先＞
【原子力発電プラント　品質保証活動実施計画書（EP品
ﾑｷ-DP001）】
検査が妥当であることを確認する為の責任を明確にすべ
く照査をしなければならないこととなっている。

【原子力プラント向け制御盤　工場試験手順・要領書
（CRQ-GS146）】
制御盤の工場試験に共通する事項として、手順・要領を
記載したものである。

【原子力プラント向け　DG制御盤　工場試験要領書（長
0798Q31）】
工場試験の試験要領について記載されている。

【泊発電所３号機 品質管理要領書（工場製作段階）
(CRQ-P5K22)】
品質保証計画書に基づき、長崎製作所が展開する品質
管理について記述されている。
当該要領書には、工場試験における検査項目及び要領
が記載されており、工場試験を行う手順となっている。
立会程度については、外観検査、寸法検査、シーケンス
試験は、抜取立会となっている。
なお、外観検査の手順には具体的な端子の取付け状態
の健全性を確認できる具体的な手法や確認項目の記載
はなかった。

・機能検査で配線が正しく接続されていることが確認でき
るので、リレーや線番号について、1本ずつの確認はして
いない。
・配線については、自分で全体的に確認したが奥側まで
一本ずつの確認は行っていない。
・ねじの締付け確認としてチェックマークは全数確認した
が、触手による確認は抜取で実施した。
・調達先の行ったねじ締付け確認のチェックマークはある
し、導通チェックで確認出来ているので、全ての端子の取
付け確認は必要ないと考えた。

－

－

発 送
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工事管理課長 電気課長
（退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課担当
メーカ
作業員

メーカ
現地試験ﾘｰﾀﾞｰ

メーカ　品管・
試験ﾘｰﾀﾞｰ

メーカ　照査
（GL)

メーカ
課長

保安規定に定める
職務

－ － － － － － － － － －

QMS規程に定める
業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す
るべくマネー
ジャーをサポート
する

課長の指示のも
と、工事管理、検
査、試験を行う

作業員は、作業
責任者（現管者）
はの指揮に従い、
職務を遂行する
作業責任者（現管
者）は、品質・安
全確保のため指
示し、確認を行う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

・DG制御盤の試
験を行うグループ
と取り纏めのグ
ループリーダー
・品質管理課の取
り纏め
・要領書の作成担
当

課長の指示により
担当する機種の
技術的まとめを行
う。所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当　社 調達先

【建設据付段階】

2005/10/21 泊発電所3号機
受入検査要領書

作成・提出

－

【泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書】
購入仕様書に基づき泊発電所３号機受入検査要領
書(KPNE-X3-0024を作成し提出した。
「記載内容」
・受入準備：入荷日、荷降ろし場所等
・入荷確認：梱包常態での外観確認、数量確認等
・受入検査：出荷許可証の確認、検査成績書の確
 認、数量確認等
・関係書類の保管：ミルシート、受入検査記録等

泊発電所3号機
受入検査要領書

照査 － －

泊発電所3号機
受入検査要領書

検認 － －

2006/4/17 泊発電所3号機
受入検査要領書

受領・検討

【泊発電所３号機受入検査要領書(KPNE-X3-
0024)】
当社の要求事項を満たしていることを確認した。
なお、端子取付け確認に係る記載はない。

電気品（電気・計装品・部品及び材料を含む）の受入
検査要領書を作成し提出した。
「記載内容」
・受入準備：入荷日、荷降ろし場所等
・入荷確認：梱包状態での外観確認、数量確認等
・受入検査：出荷許可証の確認、検査成績書の確
認、数量確認等
・関係書類の保管：ミルシート、受入検査記録等

－

受入検査要領書
確認 － －

受入検査要領書
審査 － －

受入検査要領書
確認 － －

2006/8/17 泊発電所3号機
電機品搬入・据付
品質管理要領書

作成・提出

－

【泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書】
購入仕様書に基づき、泊発電所３号機電機品搬入・
据付品質管理要領書(KPNE-X3-0173)にて、据付工
事に関する諸作業の要領書を作成し提出した。
「記載内容」
・制御盤基礎設定確認：基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ打設確認
・製品（部品、材料）の確認：破損、汚損の有無およ
び数量確認
・運搬搬入：搬入ステージまでの運搬および搬入
・開梱：養生材および輸送材等の取外し
・電機品据付：盤据付
・据付検査：：寸法検査、外観検査、ボルト締付け状
態等の検査
・盤内点検：異物確認、養生の撤去確認
・電機品の養生および保管：据付完了までの防火、
防塵、防水対策用の養生を実施

泊発電所3号機
電機品搬入・据付
品質管理要領書

作成・提出 － －

泊発電所3号機
電機品搬入・据付
品質管理要領書

作成・提出
－ －

＜当社＞
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
購入仕様書には、調達先は工事要領書について当
社へ提出し確認を得ることとなっている。

＜調達先＞
【泊発電所3号機品質管理程度表（現地据付段階）
(JEXW-0005-0728)】
試験・検査項目並びに立会程度を記載し、品質管理
程度を明確にし品質保証計画の効果的推進を図
る。

－

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

＜当社＞
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
購入仕様書には、調達先は工事要領書について当
社へ提出し確認を得ることとなっている。

＜調達先＞
【泊発電所3号機品質管理程度表（現地据付段階）
(JEXW-0005-0728)】
試験・検査項目並びに立会程度を記載し、品質管理
程度を明確にし品質保証計画の効果的推進を図
る。 －

＜当社＞
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
購入仕様書には、調達先は工事要領書について当
社へ提出し確認を得ることとなっている。
【泊原子力発電所建設所品質保証計画書(R-20-
200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達
成するための業務の実施方法を継続的に改善し、
原子力発電所の安全性と信頼性を確保することを要
求している。
【調達管理要領(R-20-206)】
調達を円滑に実施するため品質保証計画に定める
調達管理の具体的管理事項を示す。
【検査・試験管理要領(R-20-209）】
試験・検査を円滑に実施するため、具体的管理事項
を定める。
【検査･試験立会者資格基準(R-20-210)】
検査・試験立会者の資格基準および職務を定める。
【品質記録管理要領(R-20-212)】
品質記録の管理を円滑に実施するため具体的な管
理事項を定める。
【品質に係る重要度分類(R-20-201)】
品質に係る重要度に応じて分類し、品質保証活動
の効果的推進を図る。
【品質管理基準(R-20-202)】
品質管理を円滑に実施するため具体的な管理事項
を定める。

役職

当　社 調達先

補　　足

建設所

時系列図【３．復元段階】
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工事管理課長 電気課長
（退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課担当
メーカ
作業員

メーカ
現地試験ﾘｰﾀﾞｰ

メーカ　品管・
試験ﾘｰﾀﾞｰ

メーカ　照査
（GL)

メーカ
課長

保安規定に定める
職務

－ － － － － － － － － －

QMS規程に定める
業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す
るべくマネー
ジャーをサポート
する

課長の指示のも
と、工事管理、検
査、試験を行う

作業員は、作業
責任者（現管者）
はの指揮に従い、
職務を遂行する
作業責任者（現管
者）は、品質・安
全確保のため指
示し、確認を行う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

・DG制御盤の試
験を行うグループ
と取り纏めのグ
ループリーダー
・品質管理課の取
り纏め
・要領書の作成担
当

課長の指示により
担当する機種の
技術的まとめを行
う。所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

建設所

時系列図【３．復元段階】

2007/3/2 品質保証監査
（主要設備に係る現
地監査）

建設工事における
品質保証活動の実
施状況とその有効
性を監査にて確認

【品質保証監査】
「泊原子力発電所建設所品質保証計画書」に定める
「品質保証監査要領」に基づき品質保証監査を行
う。
1.現地での品質保証活動に係る監査を実施
2.監査項目
 ①組織
 ②文書管理
 ③検査および試験の管理
 ④工事管理
 ⑤不適合管理
 ⑥品質記録の管理
 ⑦監査

＜当社＞
【泊原子力発電所建設品質保証計画書(R-70)】
建設工事における品質保証活動を行うために必要
な品質マネジメントシステムを確立し，実施し、評価
確認し、継続的に改善することを目的とする。
【泊原子力発電所建設所調達管理マニュアル(R-
70-207)】
工事の外注等により得られる調達製品等が当社の
要求事項に確実に適合するための調達管理方法を
定める。

【品質保証監査】
監査において品質保証活動は当社の要求事項に適
合しているものであった。
1.監査対象
 ①現地事業所（泊事務所）
2.監査項目
 ①組織
　・組織の業務分担、責任と権限
　・品質保証活動に係る教育、訓練を計画し実績を
     管理しているか等
 ②文書管理
　・文書の作成、審査、承認等の管理方法等
 ③検査および試験の管理
　・試験、検査について要領に従っているか等
 ④工事管理
　・施工手順、適用すべき文書等
 ⑤不適合管理
 　・不適合製品の処置および管理方法等
 ⑥品質記録の管理
　・品質記録の作成、取扱、保管方法等
 ⑦監査
　・協力会社との責任、権限が明確となっているか等
3.監査員
 ①3号機建設所　品質保証担当、電気課担当

【品質保証監査】
当社の要求に基づき、以下の規定類にて説明を実
施した。
1.監査報告対象
 ①現地事業所（泊事務所）
2.監査項目
 以下の規定類で説明
 ①組織 ： 品質保証活動運用基準等
 ②文書管理 ： 品質保証活動運用基準等
 ③検査および試験の管理 ： 泊建設事務所標準
     （試運転編）等
 ④工事管理 ： 建設工事一般仕様書
 ⑤不適合管理 ： 品質保証活動運用基準、不適合
     品表示札等
 ⑥品質記録の管理 ： 品質保証活動運用基準等
 ⑦監査：建設工事一般仕様書、調達先品質・情報
     管理監査及び安全衛生診断規定等
3.対応部門
　泊現地事務所

－

2007/6/27 泊発電所3号機
電機品搬入・据付
品質管理要領書

受領・検討

【泊発電所３号機電機品搬入・据付品質管理要領
書(KPNE-X3-0173)】
当社の要求事項を満たしていることを確認した。
なお、端子取付け確認に係る記載はない。
「記載内容」
・制御盤基礎設定確認：基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ打設確認
・製品の確認：破損、汚損の有無および数量確認
・運搬搬入：搬入ステージまでの運搬および搬入
・開梱：養生材および輸送材等の取外し
・電機品据付：盤据付
・据付検査：寸法検査、外観検査、ボルト締付け状
態等の検査
・盤内点検：異物確認、養生の撤去確認
・電機品の養生および保管：据付完了までの防火、
防塵、防水対策用の養生を実施

－ －

電機品搬入・据付
品質管理要領書

確認
－ － －

電機品搬入・据付
品質管理要領書

審査
－ － －

電機品搬入・据付
品質管理要領書

確認
－ － －

受入検査

2007/7/20 受入検査

受入検査要領に基
づき検査を実施

＜調達先＞
【泊発電所３号機受入検査要領書(KPNE-X3-
0024)】
調達先は、受入検査要領書に基づき受入検査を実
施
する。なお、当該リレー等の盤内部品は組込んだ状
態で搬入する。

－

【泊発電所３号機受入検査要領書(KPNE-X3-
0024)】
受入検査要領書に基づき制御盤の受入作業を実施
した。
「受入検査内容」
(1)出荷許可証の確認
(2)納品書の確認
(3)数量確認
(4)梱包状態確認
(5)損傷の有無確認

－

受入検査

電気課担当による
抜取立会

＜調達先＞
【泊発電所３号機受入検査要領書(KPNE-X3-
0024)】
当社は、受入検査要領書に基づき受入検査を抜取
立会にて確認する。なお、当該リレー等の盤内部品
は組込んだ状態で搬入する。

【泊発電所３号機受入検査要領書(KPNE-X3-
0024)】
受入検査要領書に基づき受入検査を実施し、問題
のない事を確認した。
なお、端子の取付け確認については要領に記載が
なく行っていない。
「受入検査内容」
(1)出荷許可証の確認
(2)納品書の確認
(3)数量確認
(4)梱包状態確認
(5)損傷の有無確認

－ －

＜当社＞
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
購入仕様書には、調達先は工事要領書について当
社へ提出し確認を得ることとなっている。
【泊原子力発電所建設品質保証計画書(R-70)】
品質保証活動を行うために必要な品質マネジメント
システムを確立し評価確認し、継続的に確認するこ
とを要求している。
【泊原子力発電所建設所調達管理マニュアル(R-
70-207)】
工事の外注等により得られる調達製品等が当社の
要求事項に確実に適合するための調達管理方法を
定める。
【泊原子力発電所建設所 検査および試験管理マ
ニュアル(R-70-208)】
機器等が定められた要求事項に適合していること，
また，機器等が品質を維持していることを検証する
ために実施する検査・試験の管理について定める。
【泊原子力発電所建設所品質記録管理マニュアル
(R-70-204)】
品質保証活動の要求事項への適合および品質マネ
ジメントシステムの効果的運用の証拠を示すための
文書の作成および維持について定める。
【泊原子力発電所建設所品質に係る重要度分類
(R-70-211)】
機器等の品質に係る重要度に応じて分類する方法
を定める。
【泊原子力発電所建設所品質管理基準　（R-70-
207-3)】
工事等におけるﾎｰﾙﾄﾞﾎﾟｲﾝﾄの具体的な管理事項を
定める。
【泊原子力発電所建設所工事管理マニュアル(R-
70-213)】
建設所における各種工事に係る具体的管理方法を
定める。
【泊原子力発電所建設所据付・施工管理マニュア
ル(R-70-213-1)】
材料、部品、機器および製品の据付・施工管理に関
する基本事項を定め、これを円滑に実施することを
目的としている。



添付資料－２（18/47）

工事管理課長 電気課長
（退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課担当
メーカ
作業員

メーカ
現地試験ﾘｰﾀﾞｰ

メーカ　品管・
試験ﾘｰﾀﾞｰ

メーカ　照査
（GL)

メーカ
課長

保安規定に定める
職務

－ － － － － － － － － －

QMS規程に定める
業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す
るべくマネー
ジャーをサポート
する

課長の指示のも
と、工事管理、検
査、試験を行う

作業員は、作業
責任者（現管者）
はの指揮に従い、
職務を遂行する
作業責任者（現管
者）は、品質・安
全確保のため指
示し、確認を行う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

・DG制御盤の試
験を行うグループ
と取り纏めのグ
ループリーダー
・品質管理課の取
り纏め
・要領書の作成担
当

課長の指示により
担当する機種の
技術的まとめを行
う。所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

建設所

時系列図【３．復元段階】

据付検査
2007/7/20～24

電機品搬入・据付

電気品搬入、据付
品質要領書に基づ
き搬入および据付

を実施

＜調達先＞
【泊発電所３号機電機品搬入・据付品質管理要領
書(KPNE-X3-0173)】
調達先は、電機品搬入・据付品質管理要領書に基
づき据付検査を実施する。

－

【泊発電所３号機電機品搬入・据付品質管理要領
書(KPNE-X3-0173)】
電機品搬入・据付品質管理要領書に基づき制御盤
の据付作業を実施した。

－

電機品搬入・据付

電気課担当による
抜取立会

＜調達先＞
【泊発電所３号機電機品搬入・据付品質管理要領
書(KPNE-X3-0173)】
当社は、電機品搬入・据付品質管理要領書に基づ
き据付検査の抜取立会にて確認する。

【泊発電所３号機電機品搬入・据付品質管理要領
書(KPNE-X3-0173)】
電機品搬入・据付品質管理要領書に基づき据付検
査を実施し、問題のない事を確認した。
なお、端子の取付け確認については要領に記載が
なく行っていない。
「作業内容」
(1)基礎（ｺﾝｸﾘｰﾄ打設）状況の確認、芯だしおよび確
認
(2)製品の確認
  数量、破損・汚損確認、工場寸法記録による確認
(3)搬入、開梱
(4)制御盤据付・検査
   据付寸法検査、外観検査、基礎ボルト締付け確認
(5)盤内点検（盤内の異物確認等

－ －

電機品搬入・据付
管理報告書作成

＜当社＞
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
工事報告書を当社へ提出することとなっている。 －

【泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書】
購入仕様書に基づき、泊発電所３号機電機品搬入・
据付工事報告書を作成し提出した。

－

電気品搬入・据付
管理報告書
受領・確認

【泊発電所３号機電機品搬入・据付工事報告書
(KPNE-X3-0173Q)】
電機品搬入・据付品質管理報告書にて品質に問題
がなく要求事項を満たしていることを確認した。

－

電気品搬入・据付
管理報告書

確認 － －

電気品搬入・据付
管理報告書

確認 － －

電気品搬入・据付
管理報告書

確認 －

試運転（復元確認）
2008/2/7

DG試運転要領書
作成

＜当社＞
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
購入仕様書には、調達先は工事要領書について当
社へ提出し確認を得ることとなっている。
＜調達先＞
【泊発電所3号機品質管理程度表（現地据付段階）
(JEXW-0005-0728)】
試験・検査項目並びに立会程度を記載し、品質管理
程度を明確にし品質保証計画の効果的推進を図
る。

－

「泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書】
購入仕様書に基づき、泊発電所３号機ＤＧ試運転要
領書を作成のうえ提出した。
作業項目：.復元確認
作業内容：制御盤点検
(1)盤構造：輸送、据付による歪みの有無等
(2)器具：盤内器具、部品の損傷の有無等
(3)配線：外部ケーブル、盤間渡り、接地線の接続
     　　　　状況および端子ねじに緩み確認
(4)その他：周囲、環境の良否確認方法：目視、触手

DG試運転要領書
照査

－

【聞き取り調査結果：GL】
・試運転要領書の照査を工場で実施していた。
・図面、仕様書、要領書作成規定、知見、回路の特
　殊性を加味して要領書が作成されているかを確認
　している。
・要領書作成者と同じ目線で仕様書や図面を見て
　いるし、判定基準や機器の動作が正しいかも合わ
　せて確認する。
・本来要求されている機能が要求通りに動く事を確
　認するような手順としている。

DG試運転要領書
検認 － －

＜調達先＞
【泊発電所３号機電機品搬入・据付品質管理要領
書(KPNE-X3-0173)】
＜当社＞
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
工事報告書を当社へ提出することとなっている。
【泊原子力発電所建設所調達管理マニュアル(R-
70-207】
試験・検査および試運転記録を含めた報告書を提
出させ、評価、確認をする。
【泊原子力発電所建設所据付・施工管理マニュア
ル(R-70-213-1)】
調達先に試験・検査および試運転記録を含めた工
事報告書を提出させ、要求事項に適合していること
を評価・確認する。

－

－
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工事管理課長 電気課長
（退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課担当
メーカ
作業員

メーカ
現地試験ﾘｰﾀﾞｰ

メーカ　品管・
試験ﾘｰﾀﾞｰ

メーカ　照査
（GL)

メーカ
課長

保安規定に定める
職務

－ － － － － － － － － －

QMS規程に定める
業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す
るべくマネー
ジャーをサポート
する

課長の指示のも
と、工事管理、検
査、試験を行う

作業員は、作業
責任者（現管者）
はの指揮に従い、
職務を遂行する
作業責任者（現管
者）は、品質・安
全確保のため指
示し、確認を行う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

・DG制御盤の試
験を行うグループ
と取り纏めのグ
ループリーダー
・品質管理課の取
り纏め
・要領書の作成担
当

課長の指示により
担当する機種の
技術的まとめを行
う。所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

建設所

時系列図【３．復元段階】

問題点③
｢泊発電所3号機ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39)｣を
確認する過程において、健全性を確認するために必
要な目視点検項目の実施範囲を項目毎に作業手順
で明確にして記録すべきであったが、点検実施範囲
（確認すべき範囲や記録の残し方）について手順で
明確化していなかった。

問題点④
｢泊発電所3号機ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39)｣を
確認する過程において、電源受電前の確認項目とし
て、輸送・据付・点検作業および、これらの作業に伴
い機器の状態を変化させる可能性がある範囲につ
いて、健全性確認を行うホールドポイントを定めるべ
きであったが、手順で明確化していなかった。

DG試運転要領書
確認

【聞き取り調査結果：主任】
・点検範囲については、全数実施するものと考えレ
ビューしていた。
・社内規定類を用いた確認の記憶無し。矛盾はな
かったと記憶している。わかりやすい手順であった。
・要領書のレビュー方法についての教育は受けてい
なかった。
・工事要領書のレビュー時、メーカーとの協議はあま
り行っていなかったと思う。
・1,2号機の要領書と同様な観点で作成されていたと
思っていた
・ﾚﾋﾞｭｰ時、1.2号機の要領書との比較はいていな
い。

－

 DG試運転要領書
受領・検討

　
問題点③
問題点④

＜当社＞
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
・原子力部建設調達管理要領(R-20-106に基づき購
入仕様書を作成。
・購入仕様書では泊発電所3号機の原子炉設備、ﾀｰ
ﾋﾞﾝ発電機設備、付属設備および開閉所関連設備な
らびにこれらの設備設計、製作、据付、調整、試運
転に係る技術役務の購入を要求している。
・DG制御室およびDG補記室設置盤として、DG制御
盤一式の購入を要求している。
・調達先が作成する提出書類および資料として品質
保証計画書および要領書を納入図として当社へ提
出し承認を得ることを要求している。
・試験、検査および試運転を実施するよう要求してい
る。
【原子力部建設調達管理要領(R-20-106)】
購入品の品質重要度を確認し、各購入品の品質要
求事項を購入仕様書等の調達文書で明確にするこ
とが要求されている。
【泊原子力発電所建設品質保証計画書(R-70)】
品質マネジメントシステムを確立し評価確認し、継続
的に確認することを要求している。
【泊原子力発電所建設所調達管理マニュアル(R-
70-207)】
調達先が工事におけるホールドポイント等の品質管
理程度を「泊原子力発電所建設所品質管理基準(R-
70-207-3)」に基づき管理することを規定している。
・調達要求事項に適合した要領、指示書および文書
を定め、作業の手順を作成し作業管理を行うことに
ついての文書を提出し承認をえること。
・作業の開始に先立ち、作業の実施方法等を明確に
した要領書等を作成し承認を得ること。
・検査および試験の開始に先立ち、その実施方法等
を明確にした要領等を作成し承認を得ること。
【泊原子力発電所建設所 検査および試験管理マ
ニュアル(R-70-208)】
機器等が定められた要求事項に適合し、機器等が
品質を維持していることを検証するために実施する
検査・試験の管理について定める。
【泊原子力発電所建設所品質記録管理マニュアル
(R-70-204)】
品質保証活動の要求事項への適合および品質マネ
ジメントシステムの効果的運用の証拠を示すための
文書の作成および維持について定める。
【泊原子力発電所建設所品質に係る重要度分類
(R-70-211)】
機器等の品質に係る重要度に応じて分類する方法
を定める。
【泊原子力発電所建設所品質管理基準　（R-70-
207-3)】
品質管理を円滑に実施するため具体的な管理事項
を定める。
【泊原子力発電所建設所工事管理マニュアル(R-
70-213)】
建設所における各種工事に係る具体的管理方法を
定める。
【泊原子力発電所建設所据付・施工管理マニュア
ル(R-70-213-1)】
製品等の据付・施工管理に関する基本事項を定め
る。
【泊原子力発電所建設所トラブル情報検討マニュ
アル(R-70-210)】
トラブル情報に係る泊原子力発電所建設所の業務
プロセスを定め、泊発電所3号機に係る予防処置を
的確に実施するよう定める。
【泊原子力発電所建設所不適合是正管理マニュア
ル(R-70-209)】
泊原子力発電所建設所において発生した業務に対
する要求事項に適合しない状況を放置されることを
防ぐために、それらを識別し管理するための方法を
およびそれに関する責任を権限を定め的確に実施
するよう定める。

【泊発電所３号機ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39)】
・復元確認においては以下の作業内容が記載され
ており、購入仕様書の要求を満たしていた。
なお、端子の取付け確認に係る記載はない。
作業項目：.復元確認
作業内容：制御盤点検
・復元確認時の制御盤点検の結線確認において
は、展開接続図通りに接続されていることを定めて
おり、配線については以下の点検項目が規定されて
いる。
「配線」
  外部ケーブルは全て接続完了しているか。
  盤間渡りの配線接続は完了しているか。
  接地線の接続は完了しているか。
  端子ねじに緩みはないか。
・復元確認時における端子ねじの緩み確認は、出荷
時に取外し、現地据付において取付け施工した箇所
（外部ケーブルとの接続箇所、盤間渡りの配線接続
箇所、設置線の接続箇所）に対して実施することを
規定していた。
・復元確認時の制御盤目視点検、触手点検の当社
立会い程度は「記録確認」として規定している。
・復元確認の次工程である電源受電確認前に、制御
盤の復旧状態を確認するホールドポイントは規定し

ていない。

・教育訓練管理マニュアルでは、品質保証関係規定
類の運用ができる実務的な知識、技能が要求されて
いるが、業務と規定類を結びつける具体的な教育内
容が記載されていない。
【聞き取り調査結果:担当】
・要領書確認時に社内規規定類で確認していたか
記憶は無い。また1,2号機建設時の要領書と比較し
たかもしれないが記憶は無い。
（10年前の状況であり、明確な回答は得られないも
のの、要領書の内容が仕様書や規定類との矛盾は
ない事から適切に処理出来ていた。）
・3号機の据付試験からDGの担当を実施しており、
それ以前においては、ＤＧの業務には関わっていな
い。
（DGの経験は少ないものの電気設備の保修経験等
により力量を有していた。）
・当時の記憶ははっきりしていないものの、要領書の
検査内容、検査手順等は理解でき、手順は具体化さ
れていたと思う。
・要領書のレビュー方法について、レビューする内容
や根拠，判断について当時は教育を受けていない。
・復元確認の段階においては、外部ケーブルや盤間
渡り、接地線の接続が完了していることの確認で良
いと認識していた。
・基本姿勢として、１．２号機と比較するということ
は、行っていたが、当該要領書について行っていた
か定かではないが、多分行っていたと思う。
【泊発電所教育訓練管理要領（R-30-206）】
教育基準，必要な知識として，業務項目に応じた到
達レベルと業務遂行に必要な知識･技能（力量）の
評価基準を規定しており，原子力部門共通教育ス
テップⅠで要求される品質保証（Ⅰ）では「マニュア
ル類の基本体系やＰＤＣＡ，目標管理，不適合管理,
文書管理等のＱＭＳの基本的概念を理解しているこ
と」，教育ステップⅡで要求される品質保証（Ⅱ）では
「ＱＭＳの体系を理解し，発電所のマニュアル等に基
づき,適切に業務を遂行できること」をＯＪＴにて教育
を実施することと規定されており、担当者は、要領書
ﾚﾋﾞｭｰ段階ではﾚﾍﾞﾙⅡを有していた。

－

③

④
④

③

③

④
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工事管理課長 電気課長
（退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課担当
メーカ
作業員

メーカ
現地試験ﾘｰﾀﾞｰ

メーカ　品管・
試験ﾘｰﾀﾞｰ

メーカ　照査
（GL)

メーカ
課長

保安規定に定める
職務

－ － － － － － － － － －

QMS規程に定める
業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す
るべくマネー
ジャーをサポート
する

課長の指示のも
と、工事管理、検
査、試験を行う

作業員は、作業
責任者（現管者）
はの指揮に従い、
職務を遂行する
作業責任者（現管
者）は、品質・安
全確保のため指
示し、確認を行う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

・DG制御盤の試
験を行うグループ
と取り纏めのグ
ループリーダー
・品質管理課の取
り纏め
・要領書の作成担
当

課長の指示により
担当する機種の
技術的まとめを行
う。所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

建設所

時系列図【３．復元段階】

  DG試運転要領書
審査

【泊原子力発電所建設所教育訓練管理マニュアル
(R-70-205)】
教育・訓練に関する基本的事項を定め、品質保証活
動遂行に必要な教育・訓練を計画的、かつ効果的に
実施し、所員の知識、技能および業務遂行能力の
維持向上を図るため実施する教育・訓練に適用す
る。
【品質管理基準(R-20-202)】
品質管理を円滑に実施するため具体的な管理事項
を定め、各品質重要度における品質管理程度は、
表-1～2「品質管理基準表」による。
【泊原子力発電所建設所据付・施工管理マニュア
ル（電気･機械工事編）(R-70-213-1)】
材料、部品、機器および製品の据付・施工管理に関
する基本事項を定め、現地における据付・施工管理
に適用する。
（受入、据付、施工、検査、試験およびプロセス、法
令および契約により定められたホールドポイント、実
施手順や判定基準等）

【聞き取り調査結果：副長】
・点検範囲については、全数実施するものと考えレ
ビューしていた。
･1,2号機で同様な設備の保修経験は有ったが、復
元確認は初めての業務であった。
（復元確認に特化した業務は行っていないが、設備
の保修経験を有しており、十分な力量を備えていた）
・要領書は、展開接続図や据付試験要領書、試運転
要領書などで確認しており、理解できていた。
・矛盾がもしあれば、その段階でシーケンスや復元
確認で発見出来ていると思う。
・立会程度表による立会区分の確認や、図面の改定
番号、図面番号、点検項目、点検内容について確認
したと思うがあまり覚えていない。規定類を参考とし
ていたと思うが覚えていない。（10年前の状況であ
り、明確な回答は得られないものの、要領書の内容
が仕様書や規定類との矛盾はない事から適切に処
理出来ていた）
・復元確認後に実施するシーケンスの確認につい
て、当社は全数立会している。
・復元確認時の確認項目について、端子の取付け
確認は、工場での検査で終わっていることから、復
元確認の段階では不要と考えていた。
・1,2号機の要領書と同様な観点で作成されていると
考えていた
・工事要領書のレビュー時、メーカーとの協議はあま
り行っていなかったと思う。
・要則類の抑えるべき大事なポイントは理解してい
る。
・3号DGについては、1.2号機とのあまり違いはない
との認識。（自動同期や中央側が総デシ。保護リ
レーがデジタル等）
・1.2号機の要領書との比較はいていないと思う。

－

要領書受領（最終図）
2008/3/20

DG試運転要領書
確認 － －

復元確認
2008/3/22

DG試運転
「復元確認」

　・制御盤点検

-

【泊発電所3号機ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39)】
【復元確認】
泊発電所３号機ＤＧ試運転要領書に基づき復元を実
施した。なお、端子の取付け確認については要領に
記載がなく行っていない。

作業項目：.復元確認
作業内容：制御盤点検
(1)盤構造：輸送、据付による歪みの有無等
(2)器具：盤内器具等の損傷、脱落の有無等
(3)配線：外部ケーブル、盤間渡り、接地線の接続
  　　    状況および端子ねじの緩み確認等
(4)その他：周囲、環境の良否
確認方法：目視、触手
立会区分：記録提出

DG試運転
「復元確認」
・制御盤点検

- －

DG試運転
報告書

作成・提出
「復元確認」
・制御盤点検

＜当社＞
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
工事報告書を当社へ提出することとなっている。

－

【泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書】

購入仕様書に基づき、泊発電所３号機ＤＧ試運転報
告書を作成し提出した。

－

DG試運転
報告書確認
「復元確認」
・制御盤点検

＜調達先＞
【泊発電所３号機ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39)】
＜当社＞
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
工事報告書を当社へ提出することとなっている。
【泊原子力発電所建設所調達管理マニュアル(R-
70-207】
試験・検査および試運転記録を含めた報告書を提
出させ、評価、確認をする。
【泊原子力発電所建設所据付・施工管理マニュア
ル(R-70-213-1)】
調達先に試験・検査および試運転記録を含めた工
事報告書を提出させ、要求事項に適合していること
を評価・確認する。

【泊発電所３号機ＤＧ試運転報告書(CTU-PQ512)】
DG試運転報告書の記録により復元を確認した。
また、下記の聞き取り調査では、10年前の状況であ
り明確な記憶はないものの、報告書の内容に不備
はない事から適切に処理されていた。
立会程度：記録提出
【聞き取り調査結果：担当】
・復元の確認方法等については、10年前のことなの
で記憶にないが、設計図書や工場立会要領書や報
告書等を参考として確認していた。
・ＯＪＴ含め教育は実施されていたが、その詳細につ
いては覚えていない。
　また、復元方法等については、設計図書や他の要
領や報告書を参考に確認した。
・作業環境は明確な記憶はないものの、悪かったと
いう記憶はない。
【聞き取り調査結果：主任】
・担当者は、先輩社員より指導、教育を受けていた
ため確認方法等は理解していたと思う。
・立会方法・内容についてはＯＪＴにて教育されてい
る。

－ －

＜調達先＞
【泊発電所３号機ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39)】
DG試運転要領書に基づき復元を実施する。
　作業項目：復元確認

－

③
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工事管理課長 電気課長
（退職）

電気課
副長

電気課
主任

電気課担当
メーカ
作業員

メーカ
現地試験ﾘｰﾀﾞｰ

メーカ　品管・
試験ﾘｰﾀﾞｰ

メーカ　照査
（GL)

メーカ
課長

保安規定に定める
職務

－ － － － － － － － － －

QMS規程に定める
業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す
るべくマネー
ジャーをサポート
する

課長の指示のも
と、工事管理、検
査、試験を行う

作業員は、作業
責任者（現管者）
はの指揮に従い、
職務を遂行する
作業責任者（現管
者）は、品質・安
全確保のため指
示し、確認を行う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

・DG制御盤の試
験を行うグループ
と取り纏めのグ
ループリーダー
・品質管理課の取
り纏め
・要領書の作成担
当

課長の指示により
担当する機種の
技術的まとめを行
う。所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

建設所

時系列図【３．復元段階】

DG試運転
報告書確認
「復元確認」
・制御盤点検

【聞き取り調査結果：主任】
・復元確認方法について、他工事でのＯＪＴにて習得
していた。 －

DG試運転
報告書確認
「復元確認」
・制御盤点検

【聞き取り調査結果：副長】
・復元確認方法・内容については、１．２号機での復
元確認を経験していることから内容については、十
分承知していた。
・OJTを実施する際には、決められた教育方法は特
段にないが、資料を見せたり一緒に現場に行く等で
教育していた。
・復元確認は、工場からの輸送に際して分割した盤
を工場での完成品の状態に戻すことの確認である。
従って当該リレーは輸送の際に、触るところではな
いことから確認対象としていない。

－

DG試運転
報告書確認
「復元確認」
・制御盤点検

－ －

機能試験（part1）
2008/6/9～9/4
機能試験（part2）
2008/9/20～11/20

機能試験実施 【泊発電所3号機機能試験】
・機能試験によるDGの購入仕様書の要求を満たし
ていることを確認した。
　なお、DG制御盤内の点検作業は実施していない。 －

機能試験実施

－ －

使用前検査
2008/12/2～12/11

使用前検査 【泊発電所3号機使用前検査】
使用前検査要領書を作成のうえ検査を行い、経済
産業省令に定める技術基準に適合していることを確
認した。
「検査項目｣
(1)外観検査：
     多重性および独立性を有していること等、電気
　　工作物が工事計画書の記載どおりに施設され
　　ていること。
(2)絶縁耐力検査：
　　6,600V系電気設備について、最大使用電圧の
　　1.5倍の電圧を電路～大地間に印加し充電
　　電流に有意な変動がないこと。
(3)系統機能検査：
　　警報検査やｲﾝﾀｰﾛｯｸ検査、自動負荷検査系
　　　統運転性能検査：定格負荷運転30分において
　　　ﾊﾟﾗﾒｰﾀが安定した状態であること等

－

使用前検査

－ －

－

【泊発電所3号機機能試験】
「北海道電力（株）泊発電所3号機　DG試験要領書
（SU-1.15.1（part1,part2））」に基づき、DGの機能試
験を実施する。
＜調達先＞
【泊発電所3号機非常用予備発電装置試験要領書
(part1）(SU-1.15.1(part1)】
【泊発電所3号機非常用予備発電装置試験要領書
(part2）(SU-1.15.1(part2)】
【泊発電所3号機機能試験成績書(SU-K-C-0041)】
【泊発電所3号機機能試験成績書(SU-K-C-0092)】

－

【泊発電所3号機使用前検査】
原子炉への燃料装入に先立ち、使用前検査を受検
する。
（原子炉への燃料装入に先立ち、DGが工事計画に
従い製作据付され経済産業省令に定める技術基準
に適合している事を確認。）
＜当社＞
【泊発電所3号機使用前検査要領書】
【泊発電所3号機使用前検査報告書】

－
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電気保修
課長

電気保修課
副長

電気保修課
主任

電気保修課
担当

メーカ
作業員

メーカ
現地試験ﾘｰﾀﾞｰ

メーカ　品管・
試験ﾘｰﾀﾞｰ

メーカ　照査 メーカ　検認

保安規定に定める
職務

－ － － － － － － － －

QMS規程に定める
業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す
るべくマネー
ジャーをサポート
する

課長の指示のも
と、工事管理、検
査、試験を行う

作業員は、作業
責任者（現管者）
はの指揮に従い、
職務を遂行する
作業責任者（現管
者）は、品質・安
全確保のため指
示し、確認を行う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

・DG制御盤の試
験を行うグループ
と取り纏めのグ
ループリーダー
・品質管理課の取
り纏め
・要領書の作成担
当

所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当　社 調達先

【100％休転段階】

100%休転工事
2009/8/11

100％休転
工事要領書作成

外観点検、目視点
検

・配線点検

－

【泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書】

購入仕様書に基づき、調達先は作業着手前までに、
当社の仕様書の要求事項を満たした100%休転工事
要領書を提出した。

作業項目：外観点検、目視点検
作業内容：配線点検
確認方法：目視、触手
立会区分：抜取立会

100％休転
工事要領書照査

外観点検、目視点
検

・配線点検
－ －

100％休転
工事要領書検認

外観点検、目視点
検

・配線点検
－ －

－

100％休転
工事要領書確認

外観点検、目視点
検

・配線点検 － －

100％休転
工事要領書審査

外観点検、目視点
検

・配線点検

【聞取り調査結果：副長】
・要領書のレビュー方法について、十分な教育を受
けていなかった。 －

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

＜当社＞
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
購入仕様書には、調達先は工事要領書について当
社へ提出し確認を得ることとなっている。

＜調達先＞
【泊発電所3号機品質管理程度表（現地据付段階）
(JEXW-0005-0728)】
試験・検査項目並びに立会程度を記載し、品質管理
程度を明確にし品質保証計画の効果的推進を図
る。

－

100％休転
工事要領書
受付・検討

外観点検、目視点
検

・配線点検

問題点⑤
問題点⑥

＜当社＞
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
・原子力部建設調達管理要領(R-20-106に基づき購
入仕様書を作成。
・購入仕様書では泊発電所3号機の原子炉設備、ﾀｰ
ﾋﾞﾝ発電機設備、付属設備および開閉所関連設備な
らびにこれらの設備設計、製作、据付、調整、試運
転に係る技術役務の購入を要求している。
・DG制御室およびDG補記室設置盤として、DG制御
盤一式の購入を要求している。
・調達先が作成する提出書類および資料として品質
保証計画書および要領書を納入図として当社へ提
出し承認を得ることを要求している。
・試験、検査および試運転を実施するよう要求してい
る。
【原子力部建設調達管理要領（R-20-106)】
購入品の品質重要度を確認し、各購入品の品質要
求事項を購入仕様書等の調達文書で明確にするよ
う規定している。
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質を達成するための業務の実施方法を継続的に
改善し、原子力発電所の安全性と信頼性を確保す
ることを要求している。
【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
調達を円滑に実施するため品質保証計画に定める
調達管理の具体的管理事項を示す。
品質管理基準表で点検に係る管理項目とその当社
の立会程度を規程。
目視点検の当社立会程度は「抜取立会ホールドポ
イント」が要求事項として規程している。
点検終了後の確認として最終確認が規程されてお
り、当社の立会程度は「全数立会」が要求事項として
規程している。
【泊発電所保修管理要則（R-30-211-11)】
具体的な保修業務の内容、管理事項を定めたもの
である。据付・施工管理については、工事施行前
に、工事の実施手順、検査、判定基準、品質保証上
留意すべき事項等を工事要領書に明確に記載する
よう要求している。
【泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成
要則（R-30-211-12)】
工事要領書の作成やその運用、品質記録の提出等
について定めている。当該要則に記載される事項
は、「作成手引き」として調達先にも配布周知されて
いる。
工事の実施に先立ち工事要領（手順）、判定基準、
注意事項等を明確にし、かつ作業管理、品質管理、
異物管理、安全管理等を明確にし諸設備の健全性
確保や作業員の災害防止とともに作業の円滑かつ
確実な進捗を図るために作成するよう規定してい
る。
【泊発電所試験および検査の管理要領(R-30-
215)】
試験・検査を円滑に実施するため、具体的管理事項
を定める。
【泊発電所品質に係る重要度分類(R-30-201)】
品質記録の管理を円滑に実施するため具体的な管
理事項を定める。
【共通仕様書】
受注者が実施する品質保証活動、その他共通的な
要求事項を定める。

【泊発電所3号機100%休転工事制御盤要領書
(CRQ-P5L75)】

め「100％休転工事要領書」を受領。
　 対象機器：DG機制御盤
　 作業項目：目視点検、手入れ，清掃

を実施し、作業方法、判定基準を示している。
　①外観点検、目視点検
　　「配線点検」
　　　電線の結束、固定状況は良いかを目視、触手
　　　にて緩み、弛みが無いことを確認
　②手入れ、端子部増締め
　　「ねじ類増締め」
　　端子の増締めをドライバーまたは触手にて緩み
　　が無いことを確認
・上記点検項目以外に、点検後の健全性確認項目
はない。

まっていない。

ント）」としている。
・泊発電所教育訓練管理要領（R-30-206）について
教育体系は整備されているが、必要な知識・技能と
して要求される「工事要領書の検討」についての具
体的な教育内容は記載されていない。

【聞取り調査結果：担当】
・1,2号機の要領書と同様な観点で作成されていたと
考えていた。
・点検実施範囲について、工事要領書レビュー時に
点検範囲を明確にするという観点を持って要領書を
確認していない。
・要領書のレビューする際、レビューする内容や根
拠、判断について教育を受けていない。
・基本姿勢として、１．２号機と比較するということ
は、行っていたが、当該要領書について行っていた
か定かではないが、多分行っていたと思う。
【泊発電所教育訓練管理要領（R-30-206）】
教育基準，必要な知識として，業務項目に応じた到
達レベルと業務遂行に必要な知識･技能（力量）の
評価基準を規定しており，原子力部門共通教育ス
テップⅠで要求される品質保証（Ⅰ）では「マニュア
ル類の基本体系やＰＤＣＡ，目標管理，不適合管理,
文書管理等のＱＭＳの基本的概念を理解しているこ
と」，教育ステップⅡで要求される品質保証（Ⅱ）では
「ＱＭＳの体系を理解し，発電所のマニュアル等に基
づき,適切に業務を遂行できること」をＯＪＴにて教育
を実施することと規定されており、担当者は、要領書
ﾚﾋﾞｭｰ段階ではﾚﾍﾞﾙⅡを有していた。

問題点⑤
「泊発電所3号機100%休転工事制御盤点検要領書
(CRQ-P5L75)」を確認する過程において、健全性を
確認するために必要な目視点検項目の実施範囲を
項目毎に作業手順で明確にするべきであったが、点
検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）につ
いて手順で明確化していなかった。

問題点⑥
「泊発電所3号機100%休転工事制御盤点検要領書
(CRQ-P5L75)」を確認する過程において、電源受電
前の確認項目として、試運転後の影響確認としての
点検作業および、作業に伴い機器の状態を変化さ
せる可能性がある範囲について、健全性確認を行う
ホールドポイントを定めるべきであったが、手順で明
確化していなかった。

役職

当　社 調達先

補　　足

建設所

時系列図【４．１００％休転段階】

⑥

⑤

⑥

⑤

⑤
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電気保修
課長

電気保修課
副長

電気保修課
主任

電気保修課
担当

メーカ
作業員

メーカ
現地試験ﾘｰﾀﾞｰ

メーカ　品管・
試験ﾘｰﾀﾞｰ

メーカ　照査 メーカ　検認

保安規定に定める
職務

－ － － － － － － － －

QMS規程に定める
業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す
るべくマネー
ジャーをサポート
する

課長の指示のも
と、工事管理、検
査、試験を行う

作業員は、作業
責任者（現管者）
はの指揮に従い、
職務を遂行する
作業責任者（現管
者）は、品質・安
全確保のため指
示し、確認を行う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

・DG制御盤の試
験を行うグループ
と取り纏めのグ
ループリーダー
・品質管理課の取
り纏め
・要領書の作成担
当

所内外文書を
チェックし検認す
る

GL経由の文書を
総合的判断のもと
にチェックを行い
検認する

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

建設所

時系列図【４．１００％休転段階】

100％休転
工事要領書の確認
外観点検、目視点

検
・配線点検

【聞取り調査結果：課長】
・要領書をレビューする際、点検範囲を明確にすると
いう観点を持って確認していない。
・ディジタル設備の導入等、1.2号機と設備が異なる
ことから、1.2号機の要領を参考とはしたと思うが、同
じでなければならないとまでは考えていなかった。
・要領書のレビュー方法について（レビューする内容
や根拠，判断）、教育を受けていた。

－

100％休転工事
2009/9/9（外観点
検、目視点検実施
日）

100%休転工事実施
外観点検、目視点

検
・配線点検

－

【泊発電所3号機100%休転工事制御盤要領書
(CRQ-P5L75)】
外観点検、目視点検にて、配線点検を実施した。
「配線点検内容」
　・圧着端子は変形していないか
　・電線の符号、識別に脱落はないか
　・圧着端子のﾁｪｯｸﾏｰｸは消えていないか等
「点検方法｣
　・目視

【聞取り調査結果：作業員】
・確認範囲については、見える範囲で確認を行っ
た。
・試験ﾘｰﾀﾞｰからも配線を掻き分けるなどストレスを
かけない範囲で確認するよう指示を受けていた。

－

100%休転工事実施
外観点検、目視点

検
・配線点検

－ －

100%休転工事実施
外観点検、目視点

検
・配線点検
(抜取立会)

＜調達先＞
【泊発電所3号機100%休転工事制御盤要領書
(CRQ-P5L75)】
100%休転工事　制御盤点検要領書に基づき、DG制
御盤を実施。
・立会区分：点検を抜取立会にて確認。
　　　　　　　抜取り立会以外は、記録にて確認
・点検項目：目視点検、手入れ、清掃
　　点検内容：外観点検、目視点検
　　　　分類：　外観点検、取付部品点検、計器点検、
　　　　　　　　　保護継電器点検、
　　　　　　　　　配線点検、端子部点検、AVR点検、
　　　　　　　　　盤内スペースヒータ点検、
　　　　　　　　　ターニングｷﾞｱ操作箱点検
・確認方法：目視、触手

【泊発電所3号機100%休転工事制御盤要領書
(CRQ-P5L75)】
外観点検、目視点検については、抜取にて立会を実
施。
抜取り立会以外については記録の確認を実施。
なお、具体的な点検範囲、見えない場合の対処結
果および端子取付け確認等の記録の記載はない。

「配線点検内容」
　・圧着端子は変形していないか
　・電線の符号、識別に脱落はないか
　・圧着端子のﾁｪｯｸﾏｰｸは消えていないか等
「点検方法｣
　・目視

【聞き取り調査結果：担当】
当時の状況については、覚えていない。
（10年前の記憶であり、当時の状況を担当者は記憶
にとどめていない。）

－ －

100%休転
工事報告書
作成・提出

外観点検、目視点
検

・配線点検
－

【泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書】
購入仕様書に基づき、100%休転工事制御盤点検報
告書を作成し提出した。

－

100%休転
工事報告書
作成・提出

外観点検、目視点
検

・配線点検

－ － －

2011/11/5 100%休転
工事報告書
受領・確認

外観点検、目視点
検

・配線点検

【泊発電所3号機100%休転工事制御盤点検報告書
(CTU-G5842)】
100%休転工事　制御盤点検報告書に基づき点検を
実施し、問題のない事を確認した。

－

100%休転
工事報告書確認

・配線点検 － －

100%休転
工事報告書確認

・配線点検 － －

100%休転
工事報告書確認

・配線点検 － －

＜調達先＞
【泊発電所3号機100%休転工事制御盤要領書
(CRQ-P5L75)】
100%休転工事　制御盤点検要領書に基づき、DG制
御盤の点検を実施する。
・点検項目：目視点検、手入れ、清掃
・点検内容：外観点検、目視点検
・分類：外観点検、取付部品点検、計器点検、
　　　　　保護継電器点検、配線点検、端子部点検、
　　　　　AVR点検、盤内スペースヒータ点検
　　　　　ターニングｷﾞｱ操作箱点検
・確認方法：目視、触手
・立会区分：抜取立会

＜当社＞
【購買見積依頼書】
泊発電所3号機912,000kW発電設備購入仕様書
工事報告書を当社へ提出することとなっている。

＜調達先＞
【泊発電所3号機100%休転工事制御盤要領書
(CRQ-P5L75)】
＜当社＞
【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
工事仕様書の要求事項に適合していることを、調達
先より提出された工事報告書の審査により確認す
る。
【泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成
要則（R-30-211-12)】
工事報告書は、工事終了後速やかに提出され、記
載内容について確認する。
【泊発電所保修管理要則（R-30-211-11)】
工事報告書については、「工事要領書・報告書の運
用および作成について確認を行う。

－
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電気保修課長
課長Ａ(退職)

電気保修課
副長Ａ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ａ

現管者Ａ 品管者Ｂ（退職) 作業員Ａ（退職)

保安規定に定め
る職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を
行う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当社 調達先

2009/2/16　16:52

2009/12

＜当社＞
【保安規定】
第72条 モード1,2,3及び4において、DGは2基が動作可能
であること。

泊発電所3号機　DG待機要求の開始
（ﾓｰﾄﾞ5からﾓｰﾄﾞ4）

泊発電所3号機営業運転開始

3-1定検

7月 DG制御盤点検
工事仕様書の

作成 －

工事仕様書の
確認

－

工事仕様書の
審査

－

2010/7/1 工事仕様書の
確認

－

2010/12/3 3-1定検　DG制御
盤点検　工事要領

書
の提出

＜当社＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事仕様書】
仕様書には、調達先は工事要領書については、着工前ま
でに当社へ提出し確認を得ることとなっている。

－ － －

2010/12/3
　工事要領書受領

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所品質に係る重要度分類(R-30-201)】
機器を品質に係る重要度に応じて分類したものである。当
該設備の重要度は、「Ａ１」である。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
「泊発電所品質保証計画書」に基づき、調達管理の具体
的方法を規定したものである。調達先に、工事等を行う際
にはあらかじめ、個別仕様書で調達要求事項を明確化し
た要領書等を提出させ、確認し受領する。立会者につい
ては「泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-215）」
に基づき任命された必要な資格を有する者とする。
・ 品質管理基準表で点検に係る管理項目とその当社の
立会程度が規定さている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU10K3-1005）】
工事要領書は、工事仕様書（共通仕様書含む）の要求事
項を基に作成している。工事範囲は、工事仕様書内の工
事の内訳の項目を基に工事範囲が明確化されている。

れ、清掃を要求）

手順が規定されている。

　（１） 盤内の目視点検、触手点検を行う
　① 外観点検② 配線の点検③ 圧着端子の点検④ 端子
台の点検⑤ ねじ類の増し締め（今回端子の取付け不良
が顕在化した点検項目）
　⇒点検項目：増し締めは実施したか（緩みのないことの
確認）
　⇒判定基準：緩みがないこと
　⇒点検方法：ドライバー、触手

位」が最低要求事項として規定されている。

重要な事項については、該当手順の前に記載すること。 出」として設定している。

【共通仕様書】

立会程度が規定さている。

位」が最低要求事項として規定されている。

書の手順では電源復旧前に目視点検後の健全性確認を
「抜取立会：ホールドポイント」として設定していない。

認としておりホールドポイントとして設定されている。

規定されており、当社立会程度は「全数立会」が要求事項
として規定されておりホールドポイントである。

【泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-215)】
担当Ａは、資格基準を満たす者であることを確認した。

【泊発電所保修管理要則（R-30-211-11)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、具体的な保修業務
の内容、管理事項を定めたものである。据付・施工管理に
ついては、工事施行前に、工事の実施手順、検査、判定
基準、品質保証上留意すべき事項等を工事要領書に明
確に記載するよう要求している。また、据付・施行にあたっ
ての注意事項等について記載するよう要求している。工事
要領書については、「工事要領書・報告書の運用および作
成要則」（R-30-211-12）に準じて作成されていることを確
認する。
【泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-215)】
試験・検査要員（担当者）は、資格基準を満たす者とする。

【聞き取り調査結果：担当Ａ】
・工事要領書は、1.2号機の工事要領書と比較して同じで
あろうとの観点で確認した。また、、発電所の要領、要則
類に照らして確認し作成していた。
・盤内の目視点検については、ホールドポイントとしなくて
も、次工程リリース前にホールドポイントがあるのでその
段階で健全性を確認できるため問題ないと考え要領書の
レビューをしていた。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）
・工事要領書のレビューに関する教育は教えられていない
と思う。「泊発電所トラブル情報検討要領（R-30-218）」

本要領は、国内外の原子力発電所、原子力発電所以外
の原子力施設および原子力施設以外の施設で発生したト
ラブル情報の分析、検討および反映等の処理のため、泊
発電所における運用および業務分担を明確にし、発電所
での予防処置、設備・運用の改善に役立てることを目的と
して制定されている、

【泊発電所教育訓練管理要領（R-30-206）」
教育基準，必要な知識として，業務項目に応じた到達レベ
ルと業務遂行に必要な知識･技能（力量）の評価基準を規
定しており，原子力部門共通教育ステップⅠで要求される
品質保証（Ⅰ）では「マニュアル類の基本体系やＰＤＣＡ，
目標管理，不適合管理,文書管理等のＱＭＳの基本的概
念を理解していること」，教育ステップⅡで要求される品質
保証（Ⅱ）では「ＱＭＳの体系を理解し，発電所のマニュア
ル等に基づき,適切に業務を遂行できること」をＯＪＴにて教
育を実施することと規定されており、担当Ａは、要領書ﾚ
ﾋﾞｭｰ段階ではﾚﾍﾞﾙⅡを有していた。

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
個別仕様書は、調達要求事項として、工事等の仕様につ
いては、現地工事等、調達先が行う具体的な工事内容
が、対象となる工事の範囲、機器等を含めて明確となるよ
うに記載するよう規定している。

【共通仕様書】
個別仕様書では記載しない共通的な要求事項を記載し、
これについても工事仕様書に呼び込む形で工事に係る当
社要求事項としている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事仕様書】
工事仕様書では以下の事項を要求事項としている。

の未然防止および機能の維持を図ることにより、設備の
安全且つ円滑な運転を果たすことを目的とするとしてい
る。

いる）

なお、端子の取付け状態の確認に関して、具体的な確認
手順、検査手順および記録すべき事項を定めることにつ
いての記載はなかった。

－

3-1定検　DG制御
盤点検　工事要領

書
の受領・検討

問題点⑦
問題点⑧

－

問題点⑦
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
健全性を確認するために必要な目視点検項目の実施範
囲を項目毎に作業手順で明確にするべきであったが、点
検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について
手順で明確化していなかった。

問題点⑧
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
電源受電前の確認項目として、経年劣化による影響確認
としての点検作業および、作業に伴い機器の状態を変化
させる可能性がある範囲について、健全性確認を行う
ホールドポイントを定めるべきであったが、手順で明確化
していなかった。

なお、端子の取付け状態確認については、解結線作業を
実施するものは手順や記録で管理され、最終復旧状態確
認として当社は全数立会で確認することとしているが、解
結線を行わない端子については、劣化を想定していない
範囲として取付け状態確認の対象とはしておらず、点検項
目には入っていない。点検に関して注意事項（品質・安
全・その他）及び判定基準が規定されているが、その実施
範囲について明確に定めていない。ねじの増し締めはどこ
まで実施するのか、ドライバーが入らない場合は触手で配
線端子部を押すこと、この作業で注意するべき観点につ
いては記載されていない。施工手順・工事管理チェック
シートでは点検手法は、目視点検・触手点検と記載されて
おり、点検項目毎の方法については、設備点検チェック
シート（記録フォーム）で具体化されている。但し、この記
録フォームにおいても、点検項目と点検方法及び判定基
準は記載されているが、実施範囲については明確に定め
ていない。

【泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則
（R-30-211-12)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、要領書の作成方法
を定めたものである。工事要領書の記載内容についての
確認を行い、作業着手前までに最終図とする。工事要領
書は実作業の手順に合わせ、作業の要領を具体的に記
載する。

ち工事要領(手順)、判定基準、注意事項等を明確にし、か
つ作業管理、品質管理、異物管理、安全管理、可燃性溶
剤取扱管理、放射線管理等を明記し諸設備の健全性確
保、作業員の災害防止と共に作業の円滑かつ確実な進
捗を図るために作成するものと規定されている。
 工事要領書は実作業の手順に合わせ、作業の要領を

具体的に記載しなければならないこと。

実施できるよう作業ステップ順に具体的かつ詳細に記載
すること。

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【５．３－１定検】

DG待機要求の開始

⑦

⑧

⑦

⑧

⑧
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電気保修課長
課長Ａ(退職)

電気保修課
副長Ａ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ａ

現管者Ａ 品管者Ｂ（退職) 作業員Ａ（退職)

保安規定に定め
る職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を
行う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【５．３－１定検】

2010/12

工事要領書の確認

【聞き取り調査結果：主任Ａ】
・他の工事要領書との比較や前回定検の工事要領書から
の変更点等を確認していた。
・工事要領書の標準的な記載や立会程度を示している社
内規程類は理解していた。
・品質管理立会程度表と工事要領書が異なることは認識
していなかった。（比較はしていない）
・盤内の目視点検については、ホールドポイントでなけれ
ばならないとの認識はなかった。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）
・工事要領書のレビューに関する細かな教育はされていな
いと思う。

－

2010/12

工事要領書の審査

【聞き取り調査結果：副長Ａ】
・工事要領書の審査の際には、制御盤としての点検項目
等にぬけがないか確認していた。
・工事要領書の標準的な記載や立会程度を示している社
内規程類は理解していた。
・1、2号の実績のある工事要領書を確認して審査してい
た。
・端子の取付け確認のような詳細な点検項目までは確認
していない。
・担当Ａは力量を備えていることから、アドバイス、指導等
は特段実施していない。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）

－

2010/12
工事要領書の確認 － －

2011/1/6
　B-DG作業着手

1.事前打合せ
工事着手前に調達
先と、点検内容・

工程・体制・安全に
ついて相互確認す

る

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU10K3-1005）】
当社担当は、工事開始前に調達先と事前に点検内容、工
程、体制、安全作業などについて打合せをする手順となっ
ている。

【聞き取り調査結果：担当Ａ】
・担当者の業務として日々の指示書を見ながら、翌日のス
ケジュールを確認し、他の工事での作業と立会がブッキン
グしないよう工程調整したり、現管者と作業の注意事項の
確認などを行った。
・作業場所は、空調がしっかりと効いており作業環境は良
好であった。

－ －

2011/1/6 1.事前打合せ
工事着手前に当社

と、点検内容・
工程・体制・安全に
ついて相互確認す

る

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU10K3-1005）】
現管者は、工事開始前に当社と事前に点検内容、工程、
体制、安全作業などについて打合せをする手順となって
いる。

－

【聞き取り調査結果：現管者Ａ】
【責任と権限】
・現管者は、作業班を取り纏めるとともに、作業の出来上
がりに対して責任があると認識していた。
・品管者は、点検した機器の品質についての責任があると
認識していた。

－

2011/2/7
　盤内点検

8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する

－

【聞き取り調査結果：現管者Ａ】
【配線の点検方法]
・工事要領書に記載のある「制御盤内部の配線確認」は、
電線の傷や結束状況等を確認するものであり、配線の接
続確認をする項目ではないと認識していた。
・制御盤内部の配線確認の具体的項目は以下のとおりと
認識して点検していた。
・ドアを開けた時に電線が挟まらないことを確認。
・Cマークが脱落していないことを確認。
・配線など固縛されているか、カバーが脱落していないか
確認。
・マークチューブが擦れて見えないか等は、これを視点と
しては見ていないが、異常が確認されれば客先に報告す
る。

2011/2/7 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する －

【聞き取り調査結果：現管者Ａ】
【配線の点検方法]
・品管者は、自ら配線の確認は行わない。当該定検にて
実施した解結線箇所についての立会確認は実施するもの
の、その他については現管者の報告や記録を確認し品質
が確保されていることを確認していた。

2011/2/7 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する －

【聞き取り調査結果：現管者Ａ】
・現管者は、作業員より特段の報告がない限り、自ら配線
の確認は行っていない。

2011/2/7 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する

（記録確認）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU10K3-1005）】
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事報告書
（AU11HQ2-001）】
担当Ａは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。

－ －

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU10K3-1005）】
作業員は、「制御盤内部の配線確認」について、「電線に
傷がないか」「束線・固定状況はよいか」等を、目視または
触手にて確認する手順となっている。

－

問題点⑦
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
健全性を確認するために必要な目視点検項目の実施範
囲を項目毎に作業手順で明確にするべきであったが、点
検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について
手順で明確化していなかった。

問題点⑧
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
電源受電前の確認項目として、経年劣化による影響確認
としての点検作業および、作業に伴い機器の状態を変化
させる可能性がある範囲について、健全性確認を行う
ホールドポイントを定めるべきであったが、手順で明確化
していなかった。
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電気保修課長
課長Ａ(退職)

電気保修課
副長Ａ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ａ

現管者Ａ 品管者Ｂ（退職) 作業員Ａ（退職)

保安規定に定め
る職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を
行う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【５．３－１定検】

2011/2/7 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃

・圧着端子の確認を
実施する

－

【聞き取り調査結果：現管者Ａ】
[圧着端子の点検方法]
・作業員は、解結線箇所については解結線タグを取り付け
る時にケーブルに触れるので、その時に「圧着端子が変
形していないか」や「バリアに近寄っていないか」、「ねじれ
ていないか」を確認する。
・解結線箇所以外の圧着端子の確認については、基本的
には全数確認することとなっているが、2本入線箇所の場
合は、見難い場所もあるので、そのようなところについて
は見える範囲で確認する。
・圧着端子の確認時は鏡を用いてまでの確認はしない。
（見える範囲で確認する。）
・当該リレーの様に2本入線の場合、奥側は見えない。

2011/2/7 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃

・圧着端子の確認を
実施する

－ －

2011/2/7 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃

・圧着端子の確認を
実施する

－ －

2011/2/7 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・圧着端子の確認

を実施する
（記録確認）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU10K3-1005）】
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

[泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事報告書
（AU11HQ2-001）】
担当Ａは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。なお、具体的な点検
範囲や端子の取付け状態の健全性等を確認できるような
記載はなかった。

－ －

2011/2/8

・端子の緩みのない事の確認については、作業員が行い
その報告を現管者が受ける。（確認ができた場所、出来な
かった場所の報告も含め）
・ねじの見た場所と見えなかった場所は、記録には残して
いない。
・ねじの緩み確認は、盤の上方から順番に行う。

2011/2/8 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする

－

【聞き取り調査結果：現管者Ａ】
・品管者の役割としては、現場でのねじの緩み確認はしな
い。（経年劣化などの相談があれば確認はすると思う）

2011/2/8 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする

－

【聞き取り調査結果：現管者Ａ】
・現管者は、ねじの緩みの確認については、解結線を行っ
た場所と作業員から相談を受けたものについて、触手に
て確認する。

2011/2/8 【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事報告書
（AU11HQ2-001）】
担当Ａは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。

【聞き取り調査結果：担当Ａ】
・現管者Ａには、ねじの締付け確認の方法などについて
は、一般的な作業のため特に注意や指示はしていない。
・盤内の全ての端子が点検の対象と思っており、調達先
は、ねじの緩み確認を全数実施していると思っていた。
・1.2号機のDG設備の点検時に、現管者と話す機会があ
り、調達先とは点検範囲の認識は一致していた。
・ねじの緩み確認は、ドライバーで締付け確認を行うが、
出来ない箇所は触手での確認と認識していた。

【聞き取り調査結果：主任Ａ】
・調達先が実施しているねじの緩みのない事の確認は、
全数実施しているかはわからない。
・当該作業は記録による確認なので現場はみていない。

【聞き取り調査結果：副長Ａ】
・調達先は、ねじの緩みのない事の確認を全数実施して
いるかはわからない。記録から考えると全数見ているので
はないかと思う。

8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め
（ねじの緩みのな

いことの確認）をす
る　（記録確認）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU10K3-1005）】
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

－ －

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU10K3-1005）】
作業員は、「圧着端子の確認」について、「圧着端子は変
形していないか」、「間隔はよいか」、「チェックマークが消
えていないか」等を、確認する手順となっている。なお、見
難い範囲の確認方法について具体的な記載はなかった。

－

8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU10K3-1005）】
作業員は「ねじ類の増締め」について、「ねじの緩みのな
いことの確認」を、ドライバーまたは触手にて、全数点検す
ることになっている。

－

【聞き取り調査結果：現管者Ａ】
【端子取付に緩みがないことの確認方法]
・ねじの緩みのない事の確認については、技量認定はな
い。
・ねじの緩みのない事は、基本は触手にて全数確認する。
・その時にねじが緩んでいれば、ドライバーにて締付けを
行う。
・今回のリレーの2本入線については、目視で見ながら、
右手で締付け方向に動かない事を確認していると思う。
・2本入線のねじの緩み確認については、手前側の配線の
みを触手にて確認している。
・ミニチュアリレーについても触手できるところは触るが、
触れないところもある。
・分解しなければ確認できない箇所については、解線した
り器具を取外してまでの確認はしない。
・この確認方法については以前からの経験によるものであ
り、規定類はなく、先輩からのOJTで教育を受けた。
（締め方向に力を加えて確認する／バリアに接触していれ
ば、動かないのでバリアに接触していないか等を、先輩か
ら教えられた）
・ハンドミラー等を用いての確認はしない。

－

H2012215
線
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電気保修課長
課長Ａ(退職)

電気保修課
副長Ａ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ａ

現管者Ａ 品管者Ｂ（退職) 作業員Ａ（退職)

保安規定に定め
る職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を
行う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【５．３－１定検】

2011/2/19 23.試運転
無負荷/負荷試運
転時に、運転状況

の確認をする

－

2011/2/19 23.試運転
無負荷/負荷試運
転時に、運転状況

の確認をする

－

2011/2/19 23.試運転
無負荷/負荷試運
転時に、運転状況

の確認をする
（立会）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU10K3-1005）】
当社担当は、「無負荷試運転」「負荷試運転」について、起
動状態に異常がないことを確認する手順となっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事報告書
（AU11HQ2-001）】
・現場立会を実施し運転状況については、特に異常がな
いことを確認した。

－ －

2011/3/21 3-1定検　DG制御
盤点検　工事報告

書
作成

＜当社＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事仕様書】
仕様書には、調達先は工事報告書については、工事竣工
日までに当社へ提出することとなっている。

－ － －

2011/3/22
　工事報告書受領

3-1定検　DG制御
盤点検　工事報告

書
受領・確認

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事報告書
（AU11HQ2-001）】
・工事仕様書で要求した仕様と工事報告書に記載されて
いる仕様が同じであることを確認した。

【聞き取り調査結果：担当Ａ】
・調達先の対応者とは、良好な関係性であり特に問題もな
く工事を完了することができた。

－

工事報告書確認

【聞き取り調査結果：主任Ａ】
・担当者は、記録の確認内容、方法等は理解していたと思
う。

－

工事報告書確認

【聞き取り調査結果：副長Ａ】
・担当者は、記録の確認内容、方法等は、経験者のため、
理解していた。

－

2011/3/24

工事報告書確認 － －

2011/3～2012/4 ＜当社＞
【保安規定】
第72条 モード1,2,3及び4において、DGは2基が動作可能
であること。

第73条 モード1,2,3及び4以外において、DGは2基が動作
可能であること。

【定期試験】
・1回／月のDG定期試験を実施し、MCRからの起動操作
により起動が可能であることを確認しており、機能を確認
できている。

・当該リレー端子については、リレーの交換実績もなく、解
結線作業も実施していない。

－ －

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
「泊発電所品質保証計画書」に基づき、調達管理の具体
的方法を規定したものである。工事仕様書の要求事項に
適合していることを、調達先より提出された工事報告書の
審査により検証する。

【泊発電所保修管理要則（R-30-211-11)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、具体的な保修業務
の内容、管理事項を定めたものである。工事報告書につ
いては、「工事要領書・報告書の運用および作成要則」
（R-30-211-12）に準じて作成されていることを確認する。

【泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則
（R-30-211-12)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、報告書の作成方法
を定めたものである。工事報告書は、工事終了後速やか
に提出され、記載内容についての確認を行う。

－

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU10K3-1005）】
調達先は、「無負荷試運転」「負荷試運転」について、起動
状態に異常がないことを確認する手順となっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第1回定検　ＤＧ制御盤点検　工事報告書
（AU11HQ2-001）】
・現場立会を実施し運転状況については、特に異常がな
いことを確認した。 －

定期試験
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電気保修課長
課長Ｂ

電気保修課
副長Ａ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ａ

現管者Ｂ 品管者Ｂ 作業員Ｂ（退職）

保安規定に定め
る

職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る

業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規程・要領等） 当　社 調達先

3-2定検

2011/9 DG制御盤点検
工事仕様書の

作成
－

2011/9 工事仕様書の
確認

－

2011/9 工事仕様書の
審査

－

2011/9/22 工事仕様書の
確認

－

2012/4/16 3-2定検　DG制御
盤点検

　工事要領書
の提出

＜当社＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第２回定検　ＤＧ制御盤点検　工事仕様
書】
仕様書には、調達先は工事要領書については、着工前ま
でに当社へ提出し確認を得ることとなっている。

－

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事仕様書】
調達先は工事要領書を作成のうえ提出した。

－

2012/4/16
　工事要領書受領

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所品質に係る重要度分類(R-30-201)】
機器を品質に係る重要度に応じて分類したものである。当
該設備の重要度は、「Ａ１」である。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
「泊発電所品質保証計画書」に基づき、調達管理の具体
的方法を規定したものである。調達先に、工事等を行う際
にはあらかじめ、個別仕様書で調達要求事項を明確化し
た要領書等を提出させ、確認し受領する。立会者につい
ては「泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-215）」
に基づき任命された必要な資格を有する者とする。
・ 品質管理基準表で点検に係る管理項目とその当社の
立会程度が規定さている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第２回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU10K3-1005）】
工事要領書は、工事仕様書（共通仕様書含む）の要求事
項を基に作成している。工事範囲は、工事仕様書内の工
事の内訳の項目を基に工事範囲が明確化されている。

れ、清掃を要求）

手順が規定されている。

　（１） 盤内の目視点検、触手点検を行う
　① 外観点検② 配線の点検③ 圧着端子の点検④ 端子
台の点検⑤ ねじ類の増し締め（今回端子の取付け不良
が顕在化した点検項目）
　⇒点検項目：増し締めは実施したか（緩みのないことの
確認）
　⇒判定基準：緩みがないこと
　⇒点検方法：ドライバー、触手

位」が最低要求事項として規定されている。

重要な事項については、該当手順の前に記載すること。 出」として設定している。

【共通仕様書】

立会程度が規定さている。

位」が最低要求事項として規定されている。

書の手順では電源復旧前に目視点検後の健全性確認を
「抜取立会：ホールドポイント」として設定していない。

認としておりホールドポイントとして設定されている。

規定されており、当社立会程度は「全数立会」が要求事項
として規定されておりホールドポイントである。

【泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-215)】
担当Ａは、資格基準を満たす者であることを確認した。

【泊発電所保修管理要則（R-30-211-11)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、具体的な保修業務
の内容、管理事項を定めたものである。据付・施工管理に
ついては、工事施行前に、工事の実施手順、検査、判定
基準、品質保証上留意すべき事項等を工事要領書に明
確に記載するよう要求している。また、据付・施行にあたっ
ての注意事項等について記載するよう要求している。工事
要領書については、「工事要領書・報告書の運用および作
成要則」（R-30-211-12）に準じて作成されていることを確
認する。
【泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-215)】
試験・検査要員（担当者）は、資格基準を満たす者とする。

【聞き取り調査結果：担当Ａ】
・工事要領書は、1.2号機の工事要領書と比較して同じで
あろうとの観点で確認した。また、、発電所の要領、要則
類に照らして確認し作成していた。
・盤内の目視点検については、ホールドポイントとしなくて
も、次工程リリース前にホールドポイントがあるのでその
段階で健全性を確認できるため問題ないと考え要領書の
レビューをしていた。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）
・工事要領書のレビューに関する教育は教えられていない
と思う。「泊発電所トラブル情報検討要領（R-30-218）」

本要領は、国内外の原子力発電所、原子力発電所以外
の原子力施設および原子力施設以外の施設で発生したト
ラブル情報の分析、検討および反映等の処理のため、泊
発電所における運用および業務分担を明確にし、発電所
での予防処置、設備・運用の改善に役立てることを目的と
して制定されている、

【泊発電所教育訓練管理要領（R-30-206）」
教育基準，必要な知識として，業務項目に応じた到達レベ
ルと業務遂行に必要な知識･技能（力量）の評価基準を規
定しており，原子力部門共通教育ステップⅠで要求される
品質保証（Ⅰ）では「マニュアル類の基本体系やＰＤＣＡ，
目標管理，不適合管理,文書管理等のＱＭＳの基本的概
念を理解していること」，教育ステップⅡで要求される品質
保証（Ⅱ）では「ＱＭＳの体系を理解し，発電所のマニュア
ル等に基づき,適切に業務を遂行できること」をＯＪＴにて教
育を実施することと規定されており、担当Ａは、要領書ﾚ
ﾋﾞｭｰ段階ではﾚﾍﾞﾙⅡを有していた。

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
個別仕様書は、調達要求事項として、工事等の仕様につ
いては、現地工事等、調達先が行う具体的な工事内容
が、対象となる工事の範囲、機器等を含めて明確となるよ
うに記載するよう規定している。

【共通仕様書】
個別仕様書では記載しない共通的な要求事項を記載し、
これについても工事仕様書に呼び込む形で工事に係る当
社要求事項としている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第２回定検　ＤＧ制御盤点検　工事仕様
書】
工事仕様書では以下の事項を要求事項としている。

の未然防止および機能の維持を図ることにより、設備の
安全且つ円滑な運転を果たすことを目的とするとしてい
る。

いる）

なお、端子の取付け状態の確認に関して、具体的な確認
手順、検査手順および記録すべき事項を定めることにつ
いての記載はなかった。

－

3-1定検　DG制御
盤点検　工事要領

書
の受領・検討

問題点⑦
問題点⑧

－

問題点⑦
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
健全性を確認するために必要な目視点検項目の実施範
囲を項目毎に作業手順で明確にするべきであったが、点
検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について
手順で明確化していなかった。

問題点⑧
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
電源受電前の確認項目として、経年劣化による影響確認
としての点検作業および、作業に伴い機器の状態を変化
させる可能性がある範囲について、健全性確認を行う
ホールドポイントを定めるべきであったが、手順で明確化
していなかった。

なお、端子の取付け状態確認については、解結線作業を
実施するものは手順や記録で管理され、最終復旧状態確
認として当社は全数立会で確認することとしているが、解
結線を行わない端子については、劣化を想定していない
範囲として取付け状態確認の対象とはしておらず、点検項
目には入っていない。点検に関して注意事項（品質・安
全・その他）及び判定基準が規定されているが、その実施
範囲について明確に定めていない。ねじの増し締めはどこ
まで実施するのか、ドライバーが入らない場合は触手で配
線端子部を押すこと、この作業で注意するべき観点につ
いては記載されていない。施工手順・工事管理チェック
シートでは点検手法は、目視点検・触手点検と記載されて
おり、点検項目毎の方法については、設備点検チェック
シート（記録フォーム）で具体化されている。但し、この記
録フォームにおいても、点検項目と点検方法及び判定基
準は記載されているが、実施範囲については明確に定め
ていない。

【泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則
（R-30-211-12)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、要領書の作成方法
を定めたものである。工事要領書の記載内容についての
確認を行い、作業着手前までに最終図とする。工事要領
書は実作業の手順に合わせ、作業の要領を具体的に記
載する。

ち工事要領(手順)、判定基準、注意事項等を明確にし、か
つ作業管理、品質管理、異物管理、安全管理、可燃性溶
剤取扱管理、放射線管理等を明記し諸設備の健全性確
保、作業員の災害防止と共に作業の円滑かつ確実な進
捗を図るために作成するものと規定されている。
 工事要領書は実作業の手順に合わせ、作業の要領を

具体的に記載しなければならないこと。

実施できるよう作業ステップ順に具体的かつ詳細に記載
すること。

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【６．３－２定検】

⑦

⑧

⑦

⑧

⑧
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電気保修課長
課長Ｂ

電気保修課
副長Ａ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ａ

現管者Ｂ 品管者Ｂ 作業員Ｂ（退職）

保安規定に定め
る

職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る

業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規程・要領等） 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【６．３－２定検】

工事要領書の確認

【聞き取り調査結果：主任Ａ】
・他の工事要領書との比較や前回定検の工事要領書から
の変更点等を確認していた。
・工事要領書の標準的な記載や立会程度を示している社
内規程類は理解していた。
・品質管理立会程度表と工事要領書が異なることは認識
していなかった。（比較はしていない）
・盤内の目視点検については、ホールドポイントでなけれ
ばならないとの認識はなかった。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）
・工事要領書のレビューに関する細かな教育はされていな
いと思う。

－

2012/4/23

工事要領書の審査

【聞き取り調査結果：副長Ａ】
・工事要領書の審査の際には、制御盤としての点検項目
等にぬけがないか確認していた。
・工事要領書の標準的な記載や立会程度を示している社
内規程類は理解していた。
・1、2号の実績のある工事要領書を確認して審査してい
た。
・端子の取付け確認のような詳細な点検項目までは確認
していない。
・担当Ａは力量を備えていることから、アドバイス、指導等
は特段実施していない。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）

－

2012/4/25

工事要領書の確認

【聞き取り調査結果：課長Ｂ】
・立会程度や他制御盤と齟齬ないこと、適切な手順かは
確認していた。
・ルール等（立会程度）は基本的に頭の中に入っていたの
で比較はしていない。
・盤内の目視点検については、ホールドポイントにしなけ
ればならないとの認識はなかった。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の可能範囲
を実施するため、点検実施範囲（確認すべき範囲や記録
項目およびその観点）を明確にするという観点は持ってい
なかった。

－

2012/5/8
　B-DG作業着手

1.事前打合せ
工事着手前に調達
先と点検内容・工

程・体制・安全につ
いて相互確認する

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU12K3-203）】
当社担当は、工事開始前に調達先と事前に点検内容、工
程、体制、安全作業などについて打合せをする手順となっ
ている。

【聞き取り調査結果：担当Ａ】
・担当者の業務として日々の指示書を見ながら、翌日のス
ケジュールを確認し、他の工事での作業と立会がブッキン
グしないよう工程調整したり、現管者と作業の注意事項の
確認などを行った。
・作業場所は、空調がしっかりと効いており作業環境は良
好であった。

－ －

2012/5/8 1.事前打合せ
工事着手前に当社
と点検内容・工程・
体制・安全について

相互確認する

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU12K3-203）】
現管者は、工事開始前に当社と事前に点検内容、工程、
体制、安全作業などについて打合せをする手順となって
いる。

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｂ】
・現管者は、客先との打ち合わせ、作業員への指示を行
い、安全と品質を確保しながら漏れなく作業を実施してい
た。 －

2012/5/15
　盤内点検

8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｂ】
・配線の確認は、分解しなければ見えない範囲以外、全数
点検している。
・配線の確認は、ねじの緩み確認時に合わせて確認す
る。
・マークチューブが汚れている等により見えない場合は、
清掃などを行う。
・マークチューブの線番号は確認しない。
・当該配線のように奥の端子の2本配線の場合、見づらけ
ればマークチューブがついている事を確認すると思う。

2012/5/15 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｂ】
・品管者は、現管者と一緒に現場の品質管理について助
言をする事により品質を確保する。
・必要により要領書を改正し作業方法の修正する事によ
り、現場の品質を守る。
・現管者から上がってきた書類に対し、品質管理面の確認
を行う。

2012/5/15 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する －

【聞き取り調査結果：現管者Ｂ】
・作業員には、事前に見える範囲で確認するよう指示して
いるから、緩み確認が出来なかった範囲や、見えなかった
範囲の報告はない。

2012/5/15 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃・
制御盤内部の配線

確認を実施する
(記録確認）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU12K3-203）】
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事報告書】
担当Ａは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。

－ －

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU12K3-203）】
作業員は、「制御盤内部の配線確認」について、「電線に
傷がないか」「束線・固定状況はよいか」等を、目視または
触手にて確認する手順となっている。 －

問題点⑦
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
健全性を確認するために必要な目視点検項目の実施範
囲を項目毎に作業手順で明確にするべきであったが、点
検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について
手順で明確化していなかった。

問題点⑧
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
電源受電前の確認項目として、経年劣化による影響確認
としての点検作業および、作業に伴い機器の状態を変化
させる可能性がある範囲について、健全性確認を行う
ホールドポイントを定めるべきであったが、手順で明確化
していなかった。



添付資料－２（30/47）

電気保修課長
課長Ｂ

電気保修課
副長Ａ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ａ

現管者Ｂ 品管者Ｂ 作業員Ｂ（退職）

保安規定に定め
る

職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る

業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規程・要領等） 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【６．３－２定検】

2012/5/16 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃

・圧着端子の確認を
実施する

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｂ】
・圧着端子については、ハの字、折れ、倒れを見える範囲
で確認する。
・取外してまでは確認しない。
・ライトは使用するが、手鏡は使用しない。
・当該リレーの様に2本入線の場合、奥側は見えない。

【聞き取り調査結果：品管者Ｂ】
・当該リレーの様に2本入線の場合、奥側は見えない。
・圧着端子については、見える範囲で全数確認する。

2012/5/16 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃

・圧着端子の確認を
実施する

－ －

2012/5/16 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃

・圧着端子の確認を
実施する

－ －

2012/5/16 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃

・圧着端子の確認を
実施する

（記録確認）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU12K3-203）】
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事報告書】
担当Ａは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。なお、具体的な点検
範囲や端子の取付け状態の健全性等を確認できるような
記載はなかった。

－

2012/5/17 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｂ】
・ねじの緩み確認は、見えない箇所については確認できな
いが、分解まで行い確認することはしていない。
・指が届かない場合はドライバーを使用しえ動かないか確
認する。あるいは、目視でライトを当てスプリングワッ
シャーが潰れていることや浮いていないか確認するが、そ
れらは先輩からOJTで教育を受けた。
・1本入線の場合と2本入線の場合の緩み確認方法はか
わらない。

【聞き取り調査結果：現管者Ｂ】
・ねじの緩みのない事は、基本は触手にて確認する。
・指が入らない所は触らず、目視で確認する。
・ライト、鏡は使用しない。
・毎回増し締めを行うと、ねじ穴を壊す可能性があるた
め、増し締めではなく緩みの確認を実施する。
・作業員には、事前に見える範囲で確認するよう指示して
いるため、作業員から緩み確認が出来なかった範囲や、
見えなかった範囲の報告はない。

2012/5/17 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃・
ねじ類の増締め（ね
じの緩みのないこと

の確認）をする

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｂ】
・現管者と同じように管理している。
・品管は、ホールドポイントの確認を行っている。
・終了後の確認は品管も一緒に確認する。
・現管者は作業者を管理する。
・自身はホールドポイント以外も確認することが多い。
・触手できない場合や、目視も出来ない場合の報告は、作
業員から連絡が来る場合と来ない場合があると思われ
る。
・報告がきた場合は、確認方法を考え作業員と一緒に確
認する。

2012/5/17 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｂ】
・作業員が確認したとことは、自身も確認している。
・基本3人でチームを組んでいるので（作業員、現管者、品
管者）現管者や品管者が教育を行っている。

2012/5/17 8.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする

（記録確認）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU12K3-203）】
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事報告書】
担当Ａは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。

【聞き取り調査結果：担当Ａ】
・現管者Ａには、ねじの締付け確認の方法などについて
は、一般的な作業のため特に注意や指示はしていない。
・盤内の全ての端子が点検の対象と思っており、調達先
は、ねじの緩み確認を全数実施していると思っていた。
・1.2号機のDG設備の点検時に、現管者と話す機会があ
り、調達先とは点検範囲の認識は一致していた。
・ねじの緩み確認は、ドライバーで締付け確認を行うが、
出来ない箇所は触手での確認と認識していた。

【聞き取り調査結果：主任Ａ】
・調達先が実施しているねじの緩みのない事の確認は、
全数実施しているかはわからない。
・当該作業は記録による確認なので現場はみていない。

【聞き取り調査結果：副長Ａ】
・調達先は、ねじの緩みのない事の確認を全数実施して
いるかはわからない。記録から考えると全数見ているので
はないかと思う。

－ －

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU12K3-203）】
作業員は、「圧着端子の確認」について、「圧着端子は変
形していないか」、「間隔はよいか」、「チェックマークが消
えていないか」等を、確認する手順となっている。なお、見
難い範囲の確認方法について具体的な記載はなかった。

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU12K3-203）】
作業員は「ねじ類の増締め」について、「ねじの緩みのな
いことの確認」を、ドライバーまたは触手にて、全数点検す
ることになっている。

－
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電気保修課長
課長Ｂ

電気保修課
副長Ａ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ａ

現管者Ｂ 品管者Ｂ 作業員Ｂ（退職）

保安規定に定め
る

職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る

業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規程・要領等） 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【６．３－２定検】

2012/6/2 23.試運転
無負荷試験/負荷
試運転時に、運転
状況の確認をする

－

2012/6/2 23.試運転
無負荷試験/負荷
試運転時に、運転
状況の確認をする

－

2012/6/2 23.試運転
無負荷試験/負荷
試運転時に、運転
状況の確認をする

（立会）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU12K3-203）】
当社担当は、「無負荷試運転」「負荷試運転」について、起
動状態に異常がないことを確認する手順となっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事報告書】
・現場立会を実施し運転状況については、特に異常がな
いことを確認した。 － －

2012/6/25 3-2定検　DG制御
盤点検

工事報告書
作成

＜当社＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事仕様書】
仕様書には、調達先は工事報告書については、工事竣工
日までに当社へ提出することとなっている。

－

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事報告書】
調達先は、工事竣工日までに当社へ工事報告書を提出し
た。 －

2012/7/23
　工事報告書受領

3-2定検　DG制御
盤点検

工事報告書
受領・確認

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事報告書】
・工事仕様書で要求した仕様と工事報告書に記載されて
いる仕様が同じであることを確認した。

【聞き取り調査結果：担当A】
・調達先が実施している端子の締付け確認は、全数実施
している。
・当該作業は1.2号機では見たことがあるが、3号機では見
ていないと思う。

【聞き取り調査結果：副長Ａ】
・担当者は記録の確認内容、方法等は、経験者のため、
理解していた。

－

工事報告書確認 － －

工事報告書確認

【聞き取り調査結果：副長Ａ】
・調達先は、端子の締付け確認について記録から考えると
全数見ていると思う。 －

2012/7/31

工事報告書確認

【聞き取り調査結果：課長Ｂ】
・工事報告書の確認は、手順書のチェックシート、日付、
記録の抜けがないことや所見考察を重点的に確認してい
る。

－

2012/7～2013/7 ＜当社＞
【保安規定】
第72条 モード1,2,3及び4において、DGは2基が動作可能
であること。

第73条 モード1,2,3及び4以外において、DGは2基が動作
可能であること。

【定期試験】
・1回／月のDG定期試験を実施し、MCRからの起動操作
により起動が可能であることを確認しており、機能を確認
できている。

・当該リレー端子については、リレーの交換実績もなく、解
結線作業も実施していない。

－ －

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU12K3-203）】
調達先は、「無負荷試運転」「負荷試運転」について、起動
状態に異常がないことを確認する手順となっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検　ＤＧ制御盤点検　工事報告書】
・現場立会を実施し運転状況については、特に異常がな
いことを確認した。

－

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
「泊発電所品質保証計画書」に基づき、調達管理の具体
的方法を規定したものである。工事仕様書の要求事項に
適合していることを、調達先より提出された工事報告書の
審査により検証する。

【泊発電所保修管理要則（R-30-211-11)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、具体的な保修業務
の内容、管理事項を定めたものである。工事報告書につ
いては、「工事要領書・報告書の運用および作成要則」
（R-30-211-12）に準じて作成されていることを確認する。

【泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則
（R-30-211-12)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、報告書の作成方法
を定めたものである。工事報告書は、工事終了後速やか
に提出され、記載内容についての確認を行う。

－

定期試験
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電気保修課長
課長Ｂ

電気保修課
副長Ｂ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ｂ

現管者Ｃ（転職） 品管者Ｃ 品管者Ｄ 作業員Ｃ（退職）

保安規定に定め
る

職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － － －

QMS規程に定め
る

業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規程・要領等) 当　社 調達先

3-2定検　中間点検
2013/8

DG制御盤点検
工事仕様書の

作成

－

工事仕様書の
確認

－

工事仕様書の
審査

－

2013/8/7 工事仕様書の
確認

－

2013/8/23 3-2定検　中間点検
DG制御盤点検

工事要領書
の提出

＜当社＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事仕様書】
仕様書には、調達先は工事要領書については、着工前ま
でに当社へ提出し確認を得ることとなっている。

－

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事仕様書】
調達先は工事要領書を作成のうえ提出した。

－

2013/8/23
　工事要領書受領

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所品質に係る重要度分類(R-30-201)】
機器を品質に係る重要度に応じて分類したものである。当
該設備の重要度は、「Ａ１」である。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
「泊発電所品質保証計画書」に基づき、調達管理の具体
的方法を規定したものである。調達先に、工事等を行う際
にはあらかじめ、個別仕様書で調達要求事項を明確化し
た要領書等を提出させ、確認し受領する。立会者につい
ては「泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-215）」
に基づき任命された必要な資格を有する者とする。
・ 品質管理基準表で点検に係る管理項目とその当社の
立会程度が規定さている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU13K3-575）】
工事要領書は、工事仕様書（共通仕様書含む）の要求事
項を基に作成している。工事範囲は、工事仕様書内の工
事の内訳の項目を基に工事範囲が明確化されている。

れ、清掃を要求）

手順が規定されている。

　（１） 盤内の目視点検、触手点検を行う
　① 外観点検② 配線の点検③ 圧着端子の点検④ 端子
台の点検⑤ ねじ類の増し締め（今回端子の取付け不良
が顕在化した点検項目）
　⇒点検項目：増し締めは実施したか（緩みのないことの
確認）
　⇒判定基準：緩みがないこと
　⇒点検方法：ドライバー、触手

位」が最低要求事項として規定されている。

重要な事項については、該当手順の前に記載すること。 出」として設定している。

【共通仕様書】

立会程度が規定さている。

位」が最低要求事項として規定されている。

書の手順では電源復旧前に目視点検後の健全性確認を
「抜取立会：ホールドポイント」として設定していない。

認としておりホールドポイントとして設定されている。

規定されており、当社立会程度は「全数立会」が要求事項
として規定されておりホールドポイントである。

【泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-215)】
当該要領どおり、担当Bは、資格基準を満たす者である。

【泊発電所保修管理要則（R-30-211-11)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、具体的な保修業務
の内容、管理事項を定めたものである。据付・施工管理に
ついては、工事施行前に、工事の実施手順、検査、判定
基準、品質保証上留意すべき事項等を工事要領書に明
確に記載するよう要求している。また、据付・施行にあたっ
ての注意事項等について記載するよう要求している。工事
要領書については、「工事要領書・報告書の運用および作
成要則」（R-30-211-12）に準じて作成されていることを確
認する。
【泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-215)】
試験・検査要員（担当者）は、資格基準を満たす者とする。

【聞き取り調査結果：担当Ｂ】
・「工事要領書・報告書の運用および作成要則（R-30-
211-12)」等要領・要則に準じて作成しているが、見ながら
は葉実施していない。
・前回の要領書及び他の類似している要領書と比較をし
ている。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）
・工事要領書のレビューに関する細かな教育はされていな
いと思う。

「泊発電所トラブル情報検討要領（R-30-218）」
本要領は、国内外の原子力発電所、原子力発電所以外
の原子力施設および原子力施設以外の施設で発生したト
ラブル情報の分析、検討および反映等の処理のため、泊
発電所における運用および業務分担を明確にし、発電所
での予防処置、設備・運用の改善に役立てることを目的と
して制定されている、

【泊発電所教育訓練管理要領（R-30-206）」
教育基準，必要な知識として，業務項目に応じた到達レベ
ルと業務遂行に必要な知識･技能（力量）の評価基準を規
定しており，原子力部門共通教育ステップⅠで要求される
品質保証（Ⅰ）では「マニュアル類の基本体系やＰＤＣＡ，
目標管理，不適合管理,文書管理等のＱＭＳの基本的概
念を理解していること」，教育ステップⅡで要求される品質
保証（Ⅱ）では「ＱＭＳの体系を理解し，発電所のマニュア
ル等に基づき,適切に業務を遂行できること」をＯＪＴにて教
育を実施することと規定されており、担当Ｂは、要領書ﾚ
ﾋﾞｭｰ段階ではﾚﾍﾞﾙⅡを有していた。

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
個別仕様書は、調達要求事項として、工事等の仕様につ
いては、現地工事等、調達先が行う具体的な工事内容
が、対象となる工事の範囲、機器等を含めて明確となるよ
うに記載するよう規定している。

【共通仕様書】
個別仕様書では記載しない共通的な要求事項を記載し、
これについても工事仕様書に呼び込む形で工事に係る当
社要求事項としている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事仕様書】
工事仕様書では以下の事項を要求事項としている。

の未然防止および機能の維持を図ることにより、設備の
安全且つ円滑な運転を果たすことを目的とするとしてい
る。

いる）

なお、端子の取付け状態の確認に関して、具体的な確認
手順、検査手順および記録すべき事項を定めることにつ
いての記載はなかった。

－

3-1定検　DG制御
盤点検　工事要領

書
の受領・検討

問題点⑦
問題点⑧

－

問題点⑦
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
健全性を確認するために必要な目視点検項目の実施範
囲を項目毎に作業手順で明確にするべきであったが、点
検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について
手順で明確化していなかった。

問題点⑧
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
電源受電前の確認項目として、経年劣化による影響確認
としての点検作業および、作業に伴い機器の状態を変化
させる可能性がある範囲について、健全性確認を行う
ホールドポイントを定めるべきであったが、手順で明確化
していなかった。

なお、端子の取付け状態確認については、解結線作業を
実施するものは手順や記録で管理され、最終復旧状態確
認として当社は全数立会で確認することとしているが、解
結線を行わない端子については、劣化を想定していない
範囲として取付け状態確認の対象とはしておらず、点検項
目には入っていない。点検に関して注意事項（品質・安
全・その他）及び判定基準が規定されているが、その実施
範囲について明確に定めていない。ねじの増し締めはどこ
まで実施するのか、ドライバーが入らない場合は触手で配
線端子部を押すこと、この作業で注意するべき観点につ
いては記載されていない。施工手順・工事管理チェック
シートでは点検手法は、目視点検・触手点検と記載されて
おり、点検項目毎の方法については、設備点検チェック
シート（記録フォーム）で具体化されている。但し、この記
録フォームにおいても、点検項目と点検方法及び判定基
準は記載されているが、実施範囲については明確に定め
ていない。

【泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則
（R-30-211-12)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、要領書の作成方法
を定めたものである。工事要領書の記載内容についての
確認を行い、作業着手前までに最終図とする。工事要領
書は実作業の手順に合わせ、作業の要領を具体的に記
載する。

ち工事要領(手順)、判定基準、注意事項等を明確にし、か
つ作業管理、品質管理、異物管理、安全管理、可燃性溶
剤取扱管理、放射線管理等を明記し諸設備の健全性確
保、作業員の災害防止と共に作業の円滑かつ確実な進
捗を図るために作成するものと規定されている。
 工事要領書は実作業の手順に合わせ、作業の要領を

具体的に記載しなければならないこと。

実施できるよう作業ステップ順に具体的かつ詳細に記載
すること。

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【７．３－２定検 中間点検】

⑦

⑧

⑦

⑧

⑧
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電気保修課長
課長Ｂ

電気保修課
副長Ｂ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ｂ

現管者Ｃ（転職） 品管者Ｃ 品管者Ｄ 作業員Ｃ（退職）

保安規定に定め
る

職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － － －

QMS規程に定め
る

業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規程・要領等) 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【７．３－２定検 中間点検】

2013/8

工事要領書の確認

【聞き取り調査結果：主任Ａ】
・他の工事要領書との比較や前回定検の工事要領書から
の変更点等を確認していた。
・工事要領書の標準的な記載や立会程度を示している社
内規程類は理解していた。
・品質管理立会程度表と工事要領書が異なることは認識
していなかった。（比較はしていない）
・盤内の目視点検については、ホールドポイントでなけれ
ばならないとの認識はなかった。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）
・工事要領書のレビューに関する細かな教育はされていな
いと思う。

－

2013/8/27

工事要領書の審査

【聞き取り調査結果：副長Ｂ】
・隔離復旧等、安全に際し危険がないか確認している。
・他工事の工事要領書との比較はしている。
・前回の要領書とも比較している。
・記載が足りないような場合は、担当を通して、メーカに確
認してもらう。矛盾があった場合は、当社要求に合うように
直してもらう。
・担当は、要領・要則は都度確認していない。頭には入っ
ているものの完璧ではないが、ルーチン的な工事につい
ては確認していないと思う。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）
・工事要領書のレビューに関する具体的な教育は受けて
いないと思う。

－

2013/8/27

工事要領書の確認

【聞き取り調査結果：課長Ｂ】
・立会程度や他制御盤と齟齬ないこと、適切な手順かは
確認していた。
・ルール等（立会程度）は基本的に頭の中に入っていたの
で比較はしていない。
・盤内の目視点検については、ホールドポイントにしなけ
ればならないとの認識はなかった。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の可能範囲
を実施するため、点検実施範囲（確認すべき範囲や記録
項目およびその観点）を明確にするという観点は持ってい
なかった。

－

2013/8/29
　B-DG作業着手

1.事前打合せ
工事着手前に調達
先と、点検内容・

工程・体制・安全に
ついて相互確認す

る

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU13K3-575）】
当社担当は、工事開始前に調達先と事前に点検内容、工
程、体制、安全作業などについて打合せをする手順となっ
ている。

【聞き取り調査結果：担当Ｂ】
・作業場所の、作業環境、工程については特に問題となる
ものはない。

－ －

2013/8/29 1.事前打合せ
工事着手前に調達
先と、点検内容・

工程・体制・安全に
ついて相互確認す

る

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU13K3-575）】
現管者は、工事開始前に当社と事前に点検内容、工程、
体制、安全作業などについて打合せをする手順となって
いる。

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｃ]
・担当する制御盤がトラブルなく無事に完了するため、工
程管理や必要な機器の準備等の管理について確認

－

2013/10/10
　盤内点検

3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｃ】
・ねじの緩み確認は触手で確認する。
・指が入らなければ、目視で確認する。ただし、目視で確
認できない所もある。
・事前に作業員には見える範囲で確認するよう指示してい
るので、作業員から緩み確認が出来なかった範囲や、見
えなかった範囲の報告はない。
・全数実施できたことの確認について、チェックリストは使
用していない。なお、順番に確認して行くので、基本的に
漏れなく確認していると思うがルールはない。

【聞き取り調査結果：現管者Ｃ】
・ねじの増し締め確認方法のルールや要領はない。
・2本配線の場合も手前の1本を触りに行く。
　緩んでいないかの確認なので、手前だけを触りに行く。
・指が入らない場所はある、その時は目視で確認する。

2013/10/10 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする）

3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする －

【聞き取り調査結果：品管者Ｃ】
・品管の役割として、作業員が緩み確認しているところも、
品管も確認していた。
・外観点検の中での確認している様子を確認している。

【聞き取り調査結果：品管者D】
・ねじの緩み確認対象範囲は、全数
・確認方法を記載した手順はない。

2013/10/10 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする） －

【聞き取り調査結果：現管者Ｃ】
・基本的には、全数を確認するが緩み確認のために分解
はしない。
・ねじの緩み確認については、手前の配線で確認する。
・ねじの緩み確認については順番に見ていくので抜けは
出ないと思うが、チェックリストはないので作業員の技量に
よる。

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU13K3-575）】
作業員は「ねじ類の増締め」について、「ねじの緩みのな
いことの確認」を、ドライバーまたは触手にて、全数点検す
ることになっている。

－

問題点⑦
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
健全性を確認するために必要な目視点検項目の実施範
囲を項目毎に作業手順で明確にするべきであったが、点
検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について
手順で明確化していなかった。

問題点⑧
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
電源受電前の確認項目として、経年劣化による影響確認
としての点検作業および、作業に伴い機器の状態を変化
させる可能性がある範囲について、健全性確認を行う
ホールドポイントを定めるべきであったが、手順で明確化
していなかった。
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電気保修課長
課長Ｂ

電気保修課
副長Ｂ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ｂ

現管者Ｃ（転職） 品管者Ｃ 品管者Ｄ 作業員Ｃ（退職）

保安規定に定め
る

職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － － －

QMS規程に定め
る

業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規程・要領等) 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【７．３－２定検 中間点検】

2013/10/10 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする

（記録確認）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU13K3-575）】
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事報告書
（AU13HQ3-068）】
担当Ｂは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。

【聞き取り調査結果：担当Ｂ】
・緩んでいないことを全数触手で確認しており、増し締め
は全数実施していないと思う。
・記録確認項目は立会での確認はしない。
・先輩について現場に行き、その状況を確認し見て聞いて
覚えた。基本はＯＪＴにて教育された。
・端子の緩み確認は、昔は、線を触り反対方向に押して確
認していたが、今は、二本指で線を軽くつまんで確認する
ようになっているはず。あるときの不具合を起点に確認方
法が変わったと思う。

－ －

2013/10/11 3盤内取付け部品点
検手入れ、清掃

・制御盤内部の配
線確認を実施する

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｃ】
・配線の点検方法については、見えるところを見る。
・ダクトに入っている所は見ない。

【聞き取り調査結果：品管者Ｄ】
・電線符号の確認は、ねじの緩み確認を合わせて確認し
ていた。

2013/10/11 3盤内取付け部品点
検手入れ、清掃

・制御盤内部の配
線確認を実施する

3盤内取付け部品点
検手入れ、清掃

・制御盤内部の配
線確認を実施する

－

【聞き取り調査結果：品管者C】
マークチューブの確認は特に行っていない。

【聞き取り調査結果：品管者Ｄ】
・配線の点検範囲は、ダクトを外してまでは確認しない。
・マークチューブの汚れ、経年的な変色などを確認する点
検は、解結線していないところは確認していない。
・マークチューブの線番号を確認するような点検はしてい
ない。
・奥の見難いところは、工具箱にハンドミラーが入っていた
と思うので、使っていたと思う。ただし、手順やルールには
ない。

2013/10/11 3盤内取付け部品点
検手入れ、清掃

・制御盤内部の配
線確認を実施する

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｃ】
・配線の点検対象は基本全数確認する。
　ただし、ダクトの蓋を開けてまでは確認しない、固縛して
いるものを外してまでは見ない。
・2本配線の場合、奥のマークチューブも汚れや裂けてい
ないか等を見る。

2013/10/11 3盤内取付け部品点
検手入れ、清掃

・制御盤内部の配
線確認を実施する

（記録確認）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU13K3-575）】
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事報告書
（AU13HQ3-068）】
担当Ｂは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。

－ －

2013/10/11 3.盤内取付け部品
点検手入れ、清掃

・圧着端子の確認を
実施する。

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｃ】
・圧着端子の点検方法について、ハの字、折れ、倒れ等を
見える範囲で確認する。
・外してまでは確認しない。

【聞き取り調査結果：品管者Ｄ】
・緩みのない事を確認する際に見える範囲で見ていたと思
う

【聞き取り調査結果：現管者Ｃ]
・2本配線の場合は奥は見えないので手前しか見えない。
・作業員から、触れた範囲、触れなかった範囲、見えた範
囲、見えなかった範囲の報告はない。（担当者の技量にた
よるところ）

2013/10/11 3.盤内取付け部品
点検手入れ、清掃

・圧着端子の確認を
実施する。

3.盤内取付け部品
点検手入れ、清掃

・圧着端子の確認を
実施する。

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｃ】
・圧着端子の点検時、ライトは使用するが、手鏡は使用し
ない。
・2本配線の奥は見えない。

【聞き取り調査結果：品管者Ｄ】
・圧着端子の点検について、2本配線の場合、奥は見てい
ない。

2013/10/11 3.盤内取付け部品
点検手入れ、清掃

・圧着端子の確認を
実施する。

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｃ]
・圧着端子の点検対象は全数確認する。
・圧着端子の点検について2本配線の場合は、奥は見えな
いので手前しか見えない。
・改造などにより解線した場合の確認は、気合いを入れて
見るが、そうでなければ、そこまで気持ちは入らない。
・作業者には、事前に触れなかったら、目視で行うよう指
示もしている。

2013/10/11 3.盤内取付け部品
点検手入れ、清掃

・圧着端子の確認を
実施する。
（記録確認）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU13K3-575）】
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事報告書
（AU13HQ3-068）】
担当Ｂは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。なお、具体的な点検
範囲や端子の取付け状態の健全性等を確認できるような
記載はなかった。

－ －

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU13K3-575）】
作業員は、「制御盤内部の配線確認」について、「電線に
傷がないか」「束線・固定状況はよいか」等を、目視または
触手にて確認する手順となっている。

－

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU13K3-575）】
作業員は、「圧着端子の確認｣ついて、「圧着端子は変形
していないか」、「間隔はよいか｣「チェックマークが消えて
いないか」等を、確認する手順となっている。なお、見難い
範囲の確認方法について具体的な記載はなかった。

－
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電気保修課長
課長Ｂ

電気保修課
副長Ｂ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ｂ

現管者Ｃ（転職） 品管者Ｃ 品管者Ｄ 作業員Ｃ（退職）

保安規定に定め
る

職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － － －

QMS規程に定め
る

業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規程・要領等) 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【７．３－２定検 中間点検】

2013/10/26 20..試運転
無負荷/負荷試運
転時に、運転状況

の確認をする
－

2013/10/26 20..試運転
無負荷/負荷試運
転時に、運転状況

の確認をする
－

2013/10/26 20..試運転
無負荷/負荷試運
転時に、運転状況

の確認をする
（立会）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU13K3-575）】
当社担当は、「無負荷試運転」「負荷試運転」について、起
動状態に異常がないことを確認する手順となっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事報告書
（AU13HQ3-068）】
・現場立会を実施し運転状況については、特に異常がな
いことを確認した。

－ －

2013/10/28 3-2定検　中間点検
DG制御盤点検

工事報告書
作成

＜当社＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事仕様書】
調達先は工事報告書については、工事竣工日までに当社
へ提出することとなっている。

－

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事報告書
（AU13HQ3-068）】
調達先は、工事竣工日までに当社へ工事報告書を提出し
た。

－

2013/11/20
　工事報告書受領

3-2定検　中間点検
DG制御盤点検

工事報告書
受領・確認

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事報告書
（AU13HQ3-068）】
工事仕様書で要求した仕様と工事報告書に記載されてい
る仕様が同じであることを確認した。

【聞き取り調査結果：担当Ｂ】
・調達先とは、良好な関係で作業を完了した。

【聞き取り調査結果：主任Ａ】
・担当者は記録の確認内容、方法等は理解していたと思
う。

－

工事報告書確認

【聞き取り調査結果：主任Ａ】
・担当者と調達先とは、良好な関係性で作業を完了してい
たと思う。 －

工事報告書確認

【聞き取り調査結果：副長Ｂ】
・点検していることは今回わかったが、本当に全部見てい
るかと疑問に思った。
・担当者は記録の確認内容、方法等は、十分力量はあっ
た。

－

2013/11/27

工事報告書確認

【聞き取り調査結果：課長Ｂ】
・工事報告書の確認は、手順書のチェックシート、日付、
記録の抜けがないこと、また所見考察を重点的に確認し
ている。なお、個々の点検が終了した段階で点検記録は
提出され、各々のタイミングで副長までは確認している。
・担当者と調達先の対応者とは、良好だった。お互い適切
な関係であった。（言い出しにくい関係ではなかった）
・担当者は記録の確認内容、方法等は、理解した上で報
告書を上申していたと思う。

－

2013/11～2015/4 ＜当社＞
【保安規定】
第72条 モード1,2,3及び4において、DGは2基が動作可能
であること。

第73条 モード1,2,3及び4以外において、DGは2基が動作
可能であること。

【定期試験】
・1回／月のDG定期試験を実施し、MCRからの起動操作
により起動が可能であることを確認しており、機能を確認
できている。

・当該リレー端子については、リレーの交換実績もなく、解
結線作業も実施していない。

－ －

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事要領書
（AU13K3-575）】
調達先は、「無負荷試運転」「負荷試運転」について、起動
状態に異常がないことを確認する手順となっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工事報告書
（AU13HQ3-068）】
現場立会を実施し運転状況については、特に異常がない
ことを確認した。

－

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
「泊発電所品質保証計画書」に基づき、調達管理の具体
的方法を規定したものである。工事仕様書の要求事項に
適合していることを、調達先より提出された工事報告書の
審査により検証する。

【泊発電所保修管理要則（R-30-211-11)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、具体的な保修業務
の内容、管理事項を定めたものである。工事報告書につ
いては、「工事要領書・報告書の運用および作成要則」
（R-30-211-12）に準じて作成されていることを確認する。

【泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則
（R-30-211-12)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、報告書の作成方法
を定めたものである。工事報告書は、工事終了後速やか
に提出され、記載内容についての確認を行う。

－

定期試験
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電気保修課長
課長Ｃ

電気保修課
副長Ｄ

電気保修課長
課長Ｂ

電気保修課
副長Ｃ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ｃ（退職）

現管者Ｄ 品管者Ｅ 作業員Ｄ

保安規定に定め
る職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規程・要領等） 当　社 調達先

3-2定検中間(追1)

2015/4 DG制御盤点検
工事仕様書の

作成

－

2015/4 工事仕様書の
確認

－

2015/4/28 工事仕様書の
審査

－

2015/4/28 工事仕様書の
確認

－

2015/5/12 3-2定検　中間点検
（追1）　DG制御盤

点検
工事要領書

の提出

＜当社＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事仕様書】
仕様書には、調達先は工事要領書については、着工前ま
でに当社へ提出し確認を得ることとなっている。

－

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事仕様書】
工事仕様書に基づき、工事要領書を作成のうえ提出し
た。

-

2015/5/12
　工事要領書受領

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所品質に係る重要度分類(R-30-201)】
機器を品質に係る重要度に応じて分類したものである。当
該設備の重要度は、「Ａ１」である。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
「泊発電所品質保証計画書」に基づき、調達管理の具体
的方法を規定したものである。調達先に、工事等を行う際
にはあらかじめ、個別仕様書で調達要求事項を明確化し
た要領書等を提出させ、確認し受領する。立会者につい
ては「泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-215）」
に基づき任命された必要な資格を有する者とする。
・ 品質管理基準表で点検に係る管理項目とその当社の
立会程度が規定さている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU15K3-311）】
工事要領書は、工事仕様書（共通仕様書含む）の要求事
項を基に作成している。工事範囲は、工事仕様書内の工
事の内訳の項目を基に工事範囲が明確化されている。

れ、清掃を要求）

手順が規定されている。

　（１） 盤内の目視点検、触手点検を行う
　① 外観点検② 配線の点検③ 圧着端子の点検④ 端子
台の点検⑤ ねじ類の増し締め（今回端子の取付け不良
が顕在化した点検項目）
　⇒点検項目：増し締めは実施したか（緩みのないことの
確認）
　⇒判定基準：緩みがないこと
　⇒点検方法：ドライバー、触手

位」が最低要求事項として規定されている。

重要な事項については、該当手順の前に記載すること。 出」として設定している。

【共通仕様書】

立会程度が規定さている。

位」が最低要求事項として規定されている。

書の手順では電源復旧前に目視点検後の健全性確認を
「抜取立会：ホールドポイント」として設定していない。

認としておりホールドポイントとして設定されている。

規定されており、当社立会程度は「全数立会」が要求事項
として規定されておりホールドポイントである。

【泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-215)】
当該要領どおり、担当Cは、資格基準を満たす者である。

【泊発電所保修管理要則（R-30-211-11)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、具体的な保修業務
の内容、管理事項を定めたものである。据付・施工管理に
ついては、工事施行前に、工事の実施手順、検査、判定
基準、品質保証上留意すべき事項等を工事要領書に明
確に記載するよう要求している。また、据付・施行にあたっ
ての注意事項等について記載するよう要求している。工事
要領書については、「工事要領書・報告書の運用および作
成要則」（R-30-211-12）に準じて作成されていることを確
認する。
【泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-215)】
試験・検査要員（担当者）は、資格基準を満たす者とする。

「泊発電所トラブル情報検討要領（R-30-218）」
本要領は、国内外の原子力発電所、原子力発電所以外
の原子力施設および原子力施設以外の施設で発生したト
ラブル情報の分析、検討および反映等の処理のため、泊
発電所における運用および業務分担を明確にし、発電所
での予防処置、設備・運用の改善に役立てることを目的と
して制定されている、

【泊発電所教育訓練管理要領（R-30-206）」
教育基準，必要な知識として，業務項目に応じた到達レベ
ルと業務遂行に必要な知識･技能（力量）の評価基準を規
定しており，原子力部門共通教育ステップⅠで要求される
品質保証（Ⅰ）では「マニュアル類の基本体系やＰＤＣＡ，
目標管理，不適合管理,文書管理等のＱＭＳの基本的概
念を理解していること」，教育ステップⅡで要求される品質
保証（Ⅱ）では「ＱＭＳの体系を理解し，発電所のマニュア
ル等に基づき,適切に業務を遂行できること」をＯＪＴにて教
育を実施することと規定されており、担当Ｃは、要領書ﾚ
ﾋﾞｭｰ段階ではﾚﾍﾞﾙⅡを有していた。

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
個別仕様書は、調達要求事項として、工事等の仕様につ
いては、現地工事等、調達先が行う具体的な工事内容
が、対象となる工事の範囲、機器等を含めて明確となるよ
うに記載するよう規定している。

【共通仕様書】
個別仕様書では記載しない共通的な要求事項を記載し、
これについても工事仕様書に呼び込む形で工事に係る当
社要求事項としている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事仕様書】
工事仕様書では以下の事項を要求事項としている。

の未然防止および機能の維持を図ることにより、設備の
安全且つ円滑な運転を果たすことを目的とするとしてい
る。

いる）

なお、端子の取付け状態の確認に関して、具体的な確認
手順、検査手順および記録すべき事項を定めることにつ
いての記載はなかった。

－

3-1定検　DG制御
盤点検　工事要領

書
の受領・検討

問題点⑦
問題点⑧

－

問題点⑦
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
健全性を確認するために必要な目視点検項目の実施範
囲を項目毎に作業手順で明確にするべきであったが、点
検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について
手順で明確化していなかった。

問題点⑧
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
電源受電前の確認項目として、経年劣化による影響確認
としての点検作業および、作業に伴い機器の状態を変化
させる可能性がある範囲について、健全性確認を行う
ホールドポイントを定めるべきであったが、手順で明確化
していなかった。

なお、端子の取付け状態確認については、解結線作業を
実施するものは手順や記録で管理され、最終復旧状態確
認として当社は全数立会で確認することとしているが、解
結線を行わない端子については、劣化を想定していない
範囲として取付け状態確認の対象とはしておらず、点検項
目には入っていない。点検に関して注意事項（品質・安
全・その他）及び判定基準が規定されているが、その実施
範囲について明確に定めていない。ねじの増し締めはどこ
まで実施するのか、ドライバーが入らない場合は触手で配
線端子部を押すこと、この作業で注意するべき観点につ
いては記載されていない。施工手順・工事管理チェック
シートでは点検手法は、目視点検・触手点検と記載されて
おり、点検項目毎の方法については、設備点検チェック
シート（記録フォーム）で具体化されている。但し、この記
録フォームにおいても、点検項目と点検方法及び判定基
準は記載されているが、実施範囲については明確に定め
ていない。

【泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則
（R-30-211-12)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、要領書の作成方法
を定めたものである。工事要領書の記載内容についての
確認を行い、作業着手前までに最終図とする。工事要領
書は実作業の手順に合わせ、作業の要領を具体的に記
載する。

ち工事要領(手順)、判定基準、注意事項等を明確にし、か
つ作業管理、品質管理、異物管理、安全管理、可燃性溶
剤取扱管理、放射線管理等を明記し諸設備の健全性確
保、作業員の災害防止と共に作業の円滑かつ確実な進
捗を図るために作成するものと規定されている。
 工事要領書は実作業の手順に合わせ、作業の要領を

具体的に記載しなければならないこと。

実施できるよう作業ステップ順に具体的かつ詳細に記載
すること。

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【８．３－２定検中間点検（追１）】

⑦

⑧

⑦

⑧

⑧
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電気保修課長
課長Ｃ

電気保修課
副長Ｄ

電気保修課長
課長Ｂ

電気保修課
副長Ｃ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ｃ（退職）

現管者Ｄ 品管者Ｅ 作業員Ｄ

保安規定に定め
る職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規程・要領等） 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【８．３－２定検中間点検（追１）】

工事要領書の確認

【聞き取り調査結果：主任Ａ】
・他の工事要領書との比較や前回定検の工事要領書から
の変更点等を確認していた。
・工事要領書の標準的な記載や立会程度を示している社
内規程類は理解していた。
・品質管理立会程度表と工事要領書が異なることは認識
していなかった。（比較はしていない）
・盤内の目視点検については、ホールドポイントでなけれ
ばならないとの認識はなかった。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）
・工事要領書のレビューに関する細かな教育はされていな
いと思う。

－

2015/5/15

工事要領書の審査

【聞き取り調査結果：副長Ｃ】
・点検対象、点検区分に問題がないか確認している。
・島根問題も踏まえ機器点検周期表と照らして確認してい
る。
・保全計画（点検周期、点検計画）を基に確認している。
・要領書は既に確立されているので、要領類と直接照らし
て確認はしていない。
・盤内の目視点検については、ホールドポイントでなけれ
ばならないとの認識はなかった。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）
・工事要領書のレビューに関する具体的な教育はうけてい
ないと思う。

－

2015/5/18

工事要領書の確認

【聞き取り調査結果：課長Ｂ】
・立会程度や他制御盤と齟齬ないこと、適切な手順かは
確認していた。
・ルール等（立会程度）は基本的に頭の中に入っていたの
で比較はしていない。
・盤内の目視点検については、ホールドポイントにしなけ
ればならないとの認識はなかった。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の可能範囲
を実施するため、点検実施範囲（確認すべき範囲や記録
項目およびその観点）を明確にするという観点は持ってい
なかった。

－

2015/5/19
　B-DG作業着手

1.事前打合せ
工事着手前に調達
先と、点検内容・

工程・体制・安全に
ついて相互確認す

る

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU15K3-311）】
当社担当は、工事開始前に調達先と事前に点検内容、工
程、体制、安全作業などについて打合せをする手順となっ
ている

－ － －

2015/5/19 1.事前打合せ
工事着手前に調達
先と、点検内容・

工程・体制・安全に
ついて相互確認す

る

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU15K3-311）】
当社担当は、工事開始前に調達先と事前に点検内容、工
程、体制、安全作業などについて打合せをする手順となっ
ている

－ － －

2015/5/22
　盤内点検

3.盤内取付け部品
点検手入れ、清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する

－

【聞き取り調査結果：作業員Ｄ】
・配線の点検方法は、焼損、傷、ドア部等の確認を行う。
・焼損や傷などの確認は見える範囲で確認する。
・2本配線の場合も見える範囲を確認しているので、奥の
配線は見ていない。
・マークチューブの確認は行っていない。
・基本的に奥側のマークチューブは見えない。

2015/5/22 3.盤内取付け部品
点検手入れ、清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｅ】
・工事要領書に記載のある「制御盤内部の配線確認」は、
電線の傷や結束状況等を確認するものである。なお、配
線の接続確認をする項目は工事要領書に記載はない。
・マークチューブが擦れて見えないか等の視点では見てい
ないが、異常が確認されれば客先に報告する。
・品管者は、自ら配線の確認は行わない。
・現管者は、作業員より特段の報告がない限り、自ら配線
の確認は行わない。

2015/5/22 3.盤内取付け部品
点検手入れ、清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｄ】
・配線の点検について目で見える範囲で、色やテンション
がかかっていないか等を確認する。
・マークチューブも見える範囲は確認する。
・2本配線の奥のマークチューブの文字は確認しないが、
マークチューブがある事を確認する。
・ライトは使用するが、手鏡は使用しない。

2015/5/22 3.盤内取付け部品
点検手入れ、清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する

（記録確認）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU15K3-311）】
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事報告書（AU15HQ2-074）】
担当Ｃは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。

－ －

＜調達先＞
【【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御
設備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検
工事要領書（AU15K3-311）】】
作業員は、「制御盤内部の配線確認」について、「電線に
傷がないか」「束線・固定状況はよいか」等を、目視または
触手にて確認する手順となっている。

－

問題点⑦
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
健全性を確認するために必要な目視点検項目の実施範
囲を項目毎に作業手順で明確にするべきであったが、点
検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について
手順で明確化していなかった。

問題点⑧
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
電源受電前の確認項目として、経年劣化による影響確認
としての点検作業および、作業に伴い機器の状態を変化
させる可能性がある範囲について、健全性確認を行う
ホールドポイントを定めるべきであったが、手順で明確化
していなかった。
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電気保修課長
課長Ｃ

電気保修課
副長Ｄ

電気保修課長
課長Ｂ

電気保修課
副長Ｃ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ｃ（退職）

現管者Ｄ 品管者Ｅ 作業員Ｄ

保安規定に定め
る職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規程・要領等） 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【８．３－２定検中間点検（追１）】

2015/5/22 3.盤内取付け部品
点検手入れ、清掃

・圧着端子の確認を
実施する。

－

【聞き取り調査結果：作業員Ｄ】
・圧着端子の確認はチェックマークで確認を行う。
・見える範囲で確認する。（ハンドミラー等は使用しないの
で、見える範囲で確認している。）
・配線の確認に際し、一連の作業の中で圧着端子の変形
の確認も合わせて実施していた。

【聞き取り調査結果：品管者Ｅ】
・圧着端子の確認時は鏡を用いてまでの確認はしない。
　見える範囲で確認する。

【聞き取り調査結果：現管者Ｄ】
・圧着端子の点検対象は全部。
・2本配線など、裏になっている所は確認できない。

2015/5/22 3盤内取付け部品点
検手入れ、清掃

・圧着端子の確認を
実施する。

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｅ】
・圧着端子の点検は、解結線箇所については解結線タグ
を取付ける時にケーブルに触れるので、その時に「圧着端
子が変形していないか」や「バリアに近寄っていないか」、
「ねじれていないか」を確認する。
・解結線箇所以外の圧着端子の確認については、基本的
には全数確認することとなっているが、2本入線箇所の場
合は、見難い場所もあるので、そのようなところについて
は見える範囲で確認する。
・当該リレーの様に2本入線の場合、奥側は見えない。

2015/5/22 3.盤内取付け部品
点検手入れ、清掃

・圧着端子の確認を
実施する。

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｄ】
[圧着端子の点検方法]
・端子がハの字になっていないかと言う視点等で確認す
る。

2015/5/22 3.盤内取付け部品
点検手入れ、清掃

・圧着端子の確認を
実施する。
（記録確認）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU15K3-311）】
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事報告書（AU15HQ2-074）】
担当Ｃは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。なお、具体的な点検
範囲や端子の取付け状態の健全性等を確認できるような
記載はなかった。

－ －

2015/5/22 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする －

【聞き取り調査結果：作業員D】
・緩み確認方法については先輩からのOJT教育を受け
た。
・指が入りにくいところも、基本全数触手で行う。
　どうしても、出来ない場合は、目視で確認する。
・当該リレーの奥側の見えなかった配線についての報告
は、作業員の判断で、現場管理者への報告していない。
・この判断は、自分の知見／経験で培ったもので、先輩か
ら教育を受けたものではない。

2015/5/22 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする）

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｅ】
・ねじの緩みのない事は、基本は触手にて全数確認する。
・2本入線のねじの緩み確認については、手前側の配線の
みを触手にて確認。
・触手できないところについては、解線したり器具を取外し
てまでの確認はしない。
・この確認方法については以前からの経験によるものであ
り、先輩からのOJTで教育を受けた。
・ハンドミラー等を用いての確認はしない。
・ねじの緩みの確認は、分解しないと見えない箇所までの
確認はしていない。見える範囲で全数行う。
・ねじの見た場所と見えなかった場所は、記録には残して
いない。
・ねじの緩みの確認は、解結線を行った場所と作業員から
相談を受けたものについて、触手にて確認する。

2015/5/22 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする）

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｄ】
・新人には、着眼点や見方を教え、何かあれば現場管理
者に報告するよう教育していた。
・新人や作業員へは現場管理者や品管などの先輩が指
導していた。
・異常があって作業員から報告を受けたら、現物を確認す
る。
・見えない所（製品の中以外）はない。全て見える。
・緩み確認の対象は全数。
・ねじの緩み確認についての基準や手順はない。
・作業員が触った範囲、見た範囲、見えなかった範囲の報
告は受けていないが、自分も同じ様に確認している。（実
際にダブルチェックしている。

2015/5/22 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする

（記録確認）

＜調達先＞
泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU15K3-311）
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事報告書（AU15HQ2-074）】
担当Ｃは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。 － －

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU15K3-311）】
作業員は、「圧着端子の確認｣ついて、「圧着端子は変形
していないか」、「間隔はよいか｣「チェックマークが消えて
いないか」等を、確認する手順となっている。なお、見難い
範囲の確認方法について具体的な記載はなかった。

-

＜調達先＞
泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU15K3-311）
作業員は「ねじ類の増締め」について、「ねじの緩みのな
いことの確認」を、ドライバーまたは触手にて、全数点検す
ることになっている。

－
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電気保修課長
課長Ｃ

電気保修課
副長Ｄ

電気保修課長
課長Ｂ

電気保修課
副長Ｃ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ｃ（退職）

現管者Ｄ 品管者Ｅ 作業員Ｄ

保安規定に定め
る職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規程・要領等） 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【８．３－２定検中間点検（追１）】

2015/6/5 20..試運転
無負荷/負荷試運
転時に、運転状況

の確認をする
－

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事報告書（AU15HQ2-074）】
現場立会を実施し運転状況については、特に異常がない
ことを確認した。

2015/6/5 20..試運転
無負荷/負荷試運
転時に、運転状況

の確認をする
－

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事報告書（AU15HQ2-074）】
現場立会を実施し運転状況については、特に異常がない
ことを確認した。

2015/6/5 20..試運転
無負荷/負荷試運
転時に、運転状況

の確認をする
（立会）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU15K3-311）】
当社担当は、「無負荷試運転」「負荷試運転」について、起
動状態に異常がないことを確認する手順となっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事報告書（AU15HQ2-074）】
現場立会を実施し運転状況については、特に異常がない
ことを確認した。

－ －

2015/7/10 3-2定検　中間点検
（追1）　DG制御盤
点検　工事報告書

作成

＜当社＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事仕様書】
工事仕様書には、調達先は工事報告書については、工事
竣工日までに当社へ提出することとなっている。

－ － －

2015/8/3
　工事報告書受領 3-2定検　中間点検

（追1）　DG制御盤
点検　工事報告書

受領・確認

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事報告書（AU15HQ2-074）】
工事仕様書で要求した仕様と工事報告書に記載されてい
る仕様が同じであることを確認した。

－

工事報告書確認

【聞き取り調査結果：主任Ａ】
・担当者と調達先とは、良好な関係性で作業を完了してい
たと思う。 －

工事報告書確認

【聞き取り調査結果：副長Ｄ】
・工事報告書については、記載抜け、判定基準内に収まっ
ているか、特記事項等を重点的に確認している。
・調達先が実施している端子の締付け確認は、記録で
「良」となっているため、全数実施と認識している。
・当社としての立会区分としては記録確認であり、本件は
基本立会ではないので立会う必要ない。注意深く確認が
必要なのは解結線を伴う作業の時と考える。
・担当者と調達先の対応者とは、良好な関係は出来てい
た。
・担当者は、記録の確認内容、方法等は理解していると考
えている。

－

2015/8/11

工事報告書確認

【聞き取り調査結果：課長Ｃ】
・調達先が実施している端子の締付け確認は、何かを分
解してまでは見ていないが、基本的には全数見ている。
・担当者と調達先の対応者とは、良好な関係で、コミュニ
ケーションは十分だった。
・担当者は、記録の確認内容、方法等は、理解していると
考えている。

－

2015/7～2017/1 ＜当社＞
【保安規定】
第72条 モード1,2,3及び4において、DGは2基が動作可能
であること。

第73条 モード1,2,3及び4以外において、DGは2基が動作
可能であること。

【定期試験】
・1回／月のDG定期試験を実施し、MCRからの起動操作
により起動が可能であることを確認しており、機能を確認
できている。

・当該リレー端子については、リレーの交換実績もなく、解
結線作業も実施していない。

－ －

＜調達先＞
泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追１）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU15K3-311）
調達先は、「無負荷試運転」「負荷試運転」について、起動
状態に異常がないことを確認する手順となっている。

－

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
「泊発電所品質保証計画書」に基づき、調達管理の具体
的方法を規定したものである。工事仕様書の要求事項に
適合していることを、調達先より提出された工事報告書の
審査により検証する。

【泊発電所保修管理要則（R-30-211-11)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、具体的な保修業務
の内容、管理事項を定めたものである。工事報告書につ
いては、「工事要領書・報告書の運用および作成要則」
（R-30-211-12）に準じて作成されていることを確認する。

【泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則
（R-30-211-12)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、報告書の作成方法
を定めたものである。工事報告書は、工事終了後速やか
に提出され、記載内容についての確認を行う。

－

定期試験
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電気保修課長
課長Ｃ

電気保修課
副長Ｄ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ｄ

現管者Ｅ 品管者Ｃ 作業員Ｅ（退職）

保安規定に定め
る職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当社 調達先

3-2定検中間（追2）

2016/12/7 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機制
御盤点検

工事仕様書の
作成 －

工事仕様書の
確認

－

工事仕様書の
審査

－

工事仕様書の
確認

－

2017/2/10 3-2定検　中間点検
（追2）　ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発
電機制御盤点検

工事要領書
の提出

＜当社＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事仕様書】
仕様書には、調達先は工事要領書については、着工前ま
でに当社へ提出し確認を得ることとなっている。

－ － －

2017/2/10
　工事要領書受領

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所品質に係る重要度分類(R-30-201)】
機器を品質に係る重要度に応じて分類したものである。当
該設備の重要度は、「Ａ１」である。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
「泊発電所品質保証計画書」に基づき、調達管理の具体
的方法を規定したものである。調達先に、工事等を行う際
にはあらかじめ、個別仕様書で調達要求事項を明確化し
た要領書等を提出させ、確認し受領する。立会者につい
ては「泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-215）」
に基づき任命された必要な資格を有する者とする。
・ 品質管理基準表で点検に係る管理項目とその当社の
立会程度が規定さている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU17K3-090）】
工事要領書は、工事仕様書（共通仕様書含む）の要求事
項を基に作成している。工事範囲は、工事仕様書内の工
事の内訳の項目を基に工事範囲が明確化されている。

れ、清掃を要求）

手順が規定されている。

　（１） 盤内の目視点検、触手点検を行う
　① 外観点検② 配線の点検③ 圧着端子の点検④ 端子
台の点検⑤ ねじ類の増し締め（今回端子の取付け不良
が顕在化した点検項目）
　⇒点検項目：増し締めは実施したか（緩みのないことの
確認）
　⇒判定基準：緩みがないこと
　⇒点検方法：ドライバー、触手

－

位」が最低要求事項として規定されている。

重要な事項については、該当手順の前に記載すること。 出」として設定している。

【共通仕様書】

立会程度が規定さている。

位」が最低要求事項として規定されている。

書の手順では電源復旧前に目視点検後の健全性確認を
「抜取立会：ホールドポイント」として設定していない。

認としておりホールドポイントとして設定されている。

規定されており、当社立会程度は「全数立会」が要求事項
として規定されておりホールドポイントである。

【泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-215)】
担当Dは、資格基準を満たす者であることを確認した。

【泊発電所保修管理要則（R-30-211-11)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、具体的な保修業務
の内容、管理事項を定めたものである。据付・施工管理に
ついては、工事施行前に、工事の実施手順、検査、判定
基準、品質保証上留意すべき事項等を工事要領書に明
確に記載するよう要求している。また、据付・施行にあたっ
ての注意事項等について記載するよう要求している。工事
要領書については、「工事要領書・報告書の運用および作
成要則」（R-30-211-12）に準じて作成されていることを確
認する。
【泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-215)】
試験・検査要員（担当者）は、資格基準を満たす者とする。

【聞き取り調査結果：担当Ｄ】
・他の工事要領書との比較や前回定検の工事要領書から
の変更点等を確認していた。
・工事要領書の標準的な記載や立会程度を示している社
内規程類は理解していた。
・品質管理立会程度表と工事要領書が異なることは認識
していなかった。（比較はしていない）
・盤内の目視点検については、ホールドポイントでなけれ
ばならないとの認識はなかった。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）
・工事要領書のレビューに関する細かな教育はされていな
いと思う。「泊発電所トラブル情報検討要領（R-30-218）」

本要領は、国内外の原子力発電所、原子力発電所以外
の原子力施設および原子力施設以外の施設で発生したト
ラブル情報の分析、検討および反映等の処理のため、泊
発電所における運用および業務分担を明確にし、発電所
での予防処置、設備・運用の改善に役立てることを目的と
して制定されている、

【泊発電所教育訓練管理要領（R-30-206）」
教育基準，必要な知識として，業務項目に応じた到達レベ
ルと業務遂行に必要な知識･技能（力量）の評価基準を規
定しており，原子力部門共通教育ステップⅠで要求される
品質保証（Ⅰ）では「マニュアル類の基本体系やＰＤＣＡ，
目標管理，不適合管理,文書管理等のＱＭＳの基本的概
念を理解していること」，教育ステップⅡで要求される品質
保証（Ⅱ）では「ＱＭＳの体系を理解し，発電所のマニュア
ル等に基づき,適切に業務を遂行できること」をＯＪＴにて教
育を実施することと規定されており、担当Ｄは、要領書ﾚ
ﾋﾞｭｰ段階ではﾚﾍﾞﾙⅡを有していた。

3-2定検　中間点検
（追2）　ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発
電機制御盤点検

工事要領書
の受領・検討

問題点⑦
問題点⑧

問題点⑦
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
健全性を確認するために必要な目視点検項目の実施範
囲を項目毎に作業手順で明確にするべきであったが、点
検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について
手順で明確化していなかった。

問題点⑧
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
電源受電前の確認項目として、経年劣化による影響確認
としての点検作業および、作業に伴い機器の状態を変化
させる可能性がある範囲について、健全性確認を行う
ホールドポイントを定めるべきであったが、手順で明確化
していなかった。

なお、端子の取付け状態確認については、解結線作業を
実施するものは手順や記録で管理され、最終復旧状態確
認として当社は全数立会で確認することとしているが、解
結線を行わない端子については、劣化を想定していない
範囲として取付け状態確認の対象とはしておらず、点検項
目には入っていない。点検に関して注意事項（品質・安
全・その他）及び判定基準が規定されているが、その実施
範囲について明確に定めていない。ねじの増し締めはどこ
まで実施するのか、ドライバーが入らない場合は触手で配
線端子部を押すこと、この作業で注意するべき観点につ
いては記載されていない。施工手順・工事管理チェック
シートでは点検手法は、目視点検・触手点検と記載されて
おり、点検項目毎の方法については、設備点検チェック
シート（記録フォーム）で具体化されている。但し、この記
録フォームにおいても、点検項目と点検方法及び判定基
準は記載されているが、実施範囲については明確に定め
ていない。

【泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則
（R-30-211-12)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、要領書の作成方法
を定めたものである。工事要領書の記載内容についての
確認を行い、作業着手前までに最終図とする。工事要領
書は実作業の手順に合わせ、作業の要領を具体的に記
載する。

ち工事要領(手順)、判定基準、注意事項等を明確にし、か
つ作業管理、品質管理、異物管理、安全管理、可燃性溶
剤取扱管理、放射線管理等を明記し諸設備の健全性確
保、作業員の災害防止と共に作業の円滑かつ確実な進
捗を図るために作成するものと規定されている。
 工事要領書は実作業の手順に合わせ、作業の要領を

具体的に記載しなければならないこと。

実施できるよう作業ステップ順に具体的かつ詳細に記載
すること。

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
個別仕様書は、調達要求事項として、工事等の仕様につ
いては、現地工事等、調達先が行う具体的な工事内容
が、対象となる工事の範囲、機器等を含めて明確となるよ
うに記載するよう規定している。

【共通仕様書】
個別仕様書では記載しない共通的な要求事項を記載し、
これについても工事仕様書に呼び込む形で工事に係る当
社要求事項としている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事仕様書】
工事仕様書では以下の事項を要求事項としている。

の未然防止および機能の維持を図ることにより、設備の
安全且つ円滑な運転を果たすことを目的とするとしてい
る。

いる）

なお、端子の取付け状態の確認に関して、具体的な確認
手順、検査手順および記録すべき事項を定めることにつ
いての記載はなかった。

－

時系列図【９．３－２定検 中間点検（追２）】

⑧

⑦

⑧

⑦

⑧
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電気保修課長
課長Ｃ

電気保修課
副長Ｄ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ｄ

現管者Ｅ 品管者Ｃ 作業員Ｅ（退職）

保安規定に定め
る職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当社 調達先

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

時系列図【９．３－２定検 中間点検（追２）】

工事要領書の確認

【聞き取り調査結果：主任Ａ】
・他の工事要領書との比較や前回定検の工事要領書から
の変更点等を確認していた。
・工事要領書の標準的な記載や立会程度を示している社
内規程類は理解していた。
・品質管理立会程度表と工事要領書が異なることは認識
していなかった。（比較はしていない）
・盤内の目視点検については、ホールドポイントでなけれ
ばならないとの認識はなかった。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）
・工事要領書のレビューに関する細かな教育はされていな
いと思う。

－

2017/2/14

工事要領書の審査

【聞き取り調査結果：副長Ｄ】
・工事の要領書としては「泊発電所工事要領書・報告書の
運用および作成要則（R-30-211-12)」を確認、その他保修
要則等も確認。また、他の要領書と比較、1,2号機での経
験、不具合等も踏まえているかも確認している。
・前回工事の内容との相違点を重点的に確認した。
・盤内の目視点検については、ホールドポイントでなけれ
ばならないとの認識はなかった。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。

－

2017/2/15

工事要領書の確認

【聞き取り調査結果：課長Ｃ】
・点検対象、点検区分に問題がないか確認している。
・島根問題も踏まえ機器点検周期表と照らして確認してい
る。
・保全計画（点検周期、点検計画）を基に確認している。
・要領書は既に確立されているので、要領類と直接照らし
て確認はしていない。
・盤内の目視点検については、ホールドポイントでなけれ
ばならないとの認識はなかった。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）
・工事要領書のレビューに関する具体的な教育はうけてい
ないと思う。

－

2017/2/20
　B-DG作業着手

1.事前打合せ
工事着手前に調達
先と、点検内容・

工程・体制・安全に
ついて相互確認す

る

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU17K3-090）】
工事要領書には、担当は、工事開始前に調達先と事前に
点検内容、工程、体制、安全作業などについて打合せを
する手順となっている。

【聞き取り調査結果：担当Ｄ】
・現管者に、請負人一般心得の変更事項等があれば周知
をしていた。
・作業場所は、盤内で狭い場所ではあるが、環境について
は特に問題はない。

－ －

2017/2/20 1.事前打合せ
工事着手前に調達
先と、点検内容・

工程・体制・安全に
ついて相互確認す

る

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU17K3-090）】
工事要領書には、現管者は、工事開始前に当社と事前に
点検内容、工程、体制、安全作業などについて打合せを
する手順となっている。

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｅ】
【責任と権限】
・作業員を指示監督し、要領書の記載されている内容が
抜けなく行い、点検による機器の出来栄えや安全等の作
業管理を行うと共に客先との調整も含め行うことが、現管
者の責任と考える。

－

2017/4/10
　盤内点検

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｃ】
【配線の点検方法]
・配線の確認範囲は、ダクトは外さずに目視で確認できる
範囲で確認する。
・マークチューブの確認は特に行っていない。

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｅ】
【配線の点検方法]
・2本配線で奥に配線しているケーブルのマークチューブ
で動きづらい（回り辛い）ものもあるので、全ての線番号を
確認できないものもあり、手前の配線のみを確認している
場合もある。

2017/4/10 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する －

【聞き取り調査結果：品管者Ｃ】
【配線の点検方法]
・品質に係る内容は、品管の責任であり、品質を確保する
のが役目と認識している。
・記録での確認を行う。
・不都合があれば、その内容を是正させる。

2017/4/10 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｅ】
【配線の点検方法]
・品質記録に記載されている内容を確認する。
・符号が消えていないか、傷がないか等、配線状態の良
否を確認していた。
・作業員に確認方法の指示はしているが、確認しているさ
まを全て見ているわけではない。
・作業前には若くてもベテランでも、確認方法を指示（教
育）している。
・作業員が確認して異常がなければ現管者が確認する事
はない。全体的に確認はするが、一ずつの確認はしてい
ない。

2017/4/10 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する

（記録確認）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU17K3-090）】
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

[泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事報告書（AU17HQ2-064）】
担当Ｄは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。

－ －

3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU17K3-090）】
作業員は、「制御盤内部の配線確認」について、「電線に
傷がないか」「束線・固定状況はよいか」等を、目視または
触手にて確認する手順となっている。

－

問題点⑦
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
健全性を確認するために必要な目視点検項目の実施範
囲を項目毎に作業手順で明確にするべきであったが、点
検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について
手順で明確化していなかった。

問題点⑧
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
電源受電前の確認項目として、経年劣化による影響確認
としての点検作業および、作業に伴い機器の状態を変化
させる可能性がある範囲について、健全性確認を行う
ホールドポイントを定めるべきであったが、手順で明確化
していなかった。
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電気保修課長
課長Ｃ

電気保修課
副長Ｄ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ｄ

現管者Ｅ 品管者Ｃ 作業員Ｅ（退職）

保安規定に定め
る職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当社 調達先

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

時系列図【９．３－２定検 中間点検（追２）】

2017/4/11

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｃ】
[圧着端子の点検方法]
・作業員は、圧着端子のハの字、折れ、倒れを見える範囲
で確認している。
・2本配線の奥は見えない。
・ライトは使用するが、手鏡は使用しない。
・圧着端子を外してまでは確認しない。

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｅ】
[圧着端子の点検方法]
・作業員は、分解しない見える範囲で確認している。
・変形や横の端子に近すぎないか、また、圧着マークの確
認を行っている。
・確認方法としては、変形等がないか横の端子（圧着端
子）と比較するように目視により確認している。
・見る範囲は先輩からのOJTにより教育を受けている。
・これらについて、詳細な手引きはない。要領書に従って
実施している。

2017/4/11 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃

・圧着端子の確認を
実施する

－ －

2017/4/11 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃

・圧着端子の確認を
実施する

－ －

2017/4/11 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃

・圧着端子の確認を
実施する

（記録確認）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU17K3-090）】
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

[泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事報告書（AU17HQ2-064）】
担当Ｄは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。なお、具体的な点検
範囲や端子の取付け状態の健全性等を確認できるような
記載はなかった。

－ －

2017/4/11 【聞き取り調査結果：品管者Ｃ】
【端子取付けに緩みがないことの確認方法]
・作業員の端子の緩み確認は、端子の横から締め方向に
触手で確認している。
・2本入線されている場合は、手前を触る。
・指が入らない所（指先が入る範囲は確認）は触らない。
・ライト、鏡は使用していない。
・指が入らない場合は、目視にて、変色、スプリングの状
態で確認するが、目視で確認できない所もある。
・端子の緩み確認方法についての、マニュアルはない。

・作業員から緩み確認が出来なかった範囲や、見えな
かった範囲の報告はない。事前に作業員には見える範囲
で確認するよう指示している。

・チェックリストを使用して、全数実施したことの確認はして
いない。順番に確認して行くので、基本的に漏れなく確認
していると思われる。

【聞き取り調査結果：現管者Ｅ】
【端子取付けに緩みがないことの確認方法]
・作業員は、緩み確認は触手がメインで、ズレがあれば、
締付けることをOJTの中で学んでいたと思う。
・緩み確認の方法としては、触手で確認するが手が入らな
い場所には棒を使用する。
・緩みを確認した場合は、ドライバーを使用する。
・緩み確認の技量認定はない。（基準はなく、経験によるも
の。）
・2本入線の場合の確認も、1本の配線と同じ様に2本とも
触るように確認していたと思う。
・テーピングしていて見えない範囲等は見ない。
・作業員には、狭い箇所も見るよう指示していた。細い棒
を使用、照明も使用、手鏡も使用していたと思う。
・これらの手段については、OJTと作業の経験による。社
内標準等のルール化された確認方法の手順はなく、先輩
からのOJTや経験による。
・当該端子は、左端にあったのでアンプ端子の所を触れ
れば確認出来たかもしれないが、触れなければその上の
ケーブルを触らさるので、気が付かなかったかもしれな
い。
・基本的に全て確認するが、図面を使用してまでのチェッ
クは行っていない。

2017/4/11 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｃ】
・作業員と現管者が確認していることを確認している。
・解結線のした所は、立会で確認する。

2017/4/11 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする －

【聞き取り調査結果：現管者Ｅ】
・現管者は、もし何かチェックの中で異常があれば作業員
から連絡をうけ、対応を指示する。（作業員は全てチェッ
ク）
・直接、異常がなければ作業員のみの確認を全数実施し
ている。
・作業員が触って確認を行っており、基本的に現管者は触
らない。異常の報告があれば、確認のうえ指示を行う。

3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU17K3-090）】
作業員は「ねじ類の増締め」について、「ねじの緩みのな
いことの確認」を、ドライバーまたは触手にて、全数点検す
ることになっている。

－

－

－

3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃

・圧着端子の確認を
実施する

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU17K3-090）】
作業員は、「圧着端子の確認」について、「圧着端子は変
形していないか」、「間隔はよいか」、「チェックマークが消
えていないか」等を、確認する手順となっている。なお、見
難い範囲の確認方法について具体的な記載はなかった。

－
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電気保修課長
課長Ｃ

電気保修課
副長Ｄ

電気保修課
主任Ａ

電気保修課
担当Ｄ

現管者Ｅ 品管者Ｃ 作業員Ｅ（退職）

保安規定に定め
る職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当社 調達先

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

時系列図【９．３－２定検 中間点検（追２）】

2017/4/11 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする

　（記録確認）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU17K3-090）】
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事報告書（AU17HQ2-064）】
担当Dは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。

【聞き取り調査結果：担当Ｄ】
・調達先は、点検時はチェックシートを現管が読み上げ、
品管がドライバーで確認し点検していたと思う。
・調達先は解線していないところは見ていないとの認識。
解結線したところは見ていた。
・2本接続している端子の場合でも、1本の場合でも同じよ
うな確認方法で調達先は確認していた。

－ －

2017/4/27 19.試運転
無負荷/負荷試運
転時に、運転状況

の確認をする
－

2017/4/27 19.試運転
無負荷/負荷試運
転時に、運転状況

の確認をする
－

2017/4/27 19.試運転
無負荷/負荷試運
転時に、運転状況

の確認をする
（立会）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU17K3-090）】
当社担当は、「無負荷試運転」「負荷試運転」について、起
動状態に異常がないことを確認する手順となっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事報告書（AU17HQ2-064）】
・現場立会を実施し運転状況については、特に異常がな
いことを確認した。

－ －

2017/5/8 3-2定検　中間点検
（追2）　ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発
電機制御盤点検
工事報告書作成

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事仕様書】
仕様書には、調達先は工事報告書については、工事竣工
日までに当社へ提出することとなっている。

－ － －

2017/5/29
　工事報告書受領

3-2定検　中間点検
（追2）　ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発
電機制御盤点検

工事報告書
受領・確認

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事報告書（AU17HQ2-064）】
工事仕様書で要求した仕様と工事報告書に記載されてい
る仕様が同じであることを確認した。

【聞き取り調査結果：担当Ｄ】
・調達先の対応者とは、普通の関係であった。険悪な関係
ではない。

－

工事報告書確認

【聞き取り調査結果：主任Ａ】
・担当者は、記録の確認内容、方法等は理解していたと思
う。 －

工事報告書確認

【聞き取り調査結果：副長Ｄ】
・工事報告書については、記載抜け、判定基準内に収まっ
ているか、特記事項等を重点的に確認している。
・調達先が実施している端子の締付け確認は、記録で
「良」となっているため、全数実施と認識している。
・当社としての立会区分としては記録確認であり、本件は
基本立会ではないので立会う必要ない。注意深く確認が
必要なのは解結線を伴う作業の時と考える。
・担当者と調達先の対応者とは、良好な関係は出来てい
た。
・担当者は、記録の確認内容、方法等は理解していると考
えている。

－

2017/5/30

工事報告書確認

【聞き取り調査結果：課長Ｃ】
・調達先が実施している端子の締付け確認は、何かを分
解してまでは見ていないが、基本的には全数見ている。
・担当者と調達先の対応者とは、良好な関係で、コミュニ
ケーションは十分だった。
・担当者は、記録の確認内容、方法等は、理解していると
考えている。

－

2017/5～2018/9 ＜当社＞
【保安規定】
第72条 モード1,2,3及び4において、ディーゼル発電機は2
基が動作可能であること。

第73条 モード1,2,3及び4以外において、ディーゼル発電
機は2基が動作可能であること。

【定期試験】
・1回／月のDG定期試験を実施し、MCRからの起動操作
により起動が可能であることを確認しており、機能を確認
できている。

・当該ﾘﾚｰ端子については、ﾘﾚｰの交換実績もなく、解結
線作業も実施していない。

－ －

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
「泊発電所品質保証計画書」に基づき、調達管理の具体
的方法を規定したものである。工事仕様書の要求事項に
適合していることを、調達先より提出された工事報告書の
審査により検証する。

【泊発電所保修管理要則（R-30-211-11)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、具体的な保修業務
の内容、管理事項を定めたものである。工事報告書につ
いては、「工事要領書・報告書の運用および作成要則」
（R-30-211-12）に準じて作成されていることを確認する。

【泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則
（R-30-211-12)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、報告書の作成方法
を定めたものである。工事報告書は、工事終了後速やか
に提出され、記載内容についての確認を行う。

－

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU17K3-090）】
調達先は、「無負荷試運転」「負荷試運転」について、起動
状態に異常がないことを確認する手順となっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追２）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事報告書（AU17HQ2-064）】
現場立会を実施し運転状況については、特に異常がない
ことを確認した。

－

定期試験
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電気保修課長
課長Ｃ

電気保修課
副長Ｅ

電気保修課
主任Ｂ

電気保修課
担当Ｅ

現管者Ｆ 品管者Ｆ 作業員Ｆ

保安規定に定め
る職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当　社 調達先

3-2定検中間（追3）

2018/6 DG制御盤点検
工事仕様書の

作成

－

2018/6 工事仕様書の
確認

－

2018/6/4 工事仕様書の
審査

－

2018/6/4 工事仕様書の
確認

－

2018/10/1 3-2定検　中間点検
（追3）　DG制御盤
点検　工事要領書

の提出

＜当社＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追３）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事仕様書】
仕様書には、調達先は工事要領書については、着工前ま
でに当社へ提出し確認を得ることとなっている。

－ － －

2018/10/1
　工事要領書受領

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所品質に係る重要度分類(R-30-201)】
機器を品質に係る重要度に応じて分類したものである。
当該設備の重要度は、「Ａ１」である。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
「泊発電所品質保証計画書」に基づき、調達管理の具体
的方法を規定したものである。調達先に、工事等を行う際
にはあらかじめ、個別仕様書で調達要求事項を明確化し
た要領書等を提出させ、確認し受領する。
立会者は「泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-
215）」に基づき任命された必要な資格を有する者とする。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追３）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU18K3-571）】
工事要領書は、工事仕様書（共通仕様書含む）の要求事
項を基に作成している。工事範囲は、工事仕様書内の工
事の内訳の項目を基に工事範囲が明確化されている。

れ、清掃を要求）

手順が規定されている。

　（１） 盤内の目視点検、触手点検を行う
　① 外観点検② 配線の点検③ 圧着端子の点検④ 端子
台の点検⑤ ねじ類の増し締め（今回端子の取付け不良
が顕在化した点検項目）
　⇒点検項目：増し締めは実施したか（緩みのないことの
確認）
　⇒判定基準：緩みがないこと
　⇒点検方法：ドライバー、触手

－

位」が最低要求事項として規定されている。

重要な事項については、該当手順の前に記載すること。 出」として設定している。

【共通仕様書】

立会程度が規定さている。

位」が最低要求事項として規定されている。

書の手順では電源復旧前に目視点検後の健全性確認を
「抜取立会：ホールドポイント」として設定していない。

認としておりホールドポイントとして設定されている。

規定されており、当社立会程度は「全数立会」が要求事項
として規定されておりホールドポイントである。

【泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-215)】
担当Eは、資格基準を満たす者であることを確認した。

【泊発電所保修管理要則（R-30-211-11)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、具体的な保修業務
の内容、管理事項を定めたものである。据付・施工管理に
ついては、工事施行前に、工事の実施手順、検査、判定
基準、品質保証上留意すべき事項等を工事要領書に明
確に記載するよう要求している。また、据付・施行にあたっ
ての注意事項等について記載するよう要求している。工事
要領書については、「工事要領書・報告書の運用および作
成要則」（R-30-211-12）に準じて作成されていることを確
認する。
【泊発電所試験および検査の管理要領（R-30-215)】
試験・検査要員（担当者）は、資格基準を満たす者とする。

【聞き取り調査結果：担当Ｅ】
・過去の要領書と相違のないことや、1.2号機からの反映
事項が反映されていることと、工事仕様書内容が記載さ
れていることを確認すると共に、発電所の要領、要則類に
照らして作成していた。
・工事仕様書で、当社の要求が満足しているか確認した。
・盤内の目視点検については、ホールドポイントでなけれ
ばならないとの認識はなかった。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）
・工事要領書のレビューに関する具体的な教育は受けて
いなかったとと思う。

「泊発電所トラブル情報検討要領（R-30-218）」
本要領は、国内外の原子力発電所、原子力発電所以外
の原子力施設および原子力施設以外の施設で発生したト
ラブル情報の分析、検討および反映等の処理のため、泊
発電所における運用および業務分担を明確にし、発電所
での予防処置、設備・運用の改善に役立てることを目的と
して制定されている、

【泊発電所教育訓練管理要領（R-30-206）」
教育基準，必要な知識として，業務項目に応じた到達レベ
ルと業務遂行に必要な知識･技能（力量）の評価基準を規
定しており，原子力部門共通教育ステップⅠで要求される
品質保証（Ⅰ）では「マニュアル類の基本体系やＰＤＣＡ，
目標管理，不適合管理,文書管理等のＱＭＳの基本的概
念を理解していること」，教育ステップⅡで要求される品質
保証（Ⅱ）では「ＱＭＳの体系を理解し，発電所のマニュア
ル等に基づき,適切に業務を遂行できること」をＯＪＴにて教
育を実施することと規定されており、担当Ｅは、要領書ﾚ
ﾋﾞｭｰ段階ではﾚﾍﾞﾙⅡを有していた。

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
個別仕様書は、調達要求事項として、工事等の仕様につ
いては、現地工事等、調達先が行う具体的な工事内容
が、対象となる工事の範囲、機器等を含めて明確となるよ
うに記載するよう規定している。

【共通仕様書】
個別仕様書では記載しない共通的な要求事項を記載し、
これについても工事仕様書に呼び込む形で工事に係る当
社要求事項としている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備点検工事　第2回定検（追3）　ＤＧ制御盤点検　工事
仕様書】
工事仕様書では以下の事項を要求事項としている。

の未然防止および機能の維持を図ることにより、設備の
安全且つ円滑な運転を果たすことを目的とするとしてい
る。

いる）

なお、端子の取付け状態の確認に関して、具体的な確認
手順、検査手順および記録すべき事項を定めることにつ
いての記載はなかった。

－

3-2定検　中間点検
（追3）　DG制御盤
点検　工事要領書

の受領・検討

問題点⑦
問題点⑧

問題点⑦
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
健全性を確認するために必要な目視点検項目の実施範
囲を項目毎に作業手順で明確にするべきであったが、点
検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について
手順で明確化していなかった。

問題点⑧
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
電源受電前の確認項目として、経年劣化による影響確認
としての点検作業および、作業に伴い機器の状態を変化
させる可能性がある範囲について、健全性確認を行う
ホールドポイントを定めるべきであったが、手順で明確化
していなかった。

なお、端子の取付け状態確認については、解結線作業を
実施するものは手順や記録で管理され、最終復旧状態確
認として当社は全数立会で確認することとしているが、解
結線を行わない端子については、劣化を想定していない
範囲として取付け状態確認の対象とはしておらず、点検項
目には入っていない。点検に関して注意事項（品質・安
全・その他）及び判定基準が規定されているが、その実施
範囲について明確に定めていない。ねじの増し締めはどこ
まで実施するのか、ドライバーが入らない場合は触手で配
線端子部を押すこと、この作業で注意するべき観点につ
いては記載されていない。施工手順・工事管理チェック
シートでは点検手法は、目視点検・触手点検と記載されて
おり、点検項目毎の方法については、設備点検チェック
シート（記録フォーム）で具体化されている。但し、この記
録フォームにおいても、点検項目と点検方法及び判定基
準は記載されているが、実施範囲については明確に定め
ていない。

【泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則
（R-30-211-12)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、要領書の作成方法
を定めたものである。工事要領書の記載内容についての
確認を行い、作業着手前までに最終図とする。工事要領
書は実作業の手順に合わせ、作業の要領を具体的に記
載する。

ち工事要領(手順)、判定基準、注意事項等を明確にし、か
つ作業管理、品質管理、異物管理、安全管理、可燃性溶
剤取扱管理、放射線管理等を明記し諸設備の健全性確
保、作業員の災害防止と共に作業の円滑かつ確実な進
捗を図るために作成するものと規定されている。
 工事要領書は実作業の手順に合わせ、作業の要領を

具体的に記載しなければならないこと。

実施できるよう作業ステップ順に具体的かつ詳細に記載
すること。

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【10．３－２定検 中間点検（追３）】

⑧

⑦

⑧

⑦

⑧
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電気保修課長
課長Ｃ

電気保修課
副長Ｅ

電気保修課
主任Ｂ

電気保修課
担当Ｅ

現管者Ｆ 品管者Ｆ 作業員Ｆ

保安規定に定め
る職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【10．３－２定検 中間点検（追３）】

工事要領書の確認

【聞き取り調査結果：主任Ｂ】
・制御盤については、シーケンス試験など仕様要求をして
いるものに抜けが無いことの確認や、工程など全般的に
確認している。
・前回との変更点や疑問があれば他の要領を確認するこ
ととなるが、今回は前回との変更点を確認した。
・注意事項などや保修管理要則、異物管理、前回からの
変更点を確認している。
・盤内の目視点検については、ホールドポイントでなけれ
ばならないとの認識はなかった。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）

－

2018/10/4

工事要領書の審査

【聞き取り調査結果：副長Ｅ】
・前回の報告書の考察に特記がないか、反映されている
か、点検計画どおりに実施しているか等を確認している。
・工事要領書作成要則を用いて確認している。
・担当者には、請負人一般心得に記載していることを確認
するように指導している。
・盤内の目視点検については、ホールドポイントでなけれ
ばならないとの認識はなかった。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）
・工事要領書のレビューに関する具体的な教育は受けて
いなかったとと思う。

－

2018/10/9

工事要領書の確認

【聞き取り調査結果：課長Ｃ】
・点検対象、点検区分に問題がないか確認している。
・島根問題も踏まえ機器点検周期表と照らして確認してい
る。
・保全計画（点検周期、点検計画）を基に確認している。
・要領書は既に確立されているので、要領類と直接照らし
て確認はしていない。
・盤内の目視点検については、ホールドポイントでなけれ
ばならないとの認識はなかった。
・工事要領書レビュー時おいては、目視点検の点検実施
範囲（確認すべき範囲や記録項目およびその観点）を明
確にするという観点は持っていなかった。（明確であるとの
認識）
・工事要領書のレビューに関する具体的な教育はうけてい
ないと思う。

－

2018/10/22
　B-DG作業着手

1.事前打合せ
工事着手前に調達
先と、点検内容・

工程・体制・安全に
ついて相互確認す

る

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追３）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU18K3-571）】
工事要領書には、担当は、工事開始前に調達先と事前に
点検内容、工程、体制、安全作業などについて打合せを
する手順となっている。

【聞き取り調査結果：担当Ｅ】
・現管者Ｆに、盤内点検に関しては、特に指示していない。
・全般的な注意事項の確認は定検開始前と日々、作業前
に実施している。
・作業場所は、盤内であり狭いと感じるが、特に問題とな
る環境ではない。

－ －

2018/10/22 1.事前打合せ
工事着手前に当社

と、点検内容・
工程・体制・安全に
ついて相互確認す

る

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追３）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU18K3-571）】
工事要領書には、現管者は、工事開始前に当社と事前に
点検内容、工程、体制、安全作業などについて打合せを
する手順となっている。

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｆ】
【責任と権限】
・管理、監督を行うこと。
・現管者は、作業員が要領書に書かれている事を抜けなく
実施しているか確認し判定基準が満足しているか、正しい
方法で確認しているか確認する。

－

2018/10/29
　盤内点検

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｆ】
【配線の点検方法]
・作業員Ｆは、2本配線の場合も見える範囲を確認してい
るので、奥の配線は見ていない。
・焼損、傷、曲がり、ドア部等の確認を行う。
・焼損や傷などの確認は見える範囲で確認する。
・マークチューブの確認は行っていない。
・基本的に奥側のマークチューブは見えない。

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｆ】
【配線の点検方法]
・作業員Fは、項目内容の確認を全て確認する。

2018/10/29 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｆ】
・品質に係る内容は、品管の責任であり、品質を確保する
のが役目と認識している。
・解結線の場合、品管も結線状態の確認を行う。
・使用する計測器のチェック（有効期限など）を作業員と一
緒に確認する。
・配線の確認や端子の緩み確認などは、異常があれば作
業員から報告を受ける。

2018/10/29 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する

－ －

2018/10/29 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する

（記録確認）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追３）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU18K3-571）】
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追３）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事報告書（AU18HQ2-069）】
担当Eは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。

－ －

3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・制御盤内部の配
線確認を実施する

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追３）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU18K3-571）】
作業員は、「制御盤内部の配線確認」について、「電線に
傷がないか」「束線・固定状況はよいか」等を、目視または
触手にて確認する手順となっている。

－

【聞き取り調査結果：作業員Ｆ】
【配線の点検方法]
・過熱痕など配線の確認範囲は、ダクトは外さずに目視で
確認できる範囲で確認する。
・電線の識別の確認（マークチューブ）Cマークは脱落を確
認する。
・当該リレーの2本配線の確認は、見える範囲を確認する
ので手前を確認する。それを現場管理者に報告した。

－

問題点⑦
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
健全性を確認するために必要な目視点検項目の実施範
囲を項目毎に作業手順で明確にするべきであったが、点
検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について
手順で明確化していなかった。

問題点⑧
「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程において、
電源受電前の確認項目として、経年劣化による影響確認
としての点検作業および、作業に伴い機器の状態を変化
させる可能性がある範囲について、健全性確認を行う
ホールドポイントを定めるべきであったが、手順で明確化
していなかった。
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電気保修課長
課長Ｃ

電気保修課
副長Ｅ

電気保修課
主任Ｂ

電気保修課
担当Ｅ

現管者Ｆ 品管者Ｆ 作業員Ｆ

保安規定に定め
る職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【10．３－２定検 中間点検（追３）】

2018/10/29

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｆ】
[圧着端子の点検方法]
・作業員Fは、見える範囲全数の確認を行っている。
・裏を向いている端子については、鏡を使用していないの
で、物理的に確認できない範囲は見ていない。

2018/10/29 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃

・圧着端子の確認を
実施する

－ －

2018/10/29 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃

・圧着端子の確認を
実施する

－ －

2018/10/29 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃

・圧着端子の確認を
実施する

（記録確認）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追３）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU18K3-571）】
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

[泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追３）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事報告書（AU18HQ2-069）】
担当Eは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。なお、具体的な点検
範囲や端子の取付け状態の健全性等を確認できるような
記載はなかった。

－ －

2018/10/30

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｆ】
【端子取付けに緩みがないことの確認方法]
・作業員Ｆは、触手で緩みのない事を、圧着端子部を人差
し指で触って確認した。
・緩みが確認された場合に、ドライバーを触る。
・指が入りにくいところも、基本全数触手で行う。（どうして
も、出来ない場合は、目視で確認する。）
・暗い場所の確認の際は、仮設照明を使用した。
・手鏡は使用していない。
・図面の消し込みによる確認は行っていない。
・ねじの緩み確認方法はOJTによる教育のためルール、
マニュアルはない。

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｆ】
【端子取付けに緩みがないことの確認方法]
・基本は触手で全数確認する。ただし、手が入らない箇所
については、目視で確認する。
・緩みがある場合は、ドライバーで確認し締付けを行う。
・当該リレーの端子は、手前の配線を指で緩み確認した。
・緩み確認の仕方は、現地も工場も同じ方法で確認する。
・ねじの緩み確認方法は、OJTで教育を受けるため、社内
標準等のルール化されたものはない。
・仮設照明はハンドライトを使用している。
・全数実施したかは、チェックシートまたは図面の消し込み
による確認は行っていない。

2018/10/30 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｆ】
【端子取付けに緩みがないことの確認方法]
・品管者は、作業はしない。
・記録での確認を行う。
・特記事項があれば、その内容を確認する。

2018/10/30 3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする

－

【聞き取り調査結果：現管者Ｆ】
【端子取付けに緩みがないことの確認方法]
・現管者は、作業員を監督し、解結線をした箇所は、自分
の目でも確認する。

－

3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追３）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU18K3-571）】
作業員は「ねじ類の増締め」について、「ねじの緩みのな
いことの確認」を、ドライバーまたは触手にて、全数点検す
ることになっている。

－

【聞き取り調査結果：作業員Ｆ】
【端子取付けに緩みがないことの確認方法]
・ねじに緩みがないことは、触手にて全数緩み確認を行っ
た。
・緩みがあった場合は、ドライバーを使用する。
・基本的には、右手で確認するが、左側で確認しづらい場
合は左手で確認。
・指が入る場合は、人差し指で配線の左側面から締付け
方向に押して確認する。
・緩み確認は配線を2本とも触るが、当該リレーは奥まって
いるので、左手で人差し指で手前の配線を触りにいった。
・当該リレーを触った際、ライトで照らしながら触手で確認
したが、鏡は使用していない。
・全て触れたかのチェックシート（図面）は使用しない。
・ねじの緩みを確認する資格はない。
・ねじの緩み確認方法は先輩からOJTで教えられた。
・原子力発電所の作業員としての資格は、基礎教育と試
験を受け力量が判断され資格を得た。

3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃

・圧着端子の確認を
実施する

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追３）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU18K3-571）】
作業員は、「圧着端子の確認」について、「圧着端子は変
形していないか」、「間隔はよいか」、「チェックマークが消
えていないか」等を、確認する手順となっている。なお、見
難い範囲の確認方法、注意事項等について具体的な記
載はなかった。

－

【聞き取り調査結果：作業員Ｆ】
[圧着端子の点検方法]
・圧着端子の確認は全数確認する。
・2本配線の場合、後ろの配線の端子確認は行っていな
い。
・見えない範囲の報告は現場管理者に報告している。
・見えない箇所と緩み確認ができない場所は同じ場所な
ので、合わせて現管者に報告している。

－

－

【聞き取り調査結果：品管者Ｆ】
[圧着端子の点検方法]
・作業員Fは、現地では圧着端子の確認はチェックマーク
で確認を行う。
・見える範囲で確認する。（ハンドミラー等は使用しないの
で、見える範囲で確認している。）
・配線の確認に際し、一連の作業の中で圧着端子の変形
の確認も合わせて実施していた。
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電気保修課長
課長Ｃ

電気保修課
副長Ｅ

電気保修課
主任Ｂ

電気保修課
担当Ｅ

現管者Ｆ 品管者Ｆ 作業員Ｆ

保安規定に定め
る職務

原子炉施設のう
ち、電気設備の保
修、改造の実施
に関する業務を
行う

－ － － － － －

QMS規程に定め
る業務

組織の業務を統
括し、下位職位を
指揮監督する

組織の長を補佐
するとともに、指
定された業務につ
いて自ら行い、下
位職位を指揮監
督する

職場の効率的な
業務運営に資す

るべくマネー
ジャーをサポート

する

課長の指示のも
と、工事管理を行
う

品質・安全確保の
ための指示・確認
をする立場であ
り、実作業はしな
いことを基本とす
る（準備作業は除
く）

主要な作業の立
会確認および記
録を確認し、品質
が確保されている
ことを確認する

作業責任者（現管
者）の指揮に従
い、職務を遂行す
る

時　　　刻 ルール（規定・要領等） 当　社 調達先

事　実　（何に基づいてどうしたか？）
問題となるところ（あるべき姿との差異）

役職

当　社 調達先

補　　足

泊発電所

時系列図【10．３－２定検 中間点検（追３）】

2018/10/30

2018/11/9　9:34

　　　　　　　　　～

　　　　　　　　22:31

19.試運転
無負荷/負荷試運
転時に、運転状況

の確認をする －

【試運転】
・負荷試運転において、中央制御室からの遠隔起動操作
で3B-DGが起動しなかった。調査の結果、リレー端子のう
ち2本の端子が同一端子台に入線している箇所において
奥側の1本に接続不良が見られた。
・端子台から外れていた端子を復旧し、同日中に負荷試
験は問題なく完了。

2018/11/9　9:34

　　　　　　　　　～

　　　　　　　　22:31

19..試運転
無負荷/負荷試運
転時に、運転状況

の確認をする －

【試運転】
・負荷試運転において、中央制御室からの遠隔起動操作
で3B-DGが起動しなかった。調査の結果、リレー端子のう
ち2本の端子が同一端子台に入線している箇所において
奥側の1本に接続不良が見られた。
・端子台から外れていた端子を復旧し、同日中に負荷試
験は問題なく完了。

2018/11/9　9:34

　　　　　　　　　～

　　　　　　　　22:31

19..試運転
無負荷/負荷試運
転時に、運転状況

の確認をする
（立会）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追３）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU18K3-571）】
当社担当は、「無負荷試運転」「負荷試運転」について、起
動状態に異常がないことを確認する手順となっている。

【試運転】
・負荷試運転において、中央制御室からの遠隔起動操作
で3B-DGが起動しなかった。調査の結果、リレー端子のう
ち2本の端子が同一端子台に入線している箇所において
奥側の1本に接続不良が見られた。
・端子台から外れていた端子を復旧し、同日中に負荷試
験は問題なく完了。

－ －

2018/12/25 3-2定検　中間点検
（追3）　DG制御盤

点検
工事報告書作成

＜当社＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追３）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事仕様書】
仕様書には、調達先は工事報告書については、工事竣工
日までに当社へ提出することとなっている。

－ － －

2019/1/9
　工事報告書受領

3-2定検　中間点検
（追3）　DG制御盤
点検　工事報告書

受領・確認

【【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御
設備中間点検（追３）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検
工事要領書（AU18K3-571）】】
・工事仕様書で要求した仕様と工事報告書に記載されて
いる仕様が同じであることを確認した。

【聞き取り調査結果：担当Ｅ】
・調達先が実施している端子の締付け確認は、全数実施
していると思っている。
・調達先とは、良好でありｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝは取れていた。

－

工事報告書確認

【聞き取り調査結果：主任Ｂ】
・調達先が実施している端子の締付け確認は、抜取では
なく、全数実施していると思っている。
・担当者と調達先の対応者とは、良好であり、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
は取れていた。調達先の現管者も適切に対応していた。
・担当者は記録の確認内容･方法を理解していたと思う。

－

2019/1/9

工事報告書確認

【聞き取り調査結果：副長Ｅ】
・調達先が実施している端子の締付け確認は、全数実施
している。カバーがついている箇所（密閉）はやっていない
が、扉を開けて確認できるところは全て実施している。
・担当者と調達先の対応者とは、現場の人とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮ
ﾝはうまく出来ていたと思う。一体となって出来ていた。雰
囲気は良かった。
・担当者は、記録の確認内容、方法等は、指導はしている
ので、理解していると考えている。

－

2019/1/10

工事報告書確認

【聞き取り調査結果：課長Ｃ】
・調達先が実施している端子の締付け確認は、基本的に
は全数見ている。何かを分解してまでは見ていないが。
・担当者と調達先の対応者とは、良好な関係で、ｺﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝは十分だった。調達先の現管者は誠実に対応してい
るし、信用できる人だった。
・担当者は現場によく行くので、記録の確認内容、方法等
は、理解していると考えている。

－

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追３）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU18K3-571）】
調達先は、「無負荷試運転」「負荷試運転」について、起動
状態に異常がないことを確認する手順となっている。

－

＜当社＞
【泊発電所品質保証計画書(R-30-200)】
品質保証活動の具体的実施方針を定め、品質を達成す
るための業務の実施方法を継続的に改善し、原子力発電
所の安全性と信頼性を確保することを要求している。

【泊発電所調達管理要領(R-30-214)】
「泊発電所品質保証計画書」に基づき、調達管理の具体
的方法を規定したものである。工事仕様書の要求事項に
適合していることを、調達先より提出された工事報告書の
審査により検証する。

【泊発電所保修管理要則（R-30-211-11)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、具体的な保修業務
の内容、管理事項を定めたものである。工事報告書につ
いては、「工事要領書・報告書の運用および作成要則」
（R-30-211-12）に準じて作成されていることを確認する。

【泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則
（R-30-211-12)】
「泊発電所調達管理要領」に基づき、報告書の作成方法
を定めたものである。工事報告書は、工事終了後速やか
に提出され、記載内容についての確認を行う。

－

3.盤内取付け部品
点検手入れ・清掃
・ねじ類の増締め

（ねじの緩みのない
ことの確認）をする

（記録確認）

＜調達先＞
【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追３）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU18K3-571）】
当社担当は、調達先が実施した記録にて確認する手順と
なっている。

【泊発電所３号ユニット定期保安工事のうち電気制御設
備中間点検（追３）工事（電気設備）ＤＧ制御盤点検　工
事要領書（AU18K3-571）】
担当Eは、調達先が点検した当該作業の結果について、
記録にて点検結果を確認していた。

【聞き取り調査結果：担当E】
・調達先は、「端子取付けに緩みがないことの確認」を触
手で確認していたと認識していた。
・解結線作業を実施した箇所以外は、全て接続されている
と考えているので、触ってない箇所は端子が外れていると
は思わないため、緩み確認しか実施していないと思う。
・「端子取付けに緩みがないことの確認」については、全数
確認対象です。調達先とその事について認識確認などは
実施していないが、同じ認識と考えている。
・端子台の確認時はライトで照らし触手で確認している。
・盤内部の確認時の作業性は、正直、良くはない。奥は暗
いし、狭い。
・端子台の緩み確認は、触手で時計廻りに確認すると認
識している。ドライバーは締付けるもので、緩み確認は触
手で実施するイメージで、当該作業は立会項目ではない
ので、緩み確認作業は見ていない。

－ －

遠隔起動ができなかった



添付資料－３ (1 / 30)

調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

1

1972-原電-T002 1972年12月14日
11時51分

敦賀発電所1号 発電支障事故について 　発電機併入後出力上昇を行ないながら主変圧器のタップを切替えていたところ
タップ位置１０→１１（発電機出力７０ＭＷｅ）のところで「主変異常」と「ＴＣ（Ｔａｐ　ｃ
ｈａｎｇｅｒ）異常」の警報が出た。ただちに主変圧器の外部検査をしたところ，タッ
プ切替器コンサベータ放圧板が少しふくらんでいるのを発見。これと同時に現場
盤の「ＴＣ室圧力上昇」「浄油機圧力上昇」の表示が出ているのを確認した。

　この為同日１２時４５分発電機を解列した。


　タップ切替器可動接点の支点ピンが脱け落ちたため開閉動作が出来なくなって
いた。このため切替が途中で渉帯し，限流抵抗器を橋絡する状態になったため
抵抗器が焼損した。

　また切替器可動接点支点ピンが脱け落ちた原因としては組立時の支点ピン抜
止め用ロールピンが抜け落ちるかあるいは打忘れるかしたものと思われる。


①

　事故原因は組立時のミスと思われるのでメーカー側の品質管理を十分にする
よう要請するとともに受け入れ時の検査を十分行う。


A

2

1977-関西-T001 1977年04月28日
17時42分

美浜発電所3号 発電支障事故について 　出力８００ＭＷ一定運転４月２８日１７時４０分「主蒸気隔離」警報が発信し，ス
テータスライトで「Ａ－主蒸気隔離弁」閉を確認，その後１７時４２分「Ａ－蒸気発
生器水位異常低」で原子炉が停止し，続いてタービン，発電機が停止した。


　手動リセット型電磁弁のコネクターのリセットギャップ仕上げが悪くリセット時に
不安定な状態となっていて運転中の盤および床の振動とリセットレバーの自重に
より落下した。そのため主蒸気隔離弁用空気の供給が遮断され隔離弁閉に至っ
た。


①

１．不良電磁弁（５３７Ａ－４）をクラッチかかりの良い電磁弁と交換を実施した。

　また３号機に設置されている同一形式弁について点検を実施したが，いずれも

異常はなかった。

２．製作時のリセットギャップの管理基準を厳重にする。


A

3

1978-関西-T002 1978年08月18日
10時54分

高浜発電所1号 発電支障事故について 　８月１６日の給電指令により４１３ＭＷから８２６ＭＷへ出力上昇中，

８月１８日９時１０分頃から１Ｃ－冷却材ポンプ振動に上昇傾向が見られる

ようになり，９時４０分には「冷却材ポンプ注意」の警報が発信するに至った。

　その後振動は低下傾向を示したが，再び上昇傾向が見られたため１０時１５分

６８２ＭＷ出力より出力降下を開始した。

　出力降下中１０時５４分同ポンプ振動が急増したため，３８０ＭＷ出力において

タービンを手動停止させ発電停止した。引き読き１０時５６分同ポンプを手動停止

した。


　モータガイド軸受ピンの取付不良により軸受ピンは当初より浮上った状態で
か
しめられ，この状態で間隙が調整されていたが，５３年２月のフィールド
バランス
時予期しない荷重により軸受ピンがピン穴に沈み込み，その結果
軸受間隙が拡
大した。このためモータの軸受はその機能をそう失し，本来の
３点支持から２点
支持となり，５３年８月１８日にはこれら２点の支持点のうち
上部支持部が耐えら
れなくなり，ポンプ停止に至る大きな振動を引き起こした
ものと推定される。
 ①

１．故障した１Ｃ－冷却材ポンプモータについては異常のあった部品の新製取替

または修正加工を次のとおり行なった。

（１）修正加工を行なった箇所

　　モータ軸，スラストランナー，オイルチャンバー

（２）新製取替を行なった箇所

　　スタンドパイプ，フライホイールシール，上部端カバー，

　　上部ガイド軸受およびピン，上部ガイド軸受調整ボルト，

　　下部端カバー，下部ガイド軸受およびピン，下部ガイド軸受調整ボルト

２．他の１Ａ，Ｂ－冷却材ポンプモータについては，万全を期すため

　　最新設計部品と取替えた。


A

4

1978-原電-T004 1979年02月02日
04時07分

東海第二発電所 発電支障事故について    午前４時０７分頃″再循環ポンプモータＢ巻線クーラ冷却水漏洩″の警報が
発生した。調査の結果冷却水の漏洩が確認されたので同日午前１１時２３分再
循環ポンプモータＢを手動停止させた。

   電気出力を約６００ＭＷｅに保った後，点検修理のため同日２１時００分発電機
を解列した。


   下部ベアリング油槽冷却水配管のネジ込み接続部の割れは破面観察の結
果，大部分が高応力の作用した様相を呈しており，この状況から判断して外力が
加わったために生じたものと思われ，破断面が黒灰色を呈している等の状況か
らメーカの工場で製作，出荷時に既に割れがあったもので，ネジ込み部のシール
テープが健全であったため漏洩が起こらなかったが，その後の運転履歴により
シールテープが破損し漏洩に至ったものと推定される。


①

   ネジ込み接続が不良であったため同種接続部について，次のような対策をとっ
た。

１．ネジ込み部を実施可能な範囲で，より信頼性の高い溶接フランジ構造に変更
した。

２．溶接構造にできないネジ込み配管部は肉厚を増したもので新たに製作し慎
重に取付けた。

３．格納容器内のほとんど全ての弁，配管フランジ部，ネジ込み部，サポート類，
回転機器，電気品，計装品等の点検を行なった。


A

5

1978-中部-T001 1979年03月22日
01時33分

浜岡発電所1号 給水制御系の故障について １．事故発生前の状況

     原子炉熱出力　　９５２ＭＷｔ（定格１，５９３ＭＷｔ）

     発電機出力　　　３２０ＭＷｅ（定格　５４０ＭＷｅ）

２．事故発生の経緯

   電気出力３２０ＭＷｅで運転中，給水制御系が突然水位制御モードから流量制
御モードに切換ったことにより給水流量が急増し，原子炉水位高となったため
タービントリップし原子炉スクラムに至った。


警報設定器の製作不完全


①

１．故障した警報設定器を新品のものと取替えた。

２．警報設定器の誤動作によって今回のような事故に至らないよう制御回路を変
更する。（５４年度定検時）


Ｚ

6

1979-関西-T005 1979年05月11日
10時30分

高浜発電所1号 Ａ－充てん高圧注入ポンプの損傷に
ついて

　分解点検のため，減圧スリーブの固定ナットをゆるめようとしたが，固着して
外
すことができなかったので，減圧スリーブおよび減圧スリーブ固定ナットを
切断し
た結果，主軸の切損を確認した。切断箇所は，モータ側からみて，
固定ナット用
ネジを３～５山残した所である。

切損部分の破面観察の結果は，下記のとおりである。

　１．全体に破面は，こすれて損傷がはげしかったが，破面の１／５程度に

　　不明瞭ではあるが，ビーチマーク（貝がら模様）がみられる部分がある。

　２．起点側は減圧スリーブのキー溝の反対側と推定されるが，損傷のため

　　明確でない。

　３．最終破断部は軸の中心から，ややキー溝側に外れた箇所に認められた。


　機械試験結果および破壊力学的考察の結果を基に，軸損傷のプロセスを
考え
ると，先ず軸製作時の曲がり（０．５ｍｍ程度）修正により，ネジ低部に
小さなき裂
（０．１ｍｍ以上）が発生し，この初期き裂とポンプ運転時，軸に
生ずる変動応力
によって定まる応力拡大係数範囲が疲労き裂の非成長限界値より
大きく，このた
めき裂が進展し，損傷に至ったものと推定される。


①

　取替軸は，その機械的性質が損傷軸材より優れていると確認された６２１℃

焼戻し材を使用する。

　取替軸については，液体浸透探傷検査を実施し，初期き裂が生じていないこと
を
確認する。

　又，定検時に液体浸透探傷検査を行ない，微小き裂が生じていないことを確認

する。
 A

7

1979-関西-T007 1979年07月14日-
-時--分

大飯発電所1号 発電支障事故について 　定格出力（１１７５ＭＷ）運転中，空調記録計盤の計器用配電線の一部が
絶縁
不良のため地絡し，同じ分電盤に属する原子炉保護盤の電源に瞬時電圧低下

を起こした為，原子炉停止信号が発信した。その結果，原子炉が停止し，
（１６゜５
９′），続いてタービン・発電機が停止した。タービンが停止した際，
２次系主蒸気
管に設置されている主蒸気逃し弁の１弁のみが作動し，他ループとの
間で主蒸
気圧力の差が大となり安全注入が動作した。（１７゜０１′）
安全注入信号をリセッ
ト（１７゜１２′）後，プラントを温態停止とした。


１．空調記録計盤の空調温度記録用ディジタルプリンタ接続部のケーブル押え
部
（プリンタケースを通して接地）に計器用電源ケーブルの接続ピンが接触地絡

した。

２．本来ステンレス製ブルドン管であるところが銅合金製ブルドン管であった

　ため，主蒸気中のアンモニアが圧力検出部の水に容解し，アンモニアアタック
に
よりブルドン管内面に粒界腐食割れが発生した。その結果，ブルドン管の剛性
が
低下し，設定圧力よりも低い圧力で動作したと推定される。


①

１．不具合コネクタと同種コネクタについては，絶縁性強度がより優れたものと
と
りかえる。

２．冷却材ポンプ遮断器「開」検出リレーへの供給電源を２重化する。

３．巡回点検を強化した。

４．品質管理の向上をはかる。
 A

8

1981-中部-M002 1981年06月01日-
-時--分

浜岡発電所1号 制御棒（３４－１５）のアンカップリング
現象

   ６月１日　第４回定期検査中、原子炉起動準備の一環として全制御棒の機能
確認試験（全引抜、全挿入作動テスト）を実施したところ原子炉内座標３４－１５
にある制御棒において全引抜時に全引抜を示す位置表示（４８）が消灯し、制御
棒のアンカップリングを示す「制御棒オーバトラベル」および「制御棒ドリフト」の
警報が点灯した。

   引続き数回当該制御棒について機能確認試験を実施したところ同じ現象がみ
られた。

   その後、６月１日から６月２日にかけて当該制御棒について再度同試験を実施
したところ「制御棒オーバトラベル」等の警報は点灯せず機能は正常に戻ってい
ることが確認された。


   制御棒駆動機構の各構成部品については変形、損傷等は認められず、寸法
および組立状態も全て正常であったが、インナーフィルターが浮き上ったためと
考えられる。［１］インデックスチューブ内面の痕跡（インナーフィルター取付位置
より約十数ｍｍ上方）［２］アンカップルロッドに摺動した光沢（スパッド組合せ部よ
り約十数ｍｍ下方）が認められた。

   これらの点検結果により今回「制御棒オーバトラベル」等の警報が点灯した原
因はインナーフィルターが外れてアンカップルロッドが上方に押し上げられ一時
的に制御棒とのカップリングが外れたためと判断した。

   インナーフィルターが外れて上部へ移動した原因は、工場組立時に正しい位
置に組込まれていなかったものと推定される。


①

   制御棒駆動機構組立の際には、インナーフィルターを確実に取付けると共にイ
ンナーフィルターが正しい位置にあることを再確認するよう作業管理を徹底す
る。

   なお、制御棒の健全性の確認として、当該制御棒については機能検査とスクラ
ム検査を実施するとともに他の制御棒全数についても念のため機能検査を実施
した。
 B

9

1981-東京-T022 1981年09月03日-
-時--分

福島第一発電所5
号

炉心スプレイ系手動ゲート弁の損傷
について

   昭和５６年６月２４日より第３回定期検査を実施中であったが、９月３日最終段
階の系統ラインナップの一環として、炉心スプレイＢ系の手動ゲート弁をロックす
る時点で、弁棒が完全開以上に動くことが発見された。このため、９月４日より当
該弁の分解点検を実施したところ、弁棒がバックシート部で切損していることが
発見された。


 当該弁棒は製造時、鍛造後の熱処理が行われていなかったことが推定される。
そのため、弁棒の内部に焼き割れが発生し、ハンマブローの衝撃で、破断に至っ
たものと思われる。


①

   弁棒内部の欠陥を確認するため、超音波探傷検査（弁棒頂部よりの垂直法に
よる探傷）を実施する。また、弁棒の熱処理の良否を確認するため、弁棒の硬度
測定を実施することとする。


A

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切

10

1982-原電-T002 1982年04月13日-
-時--分

東海発電所 ３、４号熱交換器（Ｓ．Ｒ．Ｕ）高圧ドラ
ムの線状欠陥のについて

   １５回定期検査期間中において、昭和５７年４月１３日に３、４号Ｓ．Ｒ．Ｕ．の高
圧ドライドラム，高圧ドラム及び低圧ドラム（計６基）について液体浸透探傷検査
を行ったところ、３号Ｓ．Ｒ．Ｕ高圧ドラムの周溶接部（胴板と鏡板の溶接部）及び
４号Ｓ．Ｒ．Ｕ高圧ドラムの長手溶接部近傍（溶接線中心より約２０ｍｍ）に線形
指示を検出した。なお、３号及び４号高圧ドラムの線形指示は磁粉探傷検査にて
も確認した。


   ３，４号Ｓ．Ｒ．Ｕ高圧ドラムに発生した欠陥の状況及びレプリカ観察の結果以
下のとおり。

（１）欠陥は、ドラム製作時における補修溶接部の溶接金属内又はその熱影響部
に発生しており、概して横割れの形態を示している。

（２）各欠陥は、それぞれ単独に存在している。

（３）欠陥き裂は、貫粒割れである。

（４）ドラム運転時肉厚方向に応力勾配（内表面が最大）が生じるにもかからず欠
陥の大きさは肉厚方向各位置でほとんど変らない。すなわち欠陥の進展性は見
られない。

   上記のことから今回検出された欠陥は工場における補修溶接の際の溶接施
工管理（溶接棒，予熱，層間温度等）が不十分なため生じた溶接割れ（水素おく
れ割れ）であり、運転中に進行した欠陥ではない。


①

（１）３号高圧ドラムについては、欠陥部を除去（１１ｍｍ削除）後、表面を十分な
めらかに仕上げ、その後ＭＴ，ＰＴ検査により欠陥指示のないことを確認した。

（２）４号高圧ドラムについては、最初の外表面から約４０ｍｍ削除し肉盛溶接を
行い、その後内表面より裏はつり（欠陥部を含む。）を行い、はつり面のＰＴ検査
を実施し欠陥が除去された事を確認後肉盛溶接を行い正規の肉厚６２ｍｍに仕
上げた。肉盛溶接後ＲＴ、ＭＴ検査及び耐圧漏えい検査により異常のないことを
確認した。なお、溶接管理（溶接棒，予熱，後熱応力除去焼鈍）を十分に行った。

（３）今回手入れ、修理を実施した個所については、次回定検時にＭＴ及びＰＴ検
査を実施する。


A

11

1982-東京-M007 1982年04月26日
00時15分

福島第二発電所1
号

屋外放射線モニタの空間ガンマ線測
定装置（モニタリングポスト）「放射線
高」警報の発生について

   発電機出力１１００ＭＷで運転中のところ、４月２６日０時１５分中操の周辺環
境モニタリング監視盤にて、「放射線高」の警報が発生するとともにグラフィックパ
ネルのＭＰ－６を示す発光ダイオードが点滅した。当直長は速やかに中操の指
示計、記録計等によりＭＰ－６のみが異常値を示していることを確認した。


   対数線量率モジュールの故障原因はプローブ検査工程においてインクが付着
して、ダイス表面材質（アルミ）とインクに含まれている不純物が電気化学反応を
起こし、動作不良となったものである。

なお、このインクは検査工程において不良品のマーキングに使用するものであ
る。
 ①

   電子部品（１・Ｃ）は、定期的に交換しなければならないものではなく、今回のよ
うな故障を未然に防ぐ対策は定期点検では困難であるが、以下の対策を実施す
ることにより、放射線監視の強化を図っていくこととする。

（１）　メーカに対して品質管理の強化を図るよう申入れる。

（２）　故障による欠測を少なくするため納入機器モジュール等を現地に常備させ
る。

（３）　従来の６ヶ月点検内容に、高圧電源モジュールの出力端子でリップル電圧
測定等を追加し、点検内容の充実を図る。


A、B
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1982-東京-T010 1982年05月18日-
-時--分

福島第二発電所1
号

原子炉再循環系Ｍ－Ｇセット（Ａ）界磁
回路地絡発生による出力制限につい
て

   定格出力運転中、５月１８日０時３７分「原子炉再循環Ｍ－Ｇセット（Ａ）発電機
故障」の警報が発生した。

   現場点検を実施したところ、Ｍ－Ｇセット（Ａ）発電機界磁地絡リレーが動作して
おり、発電機界磁回路の負側銅帯バー接続個所に損傷がみられ、この部分で地
絡が発生していることが確認された。

   当該個所の修理のため、５月２０日１９時２６分再循環ポンプ（Ａ）を停止し、発
電機出力を５２０ＭＷに下げて運転を継続した。

修理完了終５月２１日１５時１０分に出力上昇を開始し５月２２日２０時１５分出力
１１００ＭＷに到達した。


   現場点検結果及び実証試験結果より地絡に至った原因は、以下の通りであ
る。組立時に、銅帯バー接続個所の半田処理後、十分に温度が下がる前に仮締
めをゆるめたため半田剥離が生じた状態でテーピング処理が行われたものと推
定される。

   これに加え銅帯接続部品の絶縁ワッシャーの寸法が不適当なため銅帯を完
全に締め付けることができない状態であった。

この状態で運転が継続されたため、銅帯接続部が加熱され、アーク発生、半田
流出、遠心力による流出半田の平座金、ボルトへの到達によりシャフトへの地絡
が生じたと推定される。


①

１．今回の処置

（１）故障個所の部品を新品と取り替えた。

（２）機内の銅帯接続部（－側及び＋側）締付けボルトのチェッを行った。

２．恒久対策

（１）銅帯接続部を５箇所から２箇所とし銀ろう接続とする。

（２）銅帯接続部を四角折座金と絶縁ワッシャによる二重ロック方式とする。

（３）組立後の絶縁プッシング上部クリアランスに余裕をもたせる。

（４）チェックシートを用いて絶縁ワッシャー及びプッシングの寸法チェックを厳重
にする。

発電所への影響　　出力降下（１１００ＭＷ→５２０ＭＷ）


A
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1982-東京-T018 1982年07月06日
20時50分

福島第一発電所5
号

タービン主蒸気止め弁テスト用電磁
弁の損傷について

   出力７７０ＭＷで運転中、７月６日２０時５０分タービン主蒸気止め弁の定例の
１０％閉動作試験を実施したところ、第４弁が全閉となり開操作を行っても全閉の
ままであった。このため、電気出力を６３０ＭＷに制限し、タービン主蒸気止め弁
テスト用電磁弁の外観及び電気的異常の有無を点検したが、異常は認められな
かった。

   点検後、テスト用電磁弁の打振テストを実施したところ、第４弁は全開位置に
復帰したが、その後の再現試験では作動しなかった。このため当該テスト用電磁
弁の修理のため、７月８日０時３０分発電機を手動で解列した。


   テスト用電磁弁が動作不良を起こした原因は、電磁弁ボディのコイル側表面
の一部が欠損したことにより、ガイド及びプッシュピンが傾斜したためピッシュピ
ンがスティックし、スプールが動かなかったことによるものである。

   また、電磁弁のボディが欠損した原因は、電磁弁の製作時にスナップリング挿
入溝に傷が入ったこと及びスナップリングの組み込みが悪かったことが、油圧力
による繰り返し荷重が偏荷重となって電磁弁ボディに加わったため、短期間で欠
損に至ったものと推定される。


①

（１）当該電磁弁を新品と取り替えるとともに、他の同一型式のテスト用電磁弁の
作動試験を行い異常のないことを確認した。

（２）電磁弁の製作工程において、スナップリング挿入溝の外観検査及びスナップ
リング組み込み後の目視点検を実施するよう、手順を明確する。

（３）念のため、次回定検時に他の同一型式のテスト用電磁弁の分解点を実施す
る。
 B

14

1982-関西-T012 1982年07月19日-
-時--分

大飯発電所2号 Ｂ－蒸気発生器２次側ドレン管台付
近からの水漏れについて

　定格出力運転中、７月１９日格納容器サンプ水の移送頻度が通常１日１回程度
のところ、半日に１回程度と短かくなった。このため、中央制御室から格納容器内
をテレビにより点検した結果、Ｂループ室内床面に水滴の落下が認められ、Ｂ－
蒸気発生器の底部２次側ドレン管の取出部付近から漏水しているものと推定さ
れた。漏水箇所の点検・修理を行うため、７月２０日０１時００分からプラントの出
力を降下させ、同日０９時３６分に発電機を解列、プラントを停止して、点検調査
を開始した。点検の結果、漏水箇所は２次側ドレン管台の取付溶接部であること
が判明したため、同箇所を修理した後、８月２日１４時００分発電機を並列した。


　上記調査の結果、高張力鋼鍛造品に炭素の偏析がある場合に発生しやすい
低温割れが、たまたま存在していたわき残り部を起点として発生し、更に焼鈍す
るまでに存在している大きな残留応力及び水素の存在により、割れは溶接部外
表面近傍まで進行し、その後、長期間の運転により割れが徐々に進行し、貫通
に至ったものと推定される。


①

１．当該部の対策

　　同一材料、寸法の管台と取り替えた。なお、取り替え後に磁粉探傷検査に

　加え、超音波探傷検査により健全性を確認した。

２．同種管台の健全性の確認

　   当該管台と同種の小口径管台は、各蒸気発生器にそれぞれ１２箇所設けら
れて
いるが、これらについて、超音波探傷検査により、その溶接部の健全性を確
認
した。

Ｚ
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1982-原電-T024 1982年08月23日
11時--分

敦賀発電所1号 原子炉格納容器スプレイ系ポンプＣ
号機インペラーキー溝部の欠陥につ
いて

　第１３回定期検査において、原子炉格納容器スプレイ系ポンプＣ号機分解点検
を実施中、昭和５７年８月２３日１１時頃、インペラーキー溝部の液体浸透探傷検
査（以下「ＰＴ」という）で、キー溝のコーナー部に軸方向に沿って指示が認められ
た。

　尚、同系の他３台のポンプ（Ａ、Ｂ、Ｄ号機）についても、分解点検、ＰＴ検査を実
施したが、特に異常は認められなかった。


　上記原因調査結果より、Ｃポンプインペラーキー溝部の欠陥は、インペラー製
作時にキー溝コーナー部表面近くに潜在した引け巣が、他ポンプに比べて大き
いキー溝とキーとの間隙のため、起動停止時にキーから受ける面圧等による繰
り返し応力を受けて、特に応力の集中するコーナー部において開口するに至っ
たものと推定される。


①

　Ｃポンプのインペラーは同材質の新品と取替え、キーとキー溝の間隙が適正な
値となるよう組立てた後試運転を行い異常のないことを確認した。また、Ａ、Ｂ、Ｄ
ポンプについてもキーを取り替え、キー溝との間隙が適正な値となるよう組み立
てた後、試運転を行い異常のないことを確認した。
 B
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1982-東京-T042 1982年12月20日-
-時--分

福島第一発電所5
号

給水制御系不調による原子炉自動停
止について

   第４回定期検査の最終段階の定格出力による調整運転中１２月２０日３時９分
「原子炉水位高／低」の警報が発生し、３時１０分「原子炉水位低」信号により原
子炉が自動停止した。このためタービン発電機を手動停止させた。

   なお、これによる外部への放射能の影響はなかった。


   上記の調査結果から、事象発生の原因は次のように考えられる。

可変抵抗器の摺動子の加工不良のため、巻線抵抗と摺動子間の接触圧が弱く
かつこの部分に金属酸化物がはさまったことから、可変抵抗器の接触抵抗が増
大した。このため、最大流量制限器の出力信号が低下したことにより、給水流量
が減少し原子炉水位が低下したため、原子炉が自動停止したものである。


①

（１）当該最大流量制限器を新品と取り替えた。また、定検時に当該品と同等の
抵抗器を使用している計器であって、プラントの運転に支障を及ぼすと考えられ
るものについては、可変抵抗器を変化させ、その入出力特性を確認する。

（２）今後は可変抵抗器の製作段階での摺動子部の寸法管理を強化させる。
 A
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1982-関西-T031 1983年01月15日-
-時--分

大飯発電所2号 Ｄ－蒸気発生器２次側における異物
の発見について

　第３回定期検査中、蒸気発生器スラッジランシング作業の準備作業として、蒸
気発生器２次側管板上を、小型テレビカメラにより点検したところ、Ｄ－蒸気発生
器の管板上において異物が発見された。

　このため、異物を回収するとともに点検調査を実施した。

　蒸気発生器の工場製作時に次の過程で、当該金物が破損したものと推定され
る。

１．管群外筒への取合金物の取付が適切でなく傾むいて取り付けられたか、

　あるいは管群外筒（及び取合金物）を下部胴へ挿入する際、取合金物足端と

　下部胴板との当りが適切でなかった。

２．その状態で、下部胴と水室鏡板等との周方向溶接時、胴回転による繰返し

　荷重が不均一に取合金物に付与され、低サイクル疲労により損傷した。

①

１．取合金物の健全性については取合金物の点検結果及び健全性検討結果よ
り、
その健全性が損なわれることはなく、運転時の機能にも問題のないことから、

現状で支障はないと考える。

　なお、万一脱落した場合はＬＰＭＳ（原子炉ノイズ振動監視装置）にて検知
でき
る。

２．次回定検時において残存取合金物の検査及び２次側管板上の点検を行う。

Ｚ
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調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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1983-関西-T016 1983年07月19日
09時30分

高浜発電所2号 湿分分離加熱器仕切板取付溶接部
の損傷について

　高浜２号機は昭和５８年３月２２日から第６回定期検査を開始し、湿分分離加熱
器（以下ＭＳ＆Ｈと呼ぶ）内の目視点検を行った結果４月２２日３Ｂ－ＭＳ＆Ｈの
加熱器側仕切板取付溶接部に約１０ｃｍの欠陥が発見された。

　この溶接補修の過程で欠陥が予想外に広がりを見せたところから、７月１日か
ら７月１９日にかけて全てのＭＳ＆Ｈについて、液体浸透探傷検査（以下ＰＴと呼
ぶ）および超音波探傷検査（以下ＵＴと呼ぶ）を実施したところ、ＰＴにおいて６基
中５基の仕切板取付部にインディケーションが、また、ＵＴにおいて６基中４基の
仕切板取付部の銅板部にインディケーションが発見された。


○仕切板の鏡板側には、ドレン穴がなくドレンが滞留する構造となっていること。

○破面観察の結果から、初期に溶接割れが存在していたこと。

○溶接割れは拘束力の大きい加熱器側に多く発生していること。

　以上のことから、製作時の溶接部初期割れを起点とし、仕切板の鏡板側に滞
留したドレンを主因とする起動停止時、弁テスト時等の過渡変動応力（熱応力を
含む）の繰返しにより、進展したものと推定される。


①

１．欠陥部を除去し、溶接補修を行う。

２．加熱器側仕切板下部にドレン穴を設け、ドレンの滞留をなくする。

３．他プラントについては次回定期検査時、当該部のＰＴ・ＵＴを実施する。


Ｚ
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1983-関西-T017 1983年07月27日
21時51分

高浜発電所1号 制御棒駆動回路不調による原子炉自
動停止について

　定格出力（８２６ＭＷ）運転中、昭和５８年７月２７日１３時４９分、制御棒動作試
験のため制御棒を作動させたところ、「ＣＲＤＭ重故障」の警報が発信した。

　直ちに現地制御盤の点検、補修作業を開始したが、その途中、同日、２１時５１
分原子炉が自動停止し、引続いてタービン発電機が自動停止した。

　原因究明の結果、制御盤内の配線が短絡し、誤信号を発信したものと判明した
ため、盤内配線等を取替えるとともに、各部の点検、試験を入念に行い、７月２９
日０１時００分並列し、８月１日０５時５０分定格出力に復旧した。


　制御棒駆動回路の配線が、回路内のダイオードの放熱フィンのエッジに接触し
ていたため、制御盤の微弱振動により、徐々に傷つけられ短絡したものと考えら
れる。

　この結果、誤信号が発生し、制御棒が落下したため「中性子束変化率高」によ
り、原子炉が自動停止した。
 ①

１．故障の原因となった配線を張り替えるとともに、配線と放熱フィンの間隔を広
くした。なお、短絡により損傷したカード４枚を取替えた。

２．同種配線箇所については、放熱フィンからできるだけ離すよう配線の位置を
変更した。

　他プラントについても同様の措置を実施した。

３．制御棒駆動回路の点検、試験を実施し、健全性を確認した。


A
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1983-原電-M031 1984年02月09日
15時23分

東海第二発電所 残留熱除去系海水配管修理に伴う待
機除外について

   昭和５９年２月９日電気出力１，１００ＭＷで運転中、残留熱除去系のポンプ定
期試験のため、同系海水ポンプを起動し現場で確認したところ残留熱除去系ポ
ンプ（Ｂ）室せき（高さ３０ｃｍ）内に海水が約０．５ｍ＾３漏洩していることを発見し
た（１５時２３分頃）。漏洩個所を調査したところ残留熱除去系ポンプ（Ｂ）室空調
装置出口弁下流にピンホールを発見した。

   このため１６時１０分残留熱除去系海水ポンプ（Ｂ）及び（Ｄ）を待機除外とし
た。


   ライニングの施工不良により配管中央部にライニング膜厚の薄い部分があっ
た。運転中この部分に対して異物がアタックし、局部的にライニングを損傷させ配
管表面が海水中に露出して腐食を生じ漏洩に至ったものと考えられる。


①

   漏洩配管については同種材配管（ＳＴＰＴ４２但しライニングなし）と交換し漏洩
試験を行っているが、次回定検時にライニングを施した配管（ＳＴＰＴ４２）と再交
換を行う。尚、類似配管についても次回定検時に一部点検を行い、必要に応じ
対策を実施することとしたい。


Ｚ
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1983-中部-M007 1984年03月26日-
-時--分

浜岡発電所2号 高圧注入系蒸気入口弁の液体浸透
探傷検査結果について

   定期検査中の３月２６日高圧注入系蒸気入口弁の弁箱内面の液体浸透探傷
検査（ＰＴ）を実施したところ蒸気出口側肉厚変化部に微小な線状並びに円形指
示が認められた。


   調査結果から弁箱内面のＰＴ指示は弁使用後に発生したものではなく製作過
程における鋳造時に発生したものと判断した。


①

   弁箱内面の指示は鋳造時の欠陥によるものであり当該弁箱をこのまま使用し
ても支障がないと判断されるが念のため新品（従来は輸入品を使用していたが
国産の予備品に取替える。）に取替えることとする。
 Ｚ
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1984-関西-T009 1984年07月10日
22時24分

高浜発電所1号 所内電源切替に伴なうプラントトリップ
について

　高浜１号機は第７回定期検査中において、昭和５９年７月１０日１５時に並列し
て調整運転を開始し、電気出力１６５ＭＷにて所内電源切替操作のため、１Ｂ－
所内変圧器しゃ断器（４－１ＨＤ）を投入したところ、１Ｂ－所内変圧器保護リレー
（ＨＢ－８７Ｂ）動作により、同日、２２時２４分プラントトリップした。


　各部の点検を実施したところ、１Ｂ－所内変圧器保護リレーの変流器と同リ
レーを結ぶ接続箇所の圧着端子に配線のはずれが確認され、これにより、１Ｂ－
所内変圧器しゃ断器（４－１ＨＤ）投入時、保護リレーが動作し、プラントトリップに
至ったものと判明した。

　圧着端子の配線はずれについては、モックアップテスト等の原因調査を実施し
た結果、圧着端子とリード線接続時の製作不良により圧着力が低下していたも
のが、その後の経時的な外力印加で除々にリード線が圧着端子から外れたもの
と推定される。
 ①

１．不具合箇所の修復および類似箇所の健全確認を行った。

２．メーカー製作時においては、圧着状態管理表により圧着端子の管理を十分
に行なう。

３．発電所受取検査時においては、端子のゆるみ、破損、折れ、圧着状況等を目
視点検することにより、受取検査を強化することとする。

４．発電所定期検査時においては、従来より実施している端子のゆるみ，破損，
折れ等の点検項目にリード線と端子の圧着状態を追加し目視点検することによ
り、定期検査を強化することとする。

５．直視で確認しがたい端子部については、鏡を使用し、確実に点検を行なう。

６．次回点検時、特高開閉所設備変流器端子部等を総点検し、健全性を確認す
る。

７．他プラントについても、上記再発防止対策を実施する。


A、B
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1984-中部-M001 1984年08月07日-
-時--分

浜岡発電所2号 クラッドセパレータ（Ｂ）下部フレーム
の液体浸透探傷検査結果について

   クラッドセパレータの定期点検中、Ｂ号機フレームの外観目視点検を実施した
ところ下部フレームのクラッド排出ノズル溶接部に線状のきずを認めたので液体
浸透探傷検査（ＰＴ）を実施した結果、ノズル上部コーナーの溶接線に沿って長さ
約６０ｍｍの指示が確認された。


以上の調査結果より割れの原因は次のとおり推定される。

（１）割れの発生した溶接部近傍の肉厚は設計厚さの約半分しかなかった。

（２）さらに当該溶接部内表面に製作時における溶接不良がありこの破面の肉厚
は設計の約１／３しかなく応力集中を生じやすい形状であった。

（３）このため溶接不良部にクラッド排出時の振動等による繰り返し応力が作用
し、肉厚の不足と相まって溶接不良を起点として疲労破壊に至った。

（４）溶接不良を起点とした割れは内表面から外表面へ貫通し続いて運転の経過
と共に左右に進展した。


①

（１）当該クラッドセパレータの他の溶接部外面及び他のクラッドセパレータにつ
いて目視点検ならびにＰＴを実施し異常のないことを確認した。

（２）当該クラッドセパレータのＰＴ指示の認められた下部フレームを新品と取替え
た。
取替品は溶接部外面及び当該部内面のＰＴを実施し、異常のないことを確認
した。

（３）同型式クラッドセパレータの次回分解点検時に当該溶接部内面の目視点検
又はＰＴを実施し、異常のないことを確認する。


A
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1984-東京-T011 1984年09月12日-
-時--分

福島第二発電所1
号

原子炉冷却材浄化系（ＣＵＷ）再生熱
交換器下胴ダイヤフラム溶接部の欠
陥について

   １号機は昭和５９年４月２日、電気出力１１００ＭＷで定格運転中のところ、パト
ロールによるＣＵＷ系再生熱交換器下側の保温カバーから水が漏えいしている
のを発見した。

   漏えい量が微量（１滴／６秒）なこと及び漏えい部がダイヤフラムと水室胴の溶
接部でありシール部であることから充填材注入による応急補修を実施し第２回定
検（５９．８．１９～）において詳細調査を行った。

   詳細点検の結果、ダイヤフラムと水室の溶接部の一部にルート部から表面ま
で貫通しているクラックが発見された。同時に当該溶接部の欠陥部以外の部分
についても３ヶの内在欠陥が発見された。


   破面観察，断面観察の結果から割れは貫粒割れで擬へき開破面を呈している
ことから仮付け溶接施工時に大きい拘束応力が働き割れが発生したものと推定
できる。製造履歴から仮付け溶接を取除かずその上に本溶接をしたため、仮付
け溶接時に発生した割れがビード表面近傍まで進展し運転開始後わずかに残っ
た部分が腐食等によりビード表面まで貫通し漏えいに至ったものと思われる。


①

当該部については

１．既設ダイヤフラムは溶接部を機械加工により取除き新規ダンヤフラムと交換
した。

２．新しいダイヤフラムの仮付け溶接部は初層溶接の際に完全に除去し、溶接
完了後ＰＴ及びＵＴにより健全であることを確認した。

３．同一手順で製作されている再生熱交換器上胴中胴及び非再生熱交換器上
胴下胴についてはＰＴ及びＵＴを実施し健全であることを確認した。

また当該部と同様の板厚差の大きい部材間ですみ肉溶接を行う際には、本溶接
時に仮付け溶接を除去するものとする。


A
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1984-東京-M012 1984年09月19日
09時44分

福島第一発電所 高レンジモニタリングポスト（ＭＰ－８）
指示不良について

   高レンジモニタリングポスト（ＭＰ－８）において昭和５９年９月１９日　９時４４分
指示不良が発生した。ただちに現場にて調査したところ、高圧電源の電圧変動
が確認されたため、高圧電源基板が不良と判断し、翌９月２０日当該基板を応急
品と交換したが、その後、５回／日程度の指示不良（乱点）が継続して発生した。

   そこで検出器、線量率パネルについても応急品と交換したが、状況が変化しな
いため、各構成機器の出力チェックを実施したところ、応急品の高圧電源基板が
不良であることが判明した。

高圧電源基板については、メーカー工場へ持込み詳細調査を実施した。

   なお、高圧電源基板の代替品としてバッテリーを使用して仮処置を行ない（９
月２７日）指示は正常となった。


   高圧電源基板の構成部品である定電圧ＩＣが不良であったため指示不良が発
生したものと考えられる。


①

   福島第一原子力発電所の高レンジモニタリングポスト全数（８基）の高圧電源
基板について次回定期点検時
（１１／下旬予定）に今回判明した不良ＩＣを交換
する。


Ｚ
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調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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1984-関西-T018 1984年10月27日
06時00分

美浜発電所1号 Ｂ冷却材ポンプシール不調について 　第６回定期検査中、起動準備のため昭和５９年１０月２０日　６時００分にＡ－冷
却材ポンプ６時１２分にＢ－冷却材ポンプを起動した。

　１０月２７日よりＢ－冷却材ポンプのＮｏ．３封水戻り流量が増加傾向を示したた
め、監視を継続していたが封水戻り流量の推移からみてＮｏ．３シールの不調と
判断し１０月２８日１９時２５分よりクールダウンを開始し１０月２９日１９時００分
クールダウンを完了した。

　その後、Ｂ－冷却材ポンプシール部の分解点検を行った。


　Ｎｏ．３シールランナの寸法が設計値より若干大きいため本来Ｎｏ．３シールラン
ナサポートに加わるべきスラスト力の一部が不均一にＮｏ．３シールランナに印加
されこれによってＮｏ．３シールランナが弾性変形を起こしシール面に微細な隙間
ができ漏えいが生じたと推定される。


①

（１）Ｎｏ．３シールランナとＮｏ．３シールスペーサが接触せず隙間を確保するた
めＮｏ．３シールランナの寸法を確認したうえでシールリングと合せ取替えを行っ
た。

（２）今後シールランナの受取検査時には高さの寸法計測を行い設計値を満足し
ていることを確認するとともに、現地組立時には隙間が確保されていることを確
認する。

（３）念のため常に隙間を確保できるようＮｏ．３シールスペーサの修正加工を行
い接触の可能性を無くした。

（４）なお、Ａ－冷却材ポンプは良好な運転状態であったったが、Ｂ－冷却材ポン
プＮｏ．３シール分解点検結果に鑑み分解点検を行った結果異常は認められな
かった。

　しかし、念のためＢ－冷却材ポンプと同様にＮｏ．３シールスペーサの修正加工
を行い接触の可能性を無くさせ組立、復旧した。


A
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1984-原電-T022 1984年11月17日
22時46分

東海発電所 ２号高温ダクト温度トリップ増幅器故
障による原子炉安全保護系の部分動
作について

   電気出力１４０ＭＷｅで運転中、昭和５９年１１月１７日２２時４６分原子炉安全
保護系“青”２次系が、２号高温ダクト温度過剰上昇トリップ要素によりトリップし
た。

   直ちにその他の原子炉安全保護系の状態、原子炉出力、発電機出力及び２
号高温ダクト温度計に変化がないこと並びに原子炉安全保護系（赤，白，青系）
の２号高温ダクト温度過剰上昇トリップ要素の温度マージンが正常（２５℃）であ
ることを確認し、“青”系トリップをリセットした。


   今回の不具合の原因は、コンデンサーＣ３が温度トリップ増幅器の製作時に極
端にベーク板に密着して取付けられていたため、増幅部出力回路のラグとの間
にストレスがかかり、長期使用の結果、絶縁カバーが破れケースがラグに接触
し、入力信号が異常となり高温度の誤信号が発生したものと考えられる。


①

（１）　当該温度トリップ増幅器を予備と取替えた。

（２）　温度トリップ増幅器全数についてコンデンサの点検を実施し、ラグと接触し
ていないことを確認した。


Ｚ
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1984-原電-T025 1984年12月04日
22時02分

敦賀発電所1号 原子炉保護系チャンネルＡトリップに
ついて

　電気出力３４５ＭＷｅで運転中の昭和５９年１２月４日２２時０２分，中央制御室
に警報「ＲＥＡＣＴＯＲ　ＣＨＡＮＮＥＬ“Ａ”ＳＣＲＡＭ」（原子炉保護系チャンネルＡス
クラム）及び「ＴＵＲＢＩＮＥ　ＧＥＮＥＲＡＴＯＲ　ＬＯＡＤ　ＲＥＪＥＣＴＩＯＮ」（タービン負
荷喪失）が発生し，原子炉保護系チャンネルＡがトリップした。直ちに運転員は
チャンネルＡ側のタービン負荷喪失検出用リレー（５９０－１２０Ａ及び１２０Ｃ）の
状態を確認したが通常どおりの励磁状態であったので警報及び原子炉保護系
チャンネルＡトリップのリセット操作を行った。この後，運転員がタービン負荷喪失
検出用リレー（５９０－１２０Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ）を監視していたところ２２時０３分，同様
の事象が発生し，この時動作（無励磁）したリレーが５９０－１２０Ａであることを確
認した。その後２２時１１分　２３時１７分にも同様の事象が発生するとともに警報
設定器（ＰＩＳ－３７，３８，３９，４０）のうち，リレー５９０－１２０ＡにつながるＰＩＳ－
３７の指示値のみが時々変化することを確認した。

　尚，この間原子炉，タービン及び発電機の運転状況に異常は認められなかっ
た。


　ダッシュポットのオイル量がＰＴ－３７は他に比べ少なく，ダンピング効果が減少
し外的な衝撃，振動に対し出力が変動し易い状態にあった。この状態で検出系
共振周波数域の振動の一時的な増大によりＰＴ－３７の出力振幅が大きくなり，Ｐ
ＩＳ－３７の警報設定値に達したものと推定される。

　尚，ＰＴ－３７のオイル量不足の原因はダッシュポット付近にオイル付着等が見
られないことから，製作時（昭和５７年９月製作，昭和５８年１０設置）におけるオ
イル注入時の注入器具の誤差，目盛り読み取りのバラツキ又は，読み取り間違
いが考えられる。


①

(1) 当該圧力伝送器ＰＴ－３７を新品と取替え，打振試験により出力に異常のな
いことを確認した後，復旧した。

　尚，今定検（第１５回）において同伝送器をダッシュポット内のオイル量を確認し
たものに取替える。

(2) 類似品のＰＴ－３８，３９，４０についてはダッシュポット内のオイル量の確認を
行うとともに，圧力伝送器振動試験により機能に異常のない
ことを確認した。

(3) 今後の製作にあたっては，ダッシュポットへのオイル注入量を０．３ｃｃ以上と
するようにメーカーに管理の改善，強化を図らせる。
 A
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1984-原電-T033 1985年02月17日
19時45分

東海発電所 ３号高温ダクト温度トリップ増幅器故
障による原子炉安全保護系の部分動
作について

   電気出力１３２ＭＷｅで運転中、昭和６０年２月１７日１９時４５分原子炉安全保
護系“赤”二次系が３号高温ダクト温度過剰上昇トリップ要素によりトリップした。

   直ちに原子炉出力，発電機出力，３号ＳＲＵ高温ダクト温度計等に異常がない
ことを確認したが、当該温度トリップ増幅器のマージン指示（通常－２５℃）が－５
０℃以下に振り切れていることから、当該高温ダクト温度回路の不具合と判断
し、当該回路をバイパスし安全回路をリセットした。

   その後、温度トリップ増幅器は通常状態に復帰した。


   当該温度トリップ増幅器内制御電源ケーブルの１本が、中継端子へのハンダ
付不良により接触不良が発生し、制御電源が喪失したことによりトリップ用リレー
が無励磁となった。

   当該制御電源ケーブルは、中継端子に巻き付いただけで接触しており中継端
子の一番奥側に巻き付けてあることから、製作当初よりハンダが付いていなかっ
たものと考えられる。


①

（１）　当該温度トリップ増幅器を予備と取替えた。

（２）　温度トリップ増幅器全数（上記（１）を含む４８台）について、ハンダ付部目視
点検，打振試験，設定値確認を行い、異常のないことを確認した。


Ｚ
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1984-九州-T002 1985年03月27日-
-時--分

玄海発電所1号 所内母線故障による原子炉自動停止
について

   玄海原子力１号機は、定格出力５５９ＭＷで運転中、昭和６０年３月２７日　８時
０８分、６９００Ｖ－１Ｂ所内母線に短絡事故が発生したため、１Ｂ所内母線の電
圧が低下して、Ｂループの１次冷却材流量低により原子炉が自動停止した。


   当該導体部の一相の絶縁被覆が、組立時の傷及び湿分の影響を受けて絶縁
性能が劣化し、さらに支持板（２枚重ね部）の表面絶縁抵抗が湿分等により低下
したことが重なって、健全な相の絶縁被覆の電圧負担が大きくなり、同相の絶縁
性能の劣化が進行して線間短絡に至ったものと考えられる。


①

１．　当該部品を新品と取替えた。

　ａ．バスダクト立上り部導体（３相分）

　ｂ．貫通碍管（３本）

　ｃ．母線支持物

２．　類似構造の母線支持板について外観，異音，異臭の有無を点検し、健全性
を確認した。

３．　４－１Ｂ所内母線の耐圧試験を実施した。

４．　次回定検時に、２枚重ね構造の母線支持板については１枚支持板に改造
する。

５．　今後、定検時における母線支持板の点検を徹底する。


A

31

1985-東北-M001 1985年04月18日-
-時--分

女川発電所1号 原子炉冷却材浄化系熱交換器に関
する調査結果について

   昭和６０年４月３日からの第一回定期検査において他発電所における事例に
鑑み，原子炉冷却材浄化系熱交換器（再生熱交換器１基３胴，非再生熱交換器
１基２胴）のダイヤフラム溶接部について超音波探傷検査（ＵＴ）を行ったところ合
計１２ヶ所のインディケーションが全胴に検出された。


  組織観察，破面観察等の結果からダイアフラム溶接部で検出された欠陥イン
ディケーションはダイアフラムと水室フランジとの仮付溶接時においてダイアフラ
ムと水室フランジとの温度差により拘束割れが生じ本溶接時にそれに重ねて溶
接したため割れが内在したままとなっていたものと推定された。


①

再生熱交換器３胴及び非再生熱交換器２胴について次の対策を実施した。

（１）　全胴について新規ダイアフラムに交換した。

（２）　新規ダイアフラムの仮付溶接部は初属溶接の際に完全に除去した。

（３）　溶接終了後ＤＴに加えてＵＴを実施し健全であることを確認した。


B
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1986-原電-M008 1986年06月09日-
-時--分

敦賀発電所1号 高圧注水系配管表面の傷について 　第１６回定期検査中の昭和６１年６月９日，タービン建屋１階の高圧注水ポンプ
室において，供用機関中検査の一貫として高圧注水ポンプ出口配管エルボ部（１
０Ｂ炭素鋼－輸入材）溶接線Ｗ－２３のＵＴ検査のため，管表面の塗装を除去し
たところ，表面傷が見つかった。

　このため，同室内及び原子炉建屋内の高圧注水系配管で炭素鋼配管につい
て，溶接線を中心に目視およびＰＴ（液体浸透探傷検査）を行ったところ，他の箇
所（輸入材の炭素鋼管）にも表面傷が見つかった。


　調査結果をもとに表面傷の発生原因を推定すると以下となる。

(1) 傷の表面の強固な酸化物の付着状況，傷の周囲の母材の脱炭層の生成状
況から傷の発生後に高温下にさらされている。

(2) 傷の両側の組織につながりがないことから，常温で傷が発生した可能性は全
くないことを示している。

(3) エルボの傷の表面に防錆塗料の一部が付着していたことより，傷は塗装前に
発生していたと考えられる。

(4) 素材メーカーの専門家に上述の調査結果を示し，意見を聴取したところ，

　1)エルボの表面傷は管（エルボの整形前の素管）製造時の穿孔工種において
ガイドに焼きついたスケール等によって発生する可能性のあ
るら線状の表面傷
に酷似している。

　2)直管の表面傷は，圧延工程等において圧下の過大，ロール調整不良などに
よって発生する可能性のある直線上の“耳きず”の様相に酷
似している。

　との所見を得ている。

　以上のことから表面傷は直管の製作時の穿孔工程および圧延工程において発
生したものと考えられる。


①

　復旧措置

(1) 原因調査のために撤去した直管及びエルボ部は新配管で復旧する。

(2) 上記以外の高圧注水系配管で傷の発見された部分については，傷が製管時
に生じたものであり，進展性がなく，配管の健全性を損なうも
のではないが，将来
のＩＳＩのために溶接部近傍の傷を除去する。


Ｚ



添付資料－３ (5 / 30)

調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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1986-原電-T018 1986年09月01日-
-時--分

敦賀発電所2号 Ｂ電動主給水ポンプ出口弁グランド部
からの漏えいに伴う手動停止につい
て

　５０％出力（５８３ＭＷｅ）で試運転中の昭和６１年９月１日１９時２０分，運転員が
巡視点検中，タービン建屋２階にある電動主給水ポンプ出口弁グランド部からの
漏えい（２０リットル／分程度）を発見した。

　ただちにグランド増締め及び弁を開いてバックシートをきかせる応急処置を実
施したが，漏えいを完全にとめることができず，停止して修理すべく同日２０時３０
分，プラントの出力降下を開始し，同日２２時５６分原子炉を手動停止した。


　原因調査の結果から今回の漏えいに至った原因は次のように推定される。

(1) 弁棒の曲がりに起因して，弁の開閉に伴い弁棒とハメ輪が接触し，弁棒が損
傷したためグランドパッキンが損傷し漏えいに至ったものと
推定される。

(2) 弁棒に曲がりが発生した原因は，工場での電動装置の組み込み時，曲げ
モーメントに対し最も弱いと考えられる摺動部とネジ部の境に過
大な力が加わ
り，“く”の字に曲ったものと考えられる。


①

(1) 漏えいした弁の弁棒は，真直度を確認した新品と交換した。ハメ輪について
は，念のためクリアランスを増した新品と交換した。

(2) 類似個所として同型弁の分解・点検を実施し，健全性を確認した。

(3) 工場及び現場での弁組立てにおける電動装置の吊り込みに関し，作業要領
を見直し管理の強化を図る。又，電動装置吊り込み後，弁棒
に曲がりが発生して
いないことを測定し，確認する。

(4) 弁棒の全長にわたる真直度測定を行う。


B
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1986-原電-T022 1986年11月25日
17時--分

東海発電所 燃料取替中のトラブルについて    計画出力１４０ＭＷｅで運転中，スタンドパイプ１２－５２チャネル１４の燃料取
替えにおいて，Ｎｏ．３燃料の取出し時，燃料取替用グラブが燃料を吊り上げたこ
と（ＬＯＡＤＥＤ）の検出がされず自動取出操作が停止した（１１月２３日１４時頃）。
このため，手動操作により取出しを試みたが，燃料をつかんだことの指示がでな
いため点検を行うこととし，燃料取替を中断，すでに燃料取替機内に取出されて
いるＮｏ．４燃料の再つかみ操作を行ったが，正常なつかみ状態とならなかった。
このため，燃料取替用グラブ等の電気回路の点検を行ったが異常のないことか
ら，当該チャネルの炉内燃料浮き上がり防止のため，１１月２４日１２時より出力
を９０ＭＷｅに低下させ，燃料取替機を原子炉から切離し，グラブの作動試験等
の点検を行ったが，正常なつかみ状態とならなかった。

   以上の点検結果等に異常がないことから，今回のトラブルの原因はＮｏ．３燃
料のつかみ部分に何らかの不具合があると推定されたため，当該部の点検を行
うこととし，１１月２５日１７時より原子炉停止操作を開始，同日２１時３０分原子炉
を手動停止した。

   尚，この間当該チャネルの破損燃料検出装置の指示に異常がないことから，
燃料自体の健全性は確認されている。また，炉内のＮｏ．３燃料は，原子炉停止
後の各部の点検・検査終了後，特殊グラブを用いて取出した。


１）燃料取手離脱の原因；燃料取手の離脱防止は，留め金による廻り止め及び
留め金脱落防止カシメによって行われている。当該燃料取手の検査によりカシメ
跡は確認されているが，留め金がなかったことから，このカシメが充分でなく，振
動等により留め金が脱落し，廻り止め機能が不充分になり，燃料取手が少しず
つ回転して離脱に至ったものと推定される。

２）離脱した燃料取手がＮｏ．４燃料上で発見された原因；Ｎｏ．４燃料の炉心から
の取出しは正常に行われたこと，Ｎｏ．３燃料を取出そうとしたところつかめなかっ
たので，グラブチェックのため燃料取替機に取り込んだＮｏ．４燃料を再度つかも
うとしたが，つかめなかったという状況から判断して，次の様に推定される。

   Ｎｏ．３燃料をつかみに行った時には，燃料取手はまだ完全には離脱状態には
至っておらず，最初につかみにいった時のグラブとの接触により離脱に至り，そ
の後燃料取替機内のＮｏ．４燃料をつかみに行った際，グラブと共に燃料取替機
内に上昇し，この過程でＮｏ．４燃料上にこの燃料取手が落ちたものと考えられ
る。


①

１）今後装荷する新燃料については，受入検査項目にカシメ部検査用ゲージを用
いた留め金孔のカシメの正常性及び燃料取手取付状態の確認を追加することと
する。

   尚，現在新燃料貯蔵庫に保管中の燃料については，燃料装荷前に同様の確
認を追加実施することとする。


A
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1986-関西-M019 1987年01月17日-
-時--分

高浜発電所1号 Ａ冷却材ポンプＮｏ．１シール封水戻り
流量の増加について

　高浜１号機は，昭和６１年１０月１日から第９回定期検査中であるが起動準備
のため昭和６２年１月１４日にＡ，Ｂ，Ｃ冷却材ポンプ（以下「ＲＣＰ」という）を起動
したところＡ－ＲＣＰＮｏ．１シール封水戻り流量のみ通常値より高い値を示した。

このため，監視を強化しながら封水戻り流量の推移をみたがＲＣＳ圧力に比例し
てＮｏ．１シール封水戻り流量が増加し，正常復帰しないことが判明したため，当
該ポンプのＮｏ．１シールの分解点検を実施した。

　この結果，Ｎｏ．１シールのシールランナ本体内部Ｏリングの一部に異物混入に
よりシール不良が認められたため，今回の定期検査中にＮｏ．１シールのシール
ランナおよびシールリング等を一式新品に取替え，復旧した。

　なお，当該シールは，今回の定期検査中に新品シールと取替えたものであっ
た。


　今回のＡ－ＲＣＰＮｏ．１シール封水戻り流量増加の原因は，分解点検の結果本
体内部Ｏリング（Ｏリング［７］）部に存在していた異物によりシール不完全となり，
リークパスが形成されシールのバイパスリークが増大したものと推定される。

　なお，Ｏリング［７］部で見つかった異物は，異物の発見部位および大きさ（最大
１．０ｍｍφ）より，Ｎｏ．１シール組立状態での最大隙間０．１ｍｍを考慮するとＮ
ｏ．１シール本体を分解しない限り，物理的に進入は不可能なので，シール使用
前に入っていたものと考えられる。
 ①

１．Ｎｏ．１シールランナおよびシールリング等を一式新品と取替え，Ａ－ＲＣＰを
復旧した。

　なお，これらの新品シールについては，今回工場にて運転中の圧力，温度条件
におけるＰ－Ｑ特性試験を実施して健全であることを確認した。

２．従来よりシールの購入受け取り時には，寸法・外観検査を厳重に実施してき
たが，今後は更にＮｏ．１シール購入時には，工場でのＰ－Ｑ特性試験データを
入手し，データを十分にチェックして健全性を確認することとした。
 A
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1987-東京-T015 1987年08月17日
10時22分

柏崎刈羽発電所1
号

非常用ディーゼル発電機Ａ号機
ディーゼル機関からの冷却水の漏洩
について

   １号機は、定格出力（１１００ＭＷｅ）で運転中のところ、昭和６２年８月１７日１０
時２２分非常用ディーゼル発電機Ａ号機の定例試験（毎月１回実施）のため、当
該ディーゼル発電機を起動したところ、Ｎｏ．１０気筒のシリンダーヘッド部にある
空気抜き金具付近から水が漏洩しているのを発見した。

   点検修理を行うため、原子炉施設保安規定に基づき非常用ディーゼル発電機
Ｂ号機及びＨＰＣＳディーゼル発電機を直ちに起動し、その健全性を確認するとと
もに、非常用ディーゼル発電機Ａ号機を待機除外した。


   調査の結果、Ｎｏ．１１シリンダーヘッド製造時にキリ穴加工の作業ミスにより、
排気弁ポート肉厚が一部非常に薄くなり、これが冷却水による腐食及びディーゼ
ル機関起動時の水圧によりクラックに進展し漏洩に至ったと考えられる。これに
より、当該ディーゼル発電機停止中にシリンダーヘッド部より冷却水が漏洩し、
排気管内に徐々に溜り排気ヘッダーを経由してＮｏ．１０気筒の排気管へ流入し
焼却室に溜った。（このとき排気弁はＮｏ．１０気筒が開，Ｎｏ．１１気筒が閉状態と
推定）

   このため、Ｎｏ．１０気筒は当該ディーゼル発電機起動の際、燃焼室に溜った
水をピストンが押し上げ、これによりシリンダーヘッドが一部押し上げられシリン
ダーライナとシリンダーヘッド間に生じた隙間よりガスケット及びＯリングが押し出
され漏洩に至ったものと推定される。


①

（１）Ｎｏ．１０気筒のシリンダーヘッド一式，シリンダーライナ，ピストン，ピストン連
接棒を新品に取替えた。又、Ｎｏ．１１気筒のシリンダーヘッドを新品に取替えた。

（２）当該ディーゼル発電機の各気筒についてシリンダーヘッドを取外し、点検手
入を行い異常のないことを確認した。又組立て完了後、漏洩検査を行い漏洩の
ないことを確認した。

（３）次回定検時に、他のすべてのシリンダーヘッドについて当該キリ穴部のボア
スコープによる目視点検を実施する。

（４）今後シリンダーヘッド製造において、キリ穴曲り防止のため、加工部の形状
変更を行うとともに、加工後の仕上り形状等の確認を実施する。


A
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1988-関西-T004 1988年04月16日
11時30分

美浜発電所2号 第５Ａ－高圧給水加熱器細管もれ 　美浜２号機は，定格出力（５００ＭＷ）で運転中のところ昭和６３年４月１６日６時
１０分頃，運転員がパトロール中５Ａ－高圧給水加熱器ドレン弁（常用）の開度が
通常４０～４５％のところ５８％に増加しているのを発見した。

　このため，ドレン流量等の関連パラメータを確認した結果，同給水加熱器の細
管漏れであると判断されたため，１１時３０分より出力を７５％（３７５ＭＷ）まで降
下させ，同給水加熱器を隔離した後，点検．補修を行った。

　その結果、細管４本に漏えい、２本にＥＣＴで有意な指示（内１本は漏えい管）が
認められたため、漏えい管に隣接する周囲１列の細管１０本を含む合計１４本に
ついて施栓・シール溶接を行ない、４月１９日３時４０分より出力上昇を開始し同
日１２時００分に１００％出力に復旧した。


　以上の調査結果より、細管挿入時に発生した管表面のすり傷（一次破口管）に
よる残留応力に使用環境によって応力腐食割れが発生・進展し管板内部にて破
口，拡大し、このの影響により隣接する周囲管を損傷させたものと推定される。


①

１．抜管調査管を含め、７０本について新管と取替えた。

２．細管取替え作業にあたっては、すり傷を発生させないよう管板等の穴部の点
検を実施のうえ伸長に挿入作業を実施した。

３．従来から給水加熱器においては、管板内での細管漏えいは発生しておらずＥ
ＣＴ評価を実施していなかったが、今回の事象（管板内部での漏えい）に鑑み、管
板内の全細管についてＥＣＴにより健全性を確認した。なお、同種の５Ｂ－給水加
熱器についても管板内の全細管についてＥＣＴにより健全性を確認した。

４．ＥＣＴの精度により向上させるべく、調査検討を実施し、以降の検査に反映す
る。

５．次回定検時に、他ユニットについても全数ＥＣＴを行なう。


A、B
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1988-中部-T001 1988年04月27日
17時06分

浜岡発電所3号 タービン組合せ中間弁（Ｅ弁）のサー
ボ弁の点検・補修について

   コーストダウン運転中（～１０９１ＭＷｅ），４月２４日２３時頃巡視点検中の運転
員が，タービン建屋１階でタービン主要弁の排油受に油約５リットル程度がた
まっていることを発見した。

   このため，タービン各主要弁について点検したところ，タービン建屋３階に設置
されている６個の組合せ中間弁のうちＥ弁のサーボ弁部分から細い糸状に油が
漏れていることを確認した。油漏れの量は，タービン制御に特に支障をきたす程
のものではなかったが，念の為，貯油タンクから制御油タンクに油を移送（補給）
し，油量の確保を図るとともに監視を強化した。

   サーボ弁の構造及び外観点検の結果，油漏れはサーボ弁のオイルフィルタ部
分と推定されたため，４月２７日１７時０６分より当該組合せ中間弁（Ｅ弁）を閉弁
（テスト閉状態）し，サーボ弁へ油が供給されないような状態で，当該オイルフィ
ルタを新品に交換し，油漏れは完全に止まった。この作業の間（約２０分）発電機
出力は約６千ＫＷ（約０．５％）低下した。


   オイルフィルタ挿入穴の形状．寸法から，約２ｍｍの挿入不足があるとＯリン
グが変形し油漏れを起すこと及び新品のオイルフィルタを正規な状態に組込むと
油漏れが完全に止まったことから，油漏れの原因は，サーボ弁組立時のオイル
フィルタ挿入不良と推定される。


①

今後，サーボ弁組立て作業については，その管理を以下のように改善する。

１．メーカでのサーボ弁点検時の検査項目について，チェックシートを作成し記録
させるとともに，オイルフィルタについては，フィルタ挿入後，挿入状態をゲージに
より目標値以内に挿入されていることを確認，記録させる。

２．現地でのサーボ弁据付け前にオイルフィルタの挿入寸法を再確認し，据付点
検票に記録する。


B



添付資料－３ (6 / 30)

調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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1988-原電-T001 1988年07月01日
12時00分

東海発電所 燃料取替中のトラブルについて    電気出力１３６ＭＷｅで運転中の昭和６３年６月３０日、スタンドパイプ０９－４５
チャネル１４の燃料取替中、Ｎｏ．２燃料取出時に燃料を掴むことができなかっ
た。（１７時３０分頃）

このため、当該燃料の掴み操作を数回試みたが、同様に掴むことができなかっ
た。

   燃料グラブの機能確認のため、既に燃料取替機内に取り出したＮｏ．３燃料の
再掴み操作を行ったところ、正常に掴むことができ、燃料グラブに不具合はない
ことが確認されたことから、Ｎｏ．３からＮｏ．８燃料６体を順次炉内に戻し、燃料取
替機を原子炉から切り離した。

   以上の状況から、Ｎｏ．２燃料の燃料取手外れが推定されたことから点検及び
燃料取り出しのため、７月１日１２時００分より原子炉停止操作を開始、１４時３０
分２号発電機を解列（１号発電機は１２時４０分解列）し、１７時０１分原子炉を手
動停止した。

   なお、この間当該燃料チャネルの破損燃料検出器の指示に異常がないことか
ら、燃料自体の健全性は確認されている。


   燃料取手の離脱防止は、留め金による回り止め及び留め金脱落防止カシメに
よって行われている。

   今回も過去２回のトラブルと同様に、留め金がなかったことからカシメが十分で
なく、振動等により留め金が脱落し、回り止め機能が不十分になり、燃料取手が
少しずつ回転して離脱に至ったものと推定される。


①

   昭和６１年１１月に同種トラブルが発生して以来、新燃料受入れ検査項目に、
カシメ部検査用ゲージを用いた留め金孔のカシメの正常性及び燃料取手取り付
け状態の確認を追加している。

   また、燃料製造メーカにおいても昭和６２年１月以降製造の燃料について、検
査用ゲージによるカシメ部の検査強化を図っている。

   さらに、燃料取手の離脱防止強化措置として、留め金を２本に設計変更した燃
料を昭和６２年５月より受け入れている。

なお、当該Ｎｏ．２燃料は特殊グラブにより炉内から取り出した。


A
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1989-東京-T016 1990年01月02日
13時30分

福島第二発電所1
号

原子炉再循環ポンプ（Ｂ）電動機下部
軸受油面検出器不具合に伴う原子炉
手動停止について

   発生日時　平成２年１月２日１３時３０分（出力降下開始）

１号機は，第６回定期検査における調整運転時に発生したタービン制御油漏え
いに伴う原子炉停止後，原子炉を再起動し，出力約６４５ＭＷｅで調整運転中の
ところ，平成２年１月２日１１時３３分，中操警報『再循環ポンプモータＢ油面高』
が発生した。ただちに現場盤（原子炉建屋３階）を確認したところ，原子炉再循環
ポンプ（Ｂ）電動機の『下部軸受油溜レベル油面高』の表示灯が点灯していた。

   このため，原子炉再循環ポンプ（Ｂ）電動機軸受温度，振動等の関連パラメー
タの確認を行った結果，原子炉再循環ポンプ（Ｂ）の運転状態に異常は生じてい
ないと判断されたため，関連パラメータの監視強化を行うとともに，点検可能な格
納容器外の当該警報回路の点検を行った。

   この結果，警報回路に異常は認められなかったため，原子炉を停止して原子
炉再循環ポンプ（Ｂ）電動機下部軸受の点検を行うこととし，同日１３時３０分，出
力６４２ＭＷｅより出力降下を開始し，１９時５０分，発電機を解列，１月３日１時４
２分，原子炉を手動停止した。


   当該リードスイッチは，工場での製作時において導電性の磁性微粒子（鉄粉等
の微小な異物）の混入，接点部のメッキ不良等によるメッキのはがれ・表面の荒
れ及び感動値不良による接点間隙の不良が発生していた。これらの要因のいず
れかまたは複合により徐々に接点間隙が狭くなり，リードスイッチの接点間に放
電が発生した。

   この放電により接点が固着し，油面検出器が誤動作するとともに『再循環ポン
プモータＢ油面高』の警報が発生したものと推定される。


①

（１）当該油面検出器を新品と取替えるとともに，健全に動作することを確認し
た。

（２）類似の油面検出器３台についても点検を行い健全性を確認した。

（３）原子炉再循環ポンプ電動機の油面検出器にリードスイッチを使用しているも
のは，毎定期検査において実施している動作点の確認時，接点「開」の状態で接
点間の耐電圧試験を行い，リードスイッチの健全性を確認することとする。

（４）同型式の油面検出器製作時，リードスイッチの受入試験として，磁界による
感動値試験（４０±５ＡＴ）を実施し，接点間隙の適正化を図ることとする。


A
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1989-原電-T012 1990年02月03日
20時00分

東海発電所 燃料取替中のトラブルについて 　出力１４０ＭＷｅで運転中の平成２年２月３日１７時５８分，スタンドパイプ０６－４
６チャネル２３の燃料取替中，Ｎｏ．１燃料取出し時に燃料をつかむことができな
かった。このため，当該燃料のつかみ操作を数回試みたが，同様につかむことが
できなかった。

　燃料グラブの機能確認のため，既に燃料取替機内に取出したＮｏ．２燃料の再
つかみ操作を行ったところ，正常につかむことができ，燃料グラブに不具合はな
いことが確認された。

　以上の状況から，Ｎｏ．１燃料の取手が外れていることが推定されたことから点
検及び燃料取出しのため，同日２０時００分から出力降下を開始し，２０時５１分
に２号発電機を，また，２２時３０分に１号発電機をそれぞれ解列後，２月４日１時
００分原子炉を手動停止した。

　なお，この間当該燃料チャネルの破損燃料検出器の指示に異常がないことを
確認している。


　今回も過去の事象と同様に，留め金挿入孔のカシメが十分でなかったため，炭
酸ガスの流れによって生ずる振動等により留め金が徐々に抜け出し，回り止め
機能が不十分になり，燃料取手が少しずつ回転して離脱したと推定される。

　このため，当該燃料をつかむことができなかったものである。


①

　当該燃料チャネルには，燃料取手の離脱防止を強化した燃料を装荷した。

なお，燃料取手の離脱防止強化措置は次の通りであり，順次，これらの燃料に
交換してきている。

［１］昭和６１年１１月に同種トラブルが発生して以来，新燃料受入れ検査項目
に，カシメ部検査用ゲージを用いた留め金孔のカシメの正常性及び燃料取手取
り付け状況の確認を追加している。

［２］留め金２本に設計変更した燃料を昭和６２年５月より受入れている。


A
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1990-中部-M003 1991年01月21日-
-時--分

浜岡発電所3号 高圧炉心スプレイ系ディーゼル機関
の点検補修について

　１１００ＭＷｅ定格運転中において、高圧炉心スプレイ系ディーゼル機関の第６
シリンダ検水口から冷却水が１００ｃｃ／分程度漏えいしていることをパトロール
中の運転員が発見した。

　このため、高圧炉心スプレイ系ディーゼル機関第６シリンダの分解点検調査及
び対策を実施することとした。


　当該品の製造過程で行った補修溶接の予熱が不十分であったためき裂が発
生し、運転時の繰返し応力と不適切な補修溶接による高い残留応力によりき裂
が貫通し、冷却水の漏えいに至ったものと推定される。


①

１．当該シリンダジャケットを新品に取替え、健全性を確認した。

２．次回定検時まで高圧炉心スプレイ系ディーゼル機関のパトロール頻度を１直
１回から２回とし監視強化を図る。

３．次回定検時に当該ディーゼル機関の他のシリンダジャケット全数について浸
透探傷検査を実施し、健全性を確認する。

４．今後の新規製造時には、当該品が完成した時点で浸透探傷検査を実施する
工程を新たに追加する。


A
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1990-東北-M003 1991年03月19日
15時08分

女川発電所1号 非常用ガス処理系（Ａ）湿度検出器交
換に伴う待機除外について

　定格出力運転中のところ、平成３年３月１９日１５時０８分頃、中央制御室で警
報「ＳＧＴＳ　Ａ系チャコールエアフィルタ入口湿度高」が発生した。中央制御室の
当該湿度指示計を確認したところ通常値（約１９％）を上回る値（９４％）を指示し
ていた。１５時２２分に同警報はクリアし指示計が通常の値に復帰したが、その
後、１４分間隔で警報の発生・クリアを繰り返した。

　当該湿度計は、２個の湿度検出器を交互に切り替えて測定しており、この切替
間隔と上記警報発生・クリアの間隔とが一致することが判明した。

　本事象による発電所への影響は無く、当該湿度計、ＳＧＴＳフィルタトレイン入口
及び出口温度指示計の監視を強化し、発電所の運転を継続した。



　当該検出器の製作工程において電極線をセラミック内に成型加工する際、電
極線を変形させたため、２本の電極線が接近した状態となった。その後、検出器
セラミック素子のリフレッシュのための加熱－冷却の繰り返しにより、使用時間の
経過とともに電極線が移動し接触に至ったものと推定される。この電極線の接触
により電極間抵抗が低下し、見かけ上湿度が上昇した状態になりＡ１検出器によ
る測定時に湿度指示が上昇した。
 ①

１．湿度検出器（２個）を新品に交換した。

２．湿度検出器交換後、湿度指示計指示値に異常の無い事、２個の湿度検出器
切替りによる指示値の差異が許容範囲内である事を確認した。

３．製作メーカの検査項目として、従来から実施している特性選別試験に、検出
器内部のＸ線透視検査を追加し、電極線の変形、電極間の接近等内部に異常の
無いことを確認する。
 A
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1991-関西-T005 1991年07月22日-
-時--分

大飯発電所2号 Ａ－主給水制御弁不調について 　大飯発電所２号機（定格出力；１１７５ＭＷ）は，第９回定期検査中のところ，７月
２２日１１時００分に並列し，同日１２時００分から３０％出力への出力上昇試験
中，１５時００分から出力１５％（約１８０％ＭＷ）にて，給水制御をバイパスライン
から主給水ラインに切替操作を行ったところ，Ａ－主給水制御弁の追従がスムー
ズでないことが認められた。

　このため，Ａ－主給水制御弁の駆動部及び計装品の点検を行ったが，異常が
認められなかったことから，弁本体の異常と判断し，分解点検を実施することとし
た。


（１）内弁プラグのうちピストンリング溝より下部の外径寸法が，設計値を上廻っ
ていた。

（２）このため内弁のプラグとケージの隙間が設計値より小さく，高温になるとプラ
グ，ケージの熱膨脹の差によりその隙間がより縮小することが分った。

（３）内弁の測定値を用いて行った高温状態での解析では，弁閉時には接触し弁
開操作に伴い，プラグがケージに干渉することが判明した。

（４）当該内弁を使用して，給水制御弁切替時の高温状態を模擬して行った再現
テストの結果において弁の動作不調が認められた。

　このことから，給水制御弁の切替操作時においてプラグが，ケージ内面に接
触・干渉したことにより弁動作不調が生じたと考えられる。


①

１．不具合のあった弁体（プラグ）及び，ケージを含む内弁一式（ステム，プラグ，
ピストンリング，ケージ，シートリング）を寸法公差に納まった新品と取替えた。

２．不具合のあったＡ－主給水制御弁と同じＢ，Ｃ，Ｄ－主給水制御弁について，
再度分解し，不具合のあった弁体外径を詳細に寸法測定及び外観点検を行い，
問題のない事を確認した。

３．品質管理強化対策

（１）当社購入部品の品質管理強化を実施する。

（２）工事会社購入部品の品質管理強化を実施する。

（３）工場監査を実施する。


A



添付資料－３ (7 / 30)

調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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1993-原電-M007 1993年10月01日
13時43分

敦賀発電所1号 制御棒位置表示の不具合について 　敦賀発電所１号機は、平成５年９月２１日に発生した原子炉再循環ポンプＢ号
機メカニカルシール不具合の補修工事完了に伴い、９月３０日１２時に原子炉を
起動し、１０月１日１３時に発電機を併入した。同日１３時３４分、出力上昇のため
制御棒３４－３５を２６ポジションから２８ポジションへ引き抜き操作を実施したとこ
ろ、中央制御室制御盤の４ロッド位置表示が一旦２８ポジションを表示した後、消
灯した。また、この時中央制御室制御盤に注意警報「ＲＯＤ　ＤＲＩＦＴ」、「ＲＷＭ
ＲＯＤ　ＢＬＯＣＫ」及び「ＲＯＤ　ＯＵＴ　ＢＬＯＣＫ」が発報するとともにＣＲＴ画面の
当該制御棒の位置表示が不良となった。


　以上の調査結果より、制御棒３４－３５の表示が不具合となった原因は、以下
のように推定される。

　製造段階で、なんらかの不備によりＰＩＰ検出器コネクタのメス側のＮピン押さえ
バネが組み込まれなかったため押しつけ力が低下した。この状態で長期間使用
したため接触面に経年的に酸化被膜等が生じ、接触抵抗が増加した。

　このため、制御棒位置検出回路の電流値が低下し、制御棒位置信号を作る
フォトカプラが動作しなくなったことにより当該制御棒の位置指示が不調になった
ものと推定される。


①

(1) 当該コネクタを新品に交換した。

(2) 全制御棒の全ポジションについて位置信号伝送経路の回路抵抗を測定し、
異常のないことを確認した。

(3) 念の為、第２３回定期検査時に、全制御棒について当該の押さえバネが組み
込まれていることを確認するため、ＰＩＰ検出器コネクタピン
のオスピン保持力の
点検を実施した。

　この結果、全制御棒のＰＩＰ検出器コネクタピンの保持力は良好である事から、
押えバネが正常に組み込まれていることを確認した。


Ｚ
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1993-東京-T011 1993年11月22日-
-時--分

福島第二発電所1
号

蒸気乾燥器ドレンチャンネル溶接部
の不具合について

発生日時；平成５年１１月２２日（発見）

　第１号機は第９回定期検査（平成５年９月４日解列～平成６年１月２１日並列予
定）において、平成５年１１月２２日に水中テレビカメラにより蒸気乾燥器の外観
検査（自主点検）を行っていたところ、蒸気乾燥器下部のスカートの外側に溶接さ
れている４個のドレンチャンネルのうち１個について、周溶接部の一部にき裂が
認められた。

　なお、残り３個のドレンチャンネルについて同様に外観検査を実施し、異常のな
いことを確認した。

　原因の調査の結果から、当該ドレンチャンネルの損傷原因は、周溶接部のの
ど厚が他の溶接部に比べ小さかったため、蒸気乾燥器を通る蒸気によりスカート
及びドレンチャンネルに生じる差圧変動荷重により局部的に高い応力が生じ、疲
労によるき裂に至ったものと推定される。

①

　き裂のある溶接部の溶接金属をグラインダにて除去し、新たに開先を加工した
上で補修溶接を行い強度を向上させた。

A
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1994-原電-M007 1995年03月15日
09時43分

東海第二発電所 制御棒５０－４７引抜操作不具合につ
いて

　東海第二発電所は定格出力１，１００ＭＷｅにて運転中の平成７年３月１５日、
制御棒１ノッチ作動定期試験（１回／週）を実施したところ、制御棒５０－４７の１
ノッチ挿入（４６位置）後の４８位置（全引抜）への引抜き操作において、駆動水流
量がオーバースケールし、４８位置への復帰が不可となる事象が発生した。

　この後、数回の引抜き操作及び制御棒駆動水排出元弁を段階的に閉操作し、
駆動水排出側流量を減少させることによる引抜き操作を試みたが、引抜き不可
であった。

　当該制御棒をさらに４４位置まで挿入し、挿入機能を確認した後、再度引抜き
操作を行ったが、引抜不可であった。

　このため、要領書に基づき当該制御棒を全挿入状態にし、４月１４日から開始
した第１４回定検において原因調査を実施した。


　当該セレクタ弁のプランジャがスリーブ内で固着した原因は、スリーブ内径が小
さく、プランジャとスリーブの間隙が正規の寸法より狭かったことから、セレクタ弁
製作時のスリーブ水圧かしめ工程において、スリーブセッティング用スペーサを
取外すのを忘れてかしめ作業を実施したためと推定される。

　また、当該制御棒の引抜き操作不可の原因は、定期試験等での当該セレクタ
弁の動作に伴い、プランジャ表面に摺動傷が発生し、摺動部磨耗粉の発錆によ
り摺動抵抗が大きくなり、開動作時にプランジャがスリーブ内上端で開固着した
ため、引抜き操作時の駆動水が排出ライン側に流れ、必要な水圧が駆動機構に
作用しなかったためと推定される。


①

（１）［１］当該ユニットのセレクタ弁

　制御棒５０－４７のセレクタ弁は、正規の寸法の新弁と取替える。

　［２］同一製造方法のセレクタ弁

　今定検で取替えを予定している新弁４０ユニット（１６０台）全数及び現在使用中
の７９ユニット（３１６台）全数のセレクタ弁についても正規の寸法であることを確
認する。

（２）今後製作するものについては、スリーブ水圧かしめ後の最終段階において、
全数内径の確認を行うよう検査ステップを変更する。
 A
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1995-関西-M006 1995年07月14日
14時00分

大飯発電所2号 Ｃ－ロータリースクリーンの損傷につ
いて

　全出力運転中、平成7年7月14日14時頃C-ロータリースクリーン過負荷の警報
が発信した。直ちに現場点検を行った結果、C-ロータリースクリーンが自動停止
していることを確認した。外観点検では、異常が認められなかったことから、逆転
操作を実施したところ、異音が発生し停止した。このため、再度点検した結果、
ディスクプレートと中空軸の溶接部が破断し、リンクチェーン(スクリーンバスケッ
トと一体)が上部スプロケット(ディスクプレートと一体)から外れていることを確認し
た。

（１）中空軸の開先形状は計画どおりレ形開先であったが、開先寸法が計画７ｍ
ｍに対し４．３ｍｍと小さかったため、溶接の際の溶込みが不十分であった。

（２）第９回定検で駆動軸の外側リブを取り替えた際、溶接肉盛りを必要以上に施
工したため、過大入熱がディスクプレートに伝わり、ディスクプレートに歪が生じ
た。

　上記（１）（２）が重畳し運転中、中空軸の溶接部に疲労亀裂が発生し、徐々に
進展し破断に至ったものと推定される。


①

（１）駆動軸をリブの不要な、かつ溶接箇所の少ない一体型タイプに取り替え、強
度アップを図る。

（２）２号機Ａ，Ｂ，Ｄについては、リブの損傷及びディスクプレートの歪がないこと
から、疲労亀裂発生の可能性はないと考えられるが、念のため、今定検（１２回）
で駆動軸を一体型タイプに取り替える。

（３）溶接箇所については、十分に施工がされていることを確認する。


A
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1995-中部-M003 1995年10月06日
03時56分

浜岡発電所4号 排ガス系除湿冷却器冷凍機（Ｂ）自動
停止について

　定格出力(1137MWe)で運転中のところ、平成7年10月6日3時56分「気体廃棄物
処理系故障」「希ガスC/C(B)異常」の警報が発生した。

直ちに排ガス系盤にて運転状態を確認したところ、「圧縮機(B)モータ」の警報が
点灯中で除湿冷却器冷凍機が(B)から(A)に自動で切り替わって、排ガス系統の
パラメータに変化はなく安定な運転を継続していた。また、希ガスC/C(B)にて、圧
縮機(B)の過電流継電器が動作していることを確認した。

　現場にて、当該冷凍機(B)を確認したところ異臭等の異常は認められず、また、
圧縮機(B)モータの絶縁測定においても異常がなかったことから確認運転を実施
した。その結果、圧縮機本体の温度上昇が認められたため、10月7日11時35分
から予備品への取り替えを開始し同日16時43分に通常状態に復帰した。

　吐出弁板バネに亀裂が生じ、これに伴い、吐出弁板が運転中に破損したことに
より、運転時の吐出ガスが圧縮室へ逆流し、ガスの再圧縮となり内部の温度が
上昇した。この温度上昇による潤滑油の粘度低下によりピストン摺動部にかじり
が生じ、モータへの負荷が大きくなり冷凍機（Ｂ）が自動停止したものと推定され
る。

　また、吐出弁板バネの亀裂原因は、寸法、材質面に問題がなかったことから、
製作当初からの微細な傷により微小クラックが発生し、ここから亀裂が生じたも
のと推定される。


①

１．当該冷凍機については、圧縮機を新品と交換し、運転状態に異常ないことを
確認した。

２．冷凍機の不具合に備え、冷凍機の予備品を常時確保し、不具合が発生した
場合は、速やかに予備品と交換することとする。


Ｚ
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1996-関西-T009 1996年11月20日
11時00分

高浜発電所2号 第６Ａ高圧給水加熱器細管漏えいに
ついて

　定格出力運転中(826MW)のところ、平成8年11月中旬から中央制御室における
運転パラメータの確認により第6高圧給水加熱器ドレン流量が若干上昇している
ことが確認されたため、11月18日から監視強化を開始するとともに、ドレン流量
計の健全性チェック、関係パラメータの確認等を実施した。その後、11月20日8時
頃、ドレン流量の増加率の上昇が認められたことから、出力効果を開始し75%出
力にて当該給水加熱器を隔離し、点検・補修を行った。第6高圧給水加熱器ドレ
ン水位制御弁開度の現地確認(A-制御弁の開度が約35%→37%に)点検の結果、
細管3本に漏えいが認められたため、漏えい管及び周辺管10本を施栓し、11月
24日に定格出力に普及した。

　第16回定検時に当該細管を抜管し、詳細調査を実施結果、細管損傷に至った
原因は、管外面側を起点とした周方向の応力腐食割れと推定されたことから、工
場製作時に発生したと考えられる凹みが起点となって応力腐食割れが発生・進
展し、ついには破口して、給水の流れのエロージョンを受け外面減肉が生じ、破
断に至ったものと推定された。

　細管損傷に至った原因は、詳細調査結果から管の外面側を起点とした周方向
の応力腐食割れと推定されたことから、工場製作時に発生したと考えられる凹み
が起点となって応力腐食割れが発生・進展し、ついには破口して、給水の流れで
エロージョンを受け外面減肉が生じ、破断に至ったものと推定される。

①

１．第６Ａ高圧給水加熱器は、抜管調査管を含め１２２本について新管に取替え
た後、給水出口側管板内の細管全数について、従来の改良型渦電流探傷検査
に加え周方向渦電流探傷検査を行い、変形（凹み）信号指示の認められた３８本
の細管については施栓を実施した。

２．第６Ｂ高圧給水加熱器についても、渦電流探傷検査を行い、抜管調査管（健
全管）１本および変形（凹み）信号指示が認められた５３本の細管については施
栓を実施した。

３．今後、高圧給水加熱器の開放点検に合わせ、給水出口側管板内の細管全
数について軸方向探傷および周方向探傷を目的とした改良型渦電流探傷検査
を実施する。

　なお、細管自動挿入装置を採用したプラントは対象外とする。

４．細管取替作業に当たっては、細管に変形（凹み）等が発生しないよう慎重な
挿入作業を心掛ける。

A、B



添付資料－３ (8 / 30)

調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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1997-北陸-T001 1998年01月10日
08時35分

志賀発電所1号 復水器細管漏えいに伴う原子炉手動
停止について

　定格出力(540MWe)で運転中、平成10年1月10日8時17分「復水器ホットウェル
出口導電率高」、引き続き8時24分「復水・給水系導電率高」の警報が発報し、原
子炉水導電率に上昇が認められたことから9時47分に原子炉を手動停止した。

　復水器内部について調査したところ、復水器(B)の細管1本に漏えいが確認さ
れ、損傷細管近傍の管群上に金属片及び第2給水加熱器(B)の防熱板に破損が
確認された。復水器導電率上昇は第2給水加熱器(B)の防熱板の破損片が復水
器細管に衝突、損傷し、海水が漏れ込んだことによるものと推定される。

　原因調査の結果、第2給水加熱器(B)防熱板取付板が設計寸法より短く、防熱
板の栓溶接穴が防熱板端部よりずれて溶接されたことから、溶接欠陥が発生、
進展し、破損片の脱落に至ったものと推定される。

（１）復水器導電率上昇の原因

　第２給水加熱器（Ｂ）の防熱板の破損片が損傷細管近傍の管群上に発見され、
当該破損片からチタン成分が検出されたこと、損傷細管の破面に管外面からの
金属片衝突によると思われる延性破面が認められたことから、復水器導電率上
昇は第２給水加熱器（Ｂ）の防熱板の破損片が復水器細管に衝突、損傷し、海水
が漏れ込んだことによるものと推定される。

（２）給水加熱器防熱板破損の原因

　防熱板取付板が設計寸法より短く、栓溶接穴がずれて溶接されたことから溶接
欠陥が発生し、この結果欠陥部付近に高い応力が集中し、ここを起点としてき裂
が生じた。当該部分は、他の部分よりタ－ビン排気蒸気による圧力変動が大き
いため、き裂の進展が促進され防熱板に開口が発生した。この開口部に蒸気が
流入したためさらにき裂の進展が促進され、破損片の脱落に至ったものと推定さ
れる。

　また、防熱板栓溶接部の小さなひびは、溶接欠陥に起因する疲労によるもの
であり、ひびの進展は停留すると推定される。

①

（１）復水器漏えい細管は抜管し、管板部に閉止用短管を取り付けた。

（２）第２給水加熱器（Ｂ）の防熱板を新品に取り替えた。また、防熱板栓溶接部
に欠陥指示模様が認められた第１給水加熱器（Ｂ）、第２給水加熱器（Ａ）につい
ても防熱板を新品に取り替えた。更に、第１給水加熱器（Ａ）には同様の欠陥指
示模様が認められなかったが、念のため防熱板を新品に取り替えた。

　なお、防熱板の取付方法は施工性を考慮し、栓溶接方式取付からボルト締め
方式取付とするとともに、防熱板板厚を厚くし、強度の向上を図った。

（３）社内においては品質保証体制の強化、意識高揚等を図るとともに、メーカー
に対しては、品質保証活動の強化を指示する等、施工管理に関する品質保証活
動を強化する。 A、Ｃ
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1998-原電-M007 1998年11月25日
05時09分

敦賀発電所2号 「原子炉トリップパーシャル作動」警報
の発信について

　定格出力運転中のところ、平成10年11月25日5時09分、「原子炉圧力高パー
シャル?」(トリップ設定値:167.7kg/cm2)により「原子炉トリップパーシャル作動」及
び「B加圧器逃がし弁開」警報等が発信した。

中央制御室に4チャンネルある加圧器圧力計(PI-451A,452～454)により加圧器
圧力(原子炉圧力)を確認したところ、1チャンネル(PI-451A)が約168kg/cm2を指
示しており、更にこのチャンネルの信号を制御信号とするB加圧器逃がし弁
(PCV-452B)が開動作し、加圧器圧力が変動した。

　加圧器圧力検出系チャンネル451に係る機器について点検した結果、加圧器
圧力伝送器(PT-451)出力信号が、通常値3.820V(プロセス換算値:約157kg/cm2)
に対して4.720V(プロセス換算値:約170kg/cm2)となっていた。

　異常の認められた当該伝送器を新品に取替えるとともに、取外した伝送器を工
場にて点検した。


　点検結果より本事象が発生した原因は以下の通りと推定される。

(1) 固定電極と感圧ダイアフラムの溶接時において溶接面とトーチ間の距離が目
安値を下回っていたため、溶接面のビードの不揃いが生じ、
溶け込み深さと形状
が周方向に不均一に分布した。

(2) 固定電極と感圧ダイヤフラムの接合面の一部が不均一な応力により強く押し
つけられるとともに、両者の間に相対的な変位が残った。

(3) プラント運転中に、感圧ダイヤフラムと固定電極の接合面の押付力が僅かに
減少した。（推定）

(4) 感圧ダイヤフラムと固定電極の相対位置が周方向に約５μｍずれた。

(5) 感圧ダイヤフラムと固定電極の支点位置がずれ、スパンが約＋４％変化し
た。また、感圧ダイヤフラムが中心部にずれることにより、ゼロ
点が約＋２０％変
化した。

(6) ゼロ点及びスパンがずれたことにより、当該圧力伝送器の出力信号が増加し
た。＾２）より高い指示値（約１６８ｋｇ／ｃｍ２）となり、原子炉トリップパーシャル作
動に至った。


①

(1) 異常の認められた加圧器圧力伝送器（ＰＴ－４５１）を新品に取替えた。

(2) 伝送器カプセル部の溶接不適切発生防止のため、溶接面とトーチ間距離の
設定、溶接ビード部確認及び溶接前後の静電容量変化の確
認等をチェックシー
トを用いて管理するようメーカーを指導した。


B

53

1999-北陸-T001 1999年06月14日
11時00分

志賀発電所1号 非常用ディーゼル発電設備Ｂ号機ク
ランク軸のひびについて

　志賀原子力発電所１号機は、第５回定期検査中（平成１１年４月２９日より）のと
ころ、非常用ディーゼル発電設備Ｂ号機の分解点検のうち、ディーゼル機関クラ
ンク軸の浸透探傷試験において、Ｎｏ．２連接棒取付部端部に円周方向の線状
模様が認められた。このため、深さや形状を確認するため超音波探傷試験を実
施し、６月１４日１１時頃にひびを確認した。

　なお、本事象による外部への放射能の影響はなかった。

　当該部は、表面近傍の非金属介在物の存在により疲労限度が低下していた。
この状態で、残留応力に加え、試運転、定例試験、定期検査時の変動応力によ
り、この非金属介在物を起点として疲労によるひびが徐々に進展したものと推定
される。

①

（１）ひびが認められたクランク軸については、表面の非金属介在物の調査を行
い、健全性を確認した新品と交換した。今後の定期検査時に、計画的に健全性
の確認を行う。

（２）その他の非常用ディーゼル発電設備２台（Ａ系、高圧炉心スプレイ系）のクラ
ンク軸については、定期検査期間中に浸透探傷試験を行い、健全性を確認し
た。

（３）今後、非常用ディーゼル発電設備のクランク軸については、介在物、残留応
力および変動応力による応力集中をより一層軽減するよう製造者に対し指導す
る。

A
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1999-原電-T018 2000年02月23日
10時30分

東海第二発電所 第５給水加熱器（Ｃ）の伝熱管の破断
について

　東海第二発電所は平成１１年４月４日から第１７回定期検査中のところ、タービ
ン・給復水系統を復旧するために低圧復水ポンプの運転及びＡ～Ｃ系列の給水
加熱器水室側の水張りを行い、平成１２年２月１８日に給復水系統の再循環運
転を開始した。

　その後、再循環運転を継続していた２月２０日、５時２０分頃、胴側の水位上昇
を示す「給水加熱器レベル高・高」の警報が発報し、Ｃ系列の給水加熱器が自動
隔離した。中央制御室裏盤の表示灯により、第５給水加熱器（Ｃ）の「水位高高」
を確認した。

　このため、翌２１日に第５給水加熱器（Ｃ）の計測制御系と系統の廻り込みの点
検を行ったが、異常は認められなかった。引続き、２２日０時１９分からＣ系列伝
熱管の通水確認を実施したところ、第５給水加熱器（Ｃ）胴側の水位上昇（約１５ｃ
ｍ／１０分間）が認められた。

　上記の点検結果から、伝熱管の漏えいの可能性が考えられるため２３日、１０
時３０分頃、第５給水加熱器（Ｃ）を開放し内部点検を行った結果、外周側の伝熱
管（Ａ３１－２）１本が破断していることを確認した。なお、本事象に伴う環境への
放射性物質の影響はなかった。


　上記の点検調査の結果、給水加熱器伝熱管が破断した原因は、以下のとおり
と推定される。

①製造工程において、防錆剤等の一部が仕切板管穴部伝熱管外表面のへこみ
痕近傍に残留した。

②試運転の開始に伴い、へこみ痕近傍に残留した防錆剤等に含まれる微量の
腐食媒が濃縮し、微小な腐食ピットが生じ徐々に深く進行した。

③長期に亘る運転に伴い、伝熱管直管部に蒸気流等による流力弾性振動が発
生し、Ｕ字管部の応答振動によって仕切板管穴部に繰り返し応力が発生した。

④腐食ピット先端部では応力集中効果等によって疲労強度が低下するため、腐
食ピット底部を起点に疲労によるひびが発生し、やがて伝熱管を貫通し、さらに
両側の周方向に進展した。

⑤当該部のＥＣＴチャートの欠陥指示波形を内面スケール付着と判断したため、
施栓等の措置を講じなかった。

⑥定期検査期間中のタービン・給復水系統の復旧を行った際に、低圧復水ポン
プの運転により系統に圧力が加わったことにより、当該伝熱管に力が加わりひび
割れ部で破断した。


①

（１）当該伝熱管の施栓を実施した。なお、施栓後漏えい試験を実施し異常のな
いことを確認した。

（２）メーカに対し、ＥＣＴの実施及び評価の管理体制について改善するよう指導し
た。メーカにおいては、欠陥及び擬似欠陥指示チャートについてＥＣＴ実施者であ
る試験員とは別のメーカ検査員が審査し、報告書に合否判断に用いた欠陥及び
擬似欠陥指示チャートを添付する等の改善を図ることとした。また、当社におい
ても、確認事項にメーカが合否判断に用いた擬似欠陥指示チャートの確認を追
加するとともに、今後のＥＣＴ記録確認を２名以上で行うこととした。


A
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2000-関西-M007 2000年05月25日
09時27分

美浜発電所1号 「ＡＶＲ自動追従故障」警報の発信に
ついて

　定格出力運転中、発電機盤「AVR自動追従故障」警報が発信した。確認したと
ころ、バランス指示計が約+30%を示しており、また、発電機電圧値が一時的に変
動していることを確認した。このため、バランス指示計を通常値の0%に復旧すべく
手動電圧設定器を操作したが、復旧しなかった。その後、AVRのパワーユニット
を取り替え、手動電圧設定器の操作によりバランス指示計を約0%とし、発電機電
圧は通常値に復旧した。

　原因は次のとおりと推定される。パワーユニットの工場製作時において、入力X
相の接触子および外部接続用銅バーが下方に傾いて取り付けられたため、定期
点検等における挿抜の繰り返しでの銅バーとの外力(衝撃力)により、接触子の
押し下がり、がたつき及び外部接続用銅バーの傾きが増加した。その結果、銅
バーが接触子に乗り上げ、外部振動の影響により最終的に接触不良となったた
め、界磁電圧及び発電機電圧が低下し警報発信に至ったものと推定される。

　パワーユニットの工場製作時において、入力Ｘ相の接触子および外部接続用
銅バーが下方（設計許容範囲の最大値）に傾いて取り付けられたため、パワー
ユニット挿入時の銅バーによる外力（衝撃力）によって下方への曲げモーメントが
発生し、定期点検等における挿抜の繰り返しにより、銅バーが徐々に接触子を
押し下げ、板バネ支えの変形による接触子のがたつきの増加および外部接続用
銅バーの傾きが増加した。また、定期点検時においては接触子等の傾き確認が
手順書に明確に規定されていなかったこともあり、傾きの確実な確認がなされて
いなかったと思われる。その結果、銅バーが接触子に乗り上げる状態（嵌合不良
状態）となり、加えて外部振動の影響により最終的に接触不良（パワーユニット入
力Ｘ相が断線状態）となった。

　これにより、界磁電圧および発電機電圧が低下、自動電圧設定値との偏差大
により「ＡＶＲ自動追従故障」警報発信に至ったものと推定される。


①

１．Ｎｏ．１，２パワーユニットともユニットを引き出し点検した際、入力Ｘ相のジャン
クション部接触子にあった若干の傾きを手直しのうえ、新品を挿入した。なお、次
回定期検査時に当該ＡＶＲ盤側ジャンクション部を取り替える。

２．パワーユニット挿入時の接触子傾き状態確認手順を明確化し、作業要領書
に反映した。


B



添付資料－３ (9 / 30)

調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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2000-四国-M013 2000年09月12日-
-時--分

伊方発電所1号 第２低圧給水加熱器の不具合につい
て

　定期検査中、復水系統の水圧による漏れ確認を実施したところ、第2低圧給水
加熱器Bの胴側のブロー量が従来に比べて若干多かったことから、第2低圧給水
加熱器B伝熱管全数の真空リークテスト並びに漏えいの疑いが認められた伝熱
管について渦流探傷検査、内面調査等の詳細点検を実施したところ、1本の伝熱
管のU字管部の下部(入口側)に貫通穴が認められた。

　原因は、給水加熱器製造工程における伝熱管挿入作業において、U字管外面
に打痕(へこみ)が生じ、そのへこみ部を起点に応力腐食割れ(SCC)が発生し、貫
通穴に至ったものと推定される。なお、前回の定期検査時、渦流探傷検査を実
施した結果、へこみの信号指示が検出されていたが、施栓基準以下であったた
め、施栓は実施していない。

　過去の事例から、給水加熱器製造工程における伝熱管挿入作業において、Ｕ
字管外面に打痕（へこみ）が生じ、そのへこみ部を起点に応力腐食割れ（ＳＣＣ）
が発生し、貫通穴に至ったと推定される。

　なお、前回の定期検査時、ＥＣＴを実施した結果、へこみの信号指示が検出さ
れていたが、施栓基準以下であるため、施栓は実施していない。


①

（１）漏えいの認められた伝熱管１本（３１列２１番）については、施栓を実施する。

　また、２５列３６番の伝熱管について、当初の真空リークテスト時に漏えいの疑
いがあったことから、念のため施栓を実施する。

（２）本漏えい管と同材質の伝熱管である第２低圧給水加熱器及び第３低圧給水
加熱器については、Ｕ字管部におけるへこみの施栓基準を従来の３Ｖ（へこみ深
さ約０．５ｍｍ）から１Ｖ（へこみ深さ約０．３ｍｍ）に見直し、これ以上の伝熱管に
ついては施栓する。
 Ｚ
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2000-関西-T020 2000年11月30日
09時23分

大飯発電所1,2号 共用試料採取室における気体状放射
性物質の漏えいについて

　大飯発電所１号機は第１６回定期検査に伴う１００％出力調整運転中（１１７５
ＭＷ）、２号機は定格出力（１１７５ＭＷ）にて運転中のところ、平成１２年１１月３０
日９時１８分～１９分頃、１号機および２号機の体積制御タンク内気相部の酸素
濃度を測定するための定期ガス分析（１回／週）を行うべく、本タンクと補助建屋
内にある試料採取室内１・２号機共用）の試料採取装置を結ぶ１号機および２号
機の体積制御タンクガスサンプリング元弁（1-8373、2-8373）を開放した。その
後、試料室エリアモニタの指示値が通常値約４μＳｖ／ｈから７．４５μＳｖ／ｈまで
上昇するとともに、同日９時２３分頃から２号機プラント排気筒ガスモニタの指示
値が通常値約700ｃｐｍから約1500ｃｐｍ（高警報設定値：20000ｃｐｍ）まで上昇し
た。

　このため、同日９時２８分にサンプリング元弁（1-8373、2-8373）を閉止したとこ
ろ、９時３９分頃、プラント排気筒ガスモニタ指示値が、９時４２分頃試料室エリア
モニタ指示値が通常値に復帰した。

　なお、今回の事象は、１、２号機共用試料採取室のサンプリングラインから気体
状の放射性物質の漏えいが発生したものであるが、漏えいの程度は軽微であ
り、発電所周辺のモニタリングポストの指示値には変動はなかった。

（１）当該ドレンポットドレン配管ねじ込み継ぎ手部のめねじ山数は特別な設計要
求であったが、加工部門へ明確な指示ができていなかった。

（２）当該ドレンポットドレン配管ねじ込み継ぎ手部のめねじの製作において、め
ねじのねじ山を４山ねじ込むことができるねじ切り状態とすべきところ、１～２山程
度しかねじ込めないねじ切り状態であったためドレンポット据付時のねじ込み量
が１～２山程度と少なかった。

（３）今回の１号機第１６回定期検査でのドレンポットドレン元弁（1-5030）の分解・
復旧時、弁のボンネットを緩めまたは締付ける際に、ドレンポットドレン配管ねじ
込み継ぎ手部に力が加わり、めねじ山が破損しその結果シール機能が喪失し
た。

（４）その後、体積制御タンクガスサンプリングのためサンプリング元弁を開放し
たところ、当該ドレンポットドレン配管ねじ込み継ぎ手部から漏えいに至った。

①

（１）当該ドレンポットおよび同形状の２号機のドレンポットは、規定のねじ山加工
された改良品に取り替え復旧した。また、このドレンポットと類似構造の機器のね
じ部についても点検した結果、異常はなかった。

（２）今後、特別な仕様のねじ込み継ぎ手を採用する場合は、ねじの有効長等の
要求事項を明記した設計図書を提出させることとし、現場据付時において、設計
通り製作されていることを作業責任者が確認する。

（３）放射性物質を含むガス系統で機器を分解した際の漏えい確認においては、
当該作業による力が作用した可能性のあるねじ込み継ぎ手部を念入りに確認す
ることとし、作業要領書に明記する。

A、B
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2002-四国-M007 2003年01月06日
04時32分

伊方発電所3号 使用済燃料ピットエリアモニタの不具
合について

　伊方発電所第3号機は、通常運転中のところ、平成15年1月6日4時32分、中央
制御室に使用済燃料ピットエリアの線量当量率が上昇したことを示す警報が発
信し、運転員が使用済燃料ピットエリアモニタの指示値を確認したところ、通常値
約2μSv/hであるところが1.8×104μSv/h付近に上昇していた。

このため、補助建屋排気筒モニタ指示値等、他のパラメータを確認したところ異
常は認められず、また、現地においてパトロールサーベイメータによる測定を
行った結果、当該モニタ測定場所の実際の線量当量率は約1μSv/hであったこ
とから、当該モニタの不具合が推定されたため、モニタ各部の調査を行った。

　その結果、現地に設置している半導体式検出器の動作不良が確認されたこと
から、当該検出器を予備品に取り替え、使用済み燃料ピットエリアモニタが正常
な値を示すことを確認し、同日9時10分通常状態に復帰した。

なお、本事象によるプラントの運転への影響及び周辺環境への放射能の影響は
なかった。

　使用済燃料ピットエリアモニタの指示値が上昇した原因は、検出器周囲温度の
低下に伴って、内部の回路に設置されているコンデンサの容量が発振開始容量
以下に低下し、出力信号に発振を生じたためと推定される。

当該コンデンサの容量が発振開始容量以下に低下した原因は、メーカでの検出
器開発段階において当該コンデンサを選定した際、使用電圧・周囲温度等の使
用条件による特性変化に対する確認が適切に行われておらず、発振開始容量
に対して余裕の小さいコンデンサが使用されていたためと考えられる。

　使用済燃料ピットエリアモニタの指示値が上昇した原因は、検出器周囲温度の
低下に伴って、内部の回路に設置されているコンデンサの容量が発振開始容量
以下に低下し、出力信号に発振を生じたためと推定される。

　当該コンデンサの容量が発振開始容量以下に低下した原因は、メーカでの検
出器開発段階において当該コンデンサを選定した際、使用電圧・周囲温度等の
使用条件による特性変化に対する確認が適切に行われておらず、発振開始容
量に対して余裕の小さいコンデンサが使用されていたためと考えられる。


①

（１）当該検出器を予備品に取り替え、健全性を確認のうえ復旧した。

（２）伊方発電所で使用している同型の半導体検出器全数（当該検出器を含みエ
リアモニタ２７台、プロセスモニタ３台）の当該コンデンサを製造時のばらつきが少
なく、印加電圧特性の優れた代替品に取り替えることとし、このうち、当該検出器
及び周囲温度が当該検出器と同程度になる可能性のある検出器計５台につい
ては、代替品への取替を完了した。なお、その他の検出器については、平成１５
年９月から開始する予定である３号機第７回定期検査終了までに、計画的に代
替品への取替を行う。

（３）当該検出器のメーカに対し、外注業務を行うにあたって、調達管理の強化を
図るよう要求するとともに、メーカにおける以下の再発防止策及びその実施状況
について確認した。

・外注先から、部品選定にあたっての検討書を徴収し、部品の選定に問題がな
いことを確認する。

・関係者に今回の事象について周知するとともに、再発防止策についての教育
を行う。

（４）今回の事象についてのワンポイントレッスンを作成し、所内関係者に周知し
た。


A、Ｃ
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2003-東京-M022 2003年10月04日-
-時--分

柏崎刈羽発電所7
号

タービン駆動原子炉給水ポンプケー
シングの一部欠損について

当該機器の分解点検中
 　当該部の肉厚測定を実施した結果、設計肉厚より薄く製作されていることが確
認された。ケーシング鋳込みの際、中子がズレたことにより肉厚が薄く製作され、
運転による圧力脈動による繰り返しの応力が作用した結果、疲労限界を超え、
当事象の発生に至った。


①

　製作時、中子を押さえる巾木のズレを防止できる構造に見直すとともに、ケー
シングの肉厚の測定・管理を行う。また工場における性能試験終了後、出荷前
に当該部の非破壊検査を実施し健全性を確認する。
 A
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2003-四国-T009 2004年03月15日
09時30分

伊方発電所3号 充てんポンプ３Ｃ主軸の損傷について 　通常運転中、一次冷却材ポンプへの封水注入系統の流量低下を示す信号が
発信し、調査した結果、充てんポンプ3Cの封水部から一次冷却水が漏えいして
いるのを保修員が確認した。

原因は、工場製作段階において、第7段スプリットリング溝部の加工時に、加工
用バイトの刃先形状が連続加工により変化したため、溝部コーナのR止まりの曲
率半径が小さく、応力集中係数が大きい状態で製作されるとともに、羽根車焼嵌
に伴うスプリットリングと主軸の接触により、当該溝部に応力が発生したと推定さ
れる。

　これに加えて、定期検査時に体積制御タンクを大気開放にした状態で充てんポ
ンプの運転を行ったため、ミニマムフローラインのオリフィス部で気泡が発生し、
この気泡の流れ込みで生じた振動により当該溝部に応力が発生したと推定され
る。

　折損部における初期き裂は、第7段スプリットリング溝部において発生したこれ
らの応力が疲労限度を超えたため、発生したと推定される。

その後の定期検査において同様のメカニズムによりき裂が進展し、第7回定期検
査終了時点では、通常運転中の変動応力でもき裂が進展する深さに達したた
め、通常運転中にき裂が進展し主軸が折損したと推定される。

　工場製作段階において、第７段スプリットリング溝部の加工時に、加工用バイト
の刃先形状が連続加工により変化したため、溝部コーナのＲ止まりの曲率半径
が小さく、応力集中係数が大きい状態で製作されるとともに、羽根車焼嵌に伴う
スプリットリングと主軸の接触により、当該溝部に応力が発生したと推定される。

　これに加えて、定期検査時に体積制御タンクを大気開放にした状態で充てんポ
ンプの運転を行ったため、ミニマムフローラインのオリフィス部で気泡が発生し、
この気泡の流れ込みで生じた振動により当該溝部に応力が発生したと推定され
る。

折損部における初期き裂は、第７段スプリットリング溝部において発生したこれら
の応力が疲労限度を超えたため、発生したと推定される。

　その後の定期検査において同様のメカニズムによりき裂が進展し、第７回定期
検査終了時点では、通常運転中の変動応力でもき裂が進展する深さに達したた
め、通常運転中にき裂が進展し主軸が折損したと推定される。


①

（１）折損した充てんポンプ３Ｃの主軸は予備品と取り替えた。

（２）充てんポンプの運転については、必ず体積制御タンクを加圧した状態で運転
することとする。

（３）充てんポンプ３Ａ，３Ｂについては、電流、振動等の運転監視強化を継続す
る。なお、念のため、主軸の改良を検討のうえ、次回定期検査終了までに取り替
える。


A



添付資料－３ (10 / 30)

調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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2004-東北-M003 2004年07月29日-
-時--分

女川発電所3号 主蒸気圧力検出器（Ｂ）ブルドン管付
け根部の微細なひびについて

　主蒸気圧力検出器の点検が完了したことから、系統復旧のため仮設ポンプに
よる圧力検出ラインの水張りを行っていたところ、３台ある主蒸気圧力検出器の
うちＢ号機内のブルドン管付け根部に微細なひびを発見した。




　微細なひびの原因は，ブルドン管付け根部の銀ろうの溶込みが不十分な部分
があり，その溶込み部分が剥離したことにより発生した。


①

　納入メーカーではブルドン管付け根部接合部の銀ろう部の溶け込み不十分に
起因する漏えい防止の観点から２００２年に放射線透過検査方法の見直しを行
い，判定基準を改善しています。（４方向※からの放射線透過検査）なお，当該
品は２００２年以前に納入されています。

　主蒸気圧力検出器（Ｂ）内ブルドン管については，この改善した放射線透過検
査方法により健全性を確認した新品のものに取替えました。また，残りの２台に
ついても同様に放射線透過検査を行い健全性であることを確認しました。

※：従来は０度，９０度による２方向，今回導入品は０度，９０度，１３５度，２２５度
の４方向。


A
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2004-東京-T032 2004年09月29日
08時34分

福島第一発電所2
号

原子炉冷却材再循環ポンプ（Ｂ）トリッ
プに伴う原子炉手動停止について

　通常運転中の福島第一原子力発電所2号機において、原子炉冷却材再循環ポ
ンプ(B)「インバータ(B)重故障」の警報が発生し、当該ポンプが自動停止したた
め、発電機出力が約540MWeまで低下した。

　その後、原子炉冷却材再循環ポンプ(A)「インバータ(A)軽故障」および「再循環
系制御盤故障」の警報が発生したことから、原子炉を停止し、原因調査を行うこ
ととした。

以上より、今回の事象に至った原因は、以下のとおりと推定される。

(1)ＧＴＯ２オフ用ＦＥＴの損傷原因損傷再現試験の結果から、ＧＴＯ２がオン状態
においてオフ用ＦＥＴ６個の内の1個だけが動作状態となり、過電流が流れ損傷し
たと推定される。ＦＥＴ１個だけが動作状態になった原因としては、損傷再現試験
の結果から外的な要因での過電流による損傷ではないと判断されること、及び
設計的に１個のＦＥＴに過電流が流れる可能性はないと判断されることから、製
造時にソース－ドレイン間のＰＮ接合部の形成が局所的に不十分で、動作中の
電圧印加により当該部分に素子漏れ電流が流れ、ＰＮ接合部の耐電圧が徐々
に低下、最終的には回路電圧に対して耐電圧不足となり、ソース－ドレイン間の
短絡に至ったものと推定される。なお、品質管理状況調査結果より、今回と同様
の故障は確認されなかったことから、ＧＴＯ２オフ用ＦＥＴの損傷については、ＦＥＴ
内部の偶発故障であると推定される。

(2)ＧＴＯ２の損傷原因素子の分解調査の結果、素子の外周部付近の溶融痕が
ターンオフ（注）破壊の特徴と一致していること、また、ＧＴＯオフ用ＦＥＴが損傷し
ていることから、ＧＴＯオン直後のオフ禁止時間帯（１００μｓ）にターンオフ動作し
電流を遮断したため損傷したものと推定される。

(注)ターンオフ：ＧＴＯがオン状態からオフ状態になること（電流を遮断すること）。

(3)ＧＴＯ１の損傷原因素子の分解調査の結果、素子の外周部の溶融痕がターン
オフ破壊の特徴と一致していること、また、ＧＴＯオフ用ＦＥＴが損傷していないこと
及び故障記録データによりインバータ電流が過大に流れていることが確認された
ことから、制御系が運転側（Ｃ１）から待機側（Ｃ２）へ切替り再起動したが、ＧＴＯ
２が損傷していたため、再度直流過電流が流れＧＴＯ１が遮断能力を超える電流
を遮断したため損傷したものと推定される。


①

（１）偶発的な損傷が確認されたＷ相のＧＴＯオフ用ＦＥＴ１個、及び調査のため取
り外したＷ相のＧＴＯオフ用ＦＥＴ５個について新品への取替えを行う。また、損傷
したＷ相のＧＴＯ１及び２についても新品への取替えを行う。

（２）なお、念のため当該損傷ＦＥＴと同じロット（同じ型式で同じ月に製造したも
の）であるＧＴＯオフ用ＦＥＴ全て（１３８個）を新品へ取替え、さらに、ＧＴＯの制御
に用いているＧＴＯオン用ＦＥＴ全て（４８個）についても新品への取替えを行う。

（３）ＦＥＴの取替えに際しては、偶発的な故障の確率を低減させるため、素子漏
れ電流試験の管理値を従来の「１００μＡ以下」から「０．１μＡ以下」に変更し、試
験に合格したＦＥＴを用いる。


A
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2004-中部-M014 2005年02月18日-
-時--分

浜岡発電所5号 復水器水室（Ｃ）出口弁の修理につい
て

　定格熱出力一定運転中、復水器の逆洗後の復水器水室(C)出口弁の開度が、
通常運転中の開度よりも大きい(通常開度設定63%のところ、開度が約77%であっ
た)ことを運転員が確認した。

運転中の開度に戻そうとしたところ、当該弁を開閉させる電動機は動くものの、
弁は動かなかった。

　調査を実施した結果、当該弁の電動機と弁をつなぐ部品(歯車)が摩耗している
ことが判明した。

　摩耗の原因は、工場製作時のグリース注入量が不足したため、現地の弁駆動
部据付状態が倒立状態となっている当該弁ギア部は、潤滑不良により焼き付
き、摩耗に至ったものと推定した。

　復水器水室（Ｃ）出口弁及び復水器水室（Ａ）出口弁の弁駆動部（ウォームギア
部）摩耗の原因は、工場製作時のグリース注入量が不足したため、現地の弁駆
動部据付状態が倒立状態となっている当該弁ギア部は、潤滑不良により焼き付
き、摩耗に至ったものと推定した。


①

　工場での再発防止対策として、グリース注入前後に重量を測定し、規定のグ
リース量が注入されていることを確認する。

　また、水平展開として、浜岡５号機に設置した電動弁について、同じメーカのギ
ア部を有し、工場製作時に同じグリース注入装置を使用し、かつ、現地の取付姿
勢が倒立のものについて調査を行った（工場出荷前の作動試験時に正立位置で
グリースの充てん状態を確認している）。

その結果「2.類似弁調査」で既に点検を行った４台以外に対象は無いことを確認
した。

　なお、対象の４台については、類似弁調査時に内部目視点検（ファイバース
コープによる確認）及びグリース状況確認を行い、歯部に摩耗が無いこと、グ
リースに金属粉が含まれていないことを確認している。


A
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2005-中部-M011 2006年02月01日-
-時--分

浜岡発電所5号 湿分分離加熱器（Ｂ）第２段加熱蒸気
副流量調整弁の点検結果について

　第１回定期点検中において、平成１８年１月３０日に湿分分離加熱器＊１（Ｂ）
第２段加熱器に蒸気を供給するラインに設置されている第２段加熱蒸気副流量
調整弁＊２の開放点検を行ったところ、弁棒が折損し、一部の部品が破損してい
ることを確認した。

　当該弁については、平成１８年１月１６日の定期点検に伴う停止操作中に、湿
分分離加熱器（Ｂ）第２段加熱蒸気副流量調整弁が開状態であるべきところ全閉
表示となっていることが確認されたことから、今回の定期点検で点検を行うことと
していた。

　破損した部品については、同日、第２段加熱器の入口付近にて回収した。な
お、湿分分離加熱器（Ａ），（Ｂ）の類似する弁の点検を行い、問題ないことを確認
した。

　なお、本事象による外部への放射能の影響はなかった。

＊１：高圧タービンからの排気に含まれる湿分を除去するとともに、プラント熱効
率を高めるため低圧タービンへの蒸気を加熱するための機器。５号機には２台
設置されており、また、各湿分分離加熱器には第１段及び第２段の加熱器を有し
ている。

＊２：第２段加熱蒸気を出力に応じて制御するため、主流量調整弁（出力約３
０％以上で制御）、副流量調整弁（出力約１５％～約３０％で制御）、バイパス弁
（出力約５０％以上で全開）の３弁を有している。


　調査結果等より、シートリングガスケットが挿入されないまま組立てられたこと
により、ケージの固定軸力が弱まり、起動試験期間中の低出力運転及びプラント
の起動・停止に伴う流体による横方向の荷重を受け、ケージが振動し、弁棒付根
部に応力が集中し疲労き裂が発生、進展して弁棒の折損、内部構造品の破損に
至ったものと推定される。

　なお、今回の原因は、製造メーカにおける弁内部へ複数のガスケットを挿入す
る弁の組立て時に、ガスケットが未挿入となっていたことに起因する事象であっ
たと推定されることから、当該メーカ以外のメーカにおける弁組立て時の管理方
法について調査を行った。その結果、管理・手順が不明確であったメーカは当該
弁の製造メーカのみであった。

　以上のことから、当該弁製造メーカの同種弁（ケージ弁）を対象として、これまで
開放点検を実施していない弁５台について開放点検を行い、異常のないことを確
認した。


①

　弁組立て作業時のチェックシート項目を、複数のガスケットに対し個々に管理で
きるように改善し、組立て時の管理を確実に実施するよう製造メーカに指導す
る。


A



添付資料－３ (11 / 30)

調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切

65

2006-四国-T002 2006年06月05日
10時30分

伊方発電所1号 湿分分離加熱器１Ｂ蒸気整流板溶接
部の割れについて

　伊方発電所第１号機（定格電気出力５６６ＭＷ）は、定格熱出力一定運転中（以
下、「運転中」という。）のところ、６月５日１０時３０分、保修員が湿分分離加熱器
１Ｂの内部からの異常音を確認したため、プラントを停止し、内部点検を行った。

　この結果、蒸気整流板の溶接部に割れが発生していることを確認した｡

以上の調査結果より、

　・蒸気整流板は、運転中、蒸気の流れによる高サイクルの流体加振力が作用
すること

　・溶け込み不良により当該溶接部ののど厚が設計仕様より小さいこと

　・溶接部ののど厚寸法は、Ｂ部に比べＡ部が小さいこと

から、Ａ部には疲労限を上回る高サイクルの変動応力が発生することにより、疲
労が累積し、疲労強度を超えた時点（約1.5ヶ月以内）で蒸気入口部の溶接部か
ら割れが発生・進展したものと推定される。

　さらに、Ｂ部は、Ａ部の割れの発生・進展に伴い、振動が増加し、割れが発生・
進展したものと推定される。

　一方、溶け込み不良となる部分が発生したのは、当該溶接部の開先角度が設
計仕様より狭く加工されたことから、開先先端部に未溶着部分が生じ内部に空洞
が残ったものと考えられる。

　さらに、当該溶接部の開先角度が設計仕様より狭かったのは、

　・検査の記録を作成していない場合、検査漏れが生じやすいこと

　・当該部製作会社の溶接部の検査手順書に開先検査の実施は規定されてい
るが、開先検査の記録を残すことまでは規定されていなかったことから、当該部
の検査漏れが生じ開先確認が不十分となったためと推定される。

　なお、運転中に確認された異常音は、割れの進展により蒸気整流板の内部プ
レートが振動し、割れた溶接部等がお互いに衝突することにより発生したものと
推定される。

①

１．再発防止対策

（１）当該蒸気整流板については、新品に取り替えることとした。

　なお、取替にあたり、当該溶接部の施工において開先検査を実施し、設計仕様どおり開先
加工が行なわれていることを確認することとした。
（２）その他の蒸気整流板については、点検により割れは認められていないが、疲労に対する
十分な強度を確保するために当該溶接部の補強を行うこととした。
なお、次回定検にて新品
に取り替えることとした。
（３）溶接部の開先確認が不十分であることが原因と推定されることから、原子力安全や運転
影響の観点から重要な機器のうち、当該部と同様に流体加振力の影響を受ける内部構造物
については、溶接事業者検査の対象外であっても、開先検査等の検査を確実に実施し、その
記録を維持するよう調達要求事項を明確化するとともに、これらの実施について確認すること
とし、品質保証活動を強化することとした。

２．伊方２、３号機の対応

（１）伊方２号機

　２号機の湿分分離加熱器については、１号機と同様の構造で、同様に製作されている。

　現在、２号機の湿分分離加熱器からの異常音の発生はないことを確認しているが、念のた
め１号機が運転再開した後、計画的に２号機を停止し、湿分分離加熱器の蒸気整流板溶接
部の補強を行なうこととした。

　また、２号機停止までの期間については、運転員による巡視点検を強化するとともに、異常
音発生を直ちに検知できるように音響監視装置を設置して異常音の有無を連続監視し、異常
音を検知した場合には１号機と同様に停止し、対応するものとした。また、次回定検にて新品
に取り替えることとした。
　なお、蒸気整流板の溶接部が割れて内部プレートが外れたことを想定して、その影響を評
価した。今回のような疲労による破損の場合、材質が延性に富んだステンレス鋼であり、内部
プレートが細かい小片になることは考えにくいため、脱落した内部プレートが一体となって流
出した場合、下流側の構造物への影響が最も大きいと考えられることから、その評価を実施
した。
　評価の結果、下流側の構造物は破損することは無く、内部プレートは蒸気整流板内に留ま
る。従って、脱落した内部プレートが下流側の低圧タービンに流入する可能性がないこと、お
よび、原子炉の安全性に影響を及ぼすこともなく、また、湿分分離加熱器の耐圧部に衝突し
損壊する恐れもないため、機器の安全性や作業員の労働安全上の問題はない。
（２）伊方３号機
　３号機の湿分分離加熱器については、構造が１、２号機と異なり蒸気整流板がないことよ
り、蒸気整流板に係る対応は不要である。

A
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2006-四国-M006 2007年02月01日
14時50分

伊方発電所3号 制御用空気圧縮機Ａの不具合につい
て

　伊方発電所第３号機（定格電気出力８９０ＭＷ）は、通常運転中のところ、制御
用空気圧縮機Ａ号機の無負荷運転電流値および吸気弁周辺の温度が若干高い
傾向を示していたため、２月１日１３時３０分頃、吸気弁Ｎｏ．４の消耗部品を取り
替えて確認運転を実施したが、吸気弁周辺の温度が高いままであったため、１４
時５０分頃、当該圧縮機の詳細な点検を行うこととした。

　点検の結果、制御用空気圧縮機Ａ号機の第１段シリンダ内にある吸気弁を押さ
えるアンローダバネ２個に折損および１個にひびがあることを確認した。その後、
当該バネ３個を含む第１段シリンダ内の４個の吸気弁全てのアンローダバネを新
品に取り替えて運転状態に異常のないことを確認し、２月７日１０時００分、通常
状態に復旧した。

　本事象によるプラントの運転への影響および周辺環境への放射能の影響はな
かった。


(１)アンローダバネ（上）の折損

　バネ製作段階の素材移動時に発生させた擦り傷が起点となり、繰り返し荷重を
受けることで、疲労破壊したものと推測される。

(２)無負荷運転電流値および吸気弁周辺温度の上昇

　吸気弁Ｎｏ．４の当該バネを含む消耗部品は取り替えたが、吸気弁Ｎｏ．３のア
ンローダバネ（上）は折損していたままであったため、吸気弁Ｎｏ．３は無負荷時
に吸気弁ピストンに駆動圧力が加わっても当該バネ折損によりアンローダフォー
クが途中までしか下降せず、吸気弁が全開にならない状態となった。このため、
吐出工程において吸気弁Ｎｏ．３で空気抵抗が発生することにより、シリンダ内で
若干圧縮が発生するため、無負荷運転電流値が上昇したものと推測される。ま
た、圧縮され温度上昇した空気は、空気抵抗の少ない吸気弁Ｎｏ．４から吐出さ
れることにより、吸気弁Ｎｏ．４廻りの温度が上昇したものと推定される。


①

(１)当該バネを非破壊検査および外観点検を実施した新品に取り替えた。また、
制御用空　気圧縮機Ｂ号機の同型バネについてもＡ号機同様に検査・点検し、念
のため新品に取り　替えた。

(２)当該バネについて、受け入れ時に内面目視検査および浸透探傷試験を実施
することと　した。また、今回の事象においてバネ内側の軸方向に垂直な擦り傷
が発生する可能性が　あることがわかった旨、あらためてメーカに周知するととも
に、メーカへの発注時の要　求事項として､製作時の検査項目に内面目視検査と
浸透探傷試験を追加することとした。

(３)運転中の故障に対応するため、当該バネ（１台分４巻）の予備品を常備してお
く。


A
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2007-東京-M012 2007年06月05日
18時00分

柏崎刈羽発電所2
号

タービン制御装置内の制御回路の修
正について

　定期検査中の２号機は、平成１９年６月４日に原子炉を起動し、５日より今回の
定期検査期間に設備更新したタービン制御装置の確認試験を行っていたが、同
日１８時頃、当該試験において不調が確認されたことから、原因を調査した結
果、当該装置内の制御回路のうち、圧力制御回路の圧力フィルタ部のソフトウェ
アの呼び合いに誤りがあり、圧力フィルタがバイパスされた状態であったことが
判明した。

　このため、原子炉起動作業を中断し、当該制御回路のプログラムの修正を行っ
た。

　その後、起動作業を再開した。


　ソフトウェア設計段階において、圧力フィルタ部のソフトウェアの呼び合いを参
考プラントから簡略化（機能は変更せず、ソフトウェアを見やすくする）しようとし
たが、うまくいかなかったことから元に戻したが、この時に呼び合いを間違えたも
のと判明。

　なお、上記の間違えに対する発見ができなかった原因については、プログラム
の作り込みの違いから誤りでないものもエラーが発生してしまうことから参考プラ
ントとのコンペアチェック（参考プラントデータと更新データの比較確認）を行わな
かったこと及び実績のある回路については試験を実施しなかったためであった。
 ①

　メーカについては以下の対策を行う。

・プログラムの標準化部分を明確化し、標準化部分は変更できない仕組みとす
る。

・機械的にコンペアチェックが可能なようにツールの改良を行う。

・実績のある回路であっても実施可能なものは試験を実施する。

　当社では以下の対策を行う。

・上記対策がメーカの設計標準等に反映されていることを確認すると共に、至近
のリプレース工事にて実施状況を確認する。

　上記対策についてメーカ工場にて実施状況を確認し、継続される仕組みが構
築されていること及びリプレース初号機での反映状況を確認した。

・本情報を他サイトを含めて関係箇所へ周知する。

　社内（３サイト＋本店）で実施する計装定例会議にて、情報を周知した。


A
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2008-四国-M001 2008年04月07日
10時50分

伊方発電所2号 主給水配管の外周コンクリート壁貫通
部冷却用水漏れについて

　伊方発電所第２号機（定格電気出力５６６ＭＷ）は、第２０回定検における調整
運転中のところ、４月７日１０時５０分、主蒸気管室Ｂ内にある主給水配管壁貫通
部の配管支持構造物を冷却する原子炉補機冷却水配管付近からわずかな水漏
れがあることを保修員が確認した。

　当該プレートコイルの製作過程において、冷間圧延鋼板２枚のスポット溶接時
に大きなブローホールが生じたために溶着部にひび割れが発生した。

　その後、運転中における冷却水通水によりひび割れ部の腐食等が進み、プ
レートコイル内側（平板）表面まで貫通したことにより、冷却水の漏えいに至った
ものと推定される。

①

　当該プレートコイルおよび他のプレートコイル７箇所について新しく製作して取

替える。

　取替品については、これまでの耐圧漏えい試験に加えて、放射線透過検査を
行い、スポット溶接部にプレートコイルの強度に影響を及ぼすような大きなブロー
ホール（直径１．４mm以上）がないことを確認する。

A



添付資料－３ (12 / 30)

調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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2008-九州-T001 2008年04月18日
16時30分

川内発電所1号 Ａ充てん／高圧注入ポンプ主軸の折
損について

　川内原子力発電所１号機（定格電気出力８９万ＫＷ）は、通常運転中のところ、
平成２０年４月１５日１３時３０分頃、巡視点検において、Ａ充てん／高圧注入ポ
ンプの軸端側軸受の温度が通常より低いことを確認した。

　当該ポンプに係るプラントパラメータ（充てん流量等）に異常はなかったが、念
のため予備機のＢ充てん／高圧注入ポンプに切り替えた。

　その後、当該ポンプについて、軸受温度に影響する部分の外観点検等を行っ
たが、特に異常は認められなかった。

　４月１６日、ハンドターニングを実施したところ、軸端側の主軸の回転が確認で
きなかったため、当該ポンプの分解点検を実施することとし、点検した結果、４月
１８日１６時３０分、ポンプ主軸が割りリング溝部で折損していることを確認した。

　なお、今回の事象による環境への放射能の影響はなかった。

２．時系列

【４月１５日
】
　１３時３０分頃　巡視点検において、Ａ充てん／高圧注入ポンプの軸端側軸受
温度が通常より低いことを
確認

　１３時３１分～　充てん／高圧注入ポンプ予備機へ切替（Ａ→Ｂ）
　１３時３３分

【４月１６日】

　　９時３０分　　ポンプ分解点検実施を決定

【４月１７日】

　　９時３０分～　ポンプ分解点検開始

【４月１８日】

　１６時３０分　　主軸の折損を確認


推定原因

　今回のＡポンプ主軸折損の原因について、Ａポンプに加え、Ｂ、Ｃポンプについ
ても調査を実施した結果、

　・小流量運転時のポンプ内の不均一流れに起因して、主軸の割りリング溝部に
比較的大きな曲げ応力が付加された。

　・当該ポンプの製作時の割りリング溝部の加工方法により、コーナ部に不連続
部が生じ応力が集中した。

　これらの要因が重畳することによって、主軸材料の疲労限を超え、初期き裂が
発生した。

　その後、この初期き裂が小流量運転の繰返しにより進展し限界深さに達し、さ
らに通常運転中にき裂が進展し主軸が折損した。




①

１．１号機の３台の充てん／高圧注入ポンプの主軸は、調達時の要求として次の事項を明確
にし、要求どおりに製作されたことを確認した主軸と取り替える。

・割りリング溝部のコーナＲ部に不連続部を生じさせないようにするため、コーナＲ部を加工す
る際に円弧状にバイトを移動させる加工方法に変更する。

・現状のコーナＲ部での応力集中に対して、さらに裕度を確保するため、割りリング溝部の
コーナＲ部の曲率半径を大きくするよう設計を変更する。


   折損したＡ充てん／高圧注入ポンプは第２０回定期検査（平成２１年度予定）において分解
点検を行い、主軸取替後約１サイクル経過時点での状況を確認する。

　なお、主軸取替の効果を確認することを目的として、当面の間、従来４定検に１回行ってい
た分解点検を３定検に１回に変更し、定期的にデータを取得するとともに、分解点検時に主軸
の割りリング溝部の浸透探傷試験を追加し、異常がないことを確認する。

　また、知見拡充のために、定期検査時に小流量運転での振動データを採取する。

２．川内２号機の充てん／高圧注入ポンプについても、念のため、次回定期検査期間中に主
軸を対策品に取り替えるとともに、主軸取替までの間、監視カメラを設置し軸受温度の監視
強化を実施する。

　なお、主軸取替の効果を確認することを目的として、当面の間、従来４定検に１回行ってい
た分解点検を３定検に１回に変更し、定期的にデータを取得するとともに、分解点検時に主軸
の割りリング溝部の浸透探傷試験を追加し、異常がないことを確認する。

　また、知見拡充のため、定期検査時に小流量運転での振動データを採取する。

３．当社における水平展開として、安全上重要なポンプについては、以下の諸対策を必要に
応じて実施する。

（１）分解点検時に羽根車吸込部エロージョンについて点検・手入れ前データを採取する。

（２）主軸溝部の浸透探傷試験が構造上可能な場合は、分解点検時に主軸溝部の浸透探傷
試験を実施する。

（３）今後のポンプ主軸の調達にあたっては、溝部のコーナＲ部に不連続を生じさせない加工
方法を原則として要求する。

（４）ポンプの振動データによる運転状況把握の知見を拡充するため、振動測定項目の充実
を図る。


A
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2008-北陸-M006 2008年06月23日
05時19分

志賀発電所2号 発電機固定子冷却水ポンプ出口配管
溶接部のわずかなひびについて

　志賀原子力発電所２号機は、定格電気出力にて運転中のところ、６月２３日
（月）５時１９分頃、発電機の固定子冷却水ポンプ(Ａ)出口の配管溶接部にわず
かなひびを発見した。当該ひびからは、放射能を含まない水が約１０cc、下部の
配管継手などに滴下していた。当該ポンプを予備機に切替えるとともに、当該溶
接部のひびについては補修した。

　製造時、溶接部の全溶け込みを指示していなかったため、溶接部に初期欠陥
（溶け込み不足）が発生して、検査も耐圧試験のみであったことから、溶け込み
不足を発見することが出来なかった。

　溶け込み不足により、溶接部の配管肉厚が薄くなった箇所に運転時の振動が
加わり、疲労により亀裂が進展して、貫通に至った。


①

再発防止対策案は次のとおり。（2008年8月27日策定）

(1)対策として、以下を実施した。（2008年7月10日完了）

・リーク箇所について金属補修材（金属パテ）による漏洩防止を実施した。また、
水圧試験を実施し、漏えいがないことを確認した。

・振動抑制及び配管剛性向上として配管支持サポートの強化を行い、疲労によ
る亀裂進展防止を実施した。

・配管の取替が完了するまで、定期切替及びサーベランスを中止する運用とし
た。（ポンプ切替時の逆止弁動作による、振動抑制のため）

(2)ひび割れ復旧措置として、以下を第２回定検に実施する。

・溶接不良が確認されている配管の取替を実施する。取替にあたり、溶接部の全
溶け込みを設計指示するとともに、溶接後の非破壊検査（ＵＴもしくはＶＴ）によ
り、全溶け込みを確認する。なお、念のため、配管肉厚を厚くするため、仕様を
sch10からsch40に変更する。

(3)溶接部の全溶け込みの設計指示がなく、溶接後の非破壊検査（ＵＴもしくはＶ
Ｔ）により、全溶け込みを確認していない溶接部の点検を行う。（対象として鉄イオ
ン注入装置の溶接部４箇所を抽出済み）

実施結果は次のとおり。（2009年9月4日処置完了）

(1)当該ひび割れ部復旧措置として、配管の取替を行い、非破壊検査（ＰＴ）で溶
接部が健全であることを確認した。

(2)その他類似箇所の配管取替が完了していることを確認した。（鉄イオン注入装
置溶接部４箇所2008年8月28日完了）

A
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2008-関西-M003 2008年07月21日
12時05分

美浜発電所2号 Ａ－余熱除去ポンプメカニカルシール
からの漏えいに伴う保安規定の運転
上の制限の逸脱について

　美浜発電所２号機は第２４回定期検査中のところ、平成２０年７月２１日１１時２
９分に「１次系ダイク内サンプ注意」警報が発信するとともに、ステータスライト「Ａ
－余熱除去ポンプ室サンプ水位高」が点灯した。

　直ちに現場を確認したところ、２台ある余熱除去ポンプ（２台とも停止中）のうち
Ａ－余熱除去ポンプ軸端（反モータ側）メカニカルシール部から水が漏れているこ
とを確認した。（漏れ量12cc／秒（約43リットル/h）：１２時２５分測定）
漏れた水
は、ドレン管およびドレンホースを経由して当該ポンプ室内のサンプ内に排水さ
れており、ポンプ室床面等への漏えいはなかった。

　当該ポンプが運転可能な状態ではないと判断し、１２時０５分、保安規定第５２
条の運転上の制限(非常用炉心冷却系として余熱除去系統が２系統動作可能）
を満足しない状態と判断した。

　このため、保安規定に従い残りのB号機の健全性を確認するとともに、保安規
定上の運転モード３（１次冷却材温度177℃以上）から余熱除去系統が１系統動
作可能な状態であることを要求しているモード４（１次冷却材温度93℃超、177℃
未満）に移行させるための冷却操作を１２時５４分から開始し、１５時１８分にモー
ド４に到達した。

　なお、運転モードの変更に伴い、保安規定の運転上の制限が２台から１台要求
となったことから、１５時２５分に運転上の制限を満足していると判断した。

　また、１３時３０分から１４時にかけてＡ－余熱除去ポンプを隔離（ポンプ出入
口
弁閉止）した結果、漏れが認められないことから漏れは停止したと判断（１７時４８
分）した。

　本事象による排気筒モニタ等の指示値に変化はなく、放射能による周辺環境
への影響もなかった。


　シールリング背面に、シールリングの製作時に発生したと思われる当たりが得
られない箇所が存在したため、摺動面での当たり状況にバラツキが生じていた。
その結果として、運転中に摺動面で偏摩耗が発生し、カーボン摩耗粉が多く発生
した。さらにポンプ停止により、メカニカルシールフラッシング水（自己潤滑）が停
止し、ポンプ軸からの伝熱によりメカニカルシール（スリーブ）の温度が上昇した
ことから、熱伸びにより摺動面の当たり状況が変化し漏えい（カーボン摩耗粉を
含む水）が発生したものと推定される。


①

１．予備品のメカニカルシールのシールリング摺動背面に、全周にわたり良好な
当たりであることを確認した上で取り替えた。

２．今後、メカニカルシールの購入時にはシールリング背面の当たり確認の記録
を提示させ、当社が確認することとする。


A



添付資料－３ (13 / 30)

調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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2008-北海道-M008 2008年11月11日-
-時--分

泊発電所1号 泊発電所１号機原子炉容器炉内温度
計装用熱電対（Ｔ／Ｃ）管台上部フラン
ジ締付け不能について

　泊発電所１号機第１５回定期検査中において、平成２０年１１月１１日に、原子
炉容
器復旧工程で原子炉容器Ｔ／Ｃ管台※１上部フランジの締付作業を実施し
たところ、Ｔ／Ｃ引出管支持柱（以下、「Ｔ／Ｃコラム※２」）が所定の位置まで上昇
せず、Ｔ／Ｃコラムの溝部に上部クランプのポジショナーの爪がかからないため
に締め付け不能であることが確認された。



※１：Ｔ／Ｃ管台は第１５回定検で取替えた原子炉容器上蓋に付属する機器。

※２：Ｔ／Ｃコラムは上部炉心構造物に付属する機器。


　Ｔ／Ｃコラムが所定の位置まで上昇しない原因を調査するために、下記を実施
した。
（１）原子炉容器上蓋を徐々に吊り上げながら、Ｔ／Ｃコラムの下部フランジから
の突き出し量の変化を確認した結果、固着は発生していない状況であった。

（２）Ｔ／Ｃ管台とＴ／Ｃコラムの各部位の外観状況を確認したが、Ｔ／Ｃ管台とＴ
／Ｃコラムのテーパー部に接触痕が確認された。

なお、その他の部位（上蓋、上部炉心構造物）には、点検の結果、異常は確認さ
れなかった。

（３）Ｔ／Ｃ管台の各部寸法は、製作図面どおりであることを確認した。

（４）Ｔ／Ｃコラムのテーパー部の位置が、製作図面より約３０ｍｍ高い位置にあ
ることを確認した。

　原因について評価した結果、１号機第１５回定期検査で取替えた原子炉容器上
蓋は、
管台の検査性向上の観点から管台長さ（上蓋内面の突き出し長さ）を従来
の仕様より長くしたことによりＴ／Ｃ管台下端の位置が低下したが、Ｔ／Ｃコラム
のテーパー部の位置が製作図面より約３０ｍｍ高い位置にあったために、Ｔ／Ｃ
管台とＴ／Ｃコラムのテーパー部が干渉したことが原因であると推定した。


①

　Ｔ／Ｃ管台とＴ／Ｃコラムのテーパー部の干渉を回避するために、Ｔ／Ｃ管台内
面を
奥行き方向に約２８ｍｍ（内径約８２ｍｍ）切削したのち、原子炉容器上蓋を
仮復旧し、Ｔ／Ｃコラムが所定の位置まで上昇することを確認した。


Ｚ
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2008-東北-M012 2009年02月23日-
-時--分

東通発電所1号 ＲＳＷポンプ起動回路における設備
図書の相違について

　発電所の外部電源および所内電源の喪失時に起動する非常用電源が万一喪
失した場合，電源が復旧した後，原子炉補機冷却海水ポンプの操作スイッチを
起動位置にしてもポンプが起動できないことが確認された。

　原因調査の結果，当該ポンプの制御回路の一部に不具合があったため，制御
回路の修正を行った。

　なお，ポンプが起動できない場合でも，原子炉を冷却する機能は確保される。
また，本事象は非常用電源が喪失した後の復旧過程においてはじめて顕在化さ
れるものであり，本設備に関して通常運転中に要求される機能は満足していた。


　シミュレーター訓練において，外部電源喪失（ＬＯＰ）後の非常用ＤＧＡ／Ｂ起動
不可およびＬＯＣＡ（Ｄ／Ｗ圧力高）での運転訓練を実施していたところ，ＲＳＷポ
ンプが手動起動しない事象が確認された。

　その確認過程で実機の設備図書であるインターロックブロック線図（ＩＢＤ）と展
開接続図（ＥＣＷＤ）が相違している可能性が確認されたことから，必要な設備図
書の調査を行った結果，展開接続図に一部の論理が不足していることを確認し
た。


①

(1)プラントメーカの設計部門の設計ガイドに本事象（引きロック操作時の挙動）を
反映する。

(2)水平展開として，他設備に同様の不備がないか確認する。

(3)IBDとECWDの整合を確認するよう継続的に教育を実施していく。

B
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2008-原電-M040 2009年03月02日-
-時--分

敦賀発電所1号 主蒸気リード管の肉厚測定結果につ
いて

　敦賀発電所１号機　第３２回定期検査の配管肉厚測定において、蒸気加減弁
から高圧タービンまでの主蒸気管（主蒸気リード管）における、第２曲げ管（MS-
MSL-3E）で、必要最小厚さを下回る測定結果を確認した。


　推定原因は以下のとおりであり、流体の流れによる経年的な減肉ではなく、配
管の製造時に発生したものと推定される。

（１）主蒸気リード管は口径１４インチの炭素鋼配管で、建設時の工事計画書で
は、許容応力8.43kg/mm2（82.7MPa）を用いて、必要最小厚さを17.95mmとしてい
た。

（２）一方、配管の公称厚さは21.4mmであり、管の製造上の公差（12.5%）を考慮
すると、製造時最小厚さは18.725mmとなり、必要最小厚さに対して0.8mm程度し
か余裕がない設計となっていた。

（３）この配管を曲げ加工することにより、曲げ管背側は引き伸ばされ薄肉になる
が、曲げ減り率が、公称厚さに対して、約18％程度になったため、曲げ管の加工
時の段階で、既に必要最小厚さを下回っていたものと推定される。


①

１．対策

（１）必要最小厚さを下回った４箇所を含む、主蒸気リード管の曲げ管部（第１、第
２曲げ管部及び緩やかな曲がり部）全数について、今回定期検査において新管
に取替を行う。

なお、取替にあたっては、加工後の曲げ管の製造時最小厚さを管理する。

２．水平展開

（１）製造時の曲げ加工時に発生した曲げ減りに対する水平展開として、主要配
管の公称厚さと必要最小厚さの関係を整理し、曲げ減りを考慮した場合に必要
最小厚さを下回る可能性がある曲げ管部について、念のため肉厚測定を実施す
る。


A
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2008-東北-M016 2009年03月30日-
-時--分

女川発電所2号 原子炉補機冷却海水ポンプ起動用電
気回路の補修箇所の発見について

・当社東通原子力発電所１号機の原子炉補機冷却海水ポンプ（以下、「当該ポン
プ」という。）において、発電所の外部電源および所内電源の喪失時に起動する
非常用ディーゼル発電機による電源が万一喪失した場合、当該ポンプの操作ス
イッチを一度停止位置にすると、電源復旧後に起動位置にしてもポンプが起動で
きない電気回路の構成となっていたことが訓練シミュレータから判明した。本事
象について女川原子力発電所２号機について調査したところ、同様の回路構成
となっており補修の必要な箇所があることがわかった。

・当該回路については定期検査中に制御回路の補修を実施した。

・本事象は非常用ディーゼル発電機による電源が喪失後の復旧過程においては
じめて顕在化されるものであり、通常運転時や通常想定される外部電源および
所内電源の喪失時における当該ポンプの起動に影響を与えるものではない。


（１）当該起動回路はＩＢＤ上ではスイッチの自動ポジションと自動起動指令とのＡ
ＮＤロジックであるがＥＣＷＤ設計段階において回路の実現手段として停止引き
ロックで起動指令を除外する等価回路を構成しようとした。

（２）この回路設計において手動操作（起動停止），自動起動（スタンバイ起動，
オートピックアップ），引きロック強制停止の機能を考慮して全回路の後段に引き
ロック条件を入れた。

（３）引きロック回路が最優先されるため機能上問題ないと考えた。

（４）しかし引きロックを解除したときの挙動に対する考慮が足りなかった，すなわ
ち

自動起動信号成立→引きロック→引きロック解除（自動起動成立のまま）→自動
起動または手動起動というモードまで考慮できなかった。

　本回路設計は手動操作，自動起動，引きロック強制停止の各機能が満足して
いることのみの確認にとどまり，上記モードの確認に至らなかったことが原因で
ある。


①

・プラントメーカの設計部門の設計ガイドに本事象（引きロック操作時の挙動）を
反映した。

・水平展開としてＥＣＷＤの類似箇所の設計点検を行った。


Ｚ
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2008-東北-M017 2009年03月30日-
-時--分

女川発電所3号 原子炉補機冷却海水ポンプ起動用電
気回路の補修箇所の発見について

・当社東通原子力発電所１号機の原子炉補機冷却海水ポンプ（以下、「当該ポン
プ」という。）において、発電所の外部電源および所内電源の喪失時に起動する
非常用ディーゼル発電機による電源が万一喪失した場合、当該ポンプの操作ス
イッチを一度停止位置にすると、電源復旧後に起動位置にしてもポンプが起動で
きない電気回路の構成となっていたことが訓練シミュレータから判明した。本事
象について女川原子力発電所３号機について調査したところ、同様の回路構成
となっており補修の必要な箇所があることがわかった。

・当該回路については定期検査中に制御回路の補修を実施した。

・本事象は非常用ディーゼル発電機による電源が喪失後の復旧過程においては
じめて顕在化されるものであり、通常運転時や通常想定される外部電源および
所内電源の喪失時における当該ポンプの起動に影響を与えるものではない。


（１）当該起動回路はＩＢＤ上ではスイッチの自動ポジションと自動起動指令とのＡ
ＮＤロジックであるがＥＣＷＤ設計段階において回路の実現手段として停止引き
ロックで起動指令を除外する等価回路を構成しようとした。

（２）この回路設計において手動操作（起動停止），自動起動（スタンバイ起動，
オートピックアップ），引きロック強制停止の機能を考慮して全回路の後段に引き
ロック条件を入れた。

（３）引きロック回路が最優先されるため機能上問題ないと考えた。

（４）しかし引きロックを解除したときの挙動に対する考慮が足りなかった，すなわ
ち

自動起動信号成立→引きロック→引きロック解除（自動起動成立のまま）→自動
起動または手動起動というモードまで考慮できなかった。

  本回路設計は手動操作，自動起動，引きロック強制停止の各機能が満足して
いることのみの確認にとどまり，上記モードの確認に至らなかったことが原因で
ある。


①

・プラントメーカの設計部門の設計ガイドに本事象（引きロック操作時の挙動）を
反映した。

・水平展開としてＥＣＷＤの類似箇所の設計点検を行った。


Ｚ



添付資料－３ (14 / 30)

調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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2009-中部-M018 2009年07月29日
10時28分

浜岡発電所4号 気体廃棄物処理系における水素濃度
高の警報点灯について

　浜岡原子力発電所４号機（定格電気出力：113.7万ｋＷ）は、定格熱出力一定で
調整運転中にて、平成２１年７月２９日９時５０分に水素酸素注入設備（※１）の
運転を開始したところ、同日１０時０６分に主蒸気管放射能の上昇を示す警報が
点灯した。そのため，水素酸素注入設備の運転を停止したところ，同日午前１０
時０９分に主蒸気管放射能の上昇を示す警報は消灯した。

　その後、午前１０時２８分に、「排ガス復水器出口水素濃度高」の警報が点灯
し、同日午前１０時３４分に警報は消灯したが、この間に、水素濃度が排ガス復
水器出口の水素濃度計器で、測定範囲上限の５％を超えた。

　警報消灯以降、水素濃度は通常濃度０％まで戻っており、また、気体廃棄物処
理系の状態、排気筒放射線モニタの指示およびその他のプラント運転状況にも
異状はなく、調整運転を継続した。

　なお、水素注入は、平成２１年７月２７日より行っており、翌日の２８日に水素注
入装置で「水素流量偏差大（※２）」の警報が点灯したことから、一旦水素注入を
停止し、事象発生当日に原因調査のため、水素注入を再開したところであった。

※１　水素注入は、原子炉水中の溶存酸素を低減し、原子炉内構造物の応力腐
食割れを抑制することを目的に行っている。注入した水素は、原子炉を経て主蒸
気とともに復水器へ流れるため、注入した水素に見合った割合の酸素（水素：酸
素＝２：１）を気体廃棄物処理系へ供給し、排ガス再結合器で結合している。

※２　水素供給量の設定値と実流量に一定以上の偏差が生じた場合に発生する
警報である。


　水素注入量を調整する２台の検出器のうち、検出器（Ｂ）について、工場におけ
る施工不良が原因で流量信号が発信されなかったため、流量調整弁の制御器
では、要求信号に対して半分程度の流量しかないと判断され、これにより、流量
を増加させる制御信号が流量調整弁に発信されたことで、設定よりも多い水素
が注入された。その結果、気体廃棄物処理系で結合に必要な酸素供給量が不
足し、気体廃棄物処理系の水素濃度が上昇したものと推定した。

　


①

　検出器点検（工場修理）において、同一事象が発生しないよう、メーカにて次の
対策を実施。

１．作業標準の見直し（作業標準に注意点を記載し作業者に教育を行った。）

２．構造の変更（絶縁材で隔壁を作り、検出器ケースと接触しない構造とした。）




A、B
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2009-北海道-T007 2009年08月19日-
-時--分

泊発電所3号 試運転中の泊発電所3号機における
B-非常用ディｰゼル発電機の損傷に
ついて

　泊発電所３号機（加圧水型軽水炉，定格電気出力　91万2千ｋＷ，定格電気出
力にて試運転中）において，泊発電所原子炉施設保安規定（以下，「保安規定」
という。）に基づき，8月19日，３Ｂ－非常用ディーゼル発電機（以下，「ＤＧ」とい
う。）の定期試験を行った。

３Ｂ－ＤＧを13時56分に起動し，14時48分に100％負荷（定格電気出力　5600ｋ
Ｗ）に到達し，機関運転状態が安定したため，各運転データを採取し，異常のな
いことを確認していたが，過給機が不調となり，発電機負荷が30％程度まで低下
した。現場の状況を受けて，３Ｂ－ＤＧを解列し，15時13分頃に手動停止した。

　これにより３Ｂ－ＤＧが動作可能な状態にないと判断されたことから，保安規定
第72条*1で要求される運転上の制限を満足していないと判断し，同15時14分，
運転上の制限からの逸脱を宣言した。

調査のため，8月20日からＢ２過給機（以下，特に指定がなければ，Ｂ２過給機を
単に「過給機」と，Ｂ１過給機は「Ｂ１過給機」という。）を分解点検した結果，8月
21日11:00に過給機主軸とベアリングが固着し回転しない状況にあり，ＤＧに必要
な機能を有していないと判断した。

　泊発電所３号機については，計画していたプラントを停止した状態での設備・機
器全般の点検を行うため，8月21日16時00分に負荷降下を開始し，22時00分発
電停止，8月23日2時13分にモード5となり，運転上の制限からの逸脱した状態を
解除した*2。

なお，この間，8月19日，20日，21日，22日に保安規定に基づく，３Ａ－ＤＧの確認
運転を実施したが，特に異常は認められなかった。

また，今回の事象による外部への放射能の影響はなかった。



*1保安規定第72条において，通常運転中にはディーゼル発電機の2台が運転可
能であることが要求されている。

*2保安規定第73条にてモード５ではディーゼル発電機の要求運転可能台数は1
台となる。


【抜粋】
（推定原因（まとめ）
）
・ＤＧメーカーにおける過給機の工場製作において，手順書内でノズル押え板固
定ボルトの締め付け方法の記載が不明確であったことから，一部作業員による
当該ボルトの締付け作業で，所定の締付けトルクが付与されなかった。

・製作時のボルト締め付けが不十分であったため，その後の据付・試運転段階
で，当該ボルトが，なじみ，振動等の影響によりゆるみ，徐々に抜け出した。

・その結果，過給機内で抜け出したボルトとローターシャフトの接触・過熱が生
じ，タービンブレードを損傷させた。そのため，ローターの偏心，各部の接触等に
進展し，過給機の損傷に至った。


①

（１）過給機周りの短期的対策

　今回，泊発電所３号機のＤＧ調達にあたり，ＤＧメーカ工場でのボルト締付け不良を確認し
たことから，今回損傷したＢ２過給機を含め，同様の作業管理下で製作された他の過給機に
ついて，工場で再度，ボルトの締付け確認を行ったうえでＤＧに取り付ける。

・Ｂ２過給機については，ＤＧメーカにて，全ての部品を交換し，新たに組み立てるが，ボルト
については所定のトルクで締められていることを確認した。この際，ＤＧ本体の過給機周りで
見つかった異物については，清掃したことにより，この状態で十分清浄度を保って取り付ける
こととする。

・Ｂ１過給機については，ＤＧメーカ工場において点検を行った。Ｂ２過給機と同様に，ボルト
が所定のトルクで締められていることを確認した。

・３Ａ－ＤＧのＡ１，Ａ２過給機については，３Ｂ－ＤＧ復旧後，現地で当該部の点検を行い，そ
の後，順次ＤＧメーカ工場において分解点検を行い，ボルトが所定のトルクで締められている
ことを確認する。

　以上においては，トルク管理などのボルト締付け方法を明確にしたうえで，これを手順書・要
領書に明記し，施工管理を確実にする。

　また，今後，運転保守段階での計画的な点検を行う際は，各ボルトに対するボルト締付け
方法を明確にしたうえで，これを手順書・要領書に明記し確実に実施する。

（２）調達管理の改善

　泊発電所３号機の調達においては，製作過程での各種作業，実施方法，確認方法を要領
書，手順書等の文書で明確にした後，十分管理された環境下で実施すること，作業者の熟練
度に応じた作業管理を行うこと等を要求している。さらに，これら要求事項が調達先で確実に
実施されることを確認するために，調達先のＱＭＳ上に必要な管理システムが構築されてい
ることの確認，製品に対する各種検査などの調達管理活動を行ってきた。このような管理によ
りボルト締付けのような基本的な作業を含め，当社の調達要求を満足する信頼性の高い製
品を調達できるものと考えていた。

　しかしながら，今回，ボルトの締付けに関し，調達先の手順書の記載が不明確であったこと
に起因し，設備の損傷にまで至ったことを踏まえ，今回と同様に振動等により機器内部のボ
ルトがゆるむ可能性のある往復・回転機器等のボルトの締付作業に対し「締付基準の考え方
を明確にし，締付部の重要度に応じ，締付作業が正しく行われるよう適切な手順を定めるこ
と」を仕様書で要求するよう当社の調達管理要領の中で規定する。

　なお，調達先における要求事項の遵守状況は，監査などにより確認することとする。


A、B

79

2009-東京-M030 2009年10月08日-
-時--分

福島第一発電所 放射性核種分析装置の解析用プログ
ラムの不具合に関する調査結果につ
いて

　当社は、平成21年10月８日、原子力施設等で使用している放射性核種分析装
置について、装置の製造メーカより、解析用プログラムの一部に不具合が確認さ
れたとの連絡を受けた。

　放射性核種分析装置の製造メーカが作成したプログラムにおいて、放射能量
を計算する際に、放射性核種の測定時の値を採取時にさかのぼって補正するた
めのプログラムの一部に誤ったパラメータを使用していたことから、採取時の値
が正しく計算されていなかった可能性があるというものだった。

　当該分析装置で得られた測定結果は、放射性液体・気体廃棄物の放出管理や
発電所周辺の環境モニタリングに用いているが、今回のプログラムの不具合に
おいて対象となる放射性核種は、原子力発電所の放出管理における主要核種
でないこと、また、対象とする核種が検出された場合にのみ行うプログラムの処
理でありこれらの核種は通常検出されないことから、原子力発電所周辺の線量
評価への影響はないものと考えている。

　また、同装置で得られた測定結果は、放射線管理区域内における放射線管理
にも用いているものの、原子力発電所での主要な放射性核種として管理上着目
しているコバルト60等は今回の不具合の対象外であることから、放射線管理上
の影響もないものと考えているが、本事象の影響範囲、程度等、詳細については
さらに調査を行うこととしていた。


①

　現在、当該装置の製造メーカによるプログラム修正を順次実施しているが、プ
ログラム修正が完了するまでの間は、今回のプログラム不具合対象の放射性核
種が検出された場合には手計算により妥当性確認を実施する。


A



添付資料－３ (15 / 30)

調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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2009-北陸-M009 2009年10月08日-
-時--分

志賀発電所 放射性核種分析装置解析プログラム
の不具合に関する調査結果について

　志賀原子力発電所で法令や安全協定に基づく報告に使用している放射性核種
分析装置において、放射性核種の測定時の値を採取時に遡って補正するプログ
ラムの一部に誤りがあり、一部の放射性核種について採取時の値が正しく計算
されていなかったもので、10月8日に製造メーカより連絡を受けるとともに、原子
力安全・保安院より影響範囲・程度等に関して詳細に調査を行い報告するよう指
示を受けた。

※放射性核種分析装置

　大学、研究機関など一般にも幅広く使われており、志賀原子力発電所では放
射性気体・液体廃棄物の放出量や環境モニタリング試料の測定、原子炉水など
の放射能濃度を測定し、測定結果は、放射線管理等報告書、放射線業務従事
者線量等報告書及び石川県、志賀町との安全協定に基づく報告並びに保安活
動に伴う品質記録等に使用している。


　製造メーカがWindows上で動作する核種分析ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを作成する際に，特定の
核種に対する減衰補正に係る計算式を誤ったため。

①

　調査の結果、今回のプログラム誤りの対象となっている放射性核種は、これま
での気体・液体廃棄物の放出管理や環境モニタリングにおいては検出されてい
ないため、外部環境への影響はもとより、法令や安全協定に基づく報告に影響
がないことを確認した。

　なお、法令や安全協定に基づく報告以外で、過去２回の定期検査（総合負荷性
能検査）において測定して原子炉水の放射能濃度にプログラム不具合に伴うわ
ずかな数値の違いが生じていたが、安全上の問題及び検査への影響がないこと
を確認している。
 Ｚ
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2010-中部-M002 2010年04月20日-
-時--分

浜岡発電所5号 湿分分離加熱器（B）溶接部のひび割
れについて

　5号機の第4回定期検査において、湿分分離加熱器※１（B）の点検を実施して
いたところ、2010年4月20日、当該湿分分離加熱器の内部構造材の溶接部（低
合金鋼SCMV3-2※２）1箇所に、必要な板厚を下回る可能性のあるひび割れが
あることを確認した。このため、ひび割れの深さの確認、発生原因の調査、補修
等を行うこととした。

※１　湿分分離加熱器は、プラント熱効率を高めるため、高圧タービンで排気さ
れ低圧タービンへ供給する蒸気について、蒸気中の湿分を除去し加熱するため
の機器です。5号機には（A）（B）の2台が設置されている。

※２　当該部は、溶接作業性向上又は低温割れ防止のため、予熱低減型ＳＣＭ
Ｖ３－２を採用している。予熱低減型ＳＣＭＶ３－２は、強度向上を図るため、Ｂ、
Ｃｕ、Ｎｉを添加しているが、これらの添加元素は再熱割れを助長する成分であ
る。そのため、再熱割れを抑制するため、極低硫黄化とＣａ添加を図っている。な
お、強度向上を図ったことにより、胴体肉厚が浜岡４号機：４２ｍｍから、５号機：
３４ｍｍへと８ｍｍ薄くなっている。なお、浜岡４号機は、再熱割れの感受性が高
くない、ＳＣＭＶ３－１（３Ａ）を使用している。


　ひび割れは製造時に実施した溶接後の熱処理の過程で発生した再熱割れで
あった。なお、当該部は、製造時の溶接後に検査を実施し、健全であることを確
認した後、溶接後熱処理を実施したため、溶接後熱処理の過程で発生した再熱
割れは確認できなかった。

①

　ひび割れ部については、溶接補修を行った。

　今後、低合金鋼（SCMV3-2）には、再熱割れが溶接部に発生することがあるた
め、溶接後熱処理終了後の検査を検討していく。

A
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2010-中部-M020 2010年09月07日-
-時--分

浜岡発電所5号 湿分分離加熱器出口配管溶接部近
傍での再熱割れ等の確認について

　メーカーから予熱低減型ＳＣＭＶ３－２材（※１）を使用している湿分分離加熱器
（※２）（以下、「ＭＳＨ」という。）において、溶接後の熱処理（※３）の過程で発生
した再熱割れ（※４）発生の可能性について情報提供があった。再熱割れは当該
材料を使用しているＭＳＨにおいて、製作時（現地取合い溶接部含む）の最終層
にティグ溶接を適用している継手が該当し、対象部位は蒸気入口出口配管溶接
部近傍であった。

　そのため、平成２２年９月、第４回定期点検中の浜岡５号機において、当該材
料を使用しているＭＳＨを対象に蒸気出口配管溶接部近傍の点検を実施した。
なお、蒸気入口配管溶接部近傍(８継手)については、平成２１年に既に点検を実
施していることから、点検対象外とした。

　平成２２年９月７日、ＭＳＨ（Ｂ）蒸気出口管台（３本）溶接部について、浸透探傷
検査（以下、「ＰＴ」という。）を実施した結果、１本の管台２箇所(管台側)に指示模
様が認められた。

　同年９月８日、ＭＳＨ（Ａ）蒸気出口管台（３本）溶接部について、ＰＴを実施した
結果、２本の管台計７箇所に指示模様が認められた。

　なお、指示模様はＭＳＨ（Ａ）で確認された溶接線上の指示部を除き、配管とＭ
ＳＨ管台を溶接する際に位置合わせを行うために仮付するスペーサーブロックの
溶接跡付近であった。

※１　予熱低減型ＳＣＭＶ３－２

　当該部は、溶接作業性向上又は低温割れ防止のため、予熱低減型ＳＣＭＶ３
－２を採用している。予熱低減型ＳＣＭＶ３－２は、強度向上を図るため、Ｂ、Ｃ
ｕ、Ｎｉ等を添加しているが、これらの添加元素は再熱割れを助長する成分であ
る。そのため、再熱割れを抑制するため、極低硫黄化とＣａ添加を図っている。

※２　湿分分離加熱器

　プラント熱効率を高めるため、高圧タービンで排気され低圧タービンへ供給す
る蒸気について、蒸気中の湿分を除去し加熱するための機器である。５号機に
は（Ａ）（Ｂ）の２台が設置されている。

※３　溶接後の熱処理

　溶接時に発生する残留応力の除去等を目的として実施するものであり、具体
的には、溶接部付近を規定温度まで徐々に加熱し、一定時間保持した後、徐々
に冷却するもである。

※４　再熱割れ

　一部の添加物を加えた低合金鋼等の溶接部に、高い残留応力が残っている場
合、溶接後の熱処理等の高い温度で加熱された際に発生する割れである。

  スンプ法（レプリカ観察）により確認された、きず・再熱割れ・オーバーラップの
発生原因は以下の通り。

１．きずについて

　きずは、ＭＳＨ（Ａ）蒸気出口管台（配管側）(材質：SB450相当)に確認され、原因
はスペーサブロック仮溶接時に溶接部の止端の溶融性が悪くなり、発生したきず
が表面仕上で除去しきれず残留したものによると推定した。

　なお、本溶接部は横向きであるため、溶接電流や溶接棒の挿入量、トーチ棒等
の僅かな乱れでも止端の溶融性が悪くなりきずが発生する。

２．再熱割れについて

　指示部の再熱割れは、ＭＳＨ（Ａ）（Ｂ）蒸気出口管台（管台側）に確認され、原
因は製造時にスペーサブロック仮溶接を実施した溶接後の熱処理の過程で発生
した再熱割れと推定した。

３．オーバーラップについて

　指示部のオーバーラップは、ＭＳＨ（Ａ）蒸気出口管台の溶接線（ビード）上に確
認され、原因は最終溶接時に発生したオーバーラップがグラインダー仕上げの
際、完全に取り切れずわずかに残ったものと推定した。

①

　ＭＳＨ(Ａ，Ｂ)出口配管線状指示部について、削り修理を実施し、欠陥の除去を
完了した。なお、削り深さは最大2．3mm(ＭＳＨ(Ｂ)出口管台(中央)溶接部)であ
り、削り修理を実施した全ての箇所において、必要最小板厚を満足していること
を確認した。　

　今回、確認された指示部については削り修理を実施していることから、今後、再
熱割れが起こることない。

Ｚ



添付資料－３ (16 / 30)

調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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2010-東京-M033 2011年03月11日
14時46分

福島第一発電所 東北地方太平洋沖地震本震の観測
記録の中断について（福島第一原子
力発電所）

　平成23年東北地方太平洋沖地震本震の際，福島第一原子力発電所に設置し
ている地震計において得られた観測記録のうち，一部の記録について記録開始
から130～150秒程度で記録が中断していることが確認された。

１．一点目（記録開始から130～150秒程度で記録が中断した事象）の原因

　収録装置は本来，記録開始後，揺れが収まり起動レベルを下回ることを感知す
ると，その後一定時間揺れが起動レベルを続けて下回ることを確認して記録を終
了する。

しかし，当該収録装置では，記録の終了を判定するソフトウェアのロジックに不
具合があり，一旦起動レベルを下回る揺れを感知すると，その時点で記録の終
了を判定し，その後の揺れが再度起動レベルを超えているにも関わらず，一定
時間経過後，記録を終了することが判明した。

このため，今回の地震のように記録を開始した後大きな揺れが非常に長い間続
くような場合には，主要動の途中で一旦起動レベルを下回る揺れを感知してしま
うと，その後再度起動レベルを超える揺れを感知していても，一定時間経過後に
記録を終了（中断）したものと考えられる。

２．二点目（記録中断後のデータを記録できなかった事象）の原因

　収録装置は本来，２．１で述べた原因により記録が中断したとしても，その時点
で揺れが起動レベルを超えている場合には，直ちに再度記録を開始して後続部
分のデータを記録し，全時間のデータを複数のファイルとして保存する。

しかし，当該収録装置では，外部記録媒体へデータを書き込んだ後の動作に関
するソフトウェアのロジックに不具合があり，データ書き込みの直後に一時的に
外部記録媒体を正常に認識できない状況が発生し，その結果，後続部分のデー
タを外部記録媒体に書き込めなくなったものと考えられる。


①

   今回の事象を踏まえて，当社が保有する当該収録装置と同機種の装置を対
象として，ソフトウェアの更新を実施するとともに，他の原子力事業者へ注意喚
起するため，原子力施設情報公開ライブラリー「ニューシア」へ今回の事象を登
録する予定である。


Ｚ
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2010-東京-M034 2011年03月11日
14時46分

福島第二発電所 東北地方太平洋沖地震本震の観測
記録の中断について（福島第二原子
力発電所）

   平成23年東北地方太平洋沖地震本震の際，福島第一原子力発電所に設置し
ている地震計において得られた観測記録のうち，一部の記録について記録開始
から130～150秒程度で記録が中断していることが確認された。

１．一点目（記録開始から130～150秒程度で記録が中断した事象）の原因

　収録装置は本来，記録開始後，揺れが収まり起動レベルを下回ることを感知す
ると，その後一定時間揺れが起動レベルを続けて下回ることを確認して記録を終
了する。

　しかし，当該収録装置では，記録の終了を判定するソフトウェアのロジックに不
具合があり，一旦起動レベルを下回る揺れを感知すると，その時点で記録の終
了を判定し，その後の揺れが再度起動レベルを超えているにも関わらず，　一定
時間経過後，記録を終了することが判明した。

　このため，今回の地震のように記録を開始した後大きな揺れが非常に長い間
続くような場合には，主要動の途中で一旦起動レベルを下回る揺れを感知してし
まうと，その後再度起動レベルを超える揺れを感知していても，一定時間経過後
に記録を終了（中断）したものと考えられる。

２．二点目（記録中断後のデータを記録できなかった事象）の原因

　収録装置は本来，２．１で述べた原因により記録が中断したとしても，その時点
で揺れが起動レベルを超えている場合には，直ちに再度記録を開始して後続部
分のデータを記録し，全時間のデータを複数のファイルとして保存する。

　しかし，当該収録装置では，外部記録媒体へデータを書き込んだ後の動作に
関するソフトウェアのロジックに不具合があり，データ書き込みの直後に一時的
に外部記録媒体を正常に認識できない状況が発生し，その結果，後続部分の
データを外部記録媒体に書き込めなくなったものと考えられる。

①

　今回の事象を踏まえて，当社が保有する当該収録装置と同機種の装置を対象
として，ソフトウェアの更新を実施するとともに，他の原子力事業者へ注意喚起
するため，原子力施設情報公開ライブラリー「ニューシア」へ今回の事象を登録
する予定である。


Ｚ
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2011-中部-M002 2011年05月23日-
-時--分

浜岡発電所5号 非常用ディーゼル発電機（A）停止操
作スイッチの不良について

　浜岡原子力発電所５号機非常用ディーゼル発電機（Ａ）（以下「Ｄ／Ｇ（Ａ）」とい
う。）の定期試験において、Ｄ／Ｇ（Ａ）解列後に中央制御室操作スイッチによる停
止操作を実施したところ、Ｄ／Ｇ（Ａ）は運転状態のままで、停止しなかった。

　その後、現場操作スイッチによる停止操作も実施したが、Ｄ／Ｇ（Ａ）は停止しな
かった。

　現場確認を実施したところ、通常、手動開により停止するはずである停止用電
磁弁※１を手動開しても、Ｄ／Ｇ（Ａ）が停止しなかった。また、停止ピストンは動
作しているものの、燃料加減軸が回転しておらず、リンク機構が動作していない
ことを確認した。

　そのため、操作手順に従い、燃料ハンドル※２を「停止」位置にし、Ｄ／Ｇ（Ａ）へ
の燃料供給を遮断することで、Ｄ／Ｇ（Ａ）を停止させた。

なお、Ｄ／Ｇ（Ａ）起動および定格出力での運転に異常はなかった。

本事象は、以下の理由から、運転上の制限の逸脱はないと判断した。　

・第65条で要求される系統（原子炉停止時冷却系、非常用炉心冷却系）に対する
Ｄ／Ｇ（Ｂ，Ｃ）が健全である。

（Ｂ系：平成23年5月9日，Ｃ系:平成23年5月18日に定期試験を実施し、問題ない
ことを確認済み）

・Ｄ／Ｇ（Ａ）は起動および定格出力での運転に異常はない。また、スイッチによる
停止はできないものの、燃料ハンドルにより停止は可能である。

【保安規定関連】

保安規定第60条（非常用ディーゼル発電機その2）

＜運転上の制限＞

第65条（所内電源系統その2）で要求される非常用高圧母線に接続する非常用
ディーゼル発電機を含め2台の非常用発電設備が動作可能であること。



※１　停止用電磁弁を開くことにより、Ｄ／Ｇ空気貯槽からの圧縮空気により停止
用ピストンを動かし、燃料加減軸に取り付けられている停止レバーを押し上げ
る。停止レバーの動作により、燃料加減軸が回転し、燃料供給を調整しているリ
ンク機構が動作することで、Ｄ／Ｇへの燃料が遮断される。これにより、通常、Ｄ
／Ｇを停止することが可能である。

※２　燃料ハンドルは燃料加減軸に直結しており、「停止」位置にすることで、燃
料加減軸を回転させることができる。これにより、燃料供給を調整しているリンク
機構が動作し、Ｄ／Ｇへの燃料が遮断され、Ｄ／Ｇを停止することが可能である。

　原因調査の結果、Ｄ／Ｇ（Ａ）停止用空気ラインの配管・電磁弁等に異常は認められず、停
止用ピストンは正常に動作していた。

　しかし、停止レバーと燃料加減軸を固定している固定ピンが折損していたため、停止用ピス
トンは停止レバーを押し上げたが、燃料加減軸およびリンク機構の動作が十分ではなく、燃
料供給を遮断することができず、Ｄ／Ｇ（Ａ）を停止することができなかったものと推定した。

【当該固定ピンの詳細調査結果】

1.固定ピンの破面調査結果

　当該固定ピン両側の折損部において破面観察を行ったところ、過大なせん断応力が作用し
た際に生じる急速破壊の特徴的破面であるディンプル※３破面を確認した。また、固定ピンの
両側に発生した折損はディンプルの方向が逆になっていることを確認した。

　なお、折損部付近にはくびれた部分が見られ、塑性変形が生じていた。

2.その他の調査結果

・固定ピンにかかる設計応力は問題となるものではなかった。

・固定ピン、燃料加減軸および停止レバーの材料に異常は認められなかった。

・固定ピン、燃料加減軸および停止レバーの腐食状態に異常は認められなかった。

・停止レバーの上側と下側にある固定ピン挿入孔について、停止レバーの上側と下側で孔の
位置がズレていた。

・燃料加減軸および停止レバーの固定ピン挿入孔が斜めに孔空けされていた。（軸方向に半
割りした断面観察結果）

・燃料加減軸および停止レバーへの固定ピン用の孔空けは工場での手作業による加工で
あった。

【固定ピンの折損原因】

　以上の調査結果より、当該固定ピンが折損した原因を次のとおり推定した。

1)製作時に、固定ピン挿入孔を変形させて加工した。

2)挿入孔が変形しているため、機関停止時の固定ピンと停止レバーは正規品と異なる当たり
方になり、固定ピンにはせん断応力と曲げ応力が付与された。(正規形状ではせん断応力の
み付与される。)

3)設計上考慮していない曲げ応力のため、固定ピンが変形した。

4)変形により固定ピンは弱くなり(断面二次モーメントが小さくなり)、機関停止の度に変形が進
展し、折損に至った。

　本事象の再現性を確認したところ、推定した条件下で固定ピンが折損に至ることを確認し
た。なお、固定ピン挿入孔が正規形状である場合、固定ピンは折損しなかった。

※３ 延性破壊で見られる多数の小さなくぼみ状の模様。

①

１．当該の固定ピンおよび加減軸、停止レバーの取替を実施した。

２．５号機の他系統（Ｂ、Ｃ系）の非常用ディーゼル発電機を確認し、固定ピン挿
入孔が変形していないことを確認した。なお、３，４号機の非常用ディーゼル発電
機のリンク機構の構造が５号機と異なっており、同事象は発生しない。



【固定ピン折損の詳細調査結果を踏まえた再発防止対策】

　固定ピンの折損は、燃料加減軸および停止レバーの固定ピン用の孔空け加工
を手作業で実施し、固定ピン挿入孔が変形していたことが原因であることから、
製作時に固定ピン挿入孔が変形しないよう、燃料加減軸および停止レバーの孔
空け加工を機械加工で実施することとした。また、その旨をメーカーの工場手順
書に追記した。


B



添付資料－３ (17 / 30)

調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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2011-東京-M012 2011年11月04日-
-時--分

柏崎刈羽発電所7
号

柏崎刈羽原子力発電所７号機　定期
検査中における非常用ディーゼル発
電機の弁の不具合について

　非常用ディーゼル発電機（Ｂ）の試運転において潤滑油調圧弁の蓋取付けボ
ルト部よりにじみが確認されたことから、当該弁の点検を行ったところ、弁箱内面
の浸透傷探試験（ＰＴ）において蓋取付ボルト穴部付近に複数の鋳物巣と推定さ
れる指示模様が確認された。

　なお、潤滑油のにじみは微量であり、必要な潤滑油圧力は確保されていたこと
から、Ｄ／Ｇの機能・性能に問題はなかったことを確認している。


　当該弁製造当時より弁箱内面からボルト穴に至る鋳物巣（引け巣）が存在して
いたが、７号機Ｄ／Ｇ（Ｂ）の設置時に塗布されたボルトの弛み防止材によりこれ
まで潤滑油のにじみが発生しなかった。

しかしながら、その後の点検手入れによりボルト穴ネジ部に付着した弛み防止材
が除去されシール機能が低下したため、潤滑油のにじみに至ったものと推定さ
れる。

　なお、当該弁製造後の耐圧漏えい試験において、漏えい確認範囲が弁箱のみ
であったこと、正規の蓋が用いられずに耐圧漏えい試験が実施されたことから、
ボルト穴からのにじみ等が確認された場合においても、当該弁の欠陥として認識
されなかった可能性は否定できない。

①

（１）修正処置

・同型である４号機Ｄ／Ｇ（Ｈ）の潤滑油調圧弁を流用し、７号機Ｄ／Ｇ（Ｂ）に取り
付けた。

・４号機Ｄ／Ｇ（Ｈ）の潤滑油調圧弁の流用にあたっては、弁箱内面のＰＴを実施
し内部の状況確認を行い、その指示模様が当該弁に比べ軽微であることを確認
するとともに、弁箱のＲＴを実施した。ＲＴの結果、巣は確認されたものの、ダボ部
の一部に限定されていること、周囲の円筒部は十分に肉厚が確保されているこ
とから構造上問題となる内部欠陥がないことを確認した。

・ネジ部からの漏えいの有無を確実に確認すべく、塗布されている弛み防止材を
取り除き、ネジ部を手入れした上で、仮設のフランジ押さえ治具を使用して弁蓋
ボルトのない状態で耐圧漏えい試験（最高使用圧力の１．５倍）を行い、強度・漏
えいに問題のないことを確認した。

・念のため蓋取付ボルトをスタッドボルト（植込みボルト）に交換し、ボルトの弛み
防止材を塗布し締め付けを行うことによりネジ部のシール効果を向上させ、万一
の場合においても漏えい経路が形成されないよう処置した。なお、スタッドボルト
の採用により、蓋の開放に伴うボルトの取り外しが不要となることから弛み防止
材によるシール状態の保持が期待できる。

・７号機Ｄ／Ｇ（Ｂ）に取り付けた後、試運転を行い、漏えいがないことを確認し
た。

（２）是正措置

・当該弁の製造にあたっては、今年度中を目途に弁箱内面からボルト穴に至る
鋳物巣が内在しないよう鋳造方法を見直すとともに、改善された鋳造方法の検
証を行うことで、新規製造時の引け巣の発生の低減に向け、原動機メーカととも
に取り組む。

・次回定期検査において、見直された製造方法による潤滑油調圧弁への交換を
実施する。

A
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2011-九州-T003 2011年12月16日
12時10分

玄海発電所3号 Ｃ充てんポンプ主軸の折損について 　玄海原子力発電所３号機は、第１３回定期検査中のところ、平成２３年１２月９
日（金）１０時４８分、「充てんポンプ軸受温度高」の警報が発信した。そのため、
運転中のＣ充てんポンプからＡ充てんポンプへの切り替えを実施した。

　その後、１２月１２日（月）からＣ充てんポンプを点検した結果、１２月１６日（金）
１２時１０分、ポンプの主軸が折損していることを確認した。また、モータ側軸受部
の油切りの変形及びモータ側のメカニカルシールの損傷跡を確認した。



　なお、警報発信後の現場確認において、Ｃ充てんポンプのメカニカルシール部
より漏えい水を確認したが、漏えい水はポンプ台板上から補助建屋サンプタンク
へ回収されており、放射線モニタの指示等に異常はなく、外部への放射能の影
響はなかった。


【抜粋】
主軸折損に至った推定原因

　調査結果より、主軸折損に至った直接原因を以下のとおり推定した。

・当該ポンプ製作時の割りリング溝部の加工方法により、コーナＲ部の曲率半径
が小さい値であったこと（応力集中）、及び羽根車焼嵌に伴う割りリングと主軸の
接触により応力が増加し、当該溝部に応力が発生したと推定される。

・定期検査時に体積制御タンクを低水位で長期間運転したことにより、ポンプ入
口の水平配管部にガス溜まりが発生し、このガスの流れ込みで生じた振動により
当該溝部に応力が発生したと推定される。


①

【抜粋】
（対　策）

　対策の検討を踏まえ、玄海３号機において以下を実施する。

（１）主軸の対策品への取り替え

　全ての充てんポンプの主軸を、割りリング溝部コーナＲ部の寸法公差を定め、
ＮＣ円弧補間加工により図面指示どおりの曲率半径で製作し、羽根車焼嵌時の
温度管理を実施し、強度を確保した対策品に現在実施中の第１３回定期検査に
て取り替える。

	（２）主軸への振動抑制対策

ａ．体積制御タンク水位に関する運用改善

　定期検査時においては、ガス流れ込みの要因となる体積制御タンクの低水位
運転を長期間実施しないことを運転手順に反映する。

ｂ．充てんポンプ入口ベントラインの設置

　充てんポンプへのガス流れ込み防止に万全を期する観点から、充てんポンプ
入口にベントラインを現在実施中の第１３回定期検査にて設置する。

（３）安全上重要なポンプに対する対策

ａ．今後の主軸の調達にあたっては、以下の事項をメーカへ要求し、応力集中及
び応力発生の抑制について、要求どおりに製作されたものであることを記録によ
り確認する。

・割りリング溝部コーナＲ部の寸法公差を定めること。

・割りリング溝部コーナＲ部に不連続を生じさせないＮＣ円弧補間加工により、図
面指示どおりの曲率半径で製作すること

・羽根車焼嵌時の温度管理を実施すること。

・主軸の応力評価においては、割りリング溝部コーナＲ部の曲率半径に、寸法公
差の下限値を使うこと。

　トラブル事象において、水平展開の対象となったポンプの対応の検討を行う場
合は、事象発生の可能性がある全ての要因を洗い出し、最も厳しくなる条件を想
定した評価を行い、主軸自体の強度が確保できていることを確認する。


A
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2011-東北-M005 2012年01月13日-
-時--分

女川発電所3号 低圧タービン動翼のき裂について ・ 低圧タービン(Ｂ)について、新品の動翼への取替作業※を実施していたところ、
取り外し中の第１５段動翼の１枚について、翼付け根部にき裂を１箇所、破断を１
箇所発見した（１月１３日）。

・ このため、他の動翼について点検を実施したところ、第１５段の上記と異なるも
う１枚の動翼についても、翼付け根部にき裂を１箇所発見した（１月２５日）。

・１月１３日にき裂、破断を発見した動翼については、工場での詳細な調査等を
実施していたところ、新たに１箇所のき裂を確認した（３月７日）。

・低圧タービン（Ａ）（Ｂ）について、同型翼全数の点検を実施した結果、上記の動
翼以外に、異常は発見されなかった（４月９日）。

・ ※ 低圧タービン第９段～１５段動翼については、東北地方太平洋沖地震の影
響により軽微な接触摩耗が確認されたため、プラントの運転に万全を期すために
全数取替する計画としている。

・タービン動翼の製作過程におけるスカート部の加工時に、動翼の固定板への
固定が不十分であったため、固定が緩み、そのまま加工したことによって、設計
上考慮された寸法と差異が生じた。

そのため、タービン運転時に想定されない応力が発生し、き裂、破断に至ったも
のと推定した。


①

・現在の製造方法においては加工ズレは発生しないが，今後の動翼製作時は、
動翼固定状態の確認、スカート部の詳細な寸法測定を全数実施することとした。

なお、現在製作中の新動翼についても、上記の対策を実施する。


A
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調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切

89

2012-東京-M027 2012年05月30日-
-時--分

柏崎刈羽発電所5
号

制御棒駆動機構動作確認中に発生し
た制御棒過引抜事象について

　平成２４年５月３０日、定検中の５号機において、水圧制御ユニット隔離復旧後
の制御棒駆動機構の動作確認のため制御棒の１ノッチ引抜操作をしたところ、炉
心位置：５８－３１の制御棒が３ノッチ引抜ける事象が発生した。

　事象の原因調査のため当該炉心位置の水圧制御ユニットを再隔離し、方向制
御弁の分解点検を行うとともに、再度全数の制御棒駆動機構の動作確認を実施
した。この際、６月１２日に実施した動作確認試験において、炉心位置：０２－３１
の制御棒が１ノッチ引抜操作時に２ノッチ抜ける事象が発生した。

　上記２本（炉心位置：５８-３１および０２-３１）の制御棒について、再現性確認の
ため引抜操作を複数回実施したところ、いずれの制御棒についても再現性が確
認された。

　なお、本事象は原子炉の緊急停止機能（スクラム）に影響を及ぼすものではな
い。


   原因調査の結果、以下のメカニズムにより制御棒の過引抜事象が発生したと
推定される。

・鉱物油の一般的な特性として、酸化等の経年的な影響によりカルボン酸、ケト
ン、アルコールなどが生成される。さらに劣化が進むと生成物が重縮合して高分
子化し、ワニスやスラッジ（不溶性物質）となる可能性を有する。

・当該方向制御弁の制作時において付着・残存した切削油についても、同様な劣
化の経過をたどり、コア表面に強固に付着した。

・コア表面に付着した切削油は、全引抜・全挿入操作を伴うエアベントの実施お
よび１ノッチ引抜動作等の連続した励磁（注１）により、方向制御弁の開閉動作時
においてコア－プランジャ間を落下させる力より強い吸着力として働くようになっ
た（注２）。

・この吸着力により制御棒の引抜動作時に方向制御弁の閉動作遅れが発生し、
通常よりも多い制御棒駆動水が引抜側に流れたため制御棒過引抜事象が発生
した。

注１：再現性確認において、ある程度間隔をおいて操作を実施した場合、最初の
数回は再現性が確認されなかった。これは、連続した励磁によりスリーブ内部コ
アの温度が上昇することで付着物の粘性が変化し、吸着力が増加するためと考
えられる。なお、連続した励磁を伴う操作は、制御棒操作におけるエア混入の影
響を防止するために念入りに行ったものであり、通常の運転操作においては行
われない操作である。

注２：方向制御弁（１２２弁）が閉動作を行うときのプランジャとスリーブの釈放力
以上の吸着力が継続的に働いた場合、弁は開固着することとなるが、弁は開固
着していないことから、付着物による吸着力は時間経過とともに除々に失われる
ものと推定される。

【切削油が残存した推定原因】

　切削油が残存した推定原因については以下のとおり。

・製作時において切削油は洗浄により除去されるが、洗浄が十分行われてない
ものがあり、一部のコア表面に残存した可能性がある。なお、製作時における洗
浄の記録がないため、当時の個々のスリーブの洗浄状況については確認できな
かった。

①

①方向制御弁の清掃の実施

プラント起動までに全ての方向制御弁のスリーブ点検（外観点検及び付着が確
認された場合は清掃後の蛍光試験含む）を実施する。

②製作時における対応

・洗浄方法の確実性を確認するため，製作手順における洗浄後の検査作業等の
ホールドポイントとなる検査において，蛍光試験などの定量的な確認方法を用
い，製造プロセスの検証を行う。

・製作時における洗浄記録がないため、当時の洗浄状況についての確認ができ
なかった事に鑑み，今後の方向制御弁製造においては，手順通りに洗浄作業が
確実に行われ，切削油の残存，付着物がないことを作業記録に残し，次の工程
に進む手順とする。

A、B
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2014-東京-M017 2015年02月27日-
-時--分

柏崎刈羽発電所
2,3,4,6,7号

イトーキ製水密扉の漏水の可能性箇
所の発見について

平成２６年１０月より、イトーキ製水密扉について、工場製作時のシール溶接が
適切に実施されていない可能性があったため、調査を実施した。調査の結果、柏
崎刈羽原子力発電所に納入されたイトーキ製水密扉全７４基の内８基について、
浸水防止機能が不十分である可能性が判明した。
　これら水密扉は、いずれも扉の裏板とフレームのシールの溶接が実施されてい
なかった。全基のシール溶接未実施箇所については、是正を完了している。今
後、再発防止対策を徹底する。

　シール溶接がされていなかった水密扉は、イトーキにて設計後、外注先である
製作会社にて通常は製作を行っているが、受注量が多いため再外注し製作を
行っていた。再外注先である製作工場にてシール溶接が実施されなかった原因
について要因分析を行った。

（１）人的要因

　製作工場の工場長は、製作図にシール溶接記号とコーキングが明記されてい
たが、コーキングのみと読み違えてしまった。（製作工場）

（２）管理的要因

　製作会社はシール溶接部の目視検査を実施していたが、既にコーキング後の
塗装が施されていたためシール溶接の有無を確認できていなかった。（製作会
社）


①

（１）製作図の表記見直し

　読み違いが起こらないよう明確に表記する。

（２）シール溶接の検査方法の見直し

　シール溶接について溶接線毎に管理し、外観検査およびＰＴ検査を実施し記録
する。


A
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2015-中国-M004 2015年09月17日
10時13分

島根発電所1号 Ｂ－非常用ディーゼル発電機定期試
験における動作不良について

　平成２７年９月１７日，島根原子力発電所１号機定期試験「非常用ディーゼル発
電機手動起動試験」において，Ｂ－非常用ディーゼル機関の起動操作を行った
ところ，起動渋滞の警報が発報し，ディーゼル機関が起動しない事象が発生し
た。




　燃料ポンプを分解し，確認したところ，ラック溝の端部にスクリュとの接触痕が
あり，摺動面側への盛り上がりの発生により，ラック外面とハウジングのラック穴
が固渋した。

　固渋の原因は，ラック溝の端面加工（面取り加工）が不十分である事を検証に
より確認した。なお，建設当時から使用している他の燃料ポンプはラック溝端面
がＲ形状であり，不具合が見られた燃料ポンプの形状（フラット形状）とは異なる
ため，スクリュと接触しても盛り上がりが発生しにくい形状であることを確認した。

①

・現在１Ｌ，１Ｒに取り付けられている燃料ポンプについても同様の不具合が発生
する可能性が否定できないことから，ラック溝の端面加工を行ったポンプへの取
替を行う。

また，取外した燃料ポンプを含めて予備の燃料ポンプについても端面加工をした
ラックに取替を行う。

・なお，燃料ポンプのラック溝端面加工代については，検証を行い，スクリュと接
触しても盛り上がりが発生しないことを確認している。

建設当時から使用している他の燃料ポンプ（Ａ系およびＢ系）についても念のた
め次回点検時にラック溝の点検を行う。

Ｚ

92

2015-北陸-M002 2016年03月10日
18時12分

志賀発電所1号 志賀原子力発電所１号機　275kV 志
賀原子力線１号線の断路器不具合に
ついて

　志賀原子力発電所１号機（第13 回定期検査中）において、開閉所設備の点検
に伴い受電を停止していた275kV 志賀原子力線を復旧するため、平成28 年３月
10 日（木）18 時頃、受電操作を行ったところ、設備の異常を示す警報が発生しま
した。

　なお、１号機に必要な外部電源は、66kV 赤住線から受電しており、発電所設
備への影響及び外部への放射能の影響はありませんでした。


　「棒ピン」及び「止め輪」が脱落した原因は、「止め輪」が正規の位置から若干ず
れた状態で当該断路器の操作を繰り返すうち徐々にずれが大きくなり、今回の
操作で脱落したものと推定しています。


①

　脱落していた「止め輪」を新品に交換するとともに、「棒ピン」及び「止め輪」を正
規の位置に設置し、当該断路器が正常に動作することを確認しました。


Ｚ
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調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切

93

2017-原電-M005 2017年08月07日-
-時--分

敦賀発電所 低レベル放射性廃棄物搬出設備の放
射能測定プログラムの不具合につい
て

　当社は、敦賀発電所に設置している低レベル放射性廃棄物搬出設備（以下、
「当該設備」という。）について、プログラムの不具合※１により、適切な放射能濃
度が測定されていない可能性があるとの連絡をメーカから受けました。
このため、過去に当該設備を使用して日本原燃株式会社に搬出した低レベル放
射性廃棄物（以下、「廃棄体」という。）３，４２４本のうち、プログラム内に残ってい
る２，７０１本のデータを確認したところ、同様の不具合が発生した廃棄体が８６
本あることを確認しました。
　これらの廃棄体及びデータが残っていない７２３本の廃棄体の合計８０９本につ
いて、プログラムの不具合の影響を受けたことを前提として保守的に試算した結
果、埋設基準を満足していることを確認しています。
　その後の詳細調査で同様な不具合が発生した廃棄体は、最終的に８８本とな
り、データが残っていない７２３本を含む合計８１１本となりました。このうち、最も
厳しい条件の廃棄体※２について詳細に評価を行った結果、埋設基準を満足し
ていることを確認しました。
※１：測定したデータが保存されないままプログラムが進行し、一部の廃棄体の
放射能量が少なめに評価された状態になっていること。
※２：埋設基準に対して、放射能濃度の裕度が最も低いと見込まれる廃棄体。

   プログラムの不具合事象が発生する原因について調査した結果は以下のとお
り。

（１）計測データ欠損（１スライス）発生原因

・廃棄体の放射能量は、廃棄体を高さ方向に９分割（スライス）して測定した結果
を合算することで算出する。

・放射能測定装置内では、放射能解析プログラム（汎用プログラム）が定期的に
測定状態を監視しており、マルチチャンネルアナライザの測定状態により、当該
スライスの測定結果を保存せずに、次のスライスの測定に移行する。これによ
り、計測データ欠損が発生し、廃棄体の放射能量が適切に評価されない。

・メーカ制作プログラムと汎用プログラムの取り合いまでの確認が設計時にされ
ていなかった。

（２）計測データ欠損（４スライス）発生原因

・（１）の計測データ欠損（１スライス）と同一の発生メカニズムによる確率は極め
て少ない。

・計測データ欠損は、放射能計算機の画面上でＭＣＡ制御プログラムを起動させ
ることでも確認されたため、操作した可能性がある。

①

①当該設備のプログラムをスライスデータが格納されないまま測定を終了させな
いようプログラム改造を実施する。

②スライスデータの健全性が確認できるよう、９スライス測定終了後にデータの
ファイルサイズを確認し、問題ないことを確認する機能を追加する。

③新規設置及びプログラム変更が伴う改造の調達時には、汎用プログラムと
メーカ制作プログラムの取り合い確認することを要求する。

A
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2017-四国-M003 2017年08月07日-
-時--分

伊方発電所 伊方発電所　低レベル放射性廃棄物
搬出検査装置の放射能計測データ欠
落について

　当社は、伊方発電所から低レベル放射性廃棄物（以下、「廃棄体」）を日本原燃
（株）低レベル放射性廃棄物埋設センター（青森県六ヶ所村）へ搬出する際に放
射能濃度等を確認する低レベル放射性廃棄物搬出検査装置（以下、「検査装
置」）について、メーカより、ごくまれに放射能計測データの一部が欠落する事象
がある旨、連絡を受けた。

　このため、過去に搬出した廃棄体のうち、同検査装置を使用した廃棄体５，９４
４本の放射能計測データを調査した結果、１０本の廃棄体の放射能計測データ
に一部欠落があることを確認した。データを再評価した結果、廃棄体の製作・輸
送・埋設に関する技術基準は満足していることを確認した。

　当社としては、放射能計測データの一部が欠落するような場合に、確実に装置
を停止させるための対策として、プログラムの改修を行うとともに、同様の事象が
発生しないよう取り組むこととしている。

　なお、放射能計測データに一部欠落のあった廃棄体１０本のうち、日本原燃
（株）低レベル放射性廃棄物埋設センターにおいて埋設処分していない廃棄体２
本について、今後、伊方発電所へ持ち帰り、所定の手続きを行い、再度搬出を行
う。

　事象が発生する原因について調査した結果、以下のとおりと推定した。

・廃棄体の放射能量は、廃棄体を高さ方向に9分割して測定し、9個のスライス
データを合算して算出している。

・放射能測定装置の放射能解析プログラムでは測定器（MCA）の状態を定期的
に監視しているが、MCAの状態が「測定中」から「測定完了」に切り替わる僅かな
時間にこの監視がなされると、当該スライスの測定結果が保存されずに次のスラ
イスの測定に移ってしまうことがある。これによって一部のスライスデータ欠損が
生じ、廃棄体の放射能量が少なめの評価となる。

・放射能測定に係るプログラムのうち、メーカ設計の専用プログラムと汎用プログ
ラムの取り合いを含めた確認まではしていなかった。 ①

　今後、同様の事象を発生させないために以下の対策を行う。

・測定時に測定時間のエラーが発生した際にデータを格納しないままで測定を終
了するプログラムを無効化する。

・各スライスの測定データのファイルサイズを確認し、データ欠損等異常の発生
により通常と異なる場合はエラー信号を発信し、測定を停止させる機能を追加す
る。

・検査装置の調達時や改造時にメーカ設計の専用プログラムと汎用プログラム
の取り合いを確認する。

A
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2017-中国-M002 2017年08月07日-
-時--分

島根発電所 低レベル放射性廃棄物搬出検査装置
における放射能濃度測定プログラム
の不具合について

　当社は，島根原子力発電所に設置している「低レベル放射性廃棄物搬出検査
装置」について，メーカから，設定したプログラムに不具合※があったとの連絡を
受けました。

　これまでの検査時データの確認または保守的な評価を行ったところ，同装置に
より検査済みの低レベル放射性廃棄物の放射能濃度が，埋設基準を満足するこ
とを確認しましたのでお知らせします。

　同装置により検査済みの低レベル放射性廃棄物9,096本のうち，島根原子力発
電所に貯蔵している824本については，検査時データを確認し，放射能濃度が適
切に測定されていることを確認しました。

　また，日本原燃株式会社低レベル放射性廃棄物埋設センター（青森県六ヶ所
村）へ搬出済みの低レベル放射性廃棄物8,272本のうち，検査時データの確認が
できた5,712本については，放射能濃度が適切に測定されていることを確認しまし
た。

　なお，島根原子力発電所においては，本事象が発生する機器と廃棄体の組み
合わせでの測定を行っていないため，日本原燃低レベル放射性廃棄物埋設セン
ター（青森県六ヶ所村）へ搬出済みの廃棄体のうち，検査時データが残っていな
い廃棄体2,560本について，計測データの欠損が発生している可能性がないこと
を確認しており，放射能濃度の再評価は行いません

※まれに，測定データの一部が欠測し，適切に放射能濃度が測定されない事象


   当該事象が発生する原因について調査した結果，以下のとおりと推定した。

・放射能量は，廃棄体を高さ方向に９分割（スライス）してGe 検出器で測定を行
い，各スライスの測定結果を合算処理して求める。計測データファイルは各スラ
イスの測定毎に作成されるが，放射能計算機に保存される９個のデータの健全
性（欠損の有無）までは確認していなかった。

・各スライスの放射能測定中は放射能解析プログラムがMCA の状態（測定開始
からの経過時間および測定状態）を監視しているが，測定設定時間経過後，
MCA の測定状態が「測定中」から「測定完了」に切り替わるまでの僅かな時間
（約0.02秒）の間に放射能解析プログラムがMCA の状態を読み取ると，MCA の
測定状態を「測定中」と認識する。「測定中」と判断した放射能解析プログラム
は，次の読み取りを行い前回読み取ったMCA の状態との比較を行うが，経過時
間が同一となっていることから「測定異常」のエラー信号が発生し，計測データが
放射能計算機に保存されないままプログラム終了となる。一方，このエラー信号
は放射能測定制御プログラムに取り込まれておらず，計測データファイルが保存
されないまま次スライスの測定に進行することにより，計測データファイルの欠損
が生じる。

・放射能測定に係るプログラムのうち，メーカが制作したプログラムと汎用プログ

ラムの取り合いを含めた確認まではしていなかった。

①

・放射能解析プログラム内の測定開始からの経過時間が前回と同一であった場
合にエラー信号を発信させ，計測データを保存しないまま測定を終了させるプロ
グラムを無効化する。

・９スライスの測定完了後，各スライスの計測データのファイルサイズを確認し，
通常よりもサイズが小さい場合は，エラー信号を発信させる機能を追加する。ま
た，そのエラー信号により監視操作盤に警報ランプ点灯およびブザー発報させ，
装置を停止する機能を追加する。

・今後の検査装置の新規設置またはプログラムの変更を伴う改造を行う際に
は，検査装置が所定の機能を果たせるように，メーカ制作プログラムと汎用プロ
グラムとの取り合いを確認する。

A



添付資料－３ (20 / 30)

調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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2017-北陸-M001 2017年08月07日-
-時--分

志賀発電所 低レベル放射性廃棄物搬出検査装置
放射能計算機プログラム不具合につ
いて

　平成２９年８月４日、低レベル放射性廃棄物搬出検査装置において、計測デー
タの一部が極まれに欠損し、計算機に格納されないままプログラムが進行する
ため、適切に放射能量が評価されない場合があることの連絡を検査装置メーカ
より受けた。

　事象の確認の結果、日本原燃㈱六ヶ所低レベル放射性廃棄物埋設センターに
て埋設済の充填固化体※ドラム缶３，８４０本について、検査装置内の計測デー
タを確認したところ、そのうち３，８３６本については計測データが現存し、適切に
放射能量を測定していることが確認できたが、残り４本については計測データが
現存せず、データ欠損の有無が確認できなかった。



※充填固化体とは、金属類、プラスチック、保温材、フィルター類などの固体状廃
棄物を分別し、必要に応じて切断・圧縮処理等を行いドラム缶に収納した後、セ
メント系充てん材（モルタル）で一体となるように固型化したもの。

なお、一般的に発電所で発生する廃棄体としては充填固化体以外に均質・均一
固化体がある。

均質・均一固化体とは濃縮廃液、使用済樹脂、焼却灰等をセメント、アスファル
ト、プラスチックを用いてドラム缶に固型化したもの（志賀からの搬出実績なし）。


１．データ欠損発生のしくみ

・放射能量はドラム缶を９等分（スライス）して、それぞれを測定し、９スライス分
の結果を合算して求める。

・ＭＣＡ（波高分析器）において測定対象スライスの測定が終了し、ＭＣＡの動作
状況が測定中から測定完了に切り替わるわずかな時間に、まれに、ＭＣＡと汎用
プログラムである状態監視プログラム及びシステム制御プログラム間でデータの
読み取りが行われた場合に、システム制御プログラムはエラー信号を発し、当該
スライスの計測データを保存しないままプログラムを終了する。

・この場合、システム制御プログラムか　らメーカ制作プログラムである放射能測
定制御プログラムへ計測データが送られないために、放射能測定制御プログラ
ムに当該スライスの計測データは格納されない。一方、システム制御プログラム
が発したエラー信号は放射能測定制御プログラムに取り込まれる仕様にはなっ
ていないため、異常と判定されず引き続き次のスライスの測定を行う。

・以上より、データ欠損が生じ放射能濃度が適切に評価されない事象が発生す
る。

２．計測データが現存しないドラム缶（４本）のデータ欠損発生の可能性

・ＭＣＡの動作状況が測定中から測定完了に切り替わるまでのわずかな時間に
おける各システム間でのデータ読み取りの発生の可能性について、計算機の仕
様及びＭＣＡの型式の違いによる特性の調査並びに実機及び模擬試験から傾
向を確認した。

・その結果、志賀原子力発電所に設置している機器組合せにおいて充填固化体
を測定する場合、事象が発生していた可能性はないと考えられることから、計測
データが現存しないドラム缶４本にデータ欠損はなく、適切に放射能量が測定さ
れていたものと判断した。


①

　充填固化体以外のドラム缶測定ではデータ欠損が発生する可能性があること
から、今後同様の事象を発生させないために以下の対策を行う。

・当該の状況において、誤ってエラー信号を発信し、計測データが格納されない
まま測定を終了させる現状のプログラムを改修する。

・９スライス測定後に計測データファイルを確認し、スライスの欠損などの異常を
検知した場合には、警報を発報し装置を停止するプログラムを追加する。

・なお、本装置設計・製作時においては、メーカ作成プログラムと汎用プログラム
の取り合いを含めた確認まではしていなかったことから、今後は、検査装置の新
規設置または改造時には、両プログラムの取り合いを確認することにする。


A
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2017-北陸-M006 2018年03月07日-
-時--分

志賀発電所2号 志賀２号機　三菱電線工業株式会社
の不適合納入について

　当社は、本日（３月７日）、志賀原子力発電所２号機に納入された部品におい
て、要求仕様を満たしていないものが組み込まれている可能性がある旨、日立Ｇ
Ｅニュークリア・エナジー株式会社（以下、日立ＧＥ）から報告を受けました。

　具体的には、２号機の第２回定期検査(※１)時に、制御棒駆動系水圧制御ユ
ニット・スクラム弁(※２)（以下、スクラム弁）の取替部品として納入されたＯリング
(※３)（オーリング；三菱電線工業製）１８個のうち、最大で４個、日立ＧＥの要求
仕様（硬さ）を満たしていないものが含まれていた可能性（※４）があるというもの
です。

※１　第２回定期検査：平成２１年７月１０日～平成２２年２月１８日

※２　緊急時に、原子炉を停止する目的で、制御棒を高水圧にて原子炉内へ挿
入するための弁

※３　主にゴムを素材とした油・水・空気などの漏れ止め用の部品

※４　三菱電線工業株式会社から日立ＧＥに納品したＯリング（１セット６０個）の
うち４個が日立ＧＥの要求値を満たしていない。２号機には、その６０個のうち１８
個が取替部品として納入されているが、不適合品である４個が含まれているか不
明であるため、最大で４個含まれている可能性がある。

　本件は、神戸製鋼所や三菱マテリアル等のデータ改ざん等の不適切行為に対
する一連の調査の中で判明したものですが、不適切行為に該当するものではあ
りません。

①

　当社では、Ｏリングを取り替えたスクラム弁については、第２回定期検査時に作
動試験、漏えい試験を行うとともに、その後運転中の巡視点検により漏えい等の
異常がないことを確認していますが、この停止期間中に取り替えることとします。

　

　当社としては、現在、神戸製鋼所や三菱マテリアル等の不適切行為の有無に
ついて確認を行っているところであり、今後も引き続き確認を実施するとともに、
異常が確認された際には、適切に対応してまいります。


Ｚ
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2017-東北-M002 2018年03月16日-
-時--分

女川発電所1号 女川原子力発電所における 気象観
測データ（降水量）の一部誤りについ
て

　当社は，女川原子力発電所構内で２４時間観測している気象データ（気温、湿
度、風向・風速、降水量）のうち，降水量について，一部の時間帯における社内
外への送信データに誤りがあることを確認した。

　これは，平成２０年３月に，気象観測装置を更新した際，当該装置で観測した
データ（降水量）を送信データとして処理するプログラムに誤りがあったことが原
因である。

　具体的には，毎日１０分毎に２４時間送信している降水量データのうち，２３時５
０分から２４時００分までの１０分間の降水量を送信すべきところ，２３時００分か
ら２４時００分までの１時間の降水量を送信していたものである。

　平成３０年３月に本誤りが確認されるまでの１０年間にわたり，誤ったデータが
送信されており，この誤った降水量と正しい降水量の差は，最大で３２ｍｍであっ
た。また，年間降水量における差は，最大で７６．５ｍｍであった。

　降水量のデータについては，当社ホームページにてリアルタイムで公開してい
るほか，安全協定に基づき，宮城県等の立地自治体へ提出している資料等の中
にもデータとして記載している。

　降水量そのものは，降水とモニタリングポスト（発電所周辺の放射線量）の値と
の関連等を見るために観測しているものであり，発電所の安全性に直接関わる
ものではない。

　なお，誤りがあったのは送信データのみであり，当該装置による観測自体は正
常に行われていることを確認している。また，今回の誤りを受け，降水量以外の
気象データや，当該プログラムを作成したメーカーが手掛けた他のプログラムに
ついても検証したが，いずれも誤りがないことを確認している。

　平成２０年３月に，気象観測装置を更新した際，当該装置で観測したデータ（降
水量）を送信データとして処理するプログラムに誤りがあったことが原因である。

①

　当社では，平成２８年４月に東通原子力発電所で発生した気象観測装置のプロ
グラム誤り等の事例を踏まえた再発防止対策として，プログラムの検証にあたっ
ては，一部時間帯のデータのみならずデータ全数の確認を行うこと，およびメー
カーにおけるプログラムの検証方法・検証結果を当社が確認することを社内文
書に明確化している。

　今回の誤りは，当該装置を更新するにあたって，これらの再発防止対策を適用
し，送信データの全数確認を実施した結果，判明したものである。

A
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調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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1987-東北-T003 1987年08月22日
12時02分

女川発電所1号 主変圧器負荷時タップ切換装置の不
具合について

定格出力（５２４ＭＷｅ）にて運転中のところ，昭和６２年８月２２日宮城系統制御
所からの要請に従い，１２時０２分に電圧調整のため主変圧器タップを『１９』位
置から降圧方向に操作を開始したところ『１８→１７』の操作時に『ＬＴＣタップ渋
滞』の警報が発生した。このため，現場にてタップ変更用ハンドルを降圧方向に
操作しようとしたが非常に重かったので操作を中止した。一方，昇圧方向に操作
したところスムーズに動作し，警報もクリアーした。その後再度中央制御室より
タップ位置『１８→１７』操作を実施したが同様な事象が再現したため，現場にて
タップ変更用ハンドルを操作しタップ位置を『１８』とし，正常に接続されていること
を確認した。

以上の状況から，タップ位置『１８』に固定し各種パラメータの監視を強化して運
転を継続してきたが，１０月１９日主変圧器を停止し点検を行うこととした。


〔製作不完全〕

タップ渋滞の原因は製作試験過程で実施した気中での切換操作に起因して，運
転後約２万３千回の切換操作により面荒れが進展し，タップ選択器のトルクが増
大したためと判断される。


②

今回の事象が製作試験過程で実施した気中での切換操作に起因するものであ
ることから，タップ選択器を気中での切換操作を行っていないものと交換した。

また，製作試験過程で実施した気中での切換操作は，試験実施上の連絡の不
備に起因したことに鑑み，同種事故防止の為の指導を徹底した。


－
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2000-関西-M008 2000年06月22日
21時10分

高浜発電所1号 主給水流量伝送器不具合に伴う伝送
器の取替え及び伝送系の点検につい
て

　高浜発電所１号機は、平成１２年６月２２日より第１９回定期検査の最終段階で
ある調整運転を実施していたところ、平成１２年６月２２日２１時１０分に「Ｃ－Ｓ／
Ｇ流量偏差大ＦＷ＞ＳＷ」警報が発信し、即リセットした。直ちに給水流量を確認
したところ、Ｃ－Ｓ／Ｇの全給水流量指示２チャンネルのうち１チャンネルについ
て指示が増加していることを確認した。

　また、発電機出力や蒸気発生器水位等の関連パラメータには異常がなく、流量
指示が変動した後、他のチャンネルと同じ流量指示になったことから監視強化を
開始した。

　その後、警報発信の原因を検討した結果、流量指示の増加を示した伝送器（１
ＦＴ－４９７ＣＨ《３》）を含めた伝送系の不具合と考えられたため、伝送系の点検を
実施した。

　なお、本事象に伴う環境への放射性物質の影響はなかった。


［製作不完全］

１．工場製造時に、当該機種に特有の溶接ビードの突起除去作業において異物
が検出部の導圧孔に混入した。

２．当該伝送器は、第１７回定期検査（Ｈ９．８．１７～Ｈ９．１２．９）で取替えられて
いるが、本事象発生までの間、異物は検出器の特性に影響する位置に存在せ
ず、今回第１９回定期検査時に行われた伝送器の入出力特性試験に伴う検出器
内部の封入液の移動により、異物が低圧側固定電極部内に移動した。

３．低圧側固定電極部内に侵入した異物により、プラントの調整運転による給水
流量増加に伴う伝送器への入力圧増加により、変位した感圧ダイアフラムと低圧
側固定電極間で短絡が発生した結果、誤った給水流量増加指示が出力され警
報発信に至った。


②

１．当該のＣ－Ｓ／Ｇ主給水流量伝送器（１ＦＴ－４９７　ＣＨ《３》）を予備品と取替
えた。

２．平成９年４月～平成１１年９月までに製造された同種伝送器について、至近
定期検査時に、入出力特性試験を行い異物の混入のないことを確認する。

３．伝送器製造時の異物混入防止のため、製造工程における品質管理の強化を
徹底するようメーカーを指導した。


－

101

2000-関西-M004 2000年04月29日
11時56分

大飯発電所3号 Ｂ湿分分離器ドレンタンク水位制御不
調に伴う電気出力の僅かな変動につ
いて

　大飯発電所３号機は定格出力運転中（定格出力１１８０ＭＷ）のところ、平成１２
年４月２９日１１時５６分「ＭＳドレンタンク水位注意」警報が発信し、１１時５７分に
一旦警報がリセットした。

　同日１１時５８分に再度同上警報が発信し、１２時００分Ｂ－湿分分離器ドレン
（以下、ＭＳドレンという）タンク水位異常低（設定値：ＮＷＬ－４００ｍｍ）によりＢ
－ＭＳドレンポンプがトリップし、ＭＳドレンタンク水位が上昇したことから非常用
水位制御弁（３ＬＣＶ－５６１５）が全閉から５０％開度となった。

　これに伴い、発電機出力が１１８０ＭＷから一旦１１７１ＭＷまで降下し、１１７５
ＭＷで安定した。

　その後、当該水位伝送器、水位制御器、水位制御弁駆動部ポジショナーの部
品取り替えおよび駆動部の分解点検を実施すると共に弁本体の手による動作
チェックおよびＢ－ＭＳドレンポンプの点検を実施し、これら全てについて異常が
ないことが確認できたため、Ｂ－ＭＳドレンタンク水位制御を非常用から常用に切
戻し復旧した。これに伴い、４月３０日１３時２９分発電機出力が１１７５ＭＷから１
１８０ＭＷ（定格出力）に復帰し、安定した。

　なお、今回の事象による環境への影響はなかった。


　製造段階においてガイドブッシュ部に残留していた金属粉が、運転中の空気信
号の流れ等によりブリード金具とＯリングの間に混入したことにより、一時的にブ
リード金具の動作が鈍くなり制御弁の制御状態が不調に至ったものと推定され
る。


②

１．メーカー製造時の対策

　カシメ作業によって金属粉が発生する可能性があることから、メーカーの製造
工程表に「カシメ作業後およびパイロットリレー最終組立前のエアーブローの実
施」の項目を追加する。

２．定検時の対策

　今定検において、同種パイロットリレーを使用している制御弁ポジショナーにつ
いて、パイロットリレーのエアーブローを実施した。また、今後同型のポジショ
ナーパイロットリレーについては、取替周期に合わせて、製造時に対策を施した
ものを採用する。


－
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2001-四国-M009 2002年02月11日
18時20分

伊方発電所2号 高圧タービンエンドウォール加熱蒸気
圧力の低下

　伊方発電所第２号機は、定格出力（５６６ＭＷ）にて運転中のところ、平成１４年
２月１１日１８時２０分頃、高圧タービンエンドウォール加熱蒸気圧力指示（高圧
タービン出口圧力との圧力差）が、通常０．０３４ＭＰａのところ、約０．０２５ＭＰａ
に低下しているのを中央制御室にて監視中の運転員が発見した。

　現地調査の結果、当該蒸気圧力を制御するための高圧タービンエンドウォー
ル加熱蒸気圧力制御弁（空気作動）の制御不調により圧力低下に至っているこ
とを確認した。

　このため、バイパスラインによる加熱蒸気供給に切替えるとともに、当該制御弁
についての点検を実施した結果、開度調整器の一時的な動作不良と判断された
ため、本事象の要因となりうる構成部品の取替を行い、翌１２日１時００分、通常
状態に復旧し、取り外した構成部品の詳細調査を実施することとした。

　なお、本事象によるプラント運転への影響および環境への放射能の影響はな
かった。


［保守不完全］

　今回の高圧タービンエンドウォール加熱蒸気圧力低下事象は、加熱蒸気圧力
を制御している制御弁の開度調整器内のパイロットリレーに微細な金属屑が混
入し、制御用空気入口からノズルへ向かう流路を阻害することによりノズルの背
圧が低下したか、あるいは、金属屑がパイロットプラグと排気ポートの間に付着
し、制御用空気がパイロットリレー排気口から流出したことにより、当該制御弁の
開動作に必要な制御用空気が供給されず、制御不調をきたし、圧力低下に至っ
たものと推定される。
 ②

（１）当該開度調整器のフラッパー、パイロットリレーを新品に取り替えた。

（２）今後、同型の開度調整器を分解点検する際に取替えとなるパイロットリレー
を購入する際には、出荷前の検査項目としてエアーブローによるパイロットリレー
内の金属屑除去を実施するよう製造メーカに指示することとし、その旨を購入仕
様書に明記する。さらに、パイロットリレーを開度調整器本体に組み込む際に
は、再度パイロットリレーを含めてエアーブローを行うこととし、その旨を開度調
整器分解点検作業要領書に反映する。


－
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1986-原電-M004 1986年05月29日-
-時--分

敦賀発電所1号 主発電機保持リングのＰＴインディ
ケーシヨンについて

　第１６回定期検査中の昭和６１年５月２９日，主発電機の精密点検において回
転子保持リングのＰＴ（液体浸透探傷試験）を実施したところ，励磁機側保持リン
グには異常は見られなかったが，タービン側保持リングの一部にＰＴインディケー
ションが認められた。


　腐食によると見られる島状の模様が発生した原因については，水分が付着した
ためと考えられることから，当該部に水分が付着する可能性について調査を行
なった。

　運転時および停止時では，主発電機が置かれている環境から，当該部に水分
が付着することは考えにくい。

　建設時については，サイトに搬入された後速やかに裾付作業が行なわれてお
り，作業環境もよく当該部に水分が付着することは考えにくい。

　工場製作時および輸送時については，当時の作業状況，保管状況等を確認す
ることが出来ず，当該部に水分が付着した可能性を否定することはできなかっ
た。

　以上のことから，工場製作時或いは輸送時に水分が付着し，島状の模様が発
生したものと推定される。


②

　現在の運転中および停止時の主発電機が置かれている環境からは，保持リン
グに水分が付着することは考えにくいため，ＰＴインディケーションが現状以上に
進展することはないと考えられる。また，ＰＴインディケーションの深さは約１ｍｍ
程度であることから，運転に支障となるものではないが，念のためＰＴインディ
ケーション部を除去することとした。

　工場にて当該保持リングの外周を１．５ｍｍ切削（１箇所についてはさらに０．３
２ｍｍグラインドオフ）した後，ＰＴを実施し，異常のないことを確認した。


－
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調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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1996-原電-T006 1996年12月24日
12時00分

敦賀発電所2号 原子炉格納容器内漏えいに伴う原子
炉手動停止について

　定格出力１，１６０ＭＷｅで運転中の平成８年１２月２４日１０時２５分頃、原子炉
格納容器内を巡視点検中の運転員が、化学体積制御系抽出配管からの僅かな
蒸気漏えいを発見した。

　このため、原子炉を停止して原因調査を行うこととし、同日１２月２４日１２時００
分より出力降下を開始、２２時００分に発電機を解列、２４時００分に原子炉を停
止した。

　なお、本事象による環境への放射性物質の影響はなかった。


　化学体積制御系抽出配管エルボ部から漏えいが発生した原因は、調査結果よ
り、以下のとおりと推定される。

(1) 当該エルボの製造工程において、加熱炉より短管を取出す際、作業場内塗
装部に存在する亜鉛がカキ棒を介して短管内側に付着した。

　　その後、熱管成形加工（曲げ加工）により生じた周方向の引張応力により、エ
ルボ腹側内面に亜鉛による低融点金属割れが生じた。

(2) この状態で、工場出荷・現地据付が行われ、耐圧試験やその後の起動・停止
に伴う内圧上昇及び熱膨張による応力サイクル等を受けて、

　割れ先端部での疲労き裂が徐々に進展し、貫通した。


②

(1) 当該エルボ及び点検調査のため切断した下流側エルボについて、新品に取
替えた。

(2) 類似エルボ（５４個：点検調査のため切断した当該エルボ及び下流側エルボ
を除く）について、目視点検及び超音波探傷試験により、異常

　のないことを確認した。

(3) エルボの製造及びその周辺で使用する治具・副資材で低融点金属を含有す
るものは、代替品に変更する等の改善を行うとともに、熱間

　金型成形加工により製造するエルボについては、内面鏡による内面の目視検
査を追加し、品質管理の強化を図る。

(4) 当社の製造段階における品質管理要求項目の中に、内面鏡による内面の目
視検査を追加した。


－
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1997-中部-M007 1998年03月25日-
-時--分

浜岡発電所4号 タービン駆動給水ポンプ（Ａ）駆動用
タービン速度検出器の不具合につい
て

　浜岡原子力発電所４号機は、定格出力（１１３７ＭＷｅ）で運転中のところ、中央
制御室において、平成１０年３月２５日０時３２分「ＲＦＰ－Ｔ（Ａ）制御装置軽故障」
の警報が発生し、「ＲＦＰ－Ｔ（Ａ）バックアップ側速度信号Ｂ異常」を示すランプの
点灯が確認された。調査したところ、タービン駆動給水ポンプ（Ａ）駆動用タービン
（以下、ＲＦＰ－Ｔ（Ａ）という）の４個ある制御用速度検出器のうち、バックアップ制
御器に使用している速度検出器４Ａの不具合と判明した。

　また、３月２６日２時０５分頃、「ＲＦＰ－Ｔ（Ａ）バックアップ側速度信号Ａ異常」を
示すランプが点灯し、その後消灯したことが確認された。調査したところ、バック
アップ制御器に使用している速度検出器３Ａに不具合があるものと推定された。

　両事象発生時のいずれにおいても、ＲＦＰ－Ｔ（Ａ）は残る２個の制御用速度検
出器（１Ａ、２Ａ）によって正常に制御されており、プラントの運転に影響はなかっ
たが、ＲＦＰ－Ｔ（Ａ）制御器のバックアップ機能を活かすため、速度表示用速度検
出器の信号をバックアップ制御器へ接続し、中間点検停止（４月２８日～５月８
日）において調査を行うこととした。


　速度検出器４Ａについては、ＩＣ内部の抵抗素子（Ｒ５）の抵抗値増大により、検
出器出力のＬｏ側電圧が基準値より高くなったため、制御器が速度信号の異常を
検知したものと推定される。

　抵抗値が増大したことについては、（１）素子の材料であるピロクロール・ルテ
ネートが還元性ガスの影響により抵抗値が増大する可能性があること、（２）元素
成分には変化がないこと、（３）当該ＩＣはキャンタイプ（気室構造）であること、（４）
ＩＣ周囲は樹脂で充填され外部環境とは遮断された状態にあることから、ＩＣ製造
時に内部に還元性ガスが混入し、抵抗が増大していったものと推定される。


②

１．速度検出器４Ａで発生した抵抗値が増大する事象に対しては、ガスを内包し
ないプラスチックモールドタイプのＩＣを使用した検出器（対策品）に取り替えた。

２．速度検出器３Ａで発生した一過性の信号異常に対しては、検出器を含めシス
テムを多重化しており、プラントの運転には影響がないものの、念のため、対策
品に取り替えた。また、４号機の同型の速度検出器、計１３台についても対策品
に取り替えた。


－
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2009-東京-M016 2009年07月07日
11時55分

福島第二発電所4
号

福島第二原子力発電所４号機におけ
る原子炉圧力容器計装ノズル配管の
指示模様（ひびらしきもの）の確認に
ついて

平成21年6月29日，定期検査で停止中の福島第二原子力発電所4号機におい
て，原子炉圧力容器計装ノズル配管12本の浸透探傷検査（以下，「PT」という。）
を実施していたところ，N12Aのノズルセーフエンド部に指示模様（2箇所）を確認
した。指示模様は極めて微細であり表面の傷等の可能性を考慮して，当該部を
約0.3mm磨いた上で再PTを行った結果，7月7日，午前11時55分頃，当該指示模
様（2箇所：長さ約1.5mm，約2.5mm）が取り除けないことを確認した。

本事象による外部への放射能の影響はない。


調査の結果，今回確認されたひびは亜鉛脆化割れであり，プラント建設時に偶
発的に付着した亜鉛（防錆材又は塗料）が溶接熱もしくはグラインダーによる入
熱等で溶融し，母材の粒界に沿って侵入したことで材料が脆化したこと，さらに，
溶接により発生した引張応力下で粒界割れが発生したことが原因であるものと
推定される。　　　
 ②

当該ノズルセーフエンドの一部は今回の調査のため切り出したことから，切断部
を加工するとともに配管を製作し，原設計と同じソケット溶接にて復旧した。


－
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1981-東京-T049 1982年02月14日-
-時--分

福島第一発電所2
号

給水制御系主給水制御機器の不調
による原子炉自動停止について

第５回定期検査の最終段階における出力３３２ＭＷでの調整運転中、２月１４日
４時１４分に原子炉への給水流量の急増により、「原子炉水位高（１３０９ｍｍ）」
「高圧復水ポンプ″Ａ″″Ｂ″吸込圧力低」の警報が発生し、この直後に、高圧
復水ポンプ″Ａ″がトリップした。引続いて、インターロックにより、タービン駆動
給水ポンプが自動停止し、待機中の高圧復水ポンプ″Ｃ″及び電動駆動給水ポ
ンプ″Ａ″″Ｂ″が自動起動した。この間、給水流量は継続して増加しつづけた
ため、原子炉水位高（１４９０ｍｍ）の信号が発生、発電機ロックアウトリレーが作
動、タービンがトリップし、引続き、原子炉も自動停止した。


〔設備不備〕（製作不完全）

（１）５５年度点検時に交換した当該主水位制御器のコネクタ部の工場における
組立時に不具合があったこと及び今回点検時に当該機器を点検し復旧する際
に、コネクター接続において約１ｍｍ程度のさし込み不足（従来、この程度のさし
込み不足は問題にならない）があったことに加えて、コネクタ部のリボンケーブル
の反動力変化及び建家、計装盤等の微振動により、コネクタの接触不良が生じ
た。

（２）工場における当該コネクタのピン挿入作業標準には、専用工具、使用上の
注意等は記載されているが、ピンの挿入深さ、関する規定が不明確であった。


③

（１）当該制御器を同型の新品と取り替えた。

（２）他に使用されている同型のコネクタ部を点検し、異常のないことを確認した。

（３）工場での製作作業標準に、ピンの挿入深さをピン取付架台面より１．５ｍｍ
～２．０ｍｍと明確に指定し、作業後のチェックを定量化させる。

また、ピン挿入時の「カチ・カチ」という音を確認しながら作業を行う旨を作業標準
に追加させるとともに、作業者に対する指導方法の検討を進めさせる。

（４）制御器等の点検のためコネクタを取り外した場合には、復旧の際に正常な
接合状態になっていることの確認を行なうよう徹底する。


－
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2017-中国-M001 2017年09月28日-
-時--分

島根発電所2号 Ｒ／Ｂ給気内側隔離弁（ＡＶ２６１－２）
の作動異常

2号機原子炉建物給気内側隔離弁（AV261-2）のマスターバルブ，リミットスイッチ
取替え後の単体リミットスイッチ調整時に弁の作動確認を行ったところ，作動異
常を確認した。（全開，全閉せず，中間開度で弁が固着）






製作時に弁棒に傾きがあることおよび摺合せ等の調整が必要であることを認識
していなかったため，ヨークシャフトおよびブッシュの取替えを行った際に，摺合
せ等の調整を実施することなく，組立てを実施し，作動異常が発生した。

③

ヨークシャフト，ブッシュを取替える場合はヨークシャフトとブッシュの当たり具合
を確認し，局所的に当たりが強い面がなくなるよう，摺合せ等の調整を実施する
旨を手順書に反映する。

また，弁棒については，傾きがないものへの取替えを行う。 －
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1982-東京-M025 1982年08月11日-
-時--分

福島第一発電所6
号

主蒸気隔離弁（格納容器内側）の３方
空気制御弁からの漏洩について

発電機出力１１００ＭＷで定常運転中、８月１１日より格納容器内の弁操作用窒
素の漏洩が原因とみられる格納容器内の圧力上昇が発生した。

圧力上昇は毎時０．００４５ｋｇ／ｃｍ＾２程度とわずかであり、運転上の支障はな
く、その後の圧力上昇にも変化はみられなかったことから運転を継続していた
が、１０月２５日に原子炉再循環系圧力検出用予備座小口径配管の漏洩のため
に原子炉を停止した際に点検を実施した。


格納容器内側主蒸気隔離弁（Ｆ０２２－Ｂ）の３方空気制御弁に不必要な空気の
通路があり、その部分を通して上蓋のパッキン部に圧力が加わったことと、上蓋
のパッキンにもこれに合わせた穴があいており、パッキンの有効幅が少なかった
ことから、パッキンの締付けと窒素の内圧に耐えきれず破断したものと推定され
る。


③

（１）今回の対策

当該３方空気制御弁のパッキンを不要な穴のないものと取替えるとともに、同一
形状のパッキンを使用している他の３方空気制御弁と２方空気制御弁について
も取替を実施した。

（２）恒久対策

空気制御弁の不必要な空気通路にプラグを付けてふさぐように検討する。


－
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1984-関西-T012 1984年08月09日
13時45分

大飯発電所2号 タービン制御装置の油もれについて 　当該機は、定格出力（１１７５ＭＷ）で運転中のところ、昭和５９年８月９日１３時
４５分運転員がパトロール中に高圧タービンの床面に油もれを発見した。もれ箇
所の調査を実施した結果、タービン保安装置の軸受油圧低下トリップ装置ハウジ
ング部から、わずかな油漏れが発見された。

　このため、当該トリップ装置のバックアップ措置を講じた上で運転を継続しなが
ら分解点検を実施した。


　強度の少し低いダイヤフラムを使ったこと及び二度組立によって内部芯布とゴ
ム層との間にはくりが生じ、内部欠陥が発生し、この欠陥を起点として油圧の繰
り返し変動及び運転中の定常油圧による変形でき裂が進展し、損傷に至ったも
のと考えられる。
 ③

　１．軸受油圧低下トリップ装置は、新品と取替えた。

　２．二度組立による偏心当りが発生しないよう、一度締め付けたダイヤフラムは
念のため、取替える旨作業要領書に追記する。

　３．原子力発電所に使用するパッキン等については、そ旨を明示して注意喚起
するとともに確実な製作手配、仕様チェックの徹底をはかるものとする。
 －
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調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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1985-関西-T004 1985年05月05日
17時54分

美浜発電所3号 Ｂ－湿分分離加熱器ドレンタンク水位
制御系不調に伴なう負荷変動につい
て

　美浜３号機は，定格出力（８２６ＭＷ）で運転中のところ，昭和６０年５月５日１７
時５４分頃，Ｂ－湿分分離加熱器ドレンタンク水位制御系の不調により，同タンク
常用水位制御弁が閉方向に動作するとともに，同タンク非常用水位制御弁が開
方向に動作した。それに伴ないＢ－湿分分離加熱器ドレンが復水器に流入した
ため，出力が約８１９ＭＷに低下し，同日１８時０５分約８１１ＭＷで安定したため
原因を調査した。

　その結果，水位発信器又は水位制御器の不良と判断されたため，常用水位制
御系を手動に切替え，同常用水位制御弁によりドレンタンク水位を常用水位に
保つことにより，同非常用水位制御弁が全閉となり，同日１８時２１分定格出力
（８２６ＭＷ）に復旧した。


　水位発信器計器部の分離点検の結果，フラッパー部スプリングの組み込み不
良およびスプリング締め込み量が不足（正規は１／２回転のところ１／４回転で
あった。）していたため不調となった。


③

　１．今後，新たに入手するものからは，フラッパスプリングの固定用端部につい
てフラッパ軸穴部より出にくい形状のものを採用する。

　２．製造メーカにおいて，フラッパアッセンブリ組立時に，フラッパスプリング力
の利き始め位置をフラッパベアリングのノブに明確にマーキングし，フラッパスプ
リングの締め込み量を確実に，セットできるようにする。

　３．フラッパアッセンブリの具体的な組込み方法およびフラッパスプリングの締
め込み量のセット並びに検査要領について要領書の見直しを行う。

　４．フラッパ部のフラッパスプリング組込み不良反映として，念のため前回定検
時，フラッパ部の取替えを実施した同種計器について目視点検によりスプリング
組込み不良のないことを確認した。


－
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1985-東京-T018 1985年09月28日
02時13分

福島第二発電所3
号

原子炉水位低下による原子炉自動停
止について

３号機は，定格出力（１１００ＭＷ）にて運転中のところ，９月２８日２時１２分，ター
ビン駆動原子炉給水ポンプＡ号機（Ｔ／Ｄ　ＲＦＰ）のタービン駆動用蒸気加減弁
が全閉したため，給水流量が急減し，２時１３分，「原子炉水位低低」の信号によ
り，原子炉が自動停止した。

尚，外部への放射能の影響はなかった。


本事象は，Ｔ／Ｄ　ＲＦＰ（Ａ）駆動蒸気加減弁の制御リンク機構のうち，パイロット
弁駆動レバー連結ピンが軸受部で固着したため，制御リンク機構部のフィード
バック機構が作動せず，加減弁が全閉となったため給水流量が低下し，原子炉
の水位が低下（Ｌ－３）し自動停止に至ったものである。

連結ピンが固着した原因は，工場組立時連結ピン軸受部潤滑油塗布不足によ
り，連結ピンと軸受との間隙に錆が発生し，徐々に摺動面の摩耗が進行し，摩耗
粉酸化物により摺動トルクが増加し，固着に至ったものであると考えられる。

又，ニードル軸受が損傷した原因は，ガイドローラの据付不良，及び潤滑油塗布
不足であると考えられる。


③

今回の事象は，加減弁駆動機構における連結ピン軸受部の潤滑油塗布不足が
原因であったため，以下の対策を実施した。

（１）固着した部分のオイレス軸受，連結ピン，インナー・アフターレバー一式，及
び損傷したガイドローラ，ニードル軸受を新品と交換した。　

（２）オイレス軸受他，加減弁制御リンク機構の摺動部に潤滑油を塗布した。

（３）加減弁駆動機構組立作業要領書に，潤滑油塗布対象部品を記載し，作業
の撤底を図るとともに，チェックシートの見直しを行った。


－
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1985-東京-M020 1985年11月04日
14時10分

柏崎刈羽発電所1
号

ＨＰＣＳディーゼル発電機ＡＶＲの保修 定格出力運転中において，１１月４日１４時１０分　定例試験のため当該ディーゼ
ル発電機を起動したところ『ＨＰＣＳディーゼル発電設備異常』警報が発生した。
状況確認したところ現場警報『ディーゼル発電機過電圧』（警報設定７，８００Ｖ）
が発生しており，発電機電圧が８，３００Ｖ（通常６，９００Ｖ）に上昇していることが
確認された。

このため，電圧設定器（９０Ｒ）にて電圧下げ操作を行ったが電圧が下がらなかっ
た。また，自動電圧調整装置（ＡＶＲ）の出力電圧を確認したところ，ほぼ零電圧
（電圧下げ指令が出ていない状態）であったことから，ＡＶＲ回路の不具合と判断
し，ディーゼル発電を停止し，１５時３０分修理のため待機除外にするとともに，
保安規定に基づき２台の非常用ディーゼル発電機の健全性を確認した。


工場における点検結果より，発電機過電圧の原因はコンデンサＡＣ１の短絡によ
りＡＶＲ制御電源が喪失状態となり，ＡＶＲ制御不能となったためと推定される。

また，コンデンサＡＣ１短絡の原因は，コンデンサ製作工程のリード線を端子にハ
ンダ付けする作業において，下部電極側のリード線を端子軸に直角に取付ける
ところ軸方向に取付けさらにリード線の絶縁スリーブがずれたまま組立ててし
まったため，裸のリード線が絶縁用クラフト紙に押付けられ，クラフト紙に孔が開
き，下部電極リード線と上部電極が接触しやすい状態となり，これが使用中に接
触して短絡に至ったものと推定される。


③

当該コンデンサの製作に際し，工場製作マニュアルが守られていなかったため，
今回の不具合が発生した。このため，マニュアルの遵守等品質保証活動の指導
を図るとともに，念のため，同一ロットのコンデンサについて検査済代替品と速や
かに交換することとした。

－
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1986-原電-T009 1986年06月14日
10時16分

敦賀発電所2号 「中性子束増加率高」パーシャルトリッ
プについて

　起動試験中の昭和６１年６月１４日，タービンバイパス弁実作業試験準備のた
め，中央制御室にて原子炉出力を４．８％（炉外核計測装置指示）から上昇すべ
く制御グループ制御棒クラスタバンクＤを１１０ステップより手動にて操作中，１０
時１６分，監視していたＣＲＴ画面番号Ｍ０－５「ＮＩＳ出力トレンド」の出力領域チャ
ンネル３（チャンネル番号Ｎ４３）の指示値が赤色に変化したのでＣＲＴ画面番号Ａ
Ｎ－３「一般警報」を表示させたところ，「ＰＲ中性子束変化率高（増加率高）パー
シャル（Ｎ４３）発生」が確認され，また中央制御室内原子炉補助盤裏面のトリッ
プステータスライト「ＮＢ　４３Ａ」も点灯しており，中性子束増加率高のパーシャル
トリップが確認された。


　原因調査の結果から，今回の事象に至った原因は次のように推定される。

　ポテンショメータ製造過程（８４年１１月製造ロット）の端子部リボンリードと抵抗
線の溶接作業において，溶接電圧不足により溶接強度が低く製作され，このた
め使用中の微少な熱ストレスの繰返しにより溶接部断線に至ったと推定される。

　また，先行プラントで使用実績のある他のロット（８５年７月，８月製造ロット）の
ポテンショメータについても当該部を比較評価するため，調査した結果，これらは
正常であることから当該ロットの不良と判断される。


③

(1) Ｎ４３の中性子束変化率検出回路カードを，８５年７月製造のポテンショメータ
が取り付けられた予備カードと交換した。

(2) 出力領域の他のチャンネルＮ４１，Ｎ４２，及びＮ４４の同回路ポテンショメータ
についても，８５年７月製造のものと交換した。

(3) 本プラントにおいて断線したポテンショメータと同型のものは，当該検出回路
以外には使用されていないことも確認した。

(4) 当該ポテンショメータ製造過程の溶接作業における印加電圧のチェックシー
トへの記録管理，溶接後の溶接形状見本との照合，及びロット

　　毎の抜き取り溶接剥離試験とその記録をメーカに実施させる。


－
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1994-北陸-T001 1994年08月26日
05時32分

志賀発電所1号 原子炉冷却材再循環ポンプ（Ｂ）トリッ
プに伴う原子炉手動停止について

　定格出力５４０ＭＷｅで運転中の平成６年８月２６日５時３２分、「ＰＬＲ－ＩＮＶ
（Ｂ）受電遮断器トリップ」、「ＰＬＲポンプ（Ｂ）モータ電圧低」、「ＰＬＲ－ＩＮＶ（Ｂ）重
故障」等の警報が発報し、原子炉冷却材再循環ポンプ（Ｂ）がトリップし、出力が
約３１９ＭＷｅまで低下した。

　現場の制御盤を確認したところ、「制御装置重故障」、「整流器入力過電流」等
の警報が発報していた。

　その後、出力を約２００ＭＷｅで保持し、調査を実施した結果、原子炉冷却材再
循環ポンプ及び駆動装置の詳細調査が必要と判明したため、同２６日１８時より
原子炉の停止操作を開始し、２１時４８分発電機を解列、翌２７日１時５０分原子
炉を手動停止した。

　なお、本事象による外部への放射性物質の影響はなかった。


　電源装置運転中に、当該線間に高電圧が印加されコロナが発生し、運転が継
続されることにより被覆の絶縁劣化を進行させ、放電が発生するに至ったものと
推定された。この放電によりインバータ部サイリスタの動作が異常となり、電源装
置入力電流が増加し保護装置が動作して、ポンプトリップに至ったものと判明し
た。


③

（１）　当該パルストランスからインバータ部ゲートユニット間の配線及びパルスト
ランスの接地線を新品と取り替えた。

　また、取り替えに当たっては、当該配線と接地線の離隔距離を確保するととも
に、念のためスペーサを取り付けた。

（２）　ＰＬＲポンプ可変周波数電源装置（Ａ）及び（Ｂ）において、当該配線と同様
の配線と接地線の線間は必要な距離が保たれているものの、比較的狭い箇所
について、念のためスペーサを取り付けた。

（３）　製作図に高圧線と接地線の離隔距離基準を明記するとともに、今後十分
な管理を行うこととする。


－
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1995-原電-T006 1995年10月21日
16時45分

東海発電所 ２号発電機手動停止について 　東海発電所は、第２５回定期検査作業終了に伴い、１０月２０日１９時００分に
原子炉を起動し、１０月２１日１６時００分に２号発電機を併入した（１号タービン
発電機停止中）。出力上昇中の１６時２０分頃、発電機ブッシング１本（Ｕ相）のフ
ランジ付近にわずかな放電が確認されたことから、点検のため、同日１６時４５分
（電気出力約１５ＭＷｅ）に２号発電機の出力降下を開始し、１６時５６分に発電機
を解列、１７時５７分にタービン発電機を停止した。

　原子炉は１号タービン発電機起動（１０月２２日９時００分）までの間、約５０ＭＷ
ｔの出力で運転を継続した。

　なお、この事象による外部への放射能の影響はない。


１．当該発電機ブッシングの工場製作組立て時（昭和６１年）において、接地端子
金具の加工及び、止めリングを組込む際に接地端子金具の折曲げ部に亀裂が
発生するとともに、接地端子金具表面のスズメッキが一部剥がれたものと推定さ
れる。また、製作時接地端子金具の長さが短く、止めビスを締付ける際に引張り
力を受け、さらに亀裂が進展したものと推定される。

２．組み立て後、約１０年間の運転中に銅の腐食が進行するとともに、タービン発
電機の運転に伴う振動も加わり、接地端子金具の亀裂した部分がさらに拡大し
ていった。

３．今回、定期検査後のタービン発電機の運転に伴う振動によって、当該接地端
子金具のわずかに残っていた部分が切断したため、導電層側と接地金具側に電
位差が発生し、放電に至ったものと考えられる。


③

１．折損した接地端子金具を新品と取替えた。なお、取替え後の組立てに際して
は、止めリングと接地端子金具とが接触しないように施工した。施工後接地端子
金具に傷のないことを確認した。

２．今回の事象に鑑み、当該機器製作施工プロセスの調査を含み、受取り検査
時における品質管理の充実を図る。

３．定期検査時に、発電機ブッシングの接地端子金具部の点検を実施する事とし
た。
 －
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調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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1996-東北-M001 1996年04月10日
17時32分

女川発電所1号 警報設定器誤動作に伴う高圧注水系
の待機除外について

　１号機は定格出力（５２４ＭＷｅ）で運転中のところ、平成８年４月１０日１７時３２
分頃、中央制御室の「ＨＰＣＩ系蒸気管破断」及び「ＥＳＳ－Ｉトリップチャンネル盤
計装機器不動作」の警報が同時に発生した。

　これにより、高圧注水系蒸気ライン隔離弁（ＨＰＣＩ－ＭＶ－２２，２３）が閉止し、
高圧注水系が待機除外となった。その後、１７時３４分頃警報が自動的に解除さ
れた。

　なお、本事象による外部への放射能の影響はなかった。


（その他）

　警報設定器のイニシャルロック回路のタンタルコンデンサに、一般的に知られ
ている偶発的短絡故障が発生し、リーク電流が増加したため、警報設定器が誤
動作し、警報発生、高圧注水系の待機除外に至ったものと推定された。

　また、警報が自動的に解除したのは、タンタルコンデンサの自己修復作用によ
り、リーク電流が減少したためと推定された。

　なお、タンタルコンデンサの偶発的短絡故障及び自己修復作用とは、以下のと
おりである。この、故障に至るタイミングは、不純物の大きさや分布状態によって
変化する。

（１）誘電体酸化皮膜に内在するマンガン等の不純物部分に電流が集中的に流
れ、その発熱により、誘電体酸化皮膜が局所的結晶変態（非晶質→結晶質）を
起こす。

（２）非晶質と結晶質の密度差によりその境界附近にストレスが発生することによ
り、誘電体酸化皮膜にクラックが生ずる。

（３）このクラック部の空間をコロナ放電により電流が流れ、短絡故障する。

（４）この電流により、誘電体酸化皮膜周辺の二酸化マンガンも発熱し、低級酸化
物に化学変化（高抵抗化）することにより、電流を遮断し、短絡故障が修復され
る。


③

１．当該警報設定器を単品校正した新品と取替えた。

２．より一層の信頼性向上を図るため、警報設定器の製造工程を以下のとおり見
直し、偶発故障の発生率を低減させた警報設定器を使用する。

（１）タンタルコンデンサのエージング工程（８５℃　９６時間）を追加する。

（２）エージング後、タンタルコンデンサ全数について容量、損失、リーク電流を測
定する。

（３）製品試験にタンタルコンデンサのリーク電流測定を追加する。


－
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1998-関西-M012 1999年01月15日
15時55分

大飯発電所1号 スチームコンバータ発生蒸気圧力制
御弁動作不良に伴うわずかな出力変
動について

　大飯発電所１号機は定格出力（１，１７５ＭＷ）で運転中のところ、平成１１年１
月１５日１５時５５分に「スチームコンバータ盤注意」警報が発信し、電気出力が
１，１７５ＭＷから１，１７０ＭＷまで低下した。

　直ちに運転員が現場を点検した結果、スチームコンバータ（以下、Ｓ／Ｃ）の安
全弁が動作（設定値９．５ｋｇ／ｃｍ＾２Ｇ）していることおよびＳ／Ｃの発生蒸気圧
力制御弁（ＰＣＶ－３３８１：通常調整開）が全開となっていることを確認した。

　このため、運転員が同制御弁を自動から手動に切替えて通常圧力（約８ｋｇ／ｃ
ｍ＾２Ｇ）に制御したところ、同安全弁が吹き止まり、１６時０２分に電気出力は定
格出力（１，１７５ＭＷ）に復帰した。（補助蒸気使用設備に支障はなかった。）

　なお、本事象による環境への影響はなかった。


　パイロットリレー取付台のブロックのバリの一部がはがれ、ノズルを閉塞したこ
とにより、圧力制御器出力が上昇し、Ｓ／Ｃ発生蒸気圧力制御弁（ＰＣＶ－３３８
１）が全開となったと推定される。


③

１．圧力制御器調節機構部を新品と交換した。

　なお、外観目視点検で新品にはバリがなかったことから、当該制御器について
は問題はないと考えられる。

２．定検時の対策

（１）当該制御器と同型式の制御器について、次回定検時にパイロットリレー取付
台にバリ等異物が残留していないか点検し、残留していた場合は除去する。

（２）当該制御器と同型式の制御器について、パイロットリレー取替時（１／２年）
にパイロットリレー取付台内部ブロックにバリ等異物が無いことを確認するよう作
業計画書を改訂する。

３．メーカ製造時の対策

　メーカの製造工程にブロックの「バリ取りの状況確認をする」旨の管理項目を追
加し、パイロットリレー取付台の組立時に異物が残留しないよう指導し品質管理
の強化を図る。また、外注先への製造基準についてもブロックの「バリを除去す
る」旨を記載するよう指導した。


－
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2000-東京-T006 2000年07月14日
17時00分

柏崎刈羽発電所4
号

発電機冷却用水素ガス消費量の増加
に伴う原子炉手動停止について

　４号機は定格出力（１，１００ＭＷｅ）にて運転中のところ、平成１２年６月１３日よ
り発電機冷却用水素ガスの消費量が、通常の約２０ｍ＾３／日から増加傾向にあ
ることが確認された。その後、水素ガスの消費量は約４０～５５ｍ＾３／日まで増
加したが安定状態となり、発電機内の水素圧力は水素ガスボンベからの補給に
より通常値の約０．５１ＭＰａ｛約５．２ｋｇ／ｃｍ＾２｝に維持された。

　水素ガス消費量の増加原因について調査を行ったところ、発電機外への水素
ガスの直接的な漏えいは確認されず、発電機固定子冷却水系貯水槽の大気放
出管からの放出気体を調査したところ、可燃性ガス検知器にて水素と推定される
ガスが放出されていることが確認されたことより、水素ガス消費量増加の原因
は、水素ガスが発電機固定子冷却水系に漏れ込んでいる可能性が高いためと
推定された。

　発電機冷却用水素ガスの消費量は、直ちにプラントの運転継続に支障を及ぼ
すものではなかったが、念のためプラントを停止して原因調査を行うこととし、平
成１２年７月１４日１７時００分より発電機出力の降下を開始し、２４時００分に発
電機を解列、翌日３時２３分に原子炉を手動停止（全制御棒全挿入）した。

　なお、本事象による外部への放射性物質の影響はなかった。


　以上の調査結果より、発電機冷却用水素ガスの消費量が増加した原因は、以
下の通りと推定される。

（１）タービン側Ｎｏ．４３上巻線冷却用の絶縁ホースに初期欠陥が存在していた。

（２）その後の運転サイクル中に発生する固定子巻線からの振動による応力と、
負荷変化に伴う固定子巻線の熱伸縮による応力が絶縁ホースに繰り返し加わる
ことにより、初期欠陥部よりき裂が進展し、貫通割れが生じた（疲労破壊）。

（３）当該割れ部を介して、発電機内の水素ガスが固定子冷却水側に漏れ込み、
水素ガスの消費量が増加した。

　尚、他の全ての絶縁ホースの当該部位について念のため超音波探傷試験（Ｕ
Ｔ）により欠陥の有無を調査し、異常のないことを確認した。
 ③

　水素ガスの漏れ込みが生じた当該の絶縁ホースを新品に取り替える。


－
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1994-原電-M004 1994年11月02日
13時55分

東海第二発電所 原子炉保護系チャンネルＢ動作につ
いて

　東海第二発電所は、電気出力１１００ＭＷｅにて定常運転中の平成６年１１月２
日１３時５５分、「ＡＰＲＭ　ＤＯＷＮ　ＳＣＡＬＥ」（ＡＰＲＭ下限）、「ＲＯＤ　ＯＵＴ　ＢＬ
ＯＣＫ」（制御棒引抜阻止）等の警報が発報し、「ＮＥＵＴＲＯＮ　ＭＯＮＩＴＯＲＩＮＧ
ＳＹＳ　ＴＲＩＰ」（核計装系トリップ）により、原子炉保護系チャンネルＢが動作（警
報「ＳＹＳＴＥＭ　Ｂ　ＲＥＡＣＴＯＲ　ＡＵＴＯ　ＳＣＲＡＭ」）した。

　直ちに、中央制御室裏盤の平均出力領域計装（ＡＰＲＭ）ユニット盤で警報表示
灯を確認したところ、ＡＰＲＭチャンネルＡ～ＦのうちＦのダウンスケール等の警報
表示灯が点灯しており、ＡＰＲＭチャンネルＦのダウンスケール信号により原子炉
保護系チャンネルＢが動作したことを確認した。

　この間、ＡＰＲＭチャンネルＦ記録計指示値に変化はなく、原子炉出力等の運転
パラメータにも変化は認められなかった。このためＡＰＲＭチャンネルＦの誤信号
によるものと考えられ、運転手順書に従い、１３時５６分にＡＰＲＭチャンネルＦを
バイパス状態とし、原子炉保護系チャンネルＢの動作（ハーフスクラム）をリセット
した。これにより、中央制御室・表盤の警報は消灯した。

　検出器側には異常がないことから、ＡＰＲＭチャンネルＦに使用されている５枚
のカードを取り替えることとし、５Ｖ電源カードの交換によりユニット盤警報がリ
セット可能となったことから、１１月３日８時５９分にバイパス状態を解除し、通常
状態に復帰させた。


「５Ｖ電源カード」内のコモンラインのコネクタ部の端末処理部（圧着部）が、ケー
ブル被覆が完全に剥離されない状態で圧着されていたことから、原因は当該
カード製造時（米国製）からコネクタピン端末処理が不十分な状態にあり、当初コ
ネクタピン側のケーブル芯線部分で導通を確保していたものが、接触状態の微
妙な変化により、接触不良を起こしたためと推定される。


③

　同時期製造カード２枚（ＬＰＲＭ　Ｇｒ．Ｂ及びＲＢＭ　ＣＨ．Ｂカード）については、
念のため次回第１４回定期検査にて取り替えることとする。


－
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調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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2001-関西-M006 2001年08月31日
13時30分

大飯発電所2号 ターニング油ポンプ過負荷による停止
について

　大飯２号機は第１６回定期検査中での主タービンターニング中のところ、平成１
３年８月３１日１０時００分に「３－２Ｂ負荷トリップ」及び「３－２Ｂ　ＰＣモータ過負
荷」の警報が発信し、ターニング油ポンプ（以下ＴＯＰと言う）が停止した。なお、Ｔ
ＯＰは停止したが、非常用油ポンプが自動起動したため、主タービンのターニン
グ状態には異常はなかった。

　その後、ＴＯＰを点検することとし、モータ及び電気系の点検を実施した結果、
異常は認められなかった。このため、主油タンクの油を抜き取り、ＴＯＰ本体の点
検を実施することとし、主タービンのターニングを停止することとした。

　それに伴い、１３時３０分に原子炉起動予定時期を延期することとした。

　なお、今回の事象による保安規定への抵触及び環境への影響はなかった。


　平成９年の第１３回定期検査にて当該ポンプを新品に取り替えた際、軸受箱カ
バー内の給油口が塗装で塞がれたままであったので、ポンプ運転中においては
上部軸受に潤滑油が供給されない状態となっていた。

　このため、ポンプ運転に伴い、初期に給油した上部軸受箱の油面が低下し、潤
滑油不足の状態になり、発熱変形によるかじりが発生して、過大トルクとなり、
モータが過負荷にて停止し、また保持器の一部が破損したものと推定される。
 ③

（１）軸受箱カバーの給油口に閉塞が無いことを確認した上で、損傷した上部軸
受を新品に取り替えてポンプを復旧した。

（２）同型のポンプを製作する際には、塗装時において給油口を塞がない様に塗
装する旨を指示書に追記する。また、工場にて試運転を行う際には給油管から
潤滑油が供給されることを確認する。


－
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2001-東京-M017 2001年09月07日-
-時--分

柏崎刈羽発電所4
号

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器
伝熱管損傷について

　４号機は第６回定期検査中のところ、平成１３年９月７日に原子炉冷却材浄化
系の点検終了に伴う系統復旧のため、再生熱交換器の管側の水張り作業（純水
補給水系を使用）を実施していたが、３胴ある熱交換器のうち１胴（再生熱交換
器Ｂ）において器内での漏水が確認された。

　なお、再生熱交換器は、原子炉からの高温の冷却材と原子炉へ戻る低温の冷
却材との間で熱交換するものであり、伝熱管の損傷が生じても外部へ原子炉冷
却材が流出するおそれはなく、安全上の問題はない。


　以上の調査結果から、原因を以下の通りと推定した。

（１）当該熱交換器の伝熱管拡管施工時に、拡管不足の伝熱管の再拡管を、設
計標準値に対して過剰に拡管した結果、伝熱管の疲労強度が低下した。

（２）再生熱交換器の連絡配管の構成上、損傷した伝熱管周辺で熱変動が発生
した。

（３）拡管施工不良による伝熱管の疲労強度の低下と、熱交換器内での熱変動
による繰り返し応力の重畳により、損傷に至った。


③

（１）損傷が確認された６本の伝熱管、及び、温度変動の大きいエリアに位置する
拡管施工不良の確認された伝熱管５本について閉止栓を施した。

（２）同様の設計である他号機の再生熱交換器については計画的な漏えい確認
を実施していく。

－
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2001-東北-T005 2002年03月07日
09時42分

女川発電所2号 復水流量計配管付け根部からの水漏
れについて

　女川原子力発電所２号機は第５回定期検査中、平成１４年３月７日９時４２分
頃、社員がタービン建屋地下１階をパトロールしていたところ、復水給水系の浄
化運転中に復水流量計付近からの水漏れ（数リットル／ｍｉｎ程度）を発見した。
水漏れを止めるため、低圧復水ポンプ等の停止操作および水漏れ箇所の隔離
を行い、１０時３９分、漏えいが停止したことを現場にて確認した。

　漏えい箇所は、高圧復水ポンプ入口配管の復水流量計配管付け根部（Ａ側）
で、漏えい水の流入先であるタービン建屋高電導度ドレンサンプ水位から漏えい
量を評価すると最大に見積もっても約２ｍ＾３であったと推定される。また、漏えい
水の放射能濃度は検出限界値未満であった。

　なお、今回の事象による環境への放射能の影響はなかった。


事象調査の結果、復水流量計配管付け根部に漏えいが発生した原因は、以下
のとおりと推定される。

（１）当該復水流量計のオリフィスブロック部の製造過程において、溶接トーチの
ねらい位置が溶接ルート部より高くなっていたことにより、溶接ルート部に溶込み
不足が発生した。この初期溶接欠陥のため当該部は、繰返し応力による疲労損
傷が発生しやすい状態となった。

　なお、ルート部全周にわたって溶込み不足が発生した原因は不明だが、当該
作業を行った溶接士が溶接トーチのねらい位置を勘違いしたものと推測される。

（２）給復水系の運転に伴い発生する振動により、第１サポートまでの配管長が
比較的長い、復水流量計Ａ側の当該部に繰り返し応力が加わった結果、当該部
内側から亀裂が発生、進展し、最終的に貫通割れに至った。

（３）この貫通割れ部から復水系配管に内包する水が漏えいした。


③

（１）当該の復水流量計Ａ側の配管については撤去し、この配管に取付けられて
いた流量計装品は配管長がＡ側に比べて短く流体振動の影響がより少ないＢ側
から分岐して取付ける。

（２）当該復水流量計のオリフィスブロック組立て溶接時には、当社社員立会いの
もと、初層溶接後に目視点検を実施し溶接部の健全性を確認する。

（３）当社は、今後プラントメーカーに対し、当該部と類似の開先を有する一次系
の溶接部の施工に当たっては、以下の注意事項を社内基準に反映すること、お
よび本内容の溶接施工会社に対する周知徹底を指導する。

ａ．溶接トーチのねらい位置は溶接ルート部とすること。

ｂ．溶接部の初層溶接後に目視点検を実施し、溶接部の健全性を確認すること。

（４）なお、他の類似箇所についても、念のため非破壊検査を実施し溶接部の健
全性を確認する。


－
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2002-原電-M002 2002年05月19日
01時53分

東海第二発電所 発電機界磁整流器盤内整流器冷却
水ホースからの微少漏えいについて

　東海第二発電所は海水温度上昇に伴う出力低下運転中（１１００ＭＷ）のとこ
ろ、平成１４年５月１９日１時５３分頃「ＡＬＴＥＲＮＡＴＯＲ　ＬＩＱＵＩＤ　ＤＥＴＥＣＴＯＲ
ＦＵＬＬ」警報が発報した。配管の漏えい等が想定されたため、現場の確認を開始
するとともに、当該警報検出器内の水をドレンし採取した。その結果、当該警報
は一旦消灯したが、、同日３時４８分頃、同警報が再発報した。

　現場状況を確認した結果、、タービン建屋内の発電機界磁整流器盤（Ｃ）内の
整流器冷却水ホース（材質：テフロン）から霧状のごく微少な漏えい（１秒に１滴
程度）を確認した。

　漏えいを止めるため、当該ホースのバンド巻きを実施したところ、漏えいは１分
に１滴程度のにじみとなり、その後、漏えいを示す当該警報は発報しなくなった。

　なお、本事象によるプラント運転状態への影響はなかった。


　原因調査の結果、発電機界磁整流器盤内整流器冷却ホースが漏えいした原
因は以下の通りと推定される。

（１）焼成前の工程において押し出し機による押し出し後のホース切断時に絶縁
ホースを手で支えており、その際に、局部的な応力が印加された。

（２）応力が印加された箇所を確実に廃棄する手順ではなかったため、応力によ
り発生した初期欠陥のある製品を整流器盤に据え付けた。

（３）製品出荷時の耐圧試験、定期検査時のポンプ起動等により初期欠陥のき裂
が進展した。

（４）その結果、発電機界磁整流器盤内整流器冷却水ホースから漏えいが発生し
た。


③

　当該部のホースを取替えた。また、冷却水ホース全数について、次回定期検査
（第１９回）時に交換を実施する。全数交換完了までの間に漏えいが発生した場
合には、今回と同様、整流器盤を停止し、漏えいしたホースの交換を行う。

　また、整流器盤製造者に冷却水ホースメーカーの品質管理の徹底を指導する
よう要請し、ホース両端部は切断し廃棄するよう作業手順書に明示して管理強
化を図ったことを確認した。


－
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2005-関西-M017 2005年09月02日
10時00分

高浜発電所1号 タービンバイパス弁構成部品等の脱
落について

　平成１７年８月２３日、Ｂ－タービンバイパス弁※１の分解点検を工場にて実施
していたところ、弁体シールドプレート※２取付ボルト（以下「取付ボルト」)８本の
うちの１本が無いことが判明したため、調査を行った結果、９月２日、Ｂ－タービン
バイパス弁下流の#３復水器タービンバイパス蒸気管（以下「蒸気管」)内におい
て、当該取付ボルトを発見し、翌９月３日に回収した。　なお、取付ボルトは蒸気
管内に留まっていたことから、下流側の復水器への影響はなかった。

※ １：タービンバイパス弁

　蒸気発生器からの蒸気を、タービンをバイパスして直接復水器に導くためのラ
イン（配管）に設置している弁。タービンバイパスラインは、主に起動・停止時に使
用し、通常運転時は基本的に使用していない。

※ ２：シールドプレート

　弁が開き始めた時、流量を制限するために取り付けられている板状の部品。



　また、９月２日、当該取付ボルト８本中、脱落した１本の調査において、Ｂ－ター
ビンバイパス弁下流の#３復水器蒸気管内で、当該取付ボルトを発見しました
が、この際、当該取付ボルトを発見した場所で、蒸気管（炭素鋼製）の減肉を防
止するために、蒸気管内に取り付けられている受衝板（ステンレス鋼製）２枚が
脱落していることを確認し、翌９月３日に回収した。　このため、#１，２復水器蒸気
管内についても点検したところ、#１復水器蒸気管内において、受衝板１枚が脱落
しているのを確認し、回収した。



　本事象による周辺環境への放射能の影響はない。


１.シールドプレート取付ボルト

　当該ボルト１本が脱落した原因としては当該ボルトを工場で組み立てた際に、
締め付け（軸力）が十分でなかった可能性があると推定された。

２.タービンバイパス蒸気管受衝板

　受衝板取付溶接部に疲労割れの特徴を示すビーチマーク状模様が確認され
たことから、タービンバイパス弁動作時の蒸気による変動応力により、受衝板取
付溶接部に割れが発生し、受衝板が脱落したものと推定された。


③

1.シールドプレート取付ボルト

・当該弁については、シールドプレート及び取付ボルトを取り替える。

・他のタービンバイパス弁（計７台）についても、念のためシールドプレート及び取
付ボルトを取り替える。取付ボルト取り替えにあたっては、取付ボルトの締付トル
ク管理を強化する。

・通常使用するタービンバイパス弁（２台）について、毎定期検査でボルトの軸力
を確認する。

・今後、当該弁については流動状態が激しい状況下で使用するため、取付ボルト
が脱落することがないよう、取付ボルトを用いていないシールドプレートの採用に
ついて検討する。　

2.タービンバイパス蒸気管受衝板

　当該部を流れるのは乾き蒸気で、当該配管に減肉傾向は認められないことか
ら、今定期検査で当該受衝板を撤去することとした。
 －
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番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策
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【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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2005-中部-M010 2006年01月31日
17時45分

浜岡発電所5号 湿分分離器ドレンタンク（Ａ－１）レベ
ルスイッチ用配管における異物の確
認について

　第１回定期点検中の浜岡原子力発電所５号機（定格電気出力１３８万ｋＷ）にお
いて、湿分分離加熱器＊１（Ａ）の点検準備のため、機器の内部に入り、作業を
実施していたところ、平成１８年１月３１日１７時４５分、当該機器に接続されてい
る湿分分離器ドレンタンク（Ａ－１）レベルスイッチ＊２用配管のうち２本の配管内
部に異物が１個ずつあることを確認した。

当該異物を回収したところ、ゴム製のホースの切れ端であることを確認した。

（添付資料１，２）

　

本事象による外部への放射能の影響はなかった。



　なお、製作段階にゴム製ホースを同様に使用した類似箇所として以下の機器
があり、これらについて内部の目視点検を行い、異物がないことを確認した。

・湿分分離器ドレンタンク（Ａ－１）

・湿分分離器ドレンタンク（Ａ－２）

・湿分分離器ドレンタンク（Ｂ－１）

・湿分分離器ドレンタンク（Ｂ－２）

・湿分分離加熱器（Ａ）

・湿分分離加熱器（Ｂ）



＊１：高圧タービンからの排気に含まれる湿分を除去するとともに、プラント熱効
率を高めるため低圧タービンへの蒸気を加熱するための機器。

＊２：湿分分離器ドレンタンクレベル上昇時に、タービン内への水分持ち込みに
よる損傷を防止するために、タービンをトリップさせるスイッチ。同様のスイッチが
３個あり、そのうち２個が動作するとトリップ信号が発信する。


　メーカー工場で製作段階に実施された当該機器の内部洗浄時に、異物が確認
された配管の内面に施されているネジ山に、洗浄によって出た錆等が噛み込ま
ないよう保護の目的で使用されたことがあることを確認した。

　なお、レベルスイッチの動作原理＊３、異物の形状及び混入状況から、運転中
のレベルスイッチの機能に影響はなかったものと推定する。



＊３：ドレン量が増加するとフロート（浮き）とフロートの先に取り付けられた鉄心
が上昇し、磁石が引きつけられて動作する。


③

　現状行っている異物侵入防止対策を今後も確実に実施することで再発防止が
図れるものと考えるが、メーカ工場での製造段階においても、確実な異物侵入防
止が図れるよう、設備内部に持ち込んだ物品の員数確認を確実に実施し、記録
管理するようメーカに対して指導する。


－
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2008-原電-T027 2008年09月16日
12時10分

敦賀発電所2号 高圧タービン第１翼環ラジアルピン溶
接部の割れについて

　敦賀発電所２号機は，定格熱出力一定運転で調整運転中（１１９４ＭＷ）のとこ
ろ，平成２０年９月１６日１０時２０分から発電機出力を約９５％（１１０２ＭＷ）まで
低下して，１０時４６分までタービン弁試験※１を実施し，タービン弁試験終了後
の１１時００分に発電機出力の上昇を開始した。

発電機出力上昇中の１１時４５分頃（１１２８ＭＷ）に，タービン弁試験後のタービ
ンの状況確認において，タービン建屋３階に設置されている高圧タービンのＡ主
蒸気入口配管付け根（以下，「当該箇所」という。）付近を覆う保温材から，僅か
に蒸気が出ていることを確認した。

このため，当該箇所の点検補修を行うこととし，原子炉を停止することを同日１２
時１０分に決定した。

　その後，同日１２時３０分から発電機の出力降下を開始，２０時３０分に発電機
解列，２３時３９分に原子炉を手動停止した。

　原子炉を手動停止する過程の１７時００分頃の目視点検では，当該箇所からの
蒸気漏れは確認されなかった。

　なお，本事象による放射性物質の周辺環境への影響はなかった。



※１　タービン弁試験：タービン負荷運転中（発電機出力９５％）に１ヶ月に１回の
頻度で，主タービンに設置されている，主蒸気止め弁，蒸気加減弁（各４弁），再
熱蒸気止め弁，インターセプト弁

（各６弁）を全開より全閉状態にして各弁が正常に動作することを確認するため
の試験。

　　


　点検・調査した結果，当該溶接部の割れ破面は，低温割れによる破面の特徴である擬へき
開破面ならびに粒界破面を呈しており，低温割れが発生していた。低温割れに至る原因は，
以下のとおりと推定された。また，当該溶接部以外の第１翼環ラジアルピン３部位及び水圧
試験用空気抜き穴閉止栓１部位に低温割れが発生した原因も同様であると推定された。

（１）溶接部の作業指示書では，熱容量の大きい高圧車室に関して，予熱時の温度及び溶接
時の温度保持（２００℃以上），焼鈍時の加熱温度（６８０から７００℃）と温度保持時間（１５
分）に対し，ガスバーナーを使用した場合の予熱，焼鈍時の加熱方法や温度確認方法の指
示が不足していた。

（２）その結果，工場において当該溶接部の予熱を行った際に溶接部の温度は上がったが，
ラジアルピンの温度が上がらず，プロパン燃焼により発生した水滴が，塗布した焼付防止剤
（潤滑剤）により残留し，溶接時に水素として混入した。

（３）その後，高圧車室は熱容量が大きく，予熱時及び溶接時に２００℃以上の温度が保持で
きず溶接部の拡散性水素の除去が十分でなかった。さらに，焼鈍時に必要な温度，時間が
確保されなかったため，拡散性水素の除去ができず，溶接金属の硬度低下も得られなかっ
た。

（４）この施工不良により，溶接金属中の拡散性水素の集積，溶接部の構造による拘束力（応
力），溶接金属の組織硬化の３要素が重なり，溶接後に低温割れがルート部から発生した。

（５）溶接作業後（９０時間後）に工場で行った浸透探傷検査において溶接部外面には割れが
確認されなかったが，浸透探傷検査後もルート部から発生した低温割れの進展が継続し，割
れが表面に到達した。

なお，ガスバーナーによる焼鈍時の昇降温変化率は溶接時の作業指示書に記載されておら
ず，このことが割れの発生や進展に関与した可能性は否定できない。

（６）品質保証の問題として，製作メーカにおいてラジアルピン溶接部の手順は作業指示書で
管理されていたが作業指示書どおりの作業ができていなかったこと，詳細な作業記録は採取
されていなかったため溶接施工の妥当性確認が出来なかったこと，車室については設計レ
ビューを実施していたがラジアルピンについては車室の一部として考えておりこれに特化した
設計と製造部門とのコミュニケーションがなされていなかったこと及び当社の設計・開発の検
証の観点からは，溶接部検査記録の提出について明確でなかったため，溶接中の熱処理記
録や非破壊検査記録等が確認できなかったことが挙げられる。


③

１. 対　策

　敦賀発電所２号機の高圧タービンについて，以下のとおり対策を実施する。

（１） 低温割れの確認された高圧タービン第１翼環ラジアルピン及び水圧試験用空気抜き穴閉止栓（調速機側）計５部位（ラ
ジアルピン４部位，空気抜き穴閉止栓１部位）のラジアルピン・閉止栓について，低温割れの３要素（水素，拘束力，硬さ）の
うち，拡散性水素の集積を抑制するために，予熱と溶接直後に規定温度で一定時間加熱する直後熱を適切に行うことと
し，今回は予熱と直後熱について，電気パネルヒーターを用いて加熱と温度保持を確実に行う。

また，焼鈍を行う場合，熱容量の大きい高圧タービン車室に大量の熱が加わり，高圧タービン車室フランジ面のシール等に
影響を及ぼす歪が生じる可能性があるため，高圧タービン車室が発電所に据付けられている現状では，この歪の修正加
工が極めて困難であることから焼鈍は実施しない。このため，溶接金属及び高圧タービン第１翼環ラジアルピンと水圧試験
用空気抜き穴閉止栓（調速機側）計５部位（ラジアルピン４部位，空気抜き穴閉止栓１部位）の材質を，低合金鋼に比べて
溶接後の硬さが低い炭素鋼に変更する。

　なお，ラジアルピンヘッド及び溶接金属の材質を炭素鋼に変更しても，低合金鋼と比較して構造強度上の有意な差はな
く，異材溶接として継手性能に問題がないことを確認している。高圧タービン取替前に採用していた炭素鋼のラジアルピン
ヘッド及び溶接金属は損傷を経験しておらず，エロージョン，腐食，疲労等含め問題がなかった。

（２）低温割れの確認された高圧タービン第１翼環ラジアルピンと同様に熱処理されている第２翼環ラジアルピン，水圧試験
用空気抜き穴閉止栓（発電機側）計５部位（ラジアルピン４部位，空気抜き穴閉止栓１部位）の材質及び溶接金属を低合金
鋼から炭素鋼に変更し,復旧する。

（３）製作メーカ工場の溶接作業で用いられた溶接部の作業指示書は，熱容量の大きい高圧車室の加熱方法と温度保持の
確認方法に対して指示が不十分であった。このため，熱処理不足となり施工が不十分であったことから，上記の対策の実
施にあたっては溶接施工管理・方法について作業要領の改善が行われ，溶接作業に問題がないことを製作メーカから提
出される溶接施工要領書などの図書にて確認するとともに，溶接作業に立会う。また，ラジアルピン溶接部については，耐
圧検査を実施する。



２. 水平展開

　敦賀発電所２号機の高圧タービン，低圧タービンの溶接部を対象とし，水平展開評価フローチャートに従って，当該溶接
部について熱処理（予熱，直後熱，焼鈍）が必要な箇所で，熱処理記録がない溶接部について念のため溶接を再施工す
る。

（１）高圧タービン

高圧タービン関係の溶接対象箇所１２２部位について抽出した結果，再施工が必要となる溶接部は対策溶接部１０部位を
除いて４９部位である。

なお，４９部位のうち低合金鋼を使用している部位で，配管等の耐エロージョン性が必要な溶接部（１６部位）については，
溶接金属を変更せずに再施工し，電気パネルヒーターにて焼鈍を含む熱処理を行う。また，その他の耐エロージョン性を考
慮する必要性のない部位については，低合金鋼に比べて溶接後の硬さが低い炭素鋼等適切な溶接金属を用いて再施工
する。

（２）低圧タービン

低圧タービン関係の溶接対象箇所４５８部位について抽出した結果，再施工の必要な溶接部位はなかった。




－
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調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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2009-東京-M041 2009年12月23日
08時32分

柏崎刈羽発電所6
号

柏崎刈羽原子力発電所６号機制御棒
位置表示に関する警報の発生につい
て

１．事象の概要

　平成２１年１２月２３日午前８時３２分頃、定格熱出力一定運転中の当所６号機
において制御棒ドリフト警報※１が発生したことから、制御棒監視盤※２で制御
棒位置を確認したところ、２系統ある制御棒位置表示機能の片チャンネル（Ａ系）
において、制御棒１本（１８－５９）が全引き抜き位置から約３５ｃｍ挿入したように
表示されていた。

　制御棒位置表示機能のもう片チャンネル（Ｂ系）の当該制御棒監視盤は正常に
全引き抜き位置を表示しており、制御棒監視盤の表示をＡ系からＢ系に切り替え
たところ警報は解除され、Ｂ系表示による当該制御棒の位置を確認したところ、
全引き抜き位置が表示されており、警報発生前後の当該制御棒周辺燃料の熱
出力にも変化はなかった。

　また、警報発生時の操作手順書に基づき、当該制御棒を全引き抜き位置から
１ステップ分挿入・引き抜きの操作を実施したところ、動作や位置表示が正常で
あることを確認した。

　以上のことから、当該制御棒は動作しておらず、警報は２系統ある制御棒位置
表示機能の片チャンネル（Ａ系）の不具合により発生したものと判断した。

　なお、当該制御棒以外の制御棒については警報は発生しておらず、制御棒の
位置表示についても問題がないことから、プラントの安全上の問題はなく外部へ
の放射能の影響は無かった。



　※１　制御棒が所定の位置にない状態となったことを示す警報。

　※２　中央制御室で制御棒の位置を監視、表示する盤。



２．制御棒操作監視系およびシンクロ発信器

　制御棒位置表示装置は、ＡＢＷＲにおいて信頼性向上の観点から２重化された
もの※３で、１系統の故障に備え、１系統に不具合が発生した場合にはもう一系
統で制御棒の位置の監視を行う設計となっており、予め手順書が整備されてい
る。さらに、制御棒位置については、中央制御室裏盤にあるランプ表示等によっ
て全引抜状態を確認することができる。なお、仮に制御棒１本の動作不能が生じ
た場合（制御棒位置が確認できない場合を含む）であっても、運転上の制限から
の逸脱とはならず、運転継続が認められている。

　制御棒の位置を検出するシンクロ発信器は、単一故障が発生しても、運転が
継続できるよう２重化されたもので、そのうち１系統に不具合が発生した場合に
は、もう１つの発信器で制御棒の位置を検出することができる設計となっている。

　※３　ＢＷＲ－５では１系統で監視している。


　本事象の原因は、製作時の偶発的な要因によりシンクロ固定子巻線Ｓ２のリー
ド線接続部とＳ１コイル間の絶縁が低下しており、その後の使用により短絡故障
に至ったため、Ａ系のシンクロ回路のＳ１－Ｓ２端子間に異常が発生し、制御棒ド
リフト警報の発生に至ったものと推定される。

③

　今回異常が確認されたシンクロ発信器を予備品に交換し、他の制御棒も含め
動作や制御棒位置表示機能が健全であることを確認した。

　なお、今回の事例で得られた知見を今後製作手順に反映する等により、シンク
ロ発信器の信頼性をより向上させることを検討する。


－
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2005-中部-M008 2006年01月13日
11時20分

浜岡発電所5号 主要変圧器高圧側ブッシングフランジ
部からの油の漏えいについて

浜岡原子力発電所５号機（定格電気出力１３８万kW、定格熱出力一定運転中）に
おいて、屋外に設置された主要変圧器の周りに油が漏れていることを当社社員
がパトロールで確認した。直ちに設備担当課にて現場の状況について確認した
ところ、１１時２０分頃、主要変圧器高圧側ブッシングフランジ部から油がしみ出
ていることが確認された。油のしみ出た範囲は、約5m×約1m（2滴/秒程度のし
み出し）。

現状、当該ブッシング部の油量は十分確保されており、プラントの運転上問題と
なることはないが漏えい防止剤を塗布し油漏れは止まった。プラント停止（平成１
８年１月１６日第１回定期点検のため停止予定）までの期間、継続監視する。

今後、第１回定期点検において当該事象の原因について調査し、必要な修理を
実施する。



なお、しみ出た油には放射能は含まれておらず、本事象による外部への放射能
の影響はない。


推定原因

 今回の事象発生の原因は、ＧＩＳの設計段階において高圧ブッシングタンクを接
地するよう設計する必要があったにも関わらず、それが実施されていなかったこ
とが直接の原因であり、漏油に至ったメカニズムについては、以下の通りと推定
される。



（１）当該フランジ部からの漏油について

    油漏れに至る概要は以下のとおり

○高圧ブッシングタンクの非接地

○絶縁取付ボルト穴内部への水分浸入による絶縁抵抗低下

○電路への電圧印加により高圧ブッシングタンクに誘導電圧発生

○アレスタの動作電圧以下で絶縁パイプが短絡

○絶縁パイプへの電流連続通電

○絶縁パイプ周囲のパッキン・絶縁板の過熱劣化

○パッキンの劣化進行による油漏れルートの形成

　　　→　油漏れ発生



（２）Ｖ相のみでの漏油発生について

  高圧ブッシングタンクは３相とも接地が施されていなかったが、Ｖ相のみ漏油に
至った原因は、下記のとおりと推定される。

【Ｖ相】

  アレスタが動作・損傷する前に絶縁部材取付部で電流が流れたと推定される
が、これは通常許容される範囲の微量な水分の浸入による絶縁取付部内部の
抵抗低下が原因と推定される。

【Ｕ相およびＷ相】

  現地据え付け後の初充電時に誘導電圧によりアレスタが動作・損傷し、それを
通じて高圧ブッシングタンクが低抵抗の状態で接地したため、絶縁取付部に影響
を及ぼさない５００Ｖ程度の電圧で早期に安定したと推定される。




③

設計・製作・試験の各段階におけるチェック機能が十分機能するよう、以下の対
策にて行うこととした。



（１）施工メーカーの設計段階におけるチェック機能の強化

 ア．絶縁部表示の徹底

  変圧器とＧＩＳの接地部は、施工図面に分割して記載されていたため、取り合い
部の施工状況が不明確となり確認が不十分となった。よって、今後は統合した図
面にて一元管理を図る。

 イ．設計チェックシートの充実

  図面作成時のチェックシートに、接地設計等、必要な確認項目を明記すること
により、チェックの徹底を図る。



（２）試験段階におけるチェック機能の強化

 ア．現地試験での最終チェックの実施

  施工メーカーによる現地での確認は、構造面についての図面との照合を実施し
ていたが、今後は機器の据え付け完了時の状態において、図面との照合の他に
導通チェックによる実際の接地状況を確認する。また、当社が最終チェックの状
況について記録確認する。




－
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番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
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分類
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【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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2006-中部-M016 2007年02月07日-
-時--分

浜岡発電所5号 ５号機　復水貯蔵槽レベル計の設定
範囲の誤り

５号機において、遠隔停止操作盤に設置された復水貯蔵槽レベル指示計が、本
来０～１２ｍの測定範囲であるべきところ、０～１６ｍと測定範囲の異なる計器が
設置されており、誤った値が表示されていた。当該計器の仕様表、計器試験成
績書は、建設当初から０～１６ｍで記録されており、測定範囲の誤りは建設当初
から発生していたものであった。

通常、計器納品時や計器点検時にレベル計と計器仕様表の整合確認を実施す
ることとなっている。５号機建設時、当該レベル計と計器仕様表がメーカから納品
される際、両者の整合が取れていることを確認したが、両者とも測定範囲が間
違っていた。また、メーカから提出された計器仕様表に誤りがあるかもしれないと
いう認識がなかったことから、計器仕様表と上流図書である系統設計仕様書との
照合が行われなかった。このため、点検当時まで発見することができなかったも
のと推定した。

③

１．社内ルールの改正

○検証にあたっては、システムあるいは計測ループ全体の整合性確認を行う。

○計測ループの妥当性確認は、検出点から最終出力点までの整合性を確認し、
その記録には整合性確認に必要な設計情報を記載する。

２．点検方法の改善

○現状の計器個々の管理に加え、計測ループ全体での管理が可能な点検方法
を追加する。また、点検記録に検出点から最終出力点までの設計情報を充実さ
せる。

３．計測設備特有の設計に関する知識・技術の共有化・伝承

○計器設定ずれ事象について、社内資料に登録し共有化を図り、技術ノウハウ
として設計管理の重要性・ポイント等を伝承する。

○計器の仕様変更を行う場合の事例集や、設計管理の各段階で、検討すべき
内容を落ちなく実施するためのチェックシートを作成し活用する。

－

131

2007-四国-M014 2008年02月01日
18時00分

伊方発電所2号 湿分分離加熱器２Ｂ天板の割れにつ
いて


伊方発電所第２号機（定格電気出力５６６ＭＷ）は、第２０回定期検査中のとこ
ろ、２月１日１８時００分頃、保修員が湿分分離加熱器２Ｂの天板と仕切板の溶接
部に割れがあることを発見した｡


以上の調査結果より、

・当該部の溶接は、設計要求はレ形開先＋すみ肉溶接であったが、製作会社の図面に溶接の指示がなかったことから、開
先なしのすみ肉溶接が行われ、結果的にのど厚が小さい溶接が施工されたこと

・運転中の天板には、蒸気の流れによる高サイクルの流体加振力が作用すること

の条件が重畳したことにより、当該箇所には疲労限を上回る高サイクルの変動応力が発生し、疲労が累積して、割れが発
生、進展したものと推定される。

（添付資料－１５）


また、製作会社の図面に当該溶接部の溶接の指示が記載されず、設計会社の図面と異なった溶接が施工されたのは、設
計会社の図面と製作会社の図面が混在し、これらの取り合いが製作会社の図面に明確にされなかったため、設計部門、
製造部門及び検査部門ともチェックが働かなかったものと推定される。




＜その他の同じ箇所の調査＞

湿分分離加熱器２Ｂの蒸気入口ノズルから見て左側の天板及び湿分分離加熱器２Ａ、２Ｃ、２Ｄの当該溶接部（７箇所）及
び湿分分離加熱器２Ａ、２Ｂ、２Ｃ、２Ｄの蒸気下流側の天板と仕切板の溶接部（８箇所）について、調査を実施した。


（１）外観点検

外観目視点検及び浸透探傷検査を行った結果、割れ等の異常は認められなかった。

なお、溶接部を切断して目視にて溶接の状況を調査したところ、当該部と同様な溶接形状であることが確認された。


（２）溶接施工状況調査

製作会社の図面を調査した結果、当該箇所と同様に溶接の指示が記載されていなかった。



＜湿分分離加熱器の溶接部の健全性調査＞

今回の事象の原因は、設計会社の図面に基づいて作成された製作会社の図面に溶接の指示がなかったことから、設計会
社の設計指示と異なった溶接が施工されたことによるものと推定された。

このことから、湿分分離加熱器溶接部の健全性を調査するために、設計図面に指示のある全ての溶接線を対象として、水
平展開フローに基づき実施した。

その結果、不一致箇所については、現場で実際に溶接部の施工状態を確認するなどにより健全性は確認できた。

(添付資料－１６)

また、湿分分離加熱器の溶接部での不具合がこれまでにも発生したことから、以下の観点から総点検を実施した結果、割
れ等の発生はなく健全であることが確認できた。

・溶接施工面からの点検として、確認可能な溶接施工の記録により施工が設計と合致していることを確認し、合致していな
いものについては、目視確認できる全ての範囲について実機により問題ないことを確認した。

・これまでの不具合は流体加振力が作用した箇所で割れが発生したことより、重点的に流体加振力の作用する箇所につい
て、詳細に実機調査し、割れ等の異常がないことを確認した。

・さらに、実機にて目視確認できる全ての範囲について、割れ等の異常のないことを確認した。

　　

以上の結果、湿分分離加熱器の溶接部の健全性は確認できたが、念のため、流体加振力の作用する箇所等について溶
接部の強度に余裕を持たせる観点から、７つの部位について補強を実施する。

また、１次系の重要な機器は、設計と製作が同じ会社であるか、または設計図面と製作図面が混在することがなく製作会
社が設計会社の承認を得た図面そのもので製作を行っており、今回と同様な問題は発生しないことを確認した。


③

（１）当該天板については新品に取り替える。

取り替えに当たっては、天板と仕切板との溶接部は強度を向上した溶接形状とする。

　（添付資料－１７）

また、強度を向上した溶接形状による他部位への影響は、発生しないことを確認した。（添付
資料－１８）



なお、調査のため切断した１５箇所については、同様な方法にて復旧する。



（２）１２．の健全性調査の結果、対策が望ましい７つの部位については、念のため、溶接部の
強度に余裕を持たせる観点から補強を実施する。

（添付資料－１９）

（３）今回の事象の原因は、設計会社の図面で要求する溶接の指示が製作会社の図面に反
映されなかったことに鑑み、当社の発注仕様書に設計管理における要求事項として、設計の
一部でも供給者とは別の会社に実施させる場合には、設計図面からの指示を製作図面に確
実に反映するなどの取り合いに関する管理方法を明確にするよう要求するとともに、その旨
を調達管理内規に記載し、また、その管理状況について必要に応じ当社が監査等により確認
することとする。



１４．１、３号機の対応

（１）伊方１号機　　

今回の事象を踏まえ、ただちに以下の対応を実施している。

・音響監視装置による監視

・運転パラメータの監視

・運転員による巡視点検頻度の増加

さらに、原因が判明したことから、以下の対応を実施する。

・設備に精通している保修員による巡視点検の実施

・アコースティックエミッションによる監視

また、１号機の湿分分離加熱器については、２号機と同様の構造であることから、４月開始予
定の定期検査において、２号機と同様の総点検も含めた健全性調査を行い、必要な対策を
実施する。（添付資料－２０）



（２）伊方３号機　　

３号機の湿分分離加熱器については、設計と製作が同じ会社であり、また、２号機とは設計・
製作の会社が異なること、及び順調に運転をしていることより、対策は不要である。


－
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1978-関西-T005 1978年11月09日
20時56分

大飯発電所1号 Ｄ－冷却材ポンプ用モータ損壊事故
について（建設中）

　プラントは停止中であり，起動準備のため原子炉冷却材系統の水張りが

完了していた。（系統圧力２８Ｋｇ／平方ｃｍｇ，冷却材ポンプ用モータ

絶縁測定完了，冷却材ポンプトルクチェック完了の状態）

　その後系統のダイナミックベントのため，Ｄ－冷却材ポンプを起動したところ

起動後現地より「冷却材ポンプ用モータ発煙」の連絡があり冷却材ポンプを

手動停止し，電源を開放した。


（１）中性点リングの支持スパン不適切

（２）固定子コイル口出し線と中性点リング接続部のハンダ付部不良



　上記（１）による中性点リングの電磁力による共振及び（２）によるハンダ付接続
部の機械的強度不足が第１原因となりこれまでの起動のたびにハンダが疲労成
長し，今回の起動時にハンダ接続部で中性点リングと口出し線が離れその間隙
で起動電流によりアークが継続的に発生し，その熱エネルギーで中性点リング
及び口出し線の一部の導体溶断及び絶縁材の焼損が発生した。またこの派生
的な結果として高温の熱風が回転子に取付られたファンにより循環し風下側の
わたり線のバインドテープの焼損や口出し線の絶縁物焼損と導体の１部溶断（２
つの口出し線間で絶縁損傷により短絡したものと考えられる）が発生した。


③

１．故障した１Ｄ－冷却材ポンプ用モータについては

　（１）十分な品質管理を実施して，固定子巻線を新規製作した。

　（２）中性点リングの支持スパンは共振領域を十分避けるため原則として

　　　　２００ｍｍ以下とした。



２．他の１Ａ，Ｂ，Ｃ－冷却材ポンプ用モータについては，

　（１）ハンダ接続部をＸ線撮影し，健全性を確認した。

　（２）中性点リングの支持スパンの長いものは中間に支持間隔片を追加して

　　　　支持スパンを原則として２００ｍｍとした。


－
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1991-中部-T002 1991年04月04日
00時55分

浜岡発電所3号 給水制御系誤信号による原子炉自動
停止について

浜岡原子力発電所３号機は，定格発電機出力１，１００ＭＷｅで運転中のところ
タービン駆動給水ポンプ（Ａ）の流量を制御する原子炉給水制御系からの信号が
急減したことにより，タービン駆動給水ポンプ（Ａ）の流量が低下し，原子炉への
給水流量が減少したため，原子炉水位が低下し，平成３年４月４日０時５５分に
「原子炉水位低（Ｌ－３）」で原子炉が自動停止した。引き続いてインターロックに
従いタービン発電機が自動停止した。自動停止後は通常の操作手順により原子
炉を冷温停止状態とした。本事象による外部への放射能の影響はなかった。

また，原子炉給水制御装置の自己診断記録及びプラント診断支援装置記録によ
り，原子炉給水制御装置のタービン駆動給水ポンプ（Ａ）流量制御部に何等かの
異常が発生したことが分った。

なお，プラント診断支援装置記録によると，タービン駆動給水ポンプ（Ａ）流量制
御部出力信号の変化が外乱の引き金になっていると判断された。


タービン駆動給水ポンプ（Ａ）流量制御部流量制御基板の積分回路のコンデンサ
が，内部短絡を起こし流量制御基板の積分機能が喪失し出力信号が急減したた
めと判断される。

なお，コンデンサが内部短絡した原因は，その誘電体であるポリカーボネイトフィ
ルムに存在した微細な欠陥部が，長時間使用したことにより熱劣化して絶縁破
壊に至り，内部短絡に至ったものと推定される。


③

１．当該流量制御基板を新品に取り替える。

２．より一層の信頼性向上を図るため，金属化プラスチックフィルムコンデンサは
品質管理をより厳しくしたものを使用するとともに，タービン駆動給水ポンプの流
量制御部に故障診断機能とバックアップ機能を追加する。

念のため，他の流量制御部等に使用されている同種のコンデンサについては，
新品に取り替える。


－



添付資料－３ (29 / 30)

調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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1996-関西-T007 1996年10月08日-
-時--分

大飯発電所4号 燃料集合体リーフスプリングの損傷に
ついて

　大飯発電所４号機は平成８年９月３０日から第３回定期検査を開始し、１０月６
日より燃料取出および燃料集合体外観等点検を実施した結果、１体の燃料集合
体（Ｃ２５）Ｂ面のリーフスプリングに損傷（Ｂ面の中間部および下部リーフスプリ
ングの付根近傍にクラック）が認められた。

　なお、当該燃料集合体の他面（Ａ，Ｃ，Ｄ）およびその他の燃料集合体には、異
常は認められなかった。

　当該燃料集合体は３サイクル燃焼され、今回取出し予定のものである。


（１）中間部リーフスプリングの割れは、上部リーフスプリングと中間部リーフスプ
リングのＰ寸法差が小さかったこと及び上部リーフスプリングレッグ部と上部ノズ
ルのスロット穴とが干渉するという状況により、上部リーフスプリングと中間部
リーフスプリングがずれた状態でスクリューピンを締め込んでしまったため、曲げ
部で約１２ｍｍ程度干渉し、このため曲げ部に発生する応力が通常より高くなり、
応力腐食による割れが生じたと推定される。

（２）下部リーフスプリングの割れは、中間部リーフスプリングの割れによって生じ
た干渉により、応力が増大して発生した応力腐食割れと推定される。


③

（１）再使用燃料の健全性確認

　上部リーフスプリングレッグ部と上部ノズルスロット穴の間隙を改善する前の１
７×１７燃料のうち、上部リーフスプリングと中間部リーフスプリングの加工ロット
のＰ寸法差が０．３５ｍｍ未満のものについては、再使用の前までにリーフスプリ
ング付根部分の詳細な外観点検を実施する。

（２）製造管理面

　上部リーフスプリング改善後は、リーフスプリング曲げ部の干渉はないと考えら
れるが、念のためリーフスプリングの関連寸法（Ｐ寸法等）の公差を見直し、リー
フスプリングの干渉防止に万全を期す。


－
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2005-四国-M005 2005年09月12日
11時15分

伊方発電所2号 第５高圧給水加熱器の不具合につい
て

　伊方発電所第２号機（定格電気出力５６６ＭＷ）は、第１８回定期検査中のとこ
ろ、第５高圧給水加熱器Ｂの点検において、水室仕切ふたに取り付けている点
検口の仕切ふたを固定している３２本のボルトのうち、５本のボルトと座金が脱落
していることが確認された。

　その後、水室内に脱落した５本のボルトと座金を回収したが、回収した５個の座
金のうち、２個の座金の一部が欠損していることが確認された。引き続き当該給
水加熱器水室及び伝熱管内部を調査した結果、器内より座金の欠損部分と考え
られる２個の破片を発見・回収した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(添付資
料－１～４)

　なお、本事象による周辺環境への放射能の影響はなかった。



［高圧給水加熱器］

　高圧タービンの排気蒸気を取り出して、蒸気発生器への２次系水の給水を加
熱する熱交換器。伊方２号機には、給水加熱器が第１から第５まであり、第５高
圧給水加熱器はＡ、Ｂ２台ある。


　第５高圧給水加熱器出入口水室仕切ふた締付けボルトが脱落した原因は、

　・設計段階において、出入口水室間のシール性のみからボルト締付けトルクを
規定したため、ボルトのかえりの存在、座金曲げ加工に伴う外力、運転に伴う温
度変化・差圧など、設計段階で考慮していなかったボルト軸力低下要因に対する
余裕がなく、これらが重畳した結果、軸力が喪失してしまった

　・実際に使用したボルト・座金の組み合わせでは寸法的に座金の回り止め機能
喪失に至るまでの余裕が少なかったため、わずかなギャップの拡大により、軸力
を喪失したボルトが運転中の微小振動により回転、弛緩したためと推定される。


③

（１）水室仕切ふた締付け部の設計を次のとおり変更し、ボルト、座金および仕切
ふたを新品に取り替えるとともに仕切ふた取付座の改造を行い、復旧する。

　・ボルトの軸力が喪失することのないよう、ボルトのサイズアップ（Ｍ１２→Ｍ１
６）および材質の変更（ＳＵＳ３０４→ＳＮＢ７）を行い、初期締付けトルクを７５Ｎｍ
に向上する。

　・締付けトルクがガスケットの圧縮に有効に作用するよう、かえりのないボルト
を使用する。

Ａ号機についても、今回の定期検査期間中に同じ対策を実施する。

（２）脱落したボルト及び座金については、摩耗部分を除き全て回収した。ボルト
および座金が接触していたと考えられる管板肉盛溶接部１１箇所について、液体
浸透探傷検査により異常のないことを確認した。また、Ｂ号機伝熱管全数につい
て渦流探傷検査を実施し、健全性を確認した。

（３）同一の構造である１号機第５高圧給水加熱器２基については、次回定期検
査において、２号機と同じ対策を実施する。なお、万一、運転中に２号機と同様の
事象が発生し、座金の破片が異物として蒸気発生器に到達したとしても、蒸気発
生器伝熱管損傷による漏えいに至る可能性はない。

（４）その他、１～３号機で水室内部にボルト締めの仕切ふたがある第１～第３低
圧給水加熱器、第４低圧給水加熱器（３号機のみ）、第６高圧給水加熱器（３号機
のみ）、湿分分離加熱器について、設計上、同様の問題がないことを確認した。


－
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2006-東京-M014 2006年06月21日
18時30分

福島第一発電所5
号

可燃性ガス濃度制御系における運転
上の制限の逸脱


　定格熱出力一定運転中の福島第一原子力発電所５号機において、平成18年６
月13日、可燃性ガス濃度制御系（＊１）の設備変更を検討していたところ、当該
系統内を実際に流れているガスの流量（実流量）が中央操作室に設置された流
量指示計に適切に表示されていない可能性があることが判明したため、６月14
日、プラントメーカに調査を依頼した。

　その後の調査において、６月21日、現場に設置された流量変換器（＊２）と中央
操作室の流量指示計の測定範囲が一致していないこと、および流量変換に用い
られている圧力補正回路（＊３）内の圧力値が本来の値と異なっていることを確
認した。

　このため、当該系統内の実流量が流量指示計に適切に表示されず、保安規定
で求められている機能（＊４）が確認できていなかったと判断し、同日午後６時30
分、保安規定第47条で定める「運転上の制限」からの逸脱を宣言した。

　その後、圧力補正回路内の圧力値の修正等を行った上で当該系統の運転を
実施し、所定の流量が流れることを確認したことから、同日午後８時25分、「運転
上の制限」の逸脱から復帰した。



＊１　可燃性ガス濃度制御系

　原子炉冷却材喪失事故時に発生する、可燃性ガス（水素、酸素）が、原子炉格
納容器内にたまり、水素と酸素が反応して燃焼を起こす事を防ぐため、水素・酸
素ガス濃度を制限値以下になるよう処理する装置。Ａ系、Ｂ系の２系統で構成さ
れている。


＊２　流量変換器

　流量検出器で測定された差圧を流量信号に変換する計器で、当該系統の入口
流量とファン入口流量の２つがある。


＊３　圧力補正回路

　当該系統の運転圧力と流量検出器の設計圧力値との差による流体の比重差
を補正する回路。


＊４　保安規定で求められている機能

　保安規定では可燃性ガス濃度制御系２系列が動作可能であることを要求して
おり、定期事業者検査等で所定の流量が流れることにより、動作可能であること
を確認している。


１．不適合の原因

第３回定期検査時に系統入口流量及びファン入口流量の流量制御器（FIC）の流
量レンジを0～99.9％（ディジタル設定表示）から0～350Nｍ3/hに変更しているこ
とがわかった。これは当時の最新設計である福島第一原子力発電所２号機、３
号機に横並びを図ったものと思われるが、変更の際に流量変換器（FT）について
も流量レンジの変更を行うべきところ、失念してしまったものと推定される。

流量制御器（FIC）の圧力補正値についても第３回定期検査時に福島第一原子
力発電所２号機、３号機に横並びを図って流量補正回路を追加した際に追加し
たものであり、福島第一原子力発電所５号機の設計圧力を使用しなければなら
なかったところ、福島第一原子力発電所２号機、３号機の設計圧力を使用してし
まったものと推定される。



２．根本原因

計器の設定に誤りがあることに気付かなかったことについて、根本原因分析を
行った。その結果をまとめると次のとおりである。



○設計管理面の問題

以下の設計管理面の問題により、計器の受入時における設備図書の妥当性確
認が不足していた。

・ループ全体の妥当性確認方法（確認範囲や用いる図書等）を決めていなかっ
た。



○保守管理面の問題

点検記録の様式に妥当性を確認するのに必要な設計情報が無く、計器ループ
点検時に入力基準値と出力値を直接比較できなかったため、計器点検時の妥当
性確認が不足していた。



○教育管理面の問題

以下の教育管理面の問題により、計器妥当性確認に対する認識が薄く計器受
入時又は点検時に妥当性確認が不足していた。

・受注者を全面的に信頼していたため、妥当性確認が必要との認識が薄かった。

・妥当性確認が必要な項目を十分理解していなかった。


③

１．不適合の修正

当該プラントについては計器が適切な指示値を示すよう計器の修正を行った。

また、原子力発電所に設置されている全ての計器について、測定対象が適切に
計測されていることの妥当性確認のための点検を計画的に実施し、計器受入時
の設備図書の妥当性確認不足、計器点検時の妥当性確認不足、計器の妥当性
確認の根拠となる設備図書の不足に起因する不適合を修正することとする。

本点検において測定対象が適切に計測されていることの妥当性を確認したエビ
デンスは、今後各発電所の計器所管箇所が、計器の管理を行っていく上での
ベースとなるものとして維持・管理していく。



２．再発防止対策

○設計管理面の問題に対して、以下の再発防止対策を講ずる。

・ループ全体の妥当性確認方法（確認範囲や用いる図書等）の明確化

計器ループを構成する全計器の妥当性確認を、流量検出器の差圧計算書によ
り差圧と流量の関係の妥当性を確認することで実施する。

また、具体的な計器ループ全体の測定範囲の整合性のチェックに用いる図書、
チェック方法について、計器選定を行う場合の技術的な要求事項（基本仕様）を
示した設計標準に反映する。



○保守管理面の問題に対して、以下再発防止対策を講ずる。

・点検記録様式の見直し

流量検出器の流量と発生差圧並びに流量補正に用いる設計値等をループ点検
記録に明記するよう点検記録様式を見直す。



○教育管理面の問題に対して、以下再発防止対策を講ずる。

・計器妥当性確認に関する研修の実施

今回の不適合に鑑み、今回の対策を継続的かつ確実に実施していくために、計
器ループの妥当性確認に関わる必要事項について、計器所管グループ関係者
を対象とした教育プログラムの中に追加し、対策の浸透を図る。


－



添付資料－３ (30 / 30)

調達管理の不備に起因する類似事象

番号 報告書番号 発生日時 ユニット名 件　　名 トラブルの概要 事象の原因
発生要因

分類
再発防止対策

再発防止対策

分類

【再発防止対策分類凡例】

A：調達先への要求事項の明確化（社内規程類の見直し含む）

B：調達先から提出される要領書の明確化

Ｃ：教育

Ｚ：調達管理に反映できる情報が含まれていない (対策が不良品交換のみ等）

－：本事象の直接的な問題に対する要因とは直接結びつかない事象

【発生要因凡例】

①：検査時期、検査内容が不適切

②：製作環境が不適切

③：工場製作段階での情報伝達・コミュニケーションが不適切
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2013-中部-M006 2013年07月12日-
-時--分

浜岡発電所3号 浜岡原子力発電所３号機　循環水ポ
ンプ（A)他圧水ライン電磁弁の制御回
路用タイマーの接点不良について

　平成25年7月12日、浜岡原子力発電所3号機の循環水ポンプ(Ａ)の確認運転の
ため、循環水ポンプ（Ａ）起動操作を実施したところ、循環水ポンプ(Ａ)他圧水ライ
ン電磁弁※が自動で開弁すべきところ開弁せず、循環水ポンプが起動しなかっ
た。



※他圧水ライン電磁弁

循環水ポンプの軸受へ冷却水を供給するための弁

【タイマー故障の原因】　

調査の結果、他圧水ライン電磁弁の定格電流(0.96A)に対し、当該タイマー
(H3CR型タイマー：オムロン製)の直流接点容量が0.1Aと小さかったため、タイ
マーの接点損傷が発生した。



【接点容量が小さかった原因】

　当該タイマーは、３号機建設当時にはMAT型タイマー(TEC製：直流接点容量
1A)を使用していた。平成元年にMAT型タイマーが廃型となり、後継機種として
メーカ提案のあったH3BH型タイマー(オムロン製：直流接点容量0.1A)を比較評価
の上、採用した。その後、H3BH型タイマーも平成10年に廃型となり、後継機種と
してメーカ提案のH3CR型タイマー(オムロン製：直流接点容量0.1A)を比較評価の
上、採用している。

　後継機種の選定の際の比較評価内容を確認したところ、交流接点容量につい
ての比較検証は実施していたが、直流接点容量に対する比較検証は実施してい
なかった。平成元年および平成10年の廃型に伴う後継機種選定時の設計の妥
当性確認が不十分であり、直流接点容量の低いタイマーが採用されることとなっ
た。

③

　現在、MAT型タイマーのように、直流接点容量の大きいタイマーは製作されて
いないことから、タイマー接点を補助リレーでバッファして電磁弁を励磁させる回
路に変更する。

　

　なお、過去の設計検証が不十分であったことに対しては、他の設計検証の不備
に係る事項（浜岡５号機復水器配管損傷）の再発防止として以下の対策を実施し
ている。

・受注者への調達要求時に、「設計プロセスの妥当性評価結果」の提出を求める
ように社内ルールに反映。

・当社が実施する設計検証時の具体的な確認方法として、上記の評価結果の確
認および関連図書類との整合性確認等、社内ルールへ反映。 －
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2008-中部-M017 2008年09月19日-
-時--分

浜岡発電所5号 圧力抑制室内貫通口のエンドシール
ド部蓋の脱落について

　平成２０年９月１９日、定期検査中の５号機において、圧力抑制室（以下「Ｓ／
Ｃ」という。）内の貫通口の点検を行っていたところ、制御・計装用のエンドシール
ド（※１）部の蓋が脱落していることを発見した。

（※１）エンドシールド

　Ｓ／Ｃ内のペネトレーションはRCCVを貫通しているため、中性子線の遮蔽体と
して、約１９０mmの厚さのポリエチレンを内蔵する遮蔽体(エンドシールド)を設置
している。




　蓋に使用しているビスの材質が電気亜鉛メッキ処理された炭素鋼ボルトである
ため、Ｓ／Ｃ内の高湿度環境下で電位差腐食により発錆し、脱落したものと推定
した。


③

・当該エンドシールド部蓋については、取替修理時に現状の円形から矩形(材質
SUS)にし、シールドサポートロッドのナット(材質SUS)を利用し取り付けた。

・当該エンドシールド部蓋のビスと同様の材質（電気亜鉛メッキ処理された炭素
鋼）である、他の同型式のエンドシールド部蓋のビス等については、材質をSUS
へ変更または腐食防止の塗装を実施した。
 －



背後要因分析図
添付資料－４（1/4）

A B C D E F G H I J

1

3B-DGの点検中、リレー端子
のうち２本の端子が同一端子
台に入線している箇所（以下
「２本入線箇所」という）にお
いて、奥側１本の端子（以下
「当該端子」という。）が、リ
レーの端子台から外れてい
たため、中央制御室からの遠
隔起動が出来なかった。

設計調達段階 【問題点①】 （L－L）
[監査チーム]
調達先の品質保証活動の有
効性を監査するうえで、調達
製品の製造に関係する工場
全てについて有効性を確認
すべきであったが、ＤＧ制御
盤を製作する長崎工場を含
めた調達先の品質保証活動
の実施状況とその有効性を
確認できてなかった。

[監査チーム] （L－L）
調達製品の製作段階におい
て、長崎工場の調達先品質
監査を実施していなかった。

[監査チーム] （L－L）
当該調達先は工場を複数所
有しており、原子力製品の製
作割合が多い神戸工場を代
表として監査対象とした。

[監査チーム] （L－L）
同一調達先であれば、工場
によって品質管理の方法に
違いがあるとは思わなかっ
た。

【直接要因①】 （S）
[組織]
「品質保証監査要領(R-20-
113)」に品質保証活動の有効
性を評価する項目として、調
達先に複数の工場がある場
合の監査対象の選定方法が
定められていなかった。

[組織] （m－L）
工場間で品質管理の方法に
対して差異があるかもしれな
いとのリスク認識が不足して
いた。

2

[監査チーム] （L－L）
総合ディジタル化設備を監査
マニュアルに定める新規発注
に該当するものとして、神戸
工場を選定した。

3

工場製作・試験段階 【問題点②】 （L－L）
[建設所電気課]
「泊発電所3号機 品質管理要
領書(工場製作段階)(CRQ-
P5K22)」を確認する過程にお
いて、試験検査項目として端
子取付け状態を確実に確認
するための検査項目を設定
すべきであったが、外観・構
造検査において、端子取付
け状態を確認する項目を設
定していなかった。

[建設所電気課] （L－L）
端子取付け状態を確実に確
認できる検査項目となってい
るかの観点で品質管理要領
書を確認していなかった。

[建設所電気課] （L－L）
端子取付け状態を確実に確
認できる検査項目となってい
るかの観点で確認しなけれ
ばならないとの認識が不足し
ていた。

【直接要因②-1】 （S）
[組織]
「品質管理要領書(CRQ-
P5K22)」を確認する際に、検
査項目の設定の考え方を含
めた調達製品の検証に関わ
る要領書確認の観点が記載
されている社内規程類がな
かった。

[組織] （m－L）
社内規程類がなくても確認で
きると思っていた。

4

[組織] （m－L）
他社でも、製造段階でのトラ
ブルや不適合が発生してい
たが、製造段階での品質管
理については注意を要するこ
とを十分に認識できていな
かった。

[組織] （m－L）
他社での製造段階でのトラブ
ルや不適合などの情報は入
手していたものの、それを取
捨選択し社内に展開する仕
組みが不十分であった。

5

[組織] （m－L）
過去の実績のある要領書を
参考にすれば問題無いと
思っていた。

[組織] （m－L）
参考にした要領書で行われ
た過去の工事において不具
合事象は発生していなかっ
た。

6

【直接要因②-2】 （L－L）
[建設所電気課]
端子取付け状態の健全性確
認を含めて、工場で製作され
た調達製品に対する検証を
行うために必要な検査項目
の設定の考え方について教
育が不十分だった。

[組織] （m－L）
導通確認を行うことで、端子
の取付状態の健全性を確認
できると考えていた。

[組織] （m－L）
端子の取付不良がある状態
でも導通することを想定でき
ていなかった。

7

[建設所電気課] （L－L）
端子の取付作業のような特
別な技量を要しない単純作
業における施工不良により、
機器の機能喪失に至る可能
性があるとの認識が不足して
いた。

[組織] （m－L）
特別な技量を要しない単純
作業は確実に施工されるも
のと考えていた。

[組織] （m－L）
過去に単純作業の施工に関
る不具合事象が発生してい
なかった。
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[組織]
 （m－L）
要領書の確認方法について
の教育はOJTで実施されて
いたが、具体的な教育の内
容は明確ではなかった。


[組織]
 （m－L）
社内規程類に関わる基礎教
育の内容が不十分であった。
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[組織] （m－L）
要領書の検討方法について
はOJTで教育していたが、
OJTの本質を理解した上で教
育をしていなかった。

[組織] （m－L）
OJTの基本理念（やってみせ
る、説明する、やらせてみる、
指導する）についての教育が
不十分だった。
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【調達先の問題】
・盤組立段階において、端子
の取付不良を発生させた。
・調達先における組立後の各
段階での検査において、端子
取付不良を検知できなかっ
た。

根本原因分析に先だち実施
された直接原因分析の報告
書である「泊発電所３号機に
おけるＢ－ディーゼル発電機
起動回路の接続不良に係る
直接原因と再発防止対策に
ついて」にて対策実施済み。

：問題点

：事実

：直接要因

：AND回路

： OR回路

：再発防止のための対策

■当社は、トラブル情報を調達管理に反映する取り組みに

おいて、設備の健全性を確保するうえで、適切な検証行為

を行うことで調達管理上の不具合を防止できる事例を社内

規程類に反映する仕組みが不十分であった。

組織要因①

■当社の社内規程に基づき、調達管理を確実なものとする

ために必要となる検証に係る実業務を確実に実行できる教

育の仕組みが不十分であった。

■当社の調達要求事項を満足するための検証行為を確実

に実施するうえで、過去に調達管理の不備による重大なトラ

ブルを経験しておらず、製品納入実績が良好な結果となって

いた場合においても、現状に満足せずに自ら更なる改善を

行う姿勢が不足していた。

組織要因②

組織要因③

組織要因③

組織要因①

組織要因③

組織要因②



背後要因分析図
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建設据付段階 【問題点③】 （L－L）
[建設所電気課]
｢泊発電所3号機ＤＧ試運転
要領書(CRQ-P5L39)｣を確認
する過程において、健全性を
確認するために必要な目視
点検項目の実施範囲を項目
毎に作業手順で明確にして
記録すべきであったが、点検
実施範囲（確認すべき範囲や
記録の残し方）について手順
で明確化していなかった。

[建設所電気課] （L－L）
「泊発電所3号機ＤＧ試運転
要領書(CRQ-P5L39)」確認時
において、点検項目毎に確
認すべき範囲や記録の残し
方が妥当であるかの確認が
不足していた。

【直接要因③-1】 （S）
[組織]
「ＤＧ試運転要領書(CRQ-
P5L39)」を確認する段階で
は、点検実施範囲の設定の
考え方を含めた要領書確認
の観点が記載されている社
内規程類がなかった。

[組織] （m－L）
社内規程類がなくても確認で
きると思っていた。
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[組織] （m－L）
点検実施範囲が不明確で
あったために発生した不具合
に関る他社や過去のトラブル
の知見を活用し、要則に展開
反映ができていなかった。

[組織] （m－L）
他社でのトラブルや不適合な
どの情報は入手していたもの
の、それを取捨選択し社内に
展開する仕組みが不十分で
あった。
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[電気保修課] （L－L）
機器の健全性を確認するた
めに手順の中で定めていた
実施範囲や記録方法は現状
の記載で不足しているとは思
わなかった。

【直接要因③-2】 （m－L）
[組織]
復元確認においては、機器
の健全性を確認するために
手順の中で実施範囲や記録
方法を明確化することが重要
であると認識できるような教
育をしていなかった。

[組織]
 （m－L）
要領書の確認方法について
の教育はOJTで実施されて
いたが、具体的な教育の内
容は明確ではなかった。


[組織]
 （m－L）
社内規程類に関わる基礎教
育の内容が不十分であった。

14

[組織] （m－L）
教育に関わる規程類では、
要領書の検討方法について
はOJTで教育すべき内容とし
ていたが、OJTの本質を理解
した上で教育をしていなかっ
た。

[組織] （m－L）
教育に関わる規程類で、OJT
の基本理念（やってみせる、
説明する、やらせてみる、指
導する）についての記載がな
かった。
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[組織] （m－L）
過去の実績のある要領書を
参考に確認を実施し、問題無
いと判断した。

[組織] （m－L）
参考にした要領書で行われ
た過去の工事において不具
合事象は発生していなかっ
た。
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【問題点④】 （L－L）
[建設所電気課]
｢泊発電所3号機ＤＧ試運転
要領書(CRQ-P5L39)｣を確認
する過程において、電源受電
前の確認項目として、輸送・
据付・点検作業および、これ
らの作業に伴い機器の状態
を変化させる可能性がある範
囲について、健全性確認を行
うホールドポイントを定めるべ
きであったが、手順で明確化
していなかった。

[建設所電気課] （L－L）
「泊発電所3号機ＤＧ試運転
要領書(CRQ-P5L39)」確認時
において、試運転前に点検を
含めて機器の状態を変化さ
せる可能性がある範囲につ
いて健全性確認のホールド
ポイントを設定するべきという
観点での確認が不足してい
た。

【直接要因④-1】 （S）
[組織]
建設所で使用していた「品質
管理基準(R-20-202)」のうち
立会基準に、電源受電前の
ホールドポイントとして健全性
確認の項目が無かった。

[組織] （m－L）
電気設備は、後段の機能試
験を行うことで、機器の健全
性を確認できると考えてい
た。

[組織] （m－L）
機能試験の結果が良好で
あっても、機器に不良箇所が
ある可能性を想定できていな
かった。
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[建設所電気課] （L－L）
復元確認段階で確認する項
目は、盤間渡りの配線・外部
ｹｰﾌﾞﾙ･接地線の接続が完了
していることを確認することで
良いと考えていた。

[組織] （m－L）
過去の実績のある要領書を
参考に確認を実施し、問題無
いと判断した。

[組織] （m－L）
参考にした要領書で行われ
た過去の工事において不具
合事象は発生していなかっ
た。
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[建設所電気課] （L－L）
工場出荷時点から状態が変
化していないことを確認する
必要性を認識していなかっ
た。

【直接要因④-2 （m－L）
[組織]
復元確認において、輸送・据
付・点検作業およびこれらの
作業に伴い機器の状態を変
化させる可能性がある範囲
について、電源受電前に健
全性を確認するためのホー
ルドポイントを設定することが
重要であると認識できるよう
な教育をしていなかった。

[組織]
 （m－L）
要領書の確認方法について
の教育はOJTで実施されて
いたが、具体的な教育の内
容は明確ではなかった。


[組織]
 （m－L）
社内規程類に関わる基礎教
育の内容が不十分であった。
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[組織] （m－L）
教育に関わる規程類では、
要領書の検討方法について
はOJTで教育すべき内容とし
ていたが、OJTの本質を理解
した上で教育をしていなかっ
た。

[組織] （m－L）
教育に関わる規程類で、OJT
の基本理念（やってみせる、
説明する、やらせてみる、指
導する）についての記載がな
かった。

組織要因①

組織要因②

組織要因②

組織要因③
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【問題点⑤】 （L－L）
[電気保修課]
「泊発電所3号機100%休転工
事制御盤点検要領書(CRQ-
P5L75)」を確認する過程にお
いて、健全性を確認するため
に必要な目視点検項目の実
施範囲を項目毎に作業手順
で明確にするべきであった
が、点検実施範囲（確認すべ
き範囲や記録の残し方）につ
いて手順で明確化していな
かった。

[電気保修課] （L－L）
「泊発電所3号機100%休転工
事制御盤点検要領書(CRQ-
P5L75)」確認時において、点
検項目毎に確認すべき範囲
や記録の残し方が妥当であ
るかの確認が不足していた。

【直接要因⑤-1】 （S）
[組織]
「泊発電所工事要領書・報告
書の運用および作成要則(R-
30-211-12)」に、要領書確認
の観点として、試運転による
影響確認としての点検実施
範囲の設定の考え方につい
て記載されていなかった。

[組織] （m－L）
社内規程類に確認の観点が
記載されていなくても確認で
きると思っていた。
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[組織] （m－L）
点検実施範囲が不明確で
あったために発生した不具合
に関る他社や過去のトラブル
の知見を活用し、要則に展開
反映ができていなかった。

[組織] （m－L）
他社でのトラブルや不適合な
どの情報は入手していたもの
の、それを取捨選択し社内に
展開する仕組みが不十分で
あった。
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[電気保修課] （L－L）
機器の健全性を確認するた
めに手順の中で定めていた
実施範囲や記録方法は現状
の記載で不足しているとは思
わなかった。

【直接要因⑤-2】 （m－L）
[組織]
試運転による影響確認とし
て、機器の健全性を確認する
ために手順の中で必要な点
検の実施範囲や記録方法を
明確にすることが重要である
と認識できるような教育をし
ていなかった。

[組織]
 （m－L）
要領書の確認方法について
の教育はOJTで実施されて
いたが、具体的な教育の内
容は明確ではなかった。


[組織]
 （m－L）
社内規程類に関わる基礎教
育の内容が不十分であった。
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[組織] （m－L）
教育に関わる規程類では、
要領書の検討方法について
はOJTで教育すべき内容とし
ていたが、OJTの本質を理解
した上で教育をしていなかっ
た。

[組織] （m－L）
教育に関わる規程類で、OJT
の基本理念（やってみせる、
説明する、やらせてみる、指
導する）についての記載がな
かった。
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[組織] （m－L）
過去の実績のある要領書を
参考に確認を実施し、問題無
いと判断した。

[組織] （m－L）
参考にした要領書で行われ
た過去の工事において不具
合事象は発生していなかっ
た。
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【問題点⑥】 （L－L）
[電気保修課]
「泊発電所3号機100%休転工
事制御盤点検要領書(CRQ-
P5L75)」を確認する過程にお
いて、電源受電前の確認項
目として、試運転後の影響確
認としての点検作業および、
作業に伴い機器の状態を変
化させる可能性がある範囲
について、健全性確認を行う
ホールドポイントを定めるべ
きであったが、手順で明確化
していなかった。

[電気保修課] （L－L）
「泊発電所3号機100%休転工
事制御盤点検要領書(CRQ-
P5L75)」確認時において、電
源受電前に点検を含めて機
器の状態を変化させる可能
性がある範囲について健全
性確認のホールドポイントを
設定するべきという観点での
確認が不足していた。

【直接要因⑥-1】 （S）
[組織]
「調達管理要領(R-30-214)」
に規定している品質管理基
準表に電源受電前のホール
ドポイントとして定めるべき健
全性確認の項目が無かっ
た。

[組織] （m－L）
電気設備は、機能試験を行う
ことで、機器の健全性を確認
できると考えていた。

[組織] （m－L）
機能試験の結果が良好で
あっても、機器に不良箇所が
ある可能性を想定できていな
かった。
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[電気保修課] （L－L）
目視点検で盤内にアクセスす
ることにより機器の健全性に
影響を与える可能性があるこ
とを考慮できていなかった。

[組織] （m－L）
過去の実績のある要領書を
参考に確認を実施し、問題無
いと判断した。

[組織] （m－L）
参考にした要領書で行われ
た過去の工事において不具
合事象は発生していなかっ
た。
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[電気保修課] （L－L）
100％休転工事は、試運転に
よる設備への影響確認が主
たる目的であると考えてい
た。

【直接要因⑥-2】 （m－L）
[組織]
100％休転工事において、試
運転後の影響確認としての
点検作業および作業に伴い
機器の状態を変化させる可
能性がある範囲について、電
源受電前に健全性を確認す
るためのホールドポイントを
設定することが重要であると
認識できるような教育をして
いなかった。

[組織]
 （m－L）
要領書の確認方法について
の教育はOJTで実施されて
いたが、具体的な教育の内
容は明確ではなかった。


[組織]
 （m－L）
社内規程類に関わる基礎教
育の内容が不十分であった。
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[組織] （m－L）
教育に関わる規程類では、
要領書の検討方法について
はOJTで教育すべき内容とし
ていたが、OJTの本質を理解
した上で教育をしていなかっ
た。

[組織] （m－L）
教育に関わる規程類で、OJT
の基本理念（やってみせる、
説明する、やらせてみる、指
導する）についての記載がな
かった。

組織要因①

組織要因③

組織要因②

組織要因②
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定検段階 【問題点⑦】 （L－L）
[電気保修課]
「ＤＧ制御盤点検工事要領
書」を確認する過程におい
て、健全性を確認するために
必要な目視点検項目の実施
範囲を項目毎に作業手順で
明確にするべきであったが、
点検実施範囲（確認すべき範
囲や記録の残し方）について
手順で明確化していなかっ
た。

[電気保修課] （L－L）
DG制御盤点検工事要領書確
認時において、点検項目毎
に確認すべき範囲や記録の
残し方が妥当であるかの確
認が不足していた。

【直接要因⑦-1】 （S）
[組織]
「泊発電所工事要領書・報告
書の運用および作成要則(R-
30-211-12)」に、要領書確認
の観点として、経年劣化によ
る影響確認として必要な点検
実施範囲の設定の考え方に
ついて記載されていなかっ
た。

[組織] （m－L）
社内規程類がなくても確認で
きると思っていた。
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[組織] （m－L）
点検実施範囲が不明確で
あったために発生した不具合
に関る他社や過去のトラブル
の知見を活用し、要則に展開
反映ができていなかった。

[組織] （m－L）
他社でのトラブルや不適合な
どの情報は入手していたもの
の、それを取捨選択し社内に
展開する仕組みが不十分で
あった。
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[電気保修課] （L－L）
機器の健全性を確認するた
めに手順の中で定めていた
実施範囲や記録方法は現状
の記載で不足しているとは思
わなかった。

【直接要因⑦-2】 （m－L）
[組織]
定検段階において、経年劣
化による影響確認として、機
器の健全性を確認するため
に手順の中で必要な点検の
実施範囲や記録方法を明確
にすることが重要であると認
識できるような教育をしてい
なかった。

[組織]
 （m－L）
要領書の確認方法について
の教育はOJTで実施されて
いたが、具体的な教育の内
容は明確ではなかった。


[組織]
 （m－L）
社内規程類に関わる基礎教
育の内容が不十分であった。

32

[組織] （m－L）
教育に関わる規程類では、
要領書の検討方法について
はOJTで教育すべき内容とし
ていたが、OJTの本質を理解
した上で教育をしていなかっ
た。

[組織] （m－L）
教育に関わる規程類で、OJT
の基本理念（やってみせる、
説明する、やらせてみる、指
導する）についての記載がな
かった。
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[組織] （m－L）
過去の実績のある要領書を
参考に確認を実施し、問題無
いと判断した。

[組織] （m－L）
参考にした要領書で行われ
た過去の工事において不具
合事象は発生していなかっ
た。

34

【問題点⑧】 （L－L）
[電気保修課]
「ＤＧ制御盤点検工事要領
書」を確認する過程におい
て、電源受電前の確認項目
として、経年劣化による影響
確認としての点検作業およ
び、作業に伴い機器の状態
を変化させる可能性がある範
囲について、健全性確認を行
うホールドポイントを定めるべ
きであったが、手順で明確化
していなかった。

[電気保修課] （L－L）
DG制御盤点検工事要領書確
認時において、電源受電前
に点検を含めて機器の状態
を変化させる可能性がある範
囲について健全性確認の
ホールドポイントを設定する
べきという観点での確認が不
足していた。

【直接要因⑧-1】 （S）
[組織]
「調達管理要領(R-30-214)」
に規定している品質管理基
準表に電源受電前のホール
ドポイントとして定めるべき健
全性確認の項目が無かっ
た。

[組織] （m－L）
電気設備は、機能試験を行う
ことで、機器の健全性を確認
できると考えていた。

[組織] （m－L）
機能試験の結果が良好で
あっても、機器に不良箇所が
ある可能性を想定できていな
かった。

35

[電気保修課] （L－L）
目視点検で盤内にアクセスす
ることにより機器の健全性に
影響を与える可能性があるこ
とを考慮できていなかった。

[組織] （m－L）
過去の実績のある要領書を
参考に確認を実施し、問題無
いと判断した。

[組織] （m－L）
参考にした要領書で行われ
た過去の工事において不具
合事象は発生していなかっ
た。
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[電気保修課] （L－L）
定検工事は、設備の経年劣
化による影響確認が主たる
目的であると考えていた。

【直接要因⑧-2】 （m－L）
[組織]
定検段階において、経年劣
化の影響確認としての点検
作業および作業に伴い機器
の状態を変化させる可能性
がある範囲について、電源受
電前に健全性を確認するた
めのホールドポイントを設定
することが重要であると認識
できるような教育をしていな
かった。

[組織]
 （m－L）
要領書の確認方法について
の教育はOJTで実施されて
いたが、具体的な教育の内
容は明確ではなかった。


[組織]
 （m－L）
社内規程類に関わる基礎教
育の内容が不十分であった。

37

[組織] （m－L）
教育に関わる規程類では、
要領書の検討方法について
はOJTで教育すべき内容とし
ていたが、OJTの本質を理解
した上で教育をしていなかっ
た。

[組織] （m－L）
教育に関わる規程類で、OJT
の基本理念（やってみせる、
説明する、やらせてみる、指
導する）についての記載がな
かった。

組織要因①

組織要因③

組織要因②

組織要因②



分析チームによる再発防止対策案 添付資料－５（1/2）

問題点

（時系列から抽出された局所的なプロセスの不備）

直接要因

（問題を発生させた主要因）

再発防止対策案

（DG制御盤以外の水平展開を踏まえた再発防止対策）
効果点 対策後の残留リスクや副作用

【問題点①】：監査対象選定の不備

[監査チーム]

監査チームは、調達先の品質保証活動の有効性を監査

するうえで、調達製品の製造に関係する工場全てにつ

いて有効性を確認すべきであったが、ＤＧ制御盤を製

作する長崎工場を含めた調達先の品質保証活動の実施

状況とその有効性を確認できていなかった。

【直接要因①】

[組織]

「品質保証監査要領(R-20-113)」に品質保証活動の有効性を評価

する項目として、調達先に複数の工場がある場合の監査対象の選定

方法が定められていなかった。

【再発防止対策①】

■「品質保証監査要則(R-30-214-2)」および「原子力調達先品質保証監査マニュアル(R-

30-107-11)」に、以下の確認項目を追加する。

品質保証活動の有効性を評価するうえで調達先に複数の工場がある場合、以下の監査対象

を選定するための確認項目について確認し、監査計画を策定する段階で監査対象を選定す

る。

・工場によって品質管理に差異があるか

・差異がある場合は、品質要求に対して満足するものであるか

4

わかりやすくする

特になし

【直接要因②-1】

[組織]

「品質管理要領書(CRQ-P5K22)」を確認する際に、検査項目の設

定の考え方を含めた調達製品の検証に関わる要領書確認の観点が

記載されている社内規程類がなかった。

【再発防止対策②-1】

■調達先から提出されるＤＧ設備を含めた安全上重要な設備に関わる調達製品の検証に関

わる必要となる要領書確認の観点を整理し、これらの要領書確認時に活用できる社内規程

を新たに定める。また、社内規程で定めた事項については要領書作成の手引きとして調達

先に提示する。

4

わかりやすくする

特になし。

【直接要因②-2】

[組織]

端子取付け状態の健全性確認を含めて、工場で製作された調達製

品に対する検証を行うために必要な検査項目の設定の考え方につい

て教育が不十分だった。

【再発防止対策②-2】

■調達製品の健全性確認のために必要な検査項目の設定の考え方を含めて、調達製品の検

証に関わる要領書確認の観点について、再発防止対策案②-1で定める社内規程を用いて社

内関係者に教育を行う。

１

知覚能力を持たせる

知識レベル・感度により教育の効果に差

が生じる可能性がある。

【直接要因③-1】

[組織]

「ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39)」を確認する段階では、点検実

施範囲の設定の考え方を含めた要領書確認の観点が記載されている

社内規程類がなかった。

【再発防止対策③-1】

■調達先から提出されるＤＧ設備を含めた安全上重要な設備に関わる工事要領書の確認の

観点として、業務プロセス毎に必要な各点検項目で点検すべき範囲の設定や記録の残し方

についての考え方を「工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-12)」および

「調整試験要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-13)」に規定する。

4

わかりやすくする

特になし。

【直接要因③-2】

[組織]

復元確認においては、機器の健全性を確認するために手順の中で実

施範囲や記録方法を明確化することが重要であると認識できるよう

な教育をしていなかった。

【再発防止対策③-2】

■機器の健全性を確認するために必要な点検実施範囲の設定の考え方について、再発防止

対策案③-1で改正した「工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-12)」およ

び「調整試験要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-13)」を用いて、社内関係

者に教育を行う。

１

知覚能力を持たせる

知識レベル・感度により教育の効果に差

が生じる可能性がある。

【直接要因④-1】

[組織]

建設所で使用していた「品質管理基準(R-20-202)」のうち立会基準

に、電源受電前のホールドポイントとして健全性確認の項目が無

かった。

【再発防止対策④-1】

■「調達管理要領(R-30-214)」で定める品質管理基準表にＤＧ設備を含めた安全上重要な

設備について、電源受電前の健全性確認項目をホールドポイントとして設定する。また、

それを共通仕様書に展開し、調達先に提示する。

4

わかりやすくする

特になし。

【直接要因④-2】

[組織]

復元確認において、輸送・据付・点検作業およびこれらの作業に

伴い機器の状態を変化させる可能性がある範囲について、電源受

電前に健全性を確認するためのホールドポイントを設定することが

重要であると認識できるような教育をしていなかった。

【再発防止対策④-2】

■業務プロセス毎に必要なホールドポイント設定の考え方について、再発防止対策案④-1

で改正した「調達管理要領(R-30-214)」を用いて社内関係者に教育を行う。

１

知覚能力を持たせる

知識レベル・感度により教育の効果に差

が生じる可能性がある。

業務プロセス

調達先監査のプロセス

当該業務プロセスの不備の改善が今

回の端子取付け不良の再発防止対策

に繋がるものではない

工場製作から出荷までの

業務プロセス

今回の端子取付け不良は当該プロセ

スで必ず検出されるべきであり、本

事象の直接的な問題

【問題点②】：点検項目の設定不備

[建設所電気課]

「泊発電所3号機 品質管理要領書(工場製作段階)(CRQ-

P5K22)」を確認する過程において、試験検査項目とし

て端子取付け状態を確実に確認するための検査項目を

設定すべきであったが、外観・構造検査において、端

子取付け状態を確認する項目を設定していなかった。

復元確認

【問題点③】：点検範囲の明確化不足

[建設所電気課]

｢泊発電所3号機ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39)｣を確

認する過程において、健全性を確認するために必要な

目視点検項目の実施範囲を項目毎に作業手順で明確に

して記録すべきであったが、点検実施範囲（確認すべ

き範囲や記録の残し方）について手順で明確化してい

なかった。

【問題点④】：健全性確認項目の設定不備

[建設所電気課]

｢泊発電所3号機ＤＧ試運転要領書(CRQ-P5L39)｣を確

認する過程において、電源受電前の確認項目として、

輸送・据付・点検作業および、これらの作業に伴い機

器の状態を変化させる可能性がある範囲について、健

全性確認を行うホールドポイントを定めるべきであっ

たが、手順で明確化していなかった。

建設据付の

業務プロセス

当該業務プロセスの

不備の改善が今回の

端子取付け不良の再

発防止対策に繋がる

ものではない



分析チームによる再発防止対策案 添付資料－５（2/2）

問題点

（時系列から抽出された局所的なプロセスの不備）

直接要因

（問題を発生させた主要因）

再発防止対策案

（DG制御盤以外の水平展開を踏まえた再発防止対策）
効果点 対策後の残留リスクや副作用業務プロセス

【直接要因⑤-1】

[組織]

「泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-

12)」に、要領書確認の観点として、試運転による影響確認として

の点検実施範囲の設定の考え方について記載されていなかった。

【再発防止対策⑤-1】

■調達先から提出されるＤＧ設備を含めた安全上重要な設備に関わる工事要領書の確認の

観点として、業務プロセス毎に必要な各点検項目で点検すべき範囲の設定や記録の残し方

についての考え方を「工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-12)」および

「調整試験要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-13)」で規定する。

4

わかりやすくする

特になし。

【直接要因⑤-2】

[組織]

試運転による影響確認として、機器の健全性を確認するために手順

の中で必要な点検の実施範囲や記録方法を明確にすることが重要で

あると認識できるような教育をしていなかった。

【再発防止対策⑤-2】

■機器の健全性を確認するために必要な点検実施範囲の設定の考え方について、再発防止

対策案⑤-1で改正した「工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-12)」およ

び「調整試験要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-13)」を用いて、社内関係

者に教育を行う。

１

知覚能力を持たせる

知識レベル・感度により教育の効果に差

が生じる可能性がある。

【直接要因⑥-1】

[組織]

「調達管理要領(R-30-214)」に規定している品質管理基準表に電源

受電前のホールドポイントとして定めるべき健全性確認の項目が無

かった。

【再発防止対策⑥-1】

■「調達管理要領(R-30-214)」で定める品質管理基準表にＤＧ設備を含めた安全上重要な

設備について、電源受電前の健全性確認項目をホールドポイントとして設定する。また、

それを共通仕様書に展開し、調達先に提示する。

4

わかりやすくする

特になし。

【直接要因⑥-2】

[組織]

100％休転工事において、試運転後の影響確認としての点検作業お

よび作業に伴い機器の状態を変化させる可能性がある範囲につい

て、電源受電前に健全性を確認するためのホールドポイントを設定

することが重要であると認識できるような教育をしていなかった。

【再発防止対策⑥-2】

■業務プロセス毎に必要なホールドポイント設定の考え方について、再発防止対策案⑥-1

で改正した「調達管理要領(R-30-214)」を用いて社内関係者に教育を行う。

１

知覚能力を持たせる

知識レベル・感度により教育の効果に差

が生じる可能性がある。

【直接要因⑦-1】

[組織]

「泊発電所工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-

12)」に、要領書確認の観点として、経年劣化による影響確認とし

て必要な点検実施範囲の設定の考え方について記載されていなかっ

た。

【再発防止対策⑦-1】

■調達先から提出されるＤＧ設備を含めた安全上重要な設備に関わる工事要領書の確認の

観点として、業務プロセス毎に必要な各点検項目で点検すべき範囲の設定や記録の残し方

についての考え方を「工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-12)」および

「調整試験要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-13)」で規定する。

4

わかりやすくする

特になし。

【直接要因⑦-2】

[組織]

定検段階において、経年劣化による影響確認として、機器の健全性

を確認するために手順の中で必要な点検の実施範囲や記録方法を明

確にすることが重要であると認識できるような教育をしていなかっ

た。

【再発防止対策⑦-2】

■機器の健全性を確認するために必要な点検実施範囲の設定の考え方について、再発防止

対策案⑦-1で改正した「工事要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-12)」およ

び「調整試験要領書・報告書の運用および作成要則(R-30-211-13)」を用いて、社内関係

者に教育を行う。

１

知覚能力を持たせる

知識レベル・感度により教育の効果に差

が生じる可能性がある。

【直接要因⑧-1】

[組織]

「調達管理要領(R-30-214)」に規定している品質管理基準表に電源

受電前のホールドポイントとして定めるべき健全性確認の項目が無

かった。

【再発防止対策⑧-1】

■「調達管理要領(R-30-214)」で定める品質管理基準表にＤＧ設備を含めた安全上重要な

設備について、電源受電前の健全性確認項目をホールドポイントとして設定する。また、

それを共通仕様書に展開し、調達先に提示する。

4

わかりやすくする

特になし。

【直接要因⑧-2】

[組織]

定検段階において、経年劣化の影響確認としての点検作業および作

業に伴い機器の状態を変化させる可能性がある範囲について、電

源受電前に健全性を確認するためのホールドポイントを設定するこ

とが重要であると認識できるような教育をしていなかった。

【再発防止対策⑧-2】

■業務プロセス毎に必要なホールドポイント設定の考え方について、再発防止対策案⑧-1

で改正した「調達管理要領(R-30-214)」を用いて社内関係者に教育を行う。

１

知覚能力を持たせる

知識レベル・感度により教育の効果に差

が生じる可能性がある。

【問題点⑥】：健全性確認項目の設定不備

[電気保修課]

「泊発電所3号機100%休転工事制御盤点検要領書

(CRQ-P5L75)」を確認する過程において、電源受電前

の確認項目として、試運転後の影響確認としての点検

作業および、作業に伴い機器の状態を変化させる可能

性がある範囲について、健全性確認を行うホールドポ

イントを定めるべきであったが、手順で明確化してい

なかった。

定検工事の発注から

実施に関わる業務プロセス

当該業務プロセスの不備の改善が今

回の端子取付け不良の再発防止対策

に繋がるものではない

【問題点⑦】：健全性確認項目の設定不備

[電気保修課]

「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程におい

て、健全性を確認するために必要な目視点検項目の実

施範囲を項目毎に作業手順で明確にするべきであった

が、点検実施範囲（確認すべき範囲や記録の残し方）

について手順で明確化していなかった。

【問題点⑧】：点検範囲の明確化不足

[電気保修課]

「ＤＧ制御盤点検工事要領書」を確認する過程におい

て、電源受電前の確認項目として、経年劣化による影

響確認としての点検作業および、作業に伴い機器の状

態を変化させる可能性がある範囲について、健全性確

認を行うホールドポイントを定めるべきであったが、

手順で明確化していなかった。

建設据付の

業務プロセス

当該業務プロセスの

不備の改善が今回の

端子取付け不良の再

発防止対策に繋がる

ものではない

１００％

休転工事

【問題点⑤】：点検範囲の明確化不足

[電気保修課]

「泊発電所3号機100%休転工事制御盤点検要領書

(CRQ-P5L75)」を確認する過程において、健全性を確

認するために必要な目視点検項目の実施範囲を項目毎

に作業手順で明確にするべきであったが、点検実施範

囲（確認すべき範囲や記録の残し方）について手順で

明確化していなかった。



分析チームによる組織要因対策案 添付資料－６

分析結果の集約

ｶﾃｺﾞﾘ

組織要因

（直接要因の背後にある組織の弱点）

組織要因対策案

（組織として改善を要する事項とその対策）
効果点 対策後の残留リスクや副作用

直接要因No

②－１

③－１

⑤－１

⑦－１

【組織要因①】

■当社は、トラブル情報を調達管理に反映す

る取り組みにおいて、設備の健全性を確保す

るうえで、適切な検証行為を行うことで調達

管理上の不具合を防止できる事例を社内規程

類に反映する仕組みが不十分であった。

【組織要因対策案①】

■トラブル情報検討要領の改善

調達管理の不備による製作不良や保守不良に関わる不具合を防止するた

めに活用できる事例を定期的に収集する仕組みを構築する。

これにより、得られた情報を設備の健全性を確保するための検証活動や

これを実行するための要領書における手順の具体化、適切な検査項目の

設定に活用する。

■調達管理要領の改善

収集した事例を当社および調達先関係者が参考とするために、情報配信

ルールを明確化する。

4

わかりやすくする

トラブル情報の定期的な収集には

時間が掛かる。

トラブル情報から抽出した有益情

報を実業務に適切に展開するため

の教育を合わせて実施する必要が

ある。

直接要因No

②－２

③－２

④－２

⑤－２

⑥－２

⑦－２

⑧－２

【組織要因②】

■調達管理を確実なものとするために必要と

なる、調達製品の検証に関わる実業務を確実

に実行できる教育の仕組みが不十分であっ

た。

【組織要因対策案②】

■「教育訓練管理要領(R-30-206）」に、調達管理に関連する社内規程

類で規定される事項について、各レベルに応じた基礎教育を行うことを

明記し、教育の仕組みを改善する。

■職場で実施するOJTにおいては、4段階職場指導法を実践するために、

教育指導法に関して「教育訓練管理要領(R-30-206）」に実施方法を規

定する。

4

わかりやすくする

知識レベル・感度により教育の効

果に差が生じる可能性がある。

教育の効果は継続的に実施しなけ

れば現れにくい。

直接要因No

①

②－１

②－２

③－２

④－１

⑤－２

⑥－１

⑦－２

⑧－１

【組織要因③】

■当社の調達要求事項を満足するための検証

行為を確実に実施するうえで、過去に調達管

理の不備による重大なトラブルを経験してお

らず、製品納入実績が良好な結果となってい

た場合においても、現状に満足せずに自ら更

なる改善を行う姿勢が不足していた。

【組織要因対策案③】

■安全文化醸成活動において、潜在的リスクを認識し、現状に満足せず

常に疑問を持ち改善を図る意識を醸成させるため、本事象を題材とした

意識改善活動を実施する。

1

自分で気付かせる

醸成活動は長期的・継続的に実施

しなければ効果が現れにくく即効

性は無い。
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